
内

閣

府
、
総

務

省
、
財

務

省
、

○
文
部
科
学
省
、
厚
生
労
働
省
、
農
林
水
産
省
、
令
第
六
号

経
済
産
業
省
、
国
土
交
通
省
、
環

境

省

外
国
為
替
及
び
外
国
貿
易
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
令
和
八
年
法
律
第
三
十
号
）
及
び
外
国
為
替
及
び
外
国
貿
易
法
の

一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行
に
伴
う
関
係
政
令
の
整
備
等
に
関
す
る
政
令
（
令
和
八
年
政
令
第
二
百
九
十
六
号
）
の
施
行
に

伴
い
、
並
び
に
外
国
為
替
及
び
外
国
貿
易
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
二
百
二
十
八
号
）
第
六
十
九
条
の
六
、
情
報
通
信
技
術

を
活
用
し
た
行
政
の
推
進
等
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
四
年
法
律
第
百
五
十
一
号
）
第
六
条
第
一
項
並
び
に
対
内
直
接
投
資
等

に
関
す
る
政
令
（
昭
和
五
十
五
年
政
令
第
二
百
六
十
一
号
）
第
二
条
第
一
項
第
二
号
、
第
十
一
項
第
一
号
、
第
二
十
五
項
第
七

号
ニ
⑴
及
び
⑵
並
び
に
第
八
号
ニ
⑴
及
び
⑵
、
第
三
条
第
一
項
第
二
号
及
び
第
二
十
号
、
第
二
項
第
一
号
イ
及
び
ロ
、
第
二
号

イ
及
び
ロ
並
び
に
第
三
号
、
第
三
項
、
第
九
項
第
三
号
、
第
二
十
項
第
一
号
（
同
令
第
三
条
の
二
第
七
項
、
第
四
条
第
十
三

項
、
第
四
条
の
三
第
六
項
、
第
四
条
の
八
第
十
一
項
及
び
第
六
条
の
三
第
五
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
並
び
に

第
二
十
一
項
第
四
号
（
同
令
第
三
条
の
二
第
八
項
、
第
四
条
第
十
四
項
、
第
四
条
の
三
第
七
項
、
第
四
条
の
八
第
十
二
項
及
び

第
六
条
の
三
第
六
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
、
第
三
条
の
二
第
一
項
第
五
号
イ
、
第
三
項
第
三
号
及
び
第
六

号
、
第
三
条
の
三
第
一
項
、
第
三
条
の
四
第
一
項
及
び
第
七
項
、
第
四
条
第
一
項
第
五
号
、
第
二
項
、
第
三
項
及
び
第
五
項
第



三
号
、
第
四
条
の
三
第
一
項
第
五
号
イ
並
び
に
第
二
項
第
一
号
及
び
第
四
号
、
第
四
条
の
四
第
一
項
、
第
四
条
の
五
第
一
項
及

び
第
七
項
、
第
四
条
の
八
第
三
項
、
第
八
項
及
び
第
九
項
第
二
号
、
第
五
条
第
三
項
第
五
号
、
第
六
条
の
三
第
一
項
及
び
第
三

項
第
五
号
、
第
六
条
の
五
並
び
に
第
十
条
た
だ
し
書
の
規
定
に
基
づ
き
、
並
び
に
外
国
為
替
及
び
外
国
貿
易
法
及
び
同
令
を
実

施
す
る
た
め
、
対
内
直
接
投
資
等
に
関
す
る
命
令
及
び
外
国
為
替
法
令
に
係
る
情
報
通
信
技
術
を
活
用
し
た
行
政
の
推
進
等
に

関
す
る
法
律
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
命
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

令
和
八
年
九
月
十
六
日

内
閣
総
理
大
臣

高
市

早
苗

総
務
大
臣

林

芳
正

財
務
大
臣

片
山
さ
つ
き

文
部
科
学
大
臣

松
本

洋
平

厚
生
労
働
大
臣

上
野
賢
一
郎

農
林
水
産
大
臣

鈴
木

憲
和

経
済
産
業
大
臣

赤
澤

亮
正



国
土
交
通
大
臣

金
子

恭
之

環
境
大
臣

石
原

宏
高

対
内
直
接
投
資
等
に
関
す
る
命
令
及
び
外
国
為
替
法
令
に
係
る
情
報
通
信
技
術
を
活
用
し
た
行
政
の
推
進
等
に
関
す
る

法
律
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
命
令

（
対
内
直
接
投
資
等
に
関
す
る
命
令
の
一
部
改
正
）

総

理

府
、
大

蔵

省
、
文

部

省
、

厚

生

省
、
農
林
水
産
省
、
通
商
産
業
省
、

第
一
条

対
内
直
接
投
資
等
に
関
す
る
命
令
（
昭
和
五
十
五
年

令
第
一
号
）
の

運

輸

省
、
郵

政

省
、
労

働

省
、

建

設

省

一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

次
の
表
に
よ
り
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
た
部
分
を
こ
れ
に
順
次
対
応
す
る
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
規
定

の
傍
線
を
付
し
た
部
分
の
よ
う
に
改
め
、
改
正
前
欄
及
び
改
正
後
欄
に
対
応
し
て
掲
げ
る
そ
の
標
記
部
分
に
二
重
傍
線
を
付

し
た
規
定
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
対
象
規
定
」
と
い
う
。
）
は
、
そ
の
標
記
部
分
が
同
一
の
も
の
は
当
該
対
象
規
定
を

改
正
後
欄
に
掲
げ
る
も
の
の
よ
う
に
改
め
、
そ
の
標
記
部
分
が
異
な
る
も
の
は
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
を
改
正
後
欄



に
掲
げ
る
対
象
規
定
と
し
て
移
動
し
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
で
改
正
後
欄
に
こ
れ
に
対
応
す
る
も
の
を
掲
げ
て
い

な
い
も
の
は
、
こ
れ
を
削
り
、
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
で
改
正
前
欄
に
こ
れ
に
対
応
す
る
も
の
を
掲
げ
て
い
な
い
も

の
は
、
こ
れ
を
加
え
る
。
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前 

（
対
内
直
接
投
資
等
の
定
義
に
関
す
る
事
項
） 

 

（
対
内
直
接
投
資
等
の
定
義
に
関
す
る
事
項
） 

第
二
条 

［
①
］
対
内
直
接
投
資
等
に
関
す
る
政
令
（
以
下
「
令
」
と
い
う
。
）

第
二
条
第
一
項
第
二
号
に
規
定
す
る
主
務
省
令
で
定
め
る
法
人
そ
の
他
の
団

体
は
、
個
人
又
は
法
人
そ
の
他
の
団
体
が
他
の
法
人
そ
の
他
の
団
体
の
財
務

及
び
事
業
の
方
針
の
決
定
を
支
配
し
て
い
る
場
合
に
お
け
る
当
該
他
の
法
人

そ
の
他
の
団
体
と
す
る
。 

第
二
条 

［
項
を
加
え
る
。
］ 

 

２ 

前
項
に
規
定
す
る
財
務
及
び
事
業
の
方
針
の
決
定
を
支
配
し
て
い
る
場
合

と
は
、
次
に
掲
げ
る
場
合
（
財
務
上
又
は
事
業
上
の
関
係
か
ら
み
て
他
の
法
人

そ
の
他
の
団
体
の
財
務
又
は
事
業
の
方
針
の
決
定
を
支
配
し
て
い
な
い
こ
と

が
明
ら
か
で
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
場
合
を
除
く
。
）
を
い
う
。
こ
の
場
合
に
お

い
て
、
他
の
法
人
そ
の
他
の
団
体
が
法
第
二
十
六
条
第
一
項
第
四
号
に
規
定

す
る
組
合
等
（
以
下
こ
の
項
及
び
次
条
第
三
項
第
三
十
号
に
お
い
て
「
組
合

等
」
と
い
う
。
）
で
あ
る
場
合
に
お
け
る
こ
の
項
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、

第
一
号
中
「
議
決
権
（
法
第
二
十
六
条
第
一
項
第
三
号
に
規
定
す
る
議
決
権
及

び
外
国
議
決
権
（
令
第
二
条
第
十
六
項
に
規
定
す
る
外
国
議
決
権
を
い
う
。
以

下
同
じ
。
）
を
い
う
。
以
下
こ
の
項
及
び
次
項
第
二
号
ロ
に
お
い
て
同
じ
。
）
」

と
あ
り
、
及
び
「
議
決
権
の
数
」
と
あ
る
の
は
「
業
務
執
行
を
決
定
す
る
権
限
」

と
、
「
総
数
」
と
あ
る
の
は
「
全
体
」
と
、
第
二
号
中
「
議
決
権
の
総
数
」
と

あ
る
の
は
「
業
務
執
行
を
決
定
す
る
権
限
の
全
体
」
と
、
「
議
決
権
の
数
」
と

あ
る
の
は
「
業
務
執
行
を
決
定
す
る
権
限
」
と
、
同
号
イ
中
「
自
己
保
有
等
議

決
権
数
」
と
あ
る
の
は
「
自
己
保
有
等
業
務
執
行
決
定
権
限
」
と
、
「
合
計
数
」

と
あ
る
の
は
「
合
計
」
と
、
「
保
有
し
て
い
る
議
決
権
」
と
あ
る
の
は
「
保
有

し
て
い
る
業
務
執
行
を
決
定
す
る
権
限
」
と
、「
議
決
権
を
」
と
あ
る
の
は
「
業

務
執
行
を
決
定
す
る
権
限
を
」
と
、
第
三
号
中
「
議
決
権
の
総
数
」
と
あ
る
の

［
項
を
加
え
る
。
］ 

      



は
「
業
務
執
行
を
決
定
す
る
権
限
の
全
体
」
と
、
「
自
己
保
有
等
議
決
権
数
」

と
あ
る
の
は
「
自
己
保
有
等
業
務
執
行
決
定
権
限
」
と
、
「
議
決
権
を
」
と
あ

る
の
は
「
業
務
執
行
を
決
定
す
る
権
限
を
」
と
し
、
組
合
等
の
組
合
員
（
特
定

組
合
類
似
団
体
（
法
第
二
十
六
条
第
一
項
第
四
号
に
規
定
す
る
特
定
組
合
類

似
団
体
を
い
う
。
次
条
第
三
項
第
三
十
号
及
び
第
七
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
の

構
成
員
を
含
む
。
）
が
組
合
等
の
財
産
と
し
て
所
有
し
、
又
は
保
有
す
る
財
産

又
は
権
利
に
つ
い
て
は
、
当
該
組
合
等
が
所
有
し
、
又
は
保
有
す
る
も
の
と
み

な
す
。 

一 

他
の
法
人
そ
の
他
の
団
体
（
次
に
掲
げ
る
法
人
そ
の
他
の
団
体
で
あ
つ

て
、
有
効
な
支
配
従
属
関
係
が
存
在
し
な
い
と
認
め
ら
れ
る
も
の
を
除
く
。

以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
議
決
権
（
法
第
二
十
六
条
第
一
項
第
三

号
に
規
定
す
る
議
決
権
及
び
外
国
議
決
権
（
令
第
二
条
第
十
六
項
に
規
定

す
る
外
国
議
決
権
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
を
い
う
。
以
下
こ
の
項
及
び
次

項
第
二
号
ロ
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
総
数
に
対
す
る
自
己
（
そ
の
被
支
配
会

社
等
（
令
第
二
条
第
一
項
第
二
号
に
規
定
す
る
被
支
配
会
社
等
を
い
う
。
以

下
同
じ
。
）
を
含
む
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
計
算
に
お
い
て

保
有
し
て
い
る
議
決
権
の
数
の
割
合
が
百
分
の
五
十
を
超
え
て
い
る
場
合 

イ 

民
事
再
生
法
（
平
成
十
一
年
法
律
第
二
百
二
十
五
号
）
の
規
定
に
よ
る

再
生
手
続
開
始
の
決
定
を
受
け
た
法
人
そ
の
他
の
団
体 

ロ 

会
社
更
生
法
（
平
成
十
四
年
法
律
第
百
五
十
四
号
）
の
規
定
に
よ
る
更

生
手
続
開
始
の
決
定
を
受
け
た
株
式
会
社 

ハ 

破
産
法
（
平
成
十
六
年
法
律
第
七
十
五
号
）
の
規
定
に
よ
る
破
産
手
続

開
始
の
決
定
を
受
け
た
法
人
そ
の
他
の
団
体 

ニ 

そ
の
他
イ
か
ら
ハ
ま
で
に
掲
げ
る
法
人
そ
の
他
の
団
体
に
準
ず
る
法

人
そ
の
他
の
団
体 

二 

他
の
法
人
そ
の
他
の
団
体
の
議
決
権
の
総
数
に
対
す
る
自
己
の
計
算
に

 



お
い
て
保
有
し
て
い
る
議
決
権
の
数
の
割
合
が
百
分
の
四
十
以
上
で
あ
る

場
合
（
前
号
に
掲
げ
る
場
合
を
除
く
。
）
で
あ
つ
て
、
次
に
掲
げ
る
い
ず
れ

か
の
要
件
に
該
当
す
る
場
合 

イ 

他
の
法
人
そ
の
他
の
団
体
の
議
決
権
の
総
数
に
対
す
る
自
己
保
有
等

議
決
権
数
（
次
に
掲
げ
る
議
決
権
の
数
の
合
計
数
を
い
う
。
次
号
に
お
い

て
同
じ
。
）
の
割
合
が
百
分
の
五
十
を
超
え
て
い
る
こ
と
。 

⑴ 

自
己
の
計
算
に
お
い
て
保
有
し
て
い
る
議
決
権 

⑵ 

自
己
と
出
資
、
人
事
、
資
金
、
技
術
、
取
引
等
に
お
い
て
緊
密
な

関
係
が
あ
る
こ
と
に
よ
り
自
己
の
意
思
と
同
一
の
内
容
の
議
決
権
を

行
使
す
る
と
認
め
ら
れ
る
者
が
保
有
し
て
い
る
議
決
権 

⑶ 

自
己
の
意
思
と
同
一
の
内
容
の
議
決
権
を
行
使
す
る
こ
と
に
同
意

し
て
い
る
者
が
保
有
し
て
い
る
議
決
権 

⑷ 

自
己
（
自
然
人
で
あ
る
も
の
に
限
る
。
）
の
配
偶
者
又
は
二
親
等

内
の
親
族
が
保
有
し
て
い
る
議
決
権 

ロ 

他
の
法
人
そ
の
他
の
団
体
の
取
締
役
会
そ
の
他
こ
れ
に
準
ず
る
機
関

の
構
成
員
の
総
数
に
対
す
る
次
に
掲
げ
る
者
（
当
該
他
の
法
人
そ
の
他

の
団
体
の
財
務
及
び
事
業
の
方
針
の
決
定
に
関
し
て
影
響
を
与
え
る
こ

と
が
で
き
る
も
の
に
限
る
。
）
の
数
の
割
合
が
百
分
の
五
十
を
超
え
て
い

る
こ
と
。 

⑴ 

自
己
（
自
然
人
で
あ
る
も
の
に
限
る
。
） 

⑵ 

自
己
の
役
員 

⑶ 

自
己
の
業
務
を
執
行
す
る
社
員 

⑷ 

自
己
の
使
用
人 

⑸ 

⑵
か
ら
⑷
ま
で
に
掲
げ
る
者
で
あ
つ
た
者 

⑹ 

自
己
（
自
然
人
で
あ
る
も
の
に
限
る
。
）
の
配
偶
者
又
は
二
親
等

内
の
親
族 



ハ 

自
己
が
他
の
法
人
そ
の
他
の
団
体
の
重
要
な
財
務
及
び
事
業
の
方
針

の
決
定
を
支
配
す
る
契
約
等
が
存
在
す
る
こ
と
。 

ニ 

他
の
法
人
そ
の
他
の
団
体
の
資
金
調
達
額
（
貸
借
対
照
表
の
負
債
の

部
に
計
上
さ
れ
て
い
る
も
の
に
限
る
。
次
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
総
額

に
対
す
る
自
己
が
行
う
融
資
（
債
務
の
保
証
及
び
担
保
の
提
供
を
含
む
。

以
下
こ
の
ニ
及
び
同
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
額
（
自
己
と
出
資
、
人
事
、

資
金
、
技
術
、
取
引
等
に
お
い
て
緊
密
な
関
係
の
あ
る
者
及
び
自
己
（
自

然
人
で
あ
る
も
の
に
限
る
。
）
の
配
偶
者
又
は
二
親
等
内
の
親
族
が
行
う

融
資
の
額
を
含
む
。
）
の
割
合
が
百
分
の
五
十
を
超
え
て
い
る
こ
と
。 

ホ 

そ
の
他
自
己
が
他
の
法
人
そ
の
他
の
団
体
の
財
務
及
び
事
業
の
方
針

の
決
定
を
支
配
し
て
い
る
こ
と
が
推
測
さ
れ
る
事
実
が
存
在
す
る
こ

と
。 

 

三 

他
の
法
人
そ
の
他
の
団
体
の
議
決
権
の
総
数
に
対
す
る
自
己
保
有
等
議

決
権
数
の
割
合
が
百
分
の
五
十
を
超
え
て
い
る
場
合
（
自
己
の
計
算
に
お

い
て
議
決
権
を
保
有
し
て
い
な
い
場
合
を
含
み
、
前
二
号
に
掲
げ
る
場
合

を
除
く
。
）
で
あ
つ
て
、
前
号
ロ
か
ら
ホ
ま
で
に
掲
げ
る
い
ず
れ
か
の
要
件

に
該
当
す
る
場
合
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
他
の
法
人
そ
の
他
の
団
体
が
組

合
等
で
あ
る
と
き
は
、
資
金
調
達
額
の
総
額
に
対
す
る
自
己
が
行
う
融
資

の
額
の
割
合
を
考
慮
し
な
い
も
の
と
す
る
。 

 

３ 

令
第
二
条
第
十
一
項
第
一
号
に
規
定
す
る
外
国
投
資
家
の
関
係
者
と
し
て

主
務
省
令
で
定
め
る
者
は
、
次
に
掲
げ
る
者
と
す
る
。 

［
①
］ 

対
内
直
接
投
資
等
に
関
す
る
政
令
（
以
下
「
令
」
と
い
う
。
）
第
二
条

第
十
一
項
第
一
号
に
規
定
す
る
外
国
投
資
家
の
関
係
者
と
し
て
主
務
省
令
で

定
め
る
者
は
、
次
に
掲
げ
る
者
と
す
る
。 

一 

当
該
外
国
投
資
家
自
ら
又
は
他
の
も
の
を
通
じ
て
株
主
総
会
に
提
出
し

た
議
案
に
係
る
場
合
以
外
の
場
合
（
会
社
法
（
平
成
十
七
年
法
律
第
八
十
六

号
）
第
三
百
四
条
の
規
定
に
基
づ
き
、
株
主
総
会
に
お
い
て
提
出
さ
れ
た
議

案
に
係
る
場
合
を
除
く
。
）
に
あ
つ
て
は
、
次
に
掲
げ
る
者 

一 
当
該
外
国
投
資
家
自
ら
又
は
他
の
も
の
を
通
じ
て
株
主
総
会
に
提
出
し

た
議
案
に
係
る
場
合
以
外
の
場
合
（
会
社
法
（
平
成
十
七
年
法
律
第
八
十
六

号
）
第
三
百
四
条
の
規
定
に
基
づ
き
、
株
主
総
会
に
お
い
て
提
出
さ
れ
た
議

案
に
係
る
場
合
を
除
く
。
）
に
あ
つ
て
は
、
次
に
掲
げ
る
者 



イ 

当
該
外
国
投
資
家
（
法
人
等
（
令
第
二
条
第
二
十
二
項
第
一
号
に
規
定

す
る
法
人
等
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
に
限
る
。
）
の
役
員
（
法
第
二
十

六
条
第
一
項
第
五
号
に
規
定
す
る
役
員
を
い
い
、
外
国
法
人
等
（
令
第
二

条
第
一
項
第
一
号
に
規
定
す
る
外
国
法
人
等
を
い
う
。
次
条
第
三
項
第

十
九
号
イ
及
び
第
二
十
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
あ
つ
て
は
、
外
国
の
法

令
上
こ
れ
と
同
様
に
取
り
扱
わ
れ
て
い
る
者
及
び
日
本
に
お
け
る
代
表

者
を
含
む
。
以
下
同
じ
。
）
又
は
投
資
委
員
会
、
経
営
委
員
会
そ
の
他
名

称
の
如
何
を
問
わ
ず
対
内
直
接
投
資
等
（
法
第
二
十
六
条
第
二
項
に
規

定
す
る
対
内
直
接
投
資
等
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
の
実
施
に
関
す
る
意

思
決
定
を
行
う
会
議
体
の
構
成
員
（
ロ
に
お
い
て
「
投
資
委
員
会
等
構
成

員
」
と
い
う
。
） 

イ 

当
該
外
国
投
資
家
（
法
人
等
（
令
第
二
条
第
十
四
項
第
二
号
に
規
定
す

る
法
人
等
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
に
限
る
。
）
の
役
員
（
法
第
二
十
六

条
第
一
項
第
五
号
に
規
定
す
る
役
員
を
い
い
、
外
国
法
人
等
（
令
第
二
条

第
一
項
に
規
定
す
る
外
国
法
人
等
を
い
う
。
第
三
条
第
二
項
に
お
い
て

同
じ
。
）
に
あ
つ
て
は
、
外
国
の
法
令
上
こ
れ
と
同
様
に
取
り
扱
わ
れ
て

い
る
者
及
び
日
本
に
お
け
る
代
表
者
を
含
む
。
以
下
同
じ
。
）
又
は
投
資

委
員
会
、
経
営
委
員
会
そ
の
他
名
称
の
如
何
を
問
わ
ず
対
内
直
接
投
資

等
（
法
第
二
十
六
条
第
二
項
に
規
定
す
る
対
内
直
接
投
資
等
を
い
う
。
以

下
同
じ
。
）
の
実
施
に
関
す
る
意
思
決
定
を
行
う
会
議
体
の
構
成
員
（
以

下
こ
の
項
に
お
い
て
「
投
資
委
員
会
等
構
成
員
」
と
い
う
。
） 

ロ 

当
該
外
国
投
資
家
を
令
第
二
条
第
二
十
八
項
第
一
号
に
規
定
す
る
株

式
取
得
者
等
と
し
た
場
合
に
同
号
か
ら
同
項
第
五
号
ま
で
に
掲
げ
る
も

の
に
該
当
す
る
こ
と
と
な
る
法
人
等
の
役
員
又
は
投
資
委
員
会
等
構
成

員 

ロ 

当
該
外
国
投
資
家
等
を
令
第
二
条
第
十
九
項
第
一
号
に
規
定
す
る
株

式
取
得
者
等
と
し
た
場
合
に
同
項
第
一
号
か
ら
第
五
号
ま
で
に
掲
げ
る

も
の
に
該
当
す
る
こ
と
と
な
る
法
人
等
の
役
員
又
は
投
資
委
員
会
等
構

成
員 

ハ 

当
該
外
国
投
資
家
を
令
第
二
条
第
二
十
八
項
第
一
号
に
規
定
す
る
株

式
取
得
者
等
と
し
た
場
合
に
同
項
第
六
号
か
ら
第
九
号
ま
で
に
掲
げ
る

も
の
に
該
当
す
る
こ
と
と
な
る
法
人
等
の
役
員 

ハ 

当
該
外
国
投
資
家
等
を
令
第
二
条
第
十
九
項
第
一
号
に
規
定
す
る
株

式
取
得
者
等
と
し
た
場
合
に
同
項
第
六
号
か
ら
第
九
号
ま
で
に
掲
げ
る

も
の
に
該
当
す
る
こ
と
と
な
る
法
人
等
の
役
員 

［
ニ
・
ホ 

略
］ 
 

［
ニ
・
ホ 

同
上
］ 

ヘ 

当
該
外
国
投
資
家
と
共
同
し
て
会
社
の
株
主
と
し
て
の
議
決
権
（
法

第
二
十
六
条
第
一
項
第
三
号
に
規
定
す
る
議
決
権
を
い
う
。
次
号
ロ
を

除
き
、
以
下
同
じ
。
）
そ
の
他
の
権
利
を
行
使
す
る
こ
と
を
合
意
し
て
い

る
個
人
又
は
法
人
そ
の
他
の
団
体
の
役
員
若
し
く
は
使
用
人
そ
の
他
の

従
業
者 

ヘ 

当
該
外
国
投
資
家
と
共
同
し
て
会
社
の
株
主
と
し
て
の
議
決
権
（
法

第
二
十
六
条
第
一
項
第
三
号
に
規
定
す
る
議
決
権
を
い
う
。
以
下
同

じ
。
）
そ
の
他
の
権
利
を
行
使
す
る
こ
と
を
合
意
し
て
い
る
個
人
又
は
法

人
そ
の
他
の
団
体
の
役
員
若
し
く
は
使
用
人
そ
の
他
の
従
業
者 

ト 

［
略
］ 

ト 

［
同
上
］ 

二 

当
該
外
国
投
資
家
自
ら
又
は
他
の
も
の
を
通
じ
て
株
主
総
会
に
提
出
し

二 

当
該
外
国
投
資
家
自
ら
又
は
他
の
も
の
を
通
じ
て
株
主
総
会
に
提
出
し



た
議
案
に
係
る
場
合
（
次
号
に
掲
げ
る
場
合
を
除
く
。
）
に
あ
つ
て
は
、
次

に
掲
げ
る
者 

た
議
案
に
係
る
場
合
（
第
三
号
に
掲
げ
る
場
合
を
除
く
。
）
に
あ
つ
て
は
、

次
に
掲
げ
る
者 

イ 

［
略
］ 

イ 

［
同
上
］ 

ロ 

次
に
掲
げ
る
法
人
そ
の
他
の
団
体
の
役
員
又
は
使
用
人
そ
の
他
の
従

業
者 

ロ 

次
に
掲
げ
る
法
人
そ
の
他
の
団
体
の
役
員
又
は
使
用
人
そ
の
他
の
従

業
者 

⑴ 
当
該
外
国
投
資
家
に
よ
り
議
決
権
の
総
数
の
百
分
の
五
十
以
上
に

相
当
す
る
議
決
権
の
数
を
直
接
に
保
有
さ
れ
て
い
る
法
人
そ
の
他
の

団
体 

⑴ 

当
該
外
国
投
資
家
に
よ
り
総
議
決
権
（
法
第
二
十
六
条
第
一
項
第

三
号
に
規
定
す
る
総
議
決
権
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
の
百
分
の
五
十

以
上
に
相
当
す
る
議
決
権
の
数
を
直
接
に
保
有
さ
れ
て
い
る
法
人
そ

の
他
の
団
体 

⑵ 

当
該
外
国
投
資
家
及
び
⑴
に
掲
げ
る
法
人
そ
の
他
の
団
体
に
よ
り

議
決
権
の
総
数
の
百
分
の
五
十
以
上
に
相
当
す
る
議
決
権
の
数
を
直

接
に
保
有
さ
れ
て
い
る
法
人
そ
の
他
の
団
体
（
⑴
に
掲
げ
る
も
の
を

除
く
。
） 

⑵ 

当
該
外
国
投
資
家
及
び
⑴
に
掲
げ
る
法
人
そ
の
他
の
団
体
に
よ
り

総
議
決
権
の
百
分
の
五
十
以
上
に
相
当
す
る
議
決
権
の
数
を
直
接
に

保
有
さ
れ
て
い
る
法
人
そ
の
他
の
団
体
（
⑴
に
掲
げ
る
も
の
を
除

く
。
） 

⑶ 

当
該
外
国
投
資
家
が
法
人
等
で
あ
る
場
合
に
お
い
て
当
該
外
国
投

資
家
の
議
決
権
の
総
数
の
百
分
の
五
十
以
上
に
相
当
す
る
議
決
権
の

数
を
直
接
に
保
有
し
て
い
る
法
人
そ
の
他
の
団
体
（
⑴
及
び
⑵
に
掲

げ
る
も
の
を
除
く
。
） 

⑶ 

当
該
外
国
投
資
家
が
法
人
等
で
あ
る
場
合
に
お
い
て
当
該
外
国
投

資
家
の
総
議
決
権
の
百
分
の
五
十
以
上
に
相
当
す
る
議
決
権
の
数
を

直
接
に
保
有
し
て
い
る
法
人
そ
の
他
の
団
体
（
⑴
及
び
⑵
に
掲
げ
る

も
の
を
除
く
。
） 

⑷ 

当
該
外
国
投
資
家
が
法
人
等
で
あ
る
場
合
に
お
い
て
、
当
該
外
国

投
資
家
の
議
決
権
の
総
数
の
百
分
の
五
十
未
満
に
相
当
す
る
議
決
権

の
数
を
直
接
に
保
有
し
て
い
る
法
人
そ
の
他
の
団
体
が
直
接
に
保
有

し
て
い
る
当
該
外
国
投
資
家
の
議
決
権
の
数
と
当
該
法
人
そ
の
他
の

団
体
の
議
決
権
の
総
数
の
百
分
の
五
十
以
上
に
相
当
す
る
議
決
権
の

数
を
直
接
に
保
有
し
て
い
る
法
人
そ
の
他
の
団
体
が
直
接
に
保
有
し

て
い
る
当
該
外
国
投
資
家
の
議
決
権
の
数
と
を
合
算
し
た
数
が
当
該

外
国
投
資
家
の
議
決
権
の
総
数
の
百
分
の
五
十
以
上
と
な
る
と
き
に

お
け
る
当
該
外
国
投
資
家
の
議
決
権
の
総
数
の
百
分
の
五
十
未
満
に

⑷ 

当
該
外
国
投
資
家
が
法
人
等
で
あ
る
場
合
に
お
い
て
、
当
該
外
国

投
資
家
の
総
議
決
権
の
百
分
の
五
十
未
満
に
相
当
す
る
議
決
権
の
数

を
直
接
に
保
有
し
て
い
る
法
人
そ
の
他
の
団
体
が
直
接
に
保
有
し
て

い
る
当
該
外
国
投
資
家
の
議
決
権
の
数
と
当
該
法
人
そ
の
他
の
団
体

の
総
議
決
権
の
百
分
の
五
十
以
上
に
相
当
す
る
議
決
権
の
数
を
直
接

に
保
有
し
て
い
る
法
人
そ
の
他
の
団
体
が
直
接
に
保
有
し
て
い
る
当

該
外
国
投
資
家
の
議
決
権
の
数
と
を
合
算
し
た
数
が
当
該
外
国
投
資

家
の
総
議
決
権
の
百
分
の
五
十
以
上
と
な
る
と
き
に
お
け
る
当
該
外

国
投
資
家
の
総
議
決
権
の
百
分
の
五
十
未
満
に
相
当
す
る
議
決
権
の



相
当
す
る
議
決
権
の
数
を
直
接
に
保
有
し
て
い
る
法
人
そ
の
他
の
団

体
（
⑴
及
び
⑵
に
掲
げ
る
も
の
を
除
く
。
） 

数
を
直
接
に
保
有
し
て
い
る
法
人
そ
の
他
の
団
体
（
⑴
及
び
⑵
に
掲

げ
る
も
の
を
除
く
。
） 

⑸ 

⑶
及
び
⑷
に
掲
げ
る
法
人
そ
の
他
の
団
体
の
議
決
権
の
総
数
の
百

分
の
五
十
以
上
に
相
当
す
る
議
決
権
の
数
を
直
接
に
保
有
し
て
い
る

法
人
そ
の
他
の
団
体
（
⑴
か
ら
⑷
ま
で
に
掲
げ
る
も
の
を
除
く
。
） 

⑸ 

⑶
及
び
⑷
に
掲
げ
る
法
人
そ
の
他
の
団
体
の
総
議
決
権
の
百
分
の

五
十
以
上
に
相
当
す
る
議
決
権
の
数
を
直
接
に
保
有
し
て
い
る
法
人

そ
の
他
の
団
体
（
⑴
か
ら
⑷
ま
で
に
掲
げ
る
も
の
を
除
く
。
） 

⑹ 
⑸
に
掲
げ
る
法
人
そ
の
他
の
団
体
に
よ
り
議
決
権
の
総
数
の
百
分

の
五
十
以
上
に
相
当
す
る
議
決
権
の
数
を
直
接
に
保
有
さ
れ
て
い
る

法
人
そ
の
他
の
団
体
（
⑴
か
ら
⑸
ま
で
に
掲
げ
る
も
の
を
除
く
。
） 

⑹ 

⑸
に
掲
げ
る
法
人
そ
の
他
の
団
体
に
よ
り
総
議
決
権
の
百
分
の
五

十
以
上
に
相
当
す
る
議
決
権
の
数
を
直
接
に
保
有
さ
れ
て
い
る
法
人

そ
の
他
の
団
体
（
⑴
か
ら
⑸
ま
で
に
掲
げ
る
も
の
を
除
く
。
） 

⑺ 

⑸
及
び
⑹
に
掲
げ
る
法
人
そ
の
他
の
団
体
に
よ
り
議
決
権
の
総
数

の
百
分
の
五
十
以
上
に
相
当
す
る
議
決
権
の
数
を
直
接
に
保
有
さ
れ

て
い
る
法
人
そ
の
他
の
団
体
（
⑴
か
ら
⑹
ま
で
に
掲
げ
る
も
の
を
除

く
。
） 

⑺ 

⑸
及
び
⑹
に
掲
げ
る
法
人
そ
の
他
の
団
体
に
よ
り
総
議
決
権
の
百

分
の
五
十
以
上
に
相
当
す
る
議
決
権
の
数
を
直
接
に
保
有
さ
れ
て
い

る
法
人
そ
の
他
の
団
体
（
⑴
か
ら
⑹
ま
で
に
掲
げ
る
も
の
を
除
く
。
） 

⑻ 

⑶
に
掲
げ
る
法
人
そ
の
他
の
団
体
に
よ
り
議
決
権
の
総
数
の
百
分

の
五
十
以
上
に
相
当
す
る
議
決
権
の
数
を
直
接
に
保
有
さ
れ
て
い
る

法
人
そ
の
他
の
団
体
（
⑴
か
ら
⑺
ま
で
に
掲
げ
る
も
の
を
除
く
。
） 

⑻ 

⑶
に
掲
げ
る
法
人
そ
の
他
の
団
体
に
よ
り
総
議
決
権
の
百
分
の
五

十
以
上
に
相
当
す
る
議
決
権
の
数
を
直
接
に
保
有
さ
れ
て
い
る
法
人

そ
の
他
の
団
体
（
⑴
か
ら
⑺
ま
で
に
掲
げ
る
も
の
を
除
く
。
） 

⑼ 

⑶
及
び
⑻
に
掲
げ
る
法
人
そ
の
他
の
団
体
に
よ
り
議
決
権
の
総
数

の
百
分
の
五
十
以
上
に
相
当
す
る
議
決
権
の
数
を
直
接
に
保
有
さ
れ

て
い
る
法
人
そ
の
他
の
団
体
（
⑴
か
ら
⑻
ま
で
に
掲
げ
る
も
の
を
除

く
。
） 

⑼ 

⑶
及
び
⑻
に
掲
げ
る
法
人
そ
の
他
の
団
体
に
よ
り
総
議
決
権
の
百

分
の
五
十
以
上
に
相
当
す
る
議
決
権
の
数
を
直
接
に
保
有
さ
れ
て
い

る
法
人
そ
の
他
の
団
体
（
⑴
か
ら
⑻
ま
で
に
掲
げ
る
も
の
を
除
く
。
） 

［
ハ
～
ヌ 

略
］ 

［
ハ
～
ヌ 

同
上
］ 

三 

令
第
三
条
の
二
第
一
項
第
三
号
か
ら
第
六
号
ま
で
に
掲
げ
る
非
居
住
者

等
（
令
第
二
条
第
十
四
項
第
二
号
に
規
定
す
る
非
居
住
者
等
を
い
う
。
以
下

同
じ
。
）
が
行
う
同
意
で
あ
つ
て
、
当
該
外
国
投
資
家
自
ら
又
は
他
の
も
の

を
通
じ
て
株
主
総
会
に
提
出
し
た
議
案
に
係
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
次
に

掲
げ
る
者 

三 

令
第
三
条
の
二
第
一
項
第
三
号
か
ら
第
六
号
ま
で
に
掲
げ
る
も
の
が
行

う
同
意
で
あ
つ
て
、
当
該
外
国
投
資
家
自
ら
又
は
他
の
も
の
を
通
じ
て
株

主
総
会
に
提
出
し
た
議
案
に
係
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
次
に
掲
げ
る
者 

イ 

［
略
］ 

イ 

［
同
上
］ 



ロ 

当
該
外
国
投
資
家
の
属
す
る
国
又
は
地
域
の
政
府
、
政
府
機
関
、
地
方

公
共
団
体
、
中
央
銀
行
又
は
政
党
そ
の
他
の
政
治
団
体
の
役
員
又
は
使

用
人
そ
の
他
の
従
業
者
（
政
党
そ
の
他
の
政
治
団
体
に
該
当
す
る
場
合

に
あ
つ
て
は
そ
の
政
党
員
を
含
む
。
） 

ロ 

当
該
外
国
投
資
家
の
属
す
る
国
の
政
府
、
政
府
機
関
、
地
方
公
共
団

体
、
中
央
銀
行
又
は
政
党
そ
の
他
の
政
治
団
体
の
役
員
又
は
使
用
人
そ

の
他
の
従
業
者
（
政
党
そ
の
他
の
政
治
団
体
に
該
当
す
る
場
合
に
あ
つ

て
は
そ
の
政
党
員
を
含
む
。
） 

４ 

令
第
二
条
第
十
一
項
第
五
号
に
規
定
す
る
主
務
省
令
で
定
め
る
議
案
は
、

次
に
掲
げ
る
議
案
と
す
る
。 

２ 

令
第
二
条
第
十
一
項
第
五
号
に
規
定
す
る
主
務
省
令
で
定
め
る
議
案
は
、

次
に
掲
げ
る
議
案
と
す
る
。 

一 

［
略
］ 

一 

［
同
上
］ 

二 

子
会
社
（
会
社
法
第
二
条
第
三
号
に
規
定
す
る
子
会
社
を
い
う
。
以
下
同

じ
。
）
（
外
国
の
法
令
に
基
づ
い
て
設
立
さ
れ
た
法
人
そ
の
他
の
団
体
及
び

外
国
に
主
た
る
事
務
所
を
有
す
る
法
人
そ
の
他
の
団
体
を
除
く
。
次
条
第

三
項
第
二
号
及
び
第
五
項
並
び
に
第
四
条
第
四
項
を
除
き
、
以
下
同
じ
。
）

の
株
式
又
は
持
分
の
全
部
又
は
一
部
の
譲
渡
に
係
る
議
案 

二 

子
会
社
（
会
社
法
第
二
条
第
三
号
に
規
定
す
る
子
会
社
を
い
う
。
以
下
同

じ
。
）
（
外
国
の
法
令
に
基
づ
い
て
設
立
さ
れ
た
法
人
そ
の
他
の
団
体
及
び

外
国
に
主
た
る
事
務
所
を
有
す
る
法
人
そ
の
他
の
団
体
を
除
く
。
第
三
号
、

第
三
条
第
二
項
第
七
号
ロ
及
び
第
十
五
号
イ
、
第
三
条
の
二
第
七
項
第
一

号
並
び
に
第
四
条
の
三
第
二
項
第
一
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
株
式
又
は
持

分
の
全
部
又
は
一
部
の
譲
渡
に
係
る
議
案 

［
三
～
七 

略
］ 

 

［
三
～
七 

同
上
］ 

５ 

［
略
］ 

３ 

［
同
上
］ 

６ 

令
第
二
条
第
十
四
項
第
二
号
に
規
定
す
る
主
務
省
令
で
定
め
る
額
は
、
金

銭
の
貸
付
け
を
行
つ
た
日
の
属
す
る
事
業
年
度
の
直
前
の
事
業
年
度
末
の
貸

借
対
照
表
（
当
該
直
前
の
事
業
年
度
が
な
い
場
合
に
あ
つ
て
は
、
直
前
に
作
成

さ
れ
た
特
定
の
日
に
お
け
る
貸
借
対
照
表
）
の
負
債
の
部
に
計
上
し
た
額
と

当
該
金
銭
の
貸
付
け
の
金
額
と
を
合
算
し
た
額
と
す
る
。
た
だ
し
、
貸
借
対
照

表
を
作
成
し
て
い
な
い
場
合
に
あ
つ
て
は
、
金
銭
の
貸
付
け
を
行
つ
た
日
の

属
す
る
事
業
年
度
の
直
前
の
事
業
年
度
末
の
財
産
目
録
（
当
該
直
前
の
事
業

年
度
が
な
い
場
合
に
あ
つ
て
は
、
直
前
に
作
成
さ
れ
た
特
定
の
日
に
お
け
る

財
産
目
録
）
の
負
債
の
総
額
と
当
該
金
銭
の
貸
付
け
の
金
額
と
を
合
算
し
た

額
と
す
る
。 

４ 

令
第
二
条
第
十
四
項
第
二
号
に
規
定
す
る
主
務
省
令
で
定
め
る
額
は
、
金

銭
の
貸
付
け
を
行
つ
た
日
の
属
す
る
事
業
年
度
の
直
前
の
事
業
年
度
末
の
貸

借
対
照
表
（
当
該
直
前
の
事
業
年
度
が
な
い
場
合
に
あ
つ
て
は
、
直
前
の
貸
借

対
照
表
）
の
負
債
の
部
に
計
上
し
た
額
と
当
該
金
銭
の
貸
付
け
の
金
額
と
を

合
算
し
た
額
と
す
る
。
た
だ
し
、
貸
借
対
照
表
を
作
成
し
て
い
な
い
場
合
に
あ

つ
て
は
、
金
銭
の
貸
付
け
を
行
つ
た
日
の
属
す
る
事
業
年
度
の
直
前
の
事
業

年
度
末
の
財
産
目
録
（
当
該
直
前
の
事
業
年
度
が
な
い
場
合
に
あ
つ
て
は
、
直

前
の
財
産
目
録
）
の
負
債
の
総
額
と
当
該
金
銭
の
貸
付
け
の
金
額
と
を
合
算

し
た
額
と
す
る
。 

［
項
を
削
る
。
］ 

５ 

令
第
二
条
第
十
六
項
第
一
号
ニ
⑴
に
規
定
す
る
主
務
省
令
で
定
め
る
金
額



 

は
、
一
億
円
に
相
当
す
る
額
と
す
る
。 

［
項
を
削
る
。
］ 

 

６ 

令
第
二
条
第
十
六
項
第
一
号
ニ
⑵
に
規
定
す
る
主
務
省
令
で
定
め
る
額

は
、
社
債
の
取
得
を
行
つ
た
日
の
属
す
る
事
業
年
度
の
直
前
の
事
業
年
度
末

の
貸
借
対
照
表
（
当
該
直
前
の
事
業
年
度
が
な
い
場
合
に
あ
つ
て
は
、
直
前
の

貸
借
対
照
表
）
の
負
債
の
部
に
計
上
し
た
額
と
当
該
取
得
し
た
社
債
の
金
額

と
を
合
算
し
た
額
と
す
る
。 

７ 

令
第
二
条
第
二
十
五
項
第
二
号
ロ
及
び
第
二
十
七
項
第
二
号
に
規
定
す
る

主
務
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
と
す
る
。 

７ 

令
第
二
条
第
十
六
項
第
六
号
ロ
及
び
同
条
第
十
八
項
第
二
号
に
規
定
す
る

主
務
省
令
で
定
め
る
も
の
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
と
す
る
。 

［
一
～
七 

略
］ 

［
一
～
七 

同
上
］ 

８ 

令
第
二
条
第
二
十
五
項
第
七
号
ニ
⑴
に
規
定
す
る
主
務
省
令
で
定
め
る
金

額
は
、
一
億
円
に
相
当
す
る
額
と
す
る
。 

［
項
を
加
え
る
。
］ 

９ 

令
第
二
条
第
二
十
五
項
第
七
号
ニ
⑵
に
規
定
す
る
主
務
省
令
で
定
め
る
額

は
、
貸
付
債
権
の
取
得
を
行
つ
た
日
の
属
す
る
事
業
年
度
の
直
前
の
事
業
年

度
末
の
貸
借
対
照
表
（
当
該
直
前
の
事
業
年
度
が
な
い
場
合
に
あ
つ
て
は
、
直

前
に
作
成
さ
れ
た
特
定
の
日
に
お
け
る
貸
借
対
照
表
）
の
負
債
の
部
に
計
上

し
た
額
（
当
該
貸
付
債
権
に
係
る
貸
付
け
が
当
該
直
前
の
事
業
年
度
末
（
当
該

直
前
の
事
業
年
度
が
な
い
場
合
に
あ
つ
て
は
、
当
該
特
定
の
日
）
よ
り
後
に
行

わ
れ
た
場
合
に
あ
つ
て
は
、
当
該
負
債
の
部
に
計
上
し
た
額
と
当
該
貸
付
債

権
の
金
額
と
を
合
算
し
た
額
）
と
す
る
。
た
だ
し
、
貸
借
対
照
表
を
作
成
し
て

い
な
い
場
合
に
あ
つ
て
は
、
貸
付
債
権
の
取
得
を
行
つ
た
日
の
属
す
る
事
業

年
度
の
直
前
の
事
業
年
度
末
の
財
産
目
録
（
当
該
直
前
の
事
業
年
度
が
な
い

場
合
に
あ
つ
て
は
、
直
前
に
作
成
さ
れ
た
特
定
の
日
に
お
け
る
財
産
目
録
）
の

負
債
の
総
額
（
当
該
貸
付
債
権
に
係
る
貸
付
け
が
当
該
直
前
の
事
業
年
度
末

（
当
該
直
前
の
事
業
年
度
が
な
い
場
合
に
あ
つ
て
は
、
当
該
特
定
の
日
）
よ
り

後
に
行
わ
れ
た
場
合
に
あ
つ
て
は
、
当
該
負
債
の
総
額
と
当
該
貸
付
債
権
の

金
額
と
を
合
算
し
た
額
）
と
す
る
。 

［
項
を
加
え
る
。
］ 

 



10 

令
第
二
条
第
二
十
五
項
第
八
号
ニ
⑴
に
規
定
す
る
主
務
省
令
で
定
め
る

金
額
は
、
一
億
円
に
相
当
す
る
額
と
す
る
。 

［
項
を
加
え
る
。
］ 

 

11 

令
第
二
条
第
二
十
五
項
第
八
号
ニ
⑵
に
規
定
す
る
主
務
省
令
で
定
め
る

額
は
、
社
債
の
取
得
を
行
つ
た
日
の
属
す
る
事
業
年
度
の
直
前
の
事
業
年
度

末
の
貸
借
対
照
表
（
当
該
直
前
の
事
業
年
度
が
な
い
場
合
に
あ
つ
て
は
、
直
前

に
作
成
さ
れ
た
特
定
の
日
に
お
け
る
貸
借
対
照
表
）
の
負
債
の
部
に
計
上
し

た
額
（
当
該
社
債
の
発
行
が
当
該
直
前
の
事
業
年
度
末
（
当
該
直
前
の
事
業
年

度
が
な
い
場
合
に
あ
つ
て
は
、
当
該
特
定
の
日
）
よ
り
後
に
行
わ
れ
た
場
合
に

あ
つ
て
は
、
当
該
負
債
の
部
に
計
上
し
た
額
と
当
該
社
債
の
金
額
と
を
合
算

し
た
額
）
と
す
る
。
た
だ
し
、
貸
借
対
照
表
を
作
成
し
て
い
な
い
場
合
に
あ
つ

て
は
、
社
債
の
取
得
を
行
つ
た
日
の
属
す
る
事
業
年
度
の
直
前
の
事
業
年
度

末
の
財
産
目
録
（
当
該
直
前
の
事
業
年
度
が
な
い
場
合
に
あ
つ
て
は
、
直
前
に

作
成
さ
れ
た
特
定
の
日
に
お
け
る
財
産
目
録
）
の
負
債
の
総
額
（
当
該
社
債
の

発
行
が
当
該
直
前
の
事
業
年
度
末
（
当
該
直
前
の
事
業
年
度
が
な
い
場
合
に

あ
つ
て
は
、
当
該
特
定
の
日
）
よ
り
後
に
行
わ
れ
た
場
合
に
あ
つ
て
は
、
当
該

負
債
の
総
額
と
当
該
社
債
の
金
額
と
を
合
算
し
た
額
）
と
す
る
。 

［
項
を
加
え
る
。
］ 

 

 
 

（
対
内
直
接
投
資
等
の
届
出
等
） 

 

（
対
内
直
接
投
資
等
の
届
出
等
） 

第
三
条 

［
略
］ 

第
三
条 

［
同
上
］ 

２ 

令
第
三
条
第
一
項
第
二
号
に
規
定
す
る
主
務
省
令
で
定
め
る
技
術
又
は
情

報
は
、
財
務
大
臣
及
び
事
業
所
管
大
臣
が
定
め
る
技
術
又
は
情
報
と
す
る
。 

［
項
を
加
え
る
。
］ 

３ 

令
第
三
条
第
一
項
第
二
十
号
に
規
定
す
る
主
務
省
令
で
定
め
る
行
為
は
、

次
の
各
号
に
掲
げ
る
行
為
と
す
る
。 

２ 
令
第
三
条
第
一
項
第
十
二
号
に
規
定
す
る
主
務
省
令
で
定
め
る
行
為
は
、

次
の
各
号
に
掲
げ
る
行
為
と
す
る
。 

一 

組
織
変
更
前
の
会
社
の
株
式
又
は
持
分
を
所
有
す
る
も
の
に
よ
る
当
該

株
式
又
は
持
分
に
代
わ
る
組
織
変
更
後
の
会
社
の
株
式
若
し
く
は
持
分
、

当
該
株
式
若
し
く
は
持
分
に
係
る
議
決
権
又
は
当
該
議
決
権
に
係
る
議
決

一 

組
織
変
更
前
の
会
社
の
株
式
又
は
持
分
を
所
有
す
る
も
の
に
よ
る
当
該

株
式
又
は
持
分
に
代
わ
る
組
織
変
更
後
の
会
社
の
株
式
若
し
く
は
持
分
、

当
該
株
式
若
し
く
は
持
分
に
係
る
議
決
権
又
は
当
該
議
決
権
に
係
る
議
決



権
行
使
等
権
限
の
取
得
（
令
第
二
条
第
二
十
五
項
第
五
号
に
規
定
す
る
議

決
権
行
使
等
権
限
の
取
得
を
い
う
。
以
下
こ
の
条
及
び
第
七
条
第
一
項
第

一
号
に
お
い
て
同
じ
。
） 

権
行
使
等
権
限
の
取
得
（
令
第
二
条
第
十
六
項
第
五
号
に
規
定
す
る
議
決

権
行
使
等
権
限
の
取
得
を
い
う
。
以
下
こ
の
条
及
び
第
七
条
第
一
項
第
一

号
に
お
い
て
同
じ
。
） 

二 

外
国
投
資
家
（
法
第
二
十
六
条
第
一
項
に
規
定
す
る
外
国
投
資
家
を
い

う
。
以
下
同
じ
。
）
で
あ
る
上
場
会
社
等
（
同
条
第
二
項
第
一
号
に
規
定
す

る
上
場
会
社
等
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
又
は
そ
の
子
会
社
が
、
法
第
二
十

七
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
を
し
て
行
つ
た
法
第
二
十
六
条
第
二
項

第
一
号
又
は
第
三
号
に
掲
げ
る
行
為
に
よ
り
当
該
上
場
会
社
等
又
は
そ
の

子
会
社
が
保
有
す
る
実
質
保
有
等
議
決
権
（
令
第
二
条
第
四
項
第
二
号
に

規
定
す
る
実
質
保
有
等
議
決
権
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
の
会
社
の
総
議
決

権
（
法
第
二
十
六
条
第
一
項
第
三
号
に
規
定
す
る
総
議
決
権
を
い
う
。
以
下

同
じ
。
）
に
占
め
る
割
合
が
百
分
の
百
に
相
当
す
る
場
合
に
お
け
る
当
該
会

社
が
行
う
新
株
の
発
行
に
伴
う
当
該
上
場
会
社
等
又
は
そ
の
子
会
社
に
よ

る
株
式
又
は
当
該
株
式
に
係
る
議
決
権
の
取
得 

二 

外
国
投
資
家
（
法
第
二
十
六
条
第
一
項
に
規
定
す
る
外
国
投
資
家
を
い

う
。
以
下
同
じ
。
）
で
あ
る
上
場
会
社
等
（
同
条
第
二
項
第
一
号
に
規
定
す

る
上
場
会
社
等
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
又
は
そ
の
子
会
社
が
、
法
第
二
十

七
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
を
し
て
行
つ
た
法
第
二
十
六
条
第
二
項

第
一
号
又
は
第
三
号
に
掲
げ
る
行
為
に
よ
り
当
該
上
場
会
社
等
又
は
そ
の

子
会
社
が
保
有
す
る
実
質
保
有
等
議
決
権
（
令
第
二
条
第
四
項
第
二
号
に

規
定
す
る
実
質
保
有
等
議
決
権
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
の
会
社
の
総
議
決

権
に
占
め
る
割
合
が
百
分
の
百
に
相
当
す
る
場
合
に
お
け
る
当
該
会
社
が

行
う
新
株
の
発
行
に
伴
う
当
該
上
場
会
社
等
又
は
そ
の
子
会
社
に
よ
る
株

式
又
は
当
該
株
式
に
係
る
議
決
権
の
取
得 

三 

外
国
投
資
家
（
令
第
三
条
の
二
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
非
居
住
者
等
（
同

項
に
規
定
す
る
財
務
大
臣
が
認
め
た
も
の
を
除
く
。
）
を
除
く
。
）
が
行
う

法
第
二
十
六
条
第
二
項
第
一
号
若
し
く
は
第
三
号
か
ら
第
五
号
ま
で
に
掲

げ
る
行
為
又
は
令
第
二
条
第
二
十
五
項
第
一
号
若
し
く
は
第
三
号
か
ら
第

五
号
ま
で
に
掲
げ
る
行
為
で
あ
つ
て
、
次
に
掲
げ
る
要
件
を
満
た
す
も
の 

［
号
を
加
え
る
。
］ 

 

イ 

次
に
掲
げ
る
も
の
に
該
当
す
る
も
の
及
び
そ
の
被
支
配
会
社
等
が
直

接
に
保
有
す
る
当
該
外
国
投
資
家
の
議
決
権
又
は
外
国
議
決
権
の
数
の

当
該
外
国
投
資
家
の
議
決
権
の
総
数
又
は
外
国
議
決
権
の
総
数
に
占
め

る
割
合
が
百
分
の
百
で
あ
る
こ
と
。 

 

 

⑴ 

法
第
二
十
六
条
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
も
の
に
該
当
し
な
い
も
の 

 

⑵ 

特
定
上
場
会
社
等
（
令
第
二
条
第
四
項
に
規
定
す
る
特
定
上
場
会

社
等
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
） 

 



⑶ 

第
十
九
号
に
規
定
す
る
特
別
上
場
会
社
等
（
特
定
上
場
会
社
等
を

除
く
。
） 

 

⑷ 

第
二
十
号
に
規
定
す
る
特
別
非
上
場
会
社 

 

ロ 

当
該
行
為
を
す
る
前
に
お
い
て
、
イ
⑴
か
ら
⑷
ま
で
に
掲
げ
る
も
の

（
自
己
又
は
そ
の
被
支
配
会
社
等
が
当
該
外
国
投
資
家
の
議
決
権
又
は

外
国
議
決
権
を
保
有
す
る
も
の
に
限
る
。
）
及
び
そ
の
被
支
配
会
社
等
が

直
接
に
保
有
す
る
当
該
行
為
に
係
る
会
社
の
議
決
権
の
数
の
当
該
会
社

の
総
議
決
権
に
占
め
る
割
合
が
百
分
の
五
十
以
上
で
あ
る
こ
と
。 

 
四 

外
国
投
資
家
（
株
式
会
社
に
限
る
。
）
が
行
う
当
該
外
国
投
資
家
の
株
式

に
係
る
法
第
二
十
六
条
第
二
項
第
一
号
又
は
第
三
号
に
掲
げ
る
行
為
で
あ

つ
て
、
次
に
掲
げ
る
要
件
を
満
た
す
も
の 

［
号
を
加
え
る
。
］ 

イ 

当
該
行
為
の
前
に
お
い
て
、
当
該
外
国
投
資
家
の
議
決
権
を
保
有
す

る
も
の
が
、
次
に
掲
げ
る
も
の
の
み
で
あ
る
こ
と
。 

 

⑴ 

当
該
行
為
の
相
手
方 

 

⑵ 

当
該
外
国
投
資
家
の
親
会
社
等
（
会
社
法
第
二
条
第
四
号
の
二
に

規
定
す
る
親
会
社
等
を
い
う
。
第
四
条
第
一
項
第
五
号
イ
⑵
に
お
い

て
同
じ
。
） 

 

⑶ 

⑵
に
掲
げ
る
も
の
（
法
人
等
に
限
る
。
）
の
役
員 

 

⑷ 

⑵
の
被
支
配
会
社
等 

 

⑸ 

⑷
に
掲
げ
る
も
の
（
法
人
等
に
限
る
。
）
の
役
員 

 

⑹ 

法
第
二
十
六
条
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
も
の
に
該
当
し
な
い
も
の 

 

ロ 

当
該
行
為
の
相
手
方
が
イ
⑵
に
掲
げ
る
も
の
で
な
い
こ
と
。 

 

五 

次
に
掲
げ
る
場
合
に
お
け
る
外
国
投
資
家
（
株
式
会
社
に
限
る
。
）
に
よ

る
当
該
外
国
投
資
家
の
株
式
に
係
る
法
第
二
十
六
条
第
二
項
第
一
号
又
は

第
三
号
に
掲
げ
る
行
為 

三 
次
に
掲
げ
る
場
合
に
お
け
る
外
国
投
資
家
（
株
式
会
社
に
限
る
。
）
に
よ

る
当
該
外
国
投
資
家
の
株
式
に
係
る
法
第
二
十
六
条
第
二
項
第
一
号
又
は

第
三
号
に
掲
げ
る
行
為 

イ 

会
社
法
第
百
六
十
六
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
請
求
が
あ
つ
た
場
合

イ 

会
社
法
第
百
六
十
六
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
請
求
が
あ
つ
た
場
合



（
当
該
外
国
投
資
家
の
一
の
株
主
の
実
質
保
有
等
議
決
権
の
数
及
び
当

該
株
主
を
令
第
二
条
第
二
十
八
項
第
一
号
に
規
定
す
る
株
式
取
得
者
等

と
し
た
場
合
に
同
項
各
号
に
掲
げ
る
も
の
に
該
当
す
る
こ
と
と
な
る
非

居
住
者
等
の
実
質
保
有
等
議
決
権
の
数
を
合
計
し
た
純
議
決
権
数
（
議

決
権
の
う
ち
重
複
す
る
も
の
が
あ
る
場
合
に
は
、
当
該
重
複
す
る
数
を

控
除
し
た
純
計
に
よ
る
も
の
。
以
下
同
じ
。
）
の
当
該
外
国
投
資
家
の
総

議
決
権
に
占
め
る
割
合
が
百
分
の
百
と
な
る
場
合
を
除
く
。
） 

（
当
該
外
国
投
資
家
の
一
の
株
主
の
実
質
保
有
等
議
決
権
の
数
及
び
当

該
株
主
を
令
第
二
条
第
十
九
項
第
一
号
に
規
定
す
る
株
式
取
得
者
等
と

し
た
場
合
に
同
項
各
号
に
掲
げ
る
も
の
に
該
当
す
る
こ
と
と
な
る
非
居

住
者
で
あ
る
個
人
又
は
法
人
等
の
実
質
保
有
等
議
決
権
の
数
を
合
計
し

た
純
議
決
権
数
（
議
決
権
の
う
ち
重
複
す
る
も
の
が
あ
る
場
合
に
は
、
当

該
重
複
す
る
数
を
控
除
し
た
純
計
に
よ
る
も
の
。
以
下
同
じ
。
）
の
当
該

外
国
投
資
家
の
総
議
決
権
数
に
占
め
る
割
合
が
百
分
の
百
と
な
る
場
合

を
除
く
。
） 

［
ロ
・
ハ 

略
］ 

［
ロ
・
ハ 

同
上
］ 

ニ 

会
社
法
第
百
十
六
条
第
五
項
、
第
百
八
十
二
条
の
四
第
四
項
、
第
四
百

六
十
九
条
第
五
項
、
第
七
百
八
十
五
条
第
五
項
、
第
七
百
九
十
七
条
第
五

項
、
第
八
百
六
条
第
五
項
又
は
第
八
百
十
六
条
の
六
第
五
項
（
こ
れ
ら
の

規
定
を
株
式
会
社
に
つ
い
て
他
の
法
令
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含

む
。
）
に
規
定
す
る
株
式
買
取
請
求
に
応
じ
る
場
合 

ニ 

会
社
法
第
百
十
六
条
第
五
項
、
第
百
八
十
二
条
の
四
第
四
項
、
第
四
百

六
十
九
条
第
五
項
、
第
七
百
八
十
五
条
第
五
項
、
第
七
百
九
十
七
条
第
五

項
又
は
第
八
百
六
条
第
五
項
（
こ
れ
ら
の
規
定
を
株
式
会
社
に
つ
い
て

他
の
法
令
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
に
規
定
す
る
株
式
買
取

請
求
に
応
じ
る
場
合 

六 

貸
付
債
権
又
は
社
債
の
相
続
又
は
遺
贈
に
よ
る
取
得 

四 

貸
付
金
債
権
、
社
債
又
は
特
別
の
法
律
に
よ
り
設
立
さ
れ
た
法
人
の
発

行
す
る
出
資
証
券
の
相
続
又
は
遺
贈
に
よ
る
取
得 

七 

［
略
］ 

五 

［
同
上
］ 

八 

法
第
二
十
六
条
第
二
項
第
五
号
に
掲
げ
る
会
社
の
事
業
目
的
の
実
質
的

な
変
更
に
関
し
行
う
同
意
の
う
ち
、
当
該
会
社
が
上
場
会
社
等
以
外
の
会

社
で
あ
つ
て
、
当
該
同
意
を
す
る
も
の
の
所
有
等
株
式
等
（
令
第
三
条
第
一

項
第
四
号
に
規
定
す
る
所
有
等
株
式
等
を
い
う
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て

同
じ
。
）
と
当
該
同
意
す
る
も
の
を
令
第
二
条
第
二
十
八
項
第
一
号
に
規
定

す
る
株
式
取
得
者
等
と
し
た
場
合
に
同
項
各
号
に
掲
げ
る
も
の
に
該
当
す

る
こ
と
と
な
る
非
居
住
者
等
の
所
有
等
株
式
等
と
を
合
計
し
た
株
式
の
数

若
し
く
は
出
資
の
金
額
又
は
純
議
決
権
数
の
当
該
会
社
の
発
行
済
株
式
の

総
数
若
し
く
は
出
資
の
金
額
の
総
額
又
は
総
議
決
権
に
占
め
る
割
合
の
い

六 

法
第
二
十
六
条
第
二
項
第
五
号
に
掲
げ
る
会
社
の
事
業
目
的
の
実
質
的

な
変
更
に
関
し
行
う
同
意
の
う
ち
、
当
該
会
社
が
上
場
会
社
等
以
外
の
会

社
で
あ
つ
て
、
当
該
同
意
を
す
る
も
の
の
所
有
等
株
式
等
（
令
第
三
条
第
一

項
第
四
号
に
規
定
す
る
所
有
等
株
式
等
を
い
う
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て

同
じ
。
）
と
当
該
同
意
す
る
も
の
を
令
第
二
条
第
十
九
項
第
一
号
に
規
定
す

る
株
式
取
得
者
等
と
し
た
場
合
に
同
項
各
号
に
掲
げ
る
も
の
に
該
当
す
る

こ
と
と
な
る
非
居
住
者
で
あ
る
個
人
又
は
法
人
等
の
所
有
等
株
式
等
と
を

合
計
し
た
株
式
の
数
若
し
く
は
出
資
の
金
額
又
は
純
議
決
権
数
の
当
該
会

社
の
発
行
済
株
式
の
総
数
若
し
く
は
出
資
の
金
額
の
総
額
又
は
総
議
決
権



ず
れ
も
が
三
分
の
一
未
満
で
あ
る
も
の 

に
占
め
る
割
合
の
い
ず
れ
も
が
三
分
の
一
未
満
で
あ
る
も
の 

九 

法
第
二
十
六
条
第
二
項
第
五
号
の
規
定
に
よ
り
令
第
二
条
第
十
一
項
第

一
号
に
掲
げ
る
議
案
に
関
し
行
う
同
意
の
う
ち
、
当
該
同
意
す
る
も
の
が

法
第
二
十
七
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
を
し
て
行
つ
た
法
第
二
十
六

条
第
二
項
第
一
号
、
第
三
号
若
し
く
は
第
四
号
若
し
く
は
令
第
二
条
第
二

十
五
項
第
三
号
若
し
く
は
第
五
号
に
掲
げ
る
対
内
直
接
投
資
等
又
は
法
第

二
十
八
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
を
し
て
行
つ
た
法
第
二
十
六
条
第

三
項
に
規
定
す
る
特
定
取
得
（
以
下
「
特
定
取
得
」
と
い
う
。
）
に
よ
り
当

該
同
意
す
る
も
の
が
保
有
す
る
当
該
対
内
直
接
投
資
等
又
は
当
該
特
定
取

得
に
係
る
会
社
の
実
質
保
有
等
議
決
権
の
数
の
当
該
会
社
の
総
議
決
権
に

占
め
る
割
合
が
百
分
の
五
十
以
上
に
相
当
す
る
場
合
に
お
け
る
次
の
い
ず

れ
か
に
該
当
す
る
同
意 

七 

法
第
二
十
六
条
第
二
項
第
五
号
の
規
定
に
よ
り
令
第
二
条
第
十
一
項
第

一
号
に
掲
げ
る
議
案
に
関
し
行
う
同
意
の
う
ち
、
当
該
同
意
す
る
も
の
が

法
第
二
十
七
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
を
し
て
行
つ
た
法
第
二
十
六

条
第
二
項
第
一
号
、
第
三
号
若
し
く
は
第
四
号
若
し
く
は
令
第
二
条
第
十

六
項
第
三
号
若
し
く
は
第
五
号
に
掲
げ
る
対
内
直
接
投
資
等
又
は
法
第
二

十
八
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
を
し
て
行
つ
た
法
第
二
十
六
条
第
三

項
に
掲
げ
る
特
定
取
得
（
以
下
「
特
定
取
得
」
と
い
う
。
）
に
よ
り
当
該
同

意
す
る
も
の
が
保
有
す
る
当
該
対
内
直
接
投
資
等
又
は
当
該
特
定
取
得
に

係
る
会
社
の
実
質
保
有
等
議
決
権
の
数
の
当
該
会
社
の
総
議
決
権
に
占
め

る
割
合
が
百
分
の
五
十
以
上
に
相
当
す
る
場
合
に
お
け
る
次
の
い
ず
れ
か

に
該
当
す
る
同
意 

イ 

［
略
］ 

イ 

［
同
上
］ 

ロ 

当
該
会
社
の
子
会
社
（
当
該
外
国
投
資
家
が
し
た
こ
れ
ら
の
届
出
の

う
ち
直
近
の
も
の
を
し
た
日
に
お
い
て
当
該
会
社
の
子
会
社
で
あ
る
も

の
に
限
る
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
「
対
象
子
会
社
」
と
い
う
。
）
の
取

締
役
又
は
監
査
役
の
選
任
に
関
し
行
う
当
該
会
社
に
よ
る
同
意 

ロ 

当
該
会
社
の
子
会
社
（
当
該
外
国
投
資
家
が
し
た
当
該
届
出
の
う
ち

直
近
の
も
の
を
し
た
日
に
、
当
該
会
社
の
子
会
社
で
あ
る
も
の
に
限
る
。

以
下
こ
の
号
に
お
い
て
「
対
象
子
会
社
」
と
い
う
。
）
の
取
締
役
又
は
監

査
役
の
選
任
に
関
し
行
う
当
該
会
社
に
よ
る
同
意 

ハ 

［
略
］ 

ハ 

［
同
上
］ 

十 

外
国
投
資
家
（
令
第
三
条
の
二
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
非
居
住
者
等
（
同

項
に
規
定
す
る
財
務
大
臣
が
認
め
た
も
の
を
除
く
。
）
を
除
く
。
）
が
、
法

第
二
十
六
条
第
二
項
第
五
号
の
規
定
に
よ
り
令
第
二
条
第
十
一
項
第
一
号

に
掲
げ
る
議
案
に
関
し
行
う
同
意
の
う
ち
、
当
該
同
意
の
時
点
に
お
い
て

当
該
議
案
に
係
る
会
社
の
取
締
役
又
は
監
査
役
で
あ
る
者
の
再
任
に
係
る

同
意
で
あ
つ
て
、
当
該
同
意
を
行
う
外
国
投
資
家
が
当
該
議
案
に
係
る
会

社
に
つ
い
て
法
第
二
十
七
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
を
し
て
行
つ
た

直
近
の
同
意
（
当
該
取
締
役
又
は
監
査
役
で
あ
る
者
に
係
る
同
号
に
掲
げ

［
号
を
加
え
る
。
］ 

 



る
議
案
に
関
す
る
も
の
に
限
る
。
）
の
日
か
ら
次
に
掲
げ
る
事
項
に
変
更
が

な
い
も
の 

 

イ 

当
該
外
国
投
資
家
（
法
人
等
に
あ
つ
て
は
そ
の
本
店
）
の
所
在
す
る
国

又
は
地
域 

 

 
 

ロ 
当
該
外
国
投
資
家
の
国
籍
等 

 

 

ハ 
当
該
議
案
に
係
る
会
社
又
は
そ
の
子
会
社
若
し
く
は
第
五
項
に
規
定

す
る
他
の
会
社
の
営
む
事
業
の
属
す
る
業
種 

 

ニ 

当
該
議
案
に
係
る
会
社
又
は
そ
の
子
会
社
若
し
く
は
第
五
項
に
規
定

す
る
他
の
会
社
に
よ
る
第
六
項
に
規
定
す
る
財
務
大
臣
及
び
事
業
所
管

大
臣
が
定
め
る
技
術
又
は
情
報
（
以
下
「
対
象
技
術
等
」
と
い
う
。
）

の
保
有
状
況
（
対
象
技
術
等
に
含
ま
れ
る
い
ず
れ
か
の
技
術
又
は
情
報

を
新
た
に
保
有
す
る
こ
と
と
な
つ
た
場
合
以
外
は
変
更
が
な
い
も
の
と

す
る
。
） 

 

 

ホ 

当
該
取
締
役
又
は
監
査
役
で
あ
る
者
の
所
在
す
る
国
又
は
地
域 

 

 

ヘ 

当
該
取
締
役
又
は
監
査
役
で
あ
る
者
の
国
籍
等 

 

 

ト 

当
該
取
締
役
又
は
監
査
役
で
あ
る
者
の
当
該
議
案
に
係
る
会
社
以
外

の
法
人
そ
の
他
の
団
体
（
当
該
外
国
投
資
家
又
は
当
該
外
国
投
資
家
を

被
支
配
会
社
等
と
す
る
も
の
若
し
く
は
そ
の
被
支
配
会
社
等
（
令
第
三

条
の
二
第
一
項
第
一
号
か
ら
第
五
号
ま
で
に
掲
げ
る
非
居
住
者
等
に
該

当
す
る
も
の
を
除
く
。
）
を
除
く
。
）
に
お
け
る
役
員
と
し
て
の
経
歴
（
役

職
名
の
変
更
に
伴
う
も
の
を
除
く
。
） 

 

 

チ 

当
該
議
案
に
係
る
会
社
の
当
該
議
案
に
つ
い
て
の
賛
否 

 

 

リ 

当
該
外
国
投
資
家
の
当
該
議
案
に
係
る
会
社
が
営
む
事
業
（
次
項
に

規
定
す
る
財
務
大
臣
及
び
事
業
所
管
大
臣
が
定
め
る
業
種
に
属
す
る
も

の
又
は
対
象
技
術
等
に
係
る
も
の
に
限
る
。
）
へ
の
関
与
の
方
針 

 

十
一 

［
略
］ 

八 

［
同
上
］ 



十
二 

法
第
二
十
六
条
第
二
項
第
五
号
の
規
定
に
よ
り
令
第
二
条
第
十
一
項

第
二
号
か
ら
第
四
号
ま
で
及
び
前
条
第
四
項
各
号
に
掲
げ
る
議
案
に
関
し

行
う
同
意
の
う
ち
、
自
ら
又
は
他
の
も
の
を
通
じ
て
株
主
総
会
に
提
出
し

た
議
案
以
外
の
も
の
に
関
し
行
う
同
意 

九 

法
第
二
十
六
条
第
二
項
第
五
号
の
規
定
に
よ
り
令
第
二
条
第
十
一
項
第

二
号
か
ら
第
四
号
ま
で
及
び
前
条
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
議
案
に
関
し
行

う
同
意
の
う
ち
、
自
ら
又
は
他
の
株
主
を
通
じ
て
株
主
総
会
に
提
出
し
た

議
案
以
外
の
も
の
に
関
し
行
う
同
意 

十
三 
法
第
二
十
六
条
第
二
項
第
五
号
の
規
定
に
よ
り
令
第
二
条
第
十
一
項

第
二
号
か
ら
第
四
号
ま
で
及
び
前
条
第
四
項
各
号
に
掲
げ
る
議
案
に
関
し

行
う
同
意
の
う
ち
、
次
項
に
規
定
す
る
財
務
大
臣
及
び
事
業
所
管
大
臣
が

定
め
る
業
種
に
属
す
る
事
業
（
第
十
六
号
及
び
次
条
第
八
項
に
お
い
て
「
対

象
事
業
」
と
い
う
。
）
又
は
対
象
技
術
等
に
係
る
事
業
に
係
る
議
案
以
外
の

議
案
に
関
し
行
う
同
意 

十 

法
第
二
十
六
条
第
二
項
第
五
号
の
規
定
に
よ
り
令
第
二
条
第
十
一
項
第

二
号
か
ら
第
四
号
ま
で
及
び
前
条
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
議
案
に
関
し
行

う
同
意
の
う
ち
、
次
項
に
規
定
す
る
財
務
大
臣
及
び
事
業
所
管
大
臣
が
定

め
る
業
種
に
属
す
る
事
業
（
第
三
条
の
二
第
七
項
に
お
い
て
「
対
象
事
業
」

と
い
う
。
）
に
係
る
議
案
以
外
の
議
案
に
関
し
行
う
同
意 

十
四 

法
第
二
十
六
条
第
二
項
第
六
号
に
掲
げ
る
支
店
等
の
設
置
の
う
ち
、

当
該
設
置
に
係
る
支
店
等
（
支
店
、
工
場
そ
の
他
の
事
業
所
を
い
う
。
以
下

こ
の
項
及
び
第
七
条
第
一
項
第
三
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
事
業
目
的
が
次

項
に
規
定
す
る
財
務
大
臣
及
び
事
業
所
管
大
臣
が
定
め
る
業
種
に
該
当
せ

ず
、
か
つ
、
対
象
技
術
等
を
保
有
し
な
い
場
合
に
お
け
る
支
店
等
の
設
置 

十
一 

法
第
二
十
六
条
第
二
項
第
六
号
に
掲
げ
る
支
店
等
の
設
置
の
う
ち
、

当
該
設
置
に
係
る
支
店
等
（
支
店
、
工
場
そ
の
他
の
事
業
所
を
い
う
。
以
下

こ
の
項
及
び
第
七
条
第
一
項
第
三
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
事
業
目
的
が
、

次
項
に
規
定
す
る
財
務
大
臣
及
び
事
業
所
管
大
臣
が
定
め
る
業
種
に
該
当

し
な
い
支
店
等
の
設
置 

十
五 

［
略
］ 

十
二 

［
同
上
］ 

十
六 

法
第
二
十
六
条
第
二
項
第
八
号
に
掲
げ
る
事
業
の
承
継
の
う
ち
、
対

象
事
業
又
は
対
象
技
術
等
に
係
る
事
業
以
外
の
事
業
の
み
を
承
継
す
る
場

合
に
お
け
る
当
該
承
継 

［
号
を
加
え
る
。
］ 

十
七 

会
社
法
第
百
八
十
五
条
に
規
定
す
る
株
式
無
償
割
当
て
に
よ
る
株
式

若
し
く
は
当
該
株
式
に
係
る
議
決
権
の
取
得
、
株
式
へ
の
一
任
運
用
（
令
第

二
条
第
二
十
五
項
第
三
号
に
掲
げ
る
株
式
へ
の
一
任
運
用
（
同
号
イ
に
掲

げ
る
要
件
を
満
た
す
も
の
に
限
る
。
）
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
又
は
当
該

株
式
に
係
る
議
決
権
行
使
等
権
限
の
取
得 

十
三 

会
社
法
第
百
八
十
五
条
に
規
定
す
る
株
式
無
償
割
当
て
に
よ
る
株
式

若
し
く
は
当
該
株
式
に
係
る
議
決
権
の
取
得
、
株
式
へ
の
一
任
運
用
（
令
第

二
条
第
十
六
項
第
三
号
に
掲
げ
る
株
式
へ
の
一
任
運
用
（
同
号
イ
に
掲
げ

る
要
件
を
満
た
す
も
の
に
限
る
。
）
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
又
は
当
該
株

式
に
係
る
議
決
権
行
使
等
権
限
の
取
得 

十
八 

［
略
］ 

十
四 

［
同
上
］ 

十
九 

特
別
上
場
会
社
等
（
法
第
二
十
六
条
第
一
項
第
三
号
に
掲
げ
る
も
の

十
五 

特
別
上
場
会
社
等
（
法
第
二
十
六
条
第
一
項
第
三
号
に
掲
げ
る
も
の



の
う
ち
上
場
会
社
等
で
あ
つ
て
、
次
に
掲
げ
る
上
場
会
社
等
の
株
式
の
数

又
は
議
決
権
の
数
の
当
該
上
場
会
社
等
の
発
行
済
株
式
の
総
数
又
は
総
議

決
権
に
占
め
る
割
合
の
い
ず
れ
も
が
百
分
の
十
未
満
で
あ
る
も
の
を
い

う
。
以
下
同
じ
。
）
が
行
う
同
条
第
二
項
第
一
号
、
第
三
号
か
ら
第
五
号
ま

で
若
し
く
は
第
七
号
か
ら
第
十
号
ま
で
に
掲
げ
る
行
為
又
は
令
第
二
条
第

二
十
五
項
第
一
号
若
し
く
は
第
三
号
か
ら
第
十
五
号
ま
で
に
掲
げ
る
行
為

（
令
第
三
条
第
一
項
第
六
号
に
掲
げ
る
行
為
を
除
く
。
） 

の
う
ち
上
場
会
社
等
で
あ
つ
て
、
次
に
掲
げ
る
上
場
会
社
等
の
株
式
の
数

又
は
議
決
権
の
数
の
当
該
上
場
会
社
等
の
発
行
済
株
式
の
総
数
又
は
総
議

決
権
に
占
め
る
割
合
の
い
ず
れ
も
が
百
分
の
十
未
満
で
あ
る
も
の
を
い

う
。
第
四
条
第
一
項
第
一
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
が
行
う
法
第
二
十
六
条
第

二
項
第
一
号
、
第
三
号
か
ら
第
五
号
ま
で
、
第
七
号
若
し
く
は
第
八
号
に
掲

げ
る
行
為
又
は
令
第
二
条
第
十
六
項
第
一
号
か
ら
第
五
号
ま
で
若
し
く
は

第
七
号
に
掲
げ
る
行
為
（
令
第
三
条
第
一
項
第
六
号
に
掲
げ
る
行
為
を
除

く
。
） 

イ 

各
外
国
株
主
等
（
令
第
二
条
第
四
項
第
一
号
に
規
定
す
る
外
国
株
主

等
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
（
特
定
上
場
会
社
等
及
び
そ
の
子
会
社
（
外

国
法
人
等
の
被
支
配
会
社
等
を
除
く
。
次
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
を
除
く
。

以
下
こ
の
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
が
所
有
す
る
当
該
上
場
会
社
等
の
実
質

所
有
等
株
式
（
同
項
第
一
号
に
規
定
す
る
実
質
所
有
等
株
式
を
い
う
。
以

下
同
じ
。
）
の
数
及
び
当
該
外
国
株
主
等
を
同
条
第
二
十
八
項
第
一
号
に

規
定
す
る
株
式
取
得
者
等
と
し
た
場
合
に
同
項
各
号
に
掲
げ
る
も
の
に

該
当
す
る
こ
と
と
な
る
非
居
住
者
等
（
法
第
二
十
六
条
第
一
項
第
一
号

か
ら
第
三
号
ま
で
又
は
第
五
号
に
掲
げ
る
も
の
に
該
当
す
る
も
の
に
限

る
。
ロ
に
お
い
て
同
じ
。
）
が
所
有
す
る
当
該
上
場
会
社
等
の
実
質
所
有

等
株
式
の
数
を
合
計
し
た
純
株
式
数
（
そ
の
数
を
合
計
す
る
株
式
に
重

複
す
る
も
の
が
あ
る
場
合
に
は
、
当
該
重
複
す
る
数
を
控
除
し
た
純
計

に
よ
る
株
式
の
合
計
の
数
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
） 

イ 

上
場
会
社
等
の
各
株
主
（
外
国
法
人
等
又
は
令
第
二
条
第
一
項
に
規

定
す
る
他
の
会
社
若
し
く
は
そ
の
子
会
社
（
令
第
二
条
第
四
項
に
規
定

す
る
特
定
上
場
会
社
等
を
除
く
。
以
下
こ
の
号
及
び
次
号
に
お
い
て
「
他

の
会
社
等
」
と
い
う
。
）
に
限
る
。
）
が
所
有
す
る
当
該
上
場
会
社
等
の

実
質
株
式
（
同
項
第
一
号
に
規
定
す
る
実
質
株
式
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）

の
数
、
当
該
株
主
を
令
第
二
条
第
十
九
項
第
一
号
に
規
定
す
る
株
式
取

得
者
等
と
し
た
場
合
に
同
項
各
号
に
掲
げ
る
も
の
に
該
当
す
る
こ
と
と

な
る
非
居
住
者
で
あ
る
個
人
又
は
法
人
そ
の
他
の
団
体
（
法
第
二
十
六

条
第
一
項
第
二
号
、
第
三
号
又
は
第
五
号
に
掲
げ
る
も
の
に
該
当
す
る

も
の
に
限
る
。
ロ
に
お
い
て
同
じ
。
）
（
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
「
株
主

の
密
接
関
係
者
」
と
い
う
。
）
が
所
有
す
る
当
該
上
場
会
社
等
の
実
質
株

式
の
数
並
び
に
当
該
株
主
及
び
当
該
株
主
の
密
接
関
係
者
が
投
資
一
任

契
約
（
金
融
商
品
取
引
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
二
十
五
号
）
第
二
条

第
八
項
第
十
二
号
ロ
に
規
定
す
る
投
資
一
任
契
約
を
い
う
。
）
そ
の
他
の

契
約
に
基
づ
き
他
の
も
の
か
ら
委
任
を
受
け
て
株
式
の
運
用
（
そ
の
指

図
を
す
る
こ
と
を
含
み
、
令
第
二
条
第
七
項
に
掲
げ
る
要
件
を
満
た
す

も
の
に
限
る
。
）
を
す
る
場
合
に
お
け
る
そ
の
対
象
と
な
る
当
該
上
場
会

社
等
の
株
式
の
数
を
合
計
し
た
純
株
式
数
（
株
式
の
う
ち
重
複
す
る
も



の
が
あ
る
場
合
に
は
、
当
該
重
複
す
る
数
を
控
除
し
た
純
計
に
よ
る
も

の
。
以
下
同
じ
。
） 

ロ 

各
外
国
株
主
等
が
保
有
す
る
当
該
上
場
会
社
等
の
実
質
保
有
等
議
決

権
（
令
第
二
条
第
二
十
七
項
に
規
定
す
る
議
決
権
代
理
行
使
受
任
に
係

る
議
決
権
を
除
く
。
以
下
こ
の
ロ
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
数
及
び
当
該
外

国
株
主
等
を
同
条
第
二
十
八
項
第
一
号
に
規
定
す
る
株
式
取
得
者
等
と

し
た
場
合
に
同
項
各
号
に
掲
げ
る
も
の
に
該
当
す
る
こ
と
と
な
る
非
居

住
者
等
が
保
有
す
る
当
該
上
場
会
社
等
の
実
質
保
有
等
議
決
権
の
数
を

合
計
し
た
純
議
決
権
数 

ロ 

上
場
会
社
等
に
係
る
各
外
国
投
資
家
（
外
国
法
人
等
又
は
他
の
会
社

等
に
限
る
。
）
が
保
有
す
る
当
該
上
場
会
社
等
の
実
質
保
有
等
議
決
権

（
令
第
二
条
第
十
八
項
に
規
定
す
る
議
決
権
代
理
行
使
受
任
に
係
る
議

決
権
を
除
く
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
数
及
び
当
該
外
国
投

資
家
を
同
条
第
十
九
項
第
一
号
に
規
定
す
る
株
式
取
得
者
等
と
し
た
場

合
に
同
項
各
号
に
掲
げ
る
も
の
に
該
当
す
る
こ
と
と
な
る
非
居
住
者
で

あ
る
個
人
又
は
法
人
そ
の
他
の
団
体
が
保
有
す
る
当
該
上
場
会
社
等
の

実
質
保
有
等
議
決
権
の
数
を
合
計
し
た
純
議
決
権
数 

二
十 

特
別
非
上
場
会
社
（
法
第
二
十
六
条
第
一
項
第
三
号
に
掲
げ
る
も
の

の
う
ち
上
場
会
社
等
以
外
の
会
社
で
あ
つ
て
、
当
該
上
場
会
社
等
以
外
の

会
社
の
株
式
又
は
持
分
を
直
接
に
所
有
す
る
も
の
が
い
ず
れ
も
外
国
法
人

等
又
は
令
第
二
条
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
も
の
（
特
定
上
場
会
社
等
及
び

そ
の
子
会
社
を
除
く
。
）
で
な
い
も
の
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
が
行
う
法

第
二
十
六
条
第
二
項
第
一
号
、
第
三
号
か
ら
第
五
号
ま
で
若
し
く
は
第
七

号
か
ら
第
十
号
ま
で
に
掲
げ
る
行
為
又
は
令
第
二
条
第
二
十
五
項
第
一
号

若
し
く
は
第
三
号
か
ら
第
十
五
号
ま
で
に
掲
げ
る
行
為 

十
六 

特
別
非
上
場
会
社
（
法
第
二
十
六
条
第
一
項
第
三
号
に
掲
げ
る
も
の

の
う
ち
上
場
会
社
等
以
外
の
会
社
で
あ
つ
て
、
当
該
上
場
会
社
等
以
外
の

会
社
の
株
式
又
は
持
分
を
直
接
に
所
有
す
る
も
の
が
い
ず
れ
も
外
国
法
人

等
又
は
他
の
会
社
等
で
な
い
も
の
を
い
う
。
第
四
条
第
一
項
第
二
号
に
お

い
て
同
じ
。
）
が
行
う
法
第
二
十
六
条
第
二
項
第
一
号
、
第
三
号
か
ら
第
五

号
ま
で
、
第
七
号
若
し
く
は
第
八
号
に
掲
げ
る
行
為
又
は
令
第
二
条
第
十

六
項
第
一
号
か
ら
第
五
号
ま
で
若
し
く
は
第
七
号
に
掲
げ
る
行
為 

 

二
十
一 

法
第
二
十
六
条
第
二
項
第
一
号
、
第
三
号
、
第
四
号
若
し
く
は
第
九

号
に
掲
げ
る
行
為
又
は
令
第
二
条
第
二
十
五
項
第
九
号
若
し
く
は
第
十
四

号
に
掲
げ
る
行
為
の
う
ち
、
有
価
証
券
の
引
受
け
（
金
融
商
品
取
引
法
（
昭

和
二
十
三
年
法
律
第
二
十
五
号
）
第
二
条
第
八
項
第
六
号
に
掲
げ
る
有
価

証
券
の
引
受
け
を
い
い
、
同
条
第
六
項
第
三
号
に
係
る
も
の
を
除
く
。
第
四

条
第
一
項
第
三
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
該
当
す
る
行
為
（
こ
れ
に
相
当
す

る
外
国
の
法
令
に
よ
る
も
の
を
含
む
。
第
四
条
第
一
項
第
三
号
に
お
い
て

同
じ
。
）
（
令
第
三
条
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
対
内
直
接
投
資
等
で
あ
る
場

十
七 

法
第
二
十
六
条
第
二
項
第
一
号
、
第
三
号
又
は
第
四
号
に
掲
げ
る
行

為
の
う
ち
、
有
価
証
券
の
引
受
け
（
金
融
商
品
取
引
法
第
二
条
第
八
項
第
六

号
に
掲
げ
る
有
価
証
券
の
引
受
け
を
い
い
、
同
条
第
六
項
第
三
号
に
係
る

も
の
を
除
く
。
第
四
条
第
一
項
第
三
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
該
当
す
る
行

為
（
こ
れ
に
相
当
す
る
外
国
の
法
令
に
よ
る
も
の
を
含
む
。
同
号
に
お
い
て

同
じ
。
）
（
令
第
三
条
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
対
内
直
接
投
資
等
で
あ
る
場

合
に
あ
つ
て
は
、
当
該
行
為
に
よ
り
取
得
し
た
株
式
の
議
決
権
の
行
使
を

行
わ
な
い
も
の
に
限
る
。
） 



合
に
あ
つ
て
は
、
当
該
行
為
に
よ
り
取
得
し
た
株
式
の
議
決
権
又
は
外
国

議
決
権
の
行
使
を
行
わ
な
い
も
の
に
限
る
。
） 

二
十
二 

特
定
非
上
場
会
社
（
令
第
三
条
第
一
項
第
二
号
に
規
定
す
る
特
定

非
上
場
会
社
を
い
う
。
以
下
こ
の
号
及
び
次
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
議
決

権
に
係
る
議
決
権
代
理
行
使
受
任
（
令
第
二
条
第
二
十
五
項
第
四
号
に
掲

げ
る
行
為
を
い
う
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
を
し
て
い
た
法
人
又

は
特
定
非
上
場
会
社
の
議
決
権
に
係
る
議
決
権
代
理
行
使
委
任
（
同
項
第

二
号
に
掲
げ
る
行
為
を
い
う
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
係
る
受

任
を
し
た
法
人
の
合
併
に
よ
り
合
併
後
存
続
す
る
法
人
又
は
新
た
に
設
立

さ
れ
る
法
人
が
当
該
議
決
権
代
理
行
使
受
任
又
は
当
該
議
決
権
代
理
行
使

委
任
に
係
る
契
約
を
承
継
す
る
場
合
に
お
け
る
当
該
議
決
権
代
理
行
使
受

任
又
は
当
該
議
決
権
代
理
行
使
委
任 

十
八 

特
定
非
上
場
会
社
（
令
第
三
条
第
一
項
第
二
号
に
規
定
す
る
特
定
非

上
場
会
社
を
い
う
。
以
下
こ
の
号
及
び
次
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
議
決
権

に
係
る
議
決
権
代
理
行
使
受
任
（
令
第
二
条
第
十
六
項
第
四
号
に
掲
げ
る

議
決
権
代
理
行
使
受
任
を
い
う
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
を
し
て

い
た
法
人
又
は
特
定
非
上
場
会
社
の
議
決
権
に
係
る
議
決
権
代
理
行
使
委

任
（
同
項
第
六
号
に
掲
げ
る
議
決
権
代
理
行
使
委
任
を
い
う
。
以
下
こ
の
項

に
お
い
て
同
じ
。
）
に
係
る
受
任
を
し
た
法
人
の
合
併
に
よ
り
合
併
後
存
続

す
る
法
人
又
は
新
た
に
設
立
さ
れ
る
法
人
が
当
該
議
決
権
代
理
行
使
受
任

又
は
当
該
議
決
権
代
理
行
使
委
任
に
係
る
契
約
を
承
継
す
る
場
合
に
お
け

る
当
該
議
決
権
代
理
行
使
受
任
又
は
当
該
議
決
権
代
理
行
使
委
任 

二
十
三 

［
略
］ 

十
九 

［
同
上
］ 

二
十
四 

非
上
場
会
社
の
議
決
権
に
係
る
議
決
権
代
理
行
使
受
任
（
当
該
議

決
権
代
理
行
使
受
任
の
後
に
お
け
る
当
該
議
決
権
代
理
行
使
受
任
を
す
る

も
の
の
保
有
等
非
上
場
会
社
議
決
権
数
（
直
接
に
保
有
す
る
非
上
場
会
社

の
議
決
権
の
数
と
議
決
権
代
理
行
使
受
任
（
令
第
二
条
第
二
十
五
項
第
四

号
イ
に
該
当
す
る
も
の
に
限
る
。
）
に
係
る
議
決
権
の
数
と
を
合
計
し
た
議

決
権
の
数
を
い
う
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
と
当
該
議
決
権
代
理

行
使
受
任
を
す
る
も
の
を
同
条
第
二
十
八
項
第
一
号
に
規
定
す
る
株
式
取

得
者
等
と
し
た
場
合
に
同
項
各
号
に
掲
げ
る
も
の
に
該
当
す
る
こ
と
と
な

る
非
居
住
者
等
の
保
有
等
非
上
場
会
社
議
決
権
数
と
を
合
計
し
た
純
議
決

権
数
の
当
該
非
上
場
会
社
の
総
議
決
権
に
占
め
る
割
合
が
百
分
の
十
以
上

と
な
る
場
合
の
当
該
議
決
権
代
理
行
使
受
任
を
除
く
。
）
で
あ
つ
て
、
令
第

三
条
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
対
内
直
接
投
資
等
に
該
当
す
る
非
上
場
会
社

の
議
決
権
に
係
る
議
決
権
代
理
行
使
受
任
以
外
の
も
の 

二
十 

非
上
場
会
社
の
議
決
権
に
係
る
議
決
権
代
理
行
使
受
任
（
当
該
議
決

権
代
理
行
使
受
任
の
後
に
お
け
る
当
該
議
決
権
代
理
行
使
受
任
を
す
る
も

の
の
保
有
等
非
上
場
会
社
議
決
権
数
（
直
接
に
保
有
す
る
非
上
場
会
社
の

議
決
権
の
数
と
議
決
権
代
理
行
使
受
任
（
令
第
二
条
第
十
六
項
第
四
号
イ

に
該
当
す
る
も
の
に
限
る
。
）
に
係
る
議
決
権
の
数
と
を
合
計
し
た
議
決
権

の
数
を
い
う
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
と
当
該
議
決
権
代
理
行
使

受
任
を
す
る
も
の
を
令
第
二
条
第
十
九
項
第
一
号
に
規
定
す
る
株
式
取
得

者
等
と
し
た
場
合
に
同
項
各
号
に
掲
げ
る
も
の
に
該
当
す
る
こ
と
と
な
る

非
居
住
者
で
あ
る
個
人
又
は
法
人
等
の
保
有
等
非
上
場
会
社
議
決
権
数
と

を
合
計
し
た
純
議
決
権
数
の
当
該
非
上
場
会
社
の
総
議
決
権
に
占
め
る
割

合
が
百
分
の
十
以
上
と
な
る
場
合
の
当
該
議
決
権
代
理
行
使
受
任
を
除

く
。
）
で
あ
つ
て
、
令
第
三
条
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
対
内
直
接
投
資
等
に

該
当
す
る
非
上
場
会
社
の
議
決
権
に
係
る
議
決
権
代
理
行
使
受
任
以
外
の



も
の 

二
十
五 

株
式
の
分
割
若
し
く
は
併
合
に
よ
り
発
行
さ
れ
る
新
株
に
係
る
議

決
権
に
係
る
議
決
権
代
理
行
使
受
任
、
議
決
権
代
理
行
使
委
任
又
は
共
同

議
決
権
行
使
同
意
取
得
（
令
第
二
条
第
二
十
五
項
第
六
号
に
掲
げ
る
行
為

を
い
う
。
以
下
こ
の
項
及
び
第
七
条
第
一
項
第
四
号
に
お
い
て
同
じ
。
）（
以

下
こ
の
項
に
お
い
て
「
議
決
権
代
理
行
使
受
任
等
」
と
い
う
。
）
で
あ
つ
て
、

当
該
株
式
に
係
る
議
決
権
に
係
る
議
決
権
代
理
行
使
受
任
等
を
し
て
い
た

場
合
に
お
け
る
当
該
株
式
に
係
る
議
決
権
に
係
る
議
決
権
代
理
行
使
受
任

等
に
相
当
す
る
も
の 

二
十
一 

株
式
の
分
割
若
し
く
は
併
合
に
よ
り
発
行
さ
れ
る
新
株
に
係
る
議

決
権
に
係
る
議
決
権
代
理
行
使
受
任
、
議
決
権
代
理
行
使
委
任
又
は
共
同

議
決
権
行
使
同
意
取
得
（
令
第
二
条
第
十
六
項
第
七
号
に
掲
げ
る
共
同
議

決
権
行
使
同
意
取
得
を
い
う
。
以
下
こ
の
項
及
び
第
七
条
第
一
項
第
四
号

に
お
い
て
同
じ
。
）（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
議
決
権
代
理
行
使
受
任
等
」

と
い
う
。
）
で
あ
つ
て
、
当
該
株
式
に
係
る
議
決
権
に
係
る
議
決
権
代
理
行

使
受
任
等
を
し
て
い
た
場
合
に
お
け
る
当
該
株
式
に
係
る
議
決
権
に
係
る

議
決
権
代
理
行
使
受
任
等
に
相
当
す
る
も
の 

［
二
十
六
～
二
十
八 

略
］ 

［
二
十
二
～
二
十
四 

同
上
］ 

二
十
九 

相
続
又
は
遺
贈
に
よ
り
共
同
議
決
権
行
使
同
意
取
得
又
は
令
第
二

条
第
二
十
五
項
第
十
三
号
に
掲
げ
る
行
為
に
係
る
契
約
を
承
継
し
た
場
合

に
お
け
る
当
該
共
同
議
決
権
行
使
同
意
取
得
又
は
当
該
行
為 

二
十
五 

相
続
又
は
遺
贈
に
よ
り
共
同
議
決
権
行
使
同
意
取
得
に
係
る
契
約

を
承
継
し
た
場
合
に
お
け
る
当
該
共
同
議
決
権
行
使
同
意
取
得 

三
十 

令
第
二
条
第
二
十
五
項
第
九
号
か
ら
第
十
五
号
ま
で
に
掲
げ
る
行
為

で
あ
つ
て
、
当
該
行
為
に
係
る
出
資
証
券
所
有
法
人
等
（
同
項
第
九
号
に
規

定
す
る
出
資
証
券
所
有
法
人
等
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
が
組
合
等
（
特
定

組
合
類
似
団
体
を
除
く
。
）
の
財
産
と
し
て
の
み
特
別
の
法
律
に
よ
り
設
立

さ
れ
た
法
人
の
出
資
証
券
を
所
有
す
る
場
合
に
お
け
る
当
該
行
為 

［
号
を
加
え
る
。
］ 

 

三
十
一 

令
第
二
条
第
二
十
五
項
第
九
号
に
掲
げ
る
行
為
で
あ
つ
て
、
当
該

行
為
を
し
た
も
の
が
、
当
該
行
為
の
後
に
お
い
て
保
有
す
る
こ
と
と
な
る

当
該
行
為
に
係
る
出
資
証
券
所
有
法
人
等
の
実
質
保
有
等
外
国
議
決
権

（
同
項
第
十
一
号
に
規
定
す
る
実
質
保
有
等
外
国
議
決
権
を
い
う
。
以
下

こ
の
号
、
第
三
十
四
号
及
び
第
三
十
五
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
数
及
び
当

該
取
得
を
し
た
も
の
を
同
条
第
十
七
項
第
一
号
に
規
定
す
る
間
接
取
得
者

と
し
た
場
合
に
同
項
各
号
に
掲
げ
る
場
合
の
区
分
に
応
じ
当
該
各
号
に
定

め
る
も
の
に
該
当
す
る
こ
と
と
な
る
非
居
住
者
等
が
保
有
す
る
当
該
出
資

［
号
を
加
え
る
。
］ 

 



証
券
所
有
法
人
等
の
実
質
保
有
等
外
国
議
決
権
の
数
を
合
計
し
た
外
国
議

決
権
の
数
（
そ
の
数
を
合
計
す
る
外
国
議
決
権
に
重
複
す
る
も
の
が
あ
る

場
合
に
は
、
当
該
重
複
す
る
数
を
控
除
し
た
純
計
に
よ
る
外
国
議
決
権
の

合
計
の
数
）
の
当
該
出
資
証
券
所
有
法
人
等
の
外
国
議
決
権
の
総
数
に
占

め
る
割
合
が
百
分
の
五
十
未
満
で
あ
る
も
の 

三
十
二 
令
第
二
条
第
二
十
五
項
第
九
号
か
ら
第
十
五
号
ま
で
に
掲
げ
る
行

為
（
出
資
証
券
所
有
法
人
等
に
係
る
も
の
に
限
る
。
）
で
あ
つ
て
、
次
の
い

ず
れ
に
も
該
当
し
な
い
も
の 

イ 

当
該
行
為
を
し
た
も
の
（
特
定
組
合
等
（
法
第
二
十
六
条
第
一
項
第
四

号
に
規
定
す
る
特
定
組
合
等
を
い
う
。
次
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
が
当
該

行
為
に
相
当
す
る
も
の
を
行
つ
た
場
合
に
あ
つ
て
は
、
当
該
特
定
組
合

等
。
以
下
こ
の
イ
に
お
い
て
同
じ
。
）
又
は
当
該
行
為
を
し
た
も
の
を
被

支
配
会
社
等
と
す
る
も
の
が
、
令
第
三
条
の
二
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る

非
居
住
者
等
（
同
項
に
規
定
す
る
財
務
大
臣
が
認
め
た
も
の
を
除
く
。
）

に
該
当
す
る
場
合
に
お
け
る
当
該
行
為 

ロ 

次
の
要
件
の
い
ず
れ
も
満
た
す
も
の 

⑴ 

当
該
行
為
を
し
た
も
の
（
以
下
こ
の
ロ
に
お
い
て
「
間
接
取
得
者

等
」
と
い
う
。
）
が
所
有
す
る
特
別
の
法
律
に
よ
り
設
立
さ
れ
た
法
人

（
当
該
行
為
に
係
る
出
資
証
券
所
有
法
人
等
が
出
資
証
券
を
所
有
す

る
も
の
に
限
る
。
）
の
出
資
証
券
の
口
数
及
び
当
該
行
為
の
前
に
お
け

る
当
該
間
接
取
得
者
等
を
令
第
二
条
第
二
十
八
項
第
一
号
に
規
定
す

る
株
式
取
得
者
等
と
し
た
場
合
に
同
項
各
号
に
掲
げ
る
も
の
に
該
当

す
る
こ
と
と
な
る
非
居
住
者
等
が
所
有
す
る
当
該
特
別
の
法
律
に
よ

り
設
立
さ
れ
た
法
人
の
出
資
証
券
の
口
数
を
合
計
し
た
出
資
証
券
の

口
数
の
当
該
特
別
の
法
律
に
よ
り
設
立
さ
れ
た
法
人
の
出
資
証
券
の

総
口
数
に
占
め
る
割
合
が
百
分
の
五
十
未
満
で
あ
る
こ
と
。 

［
号
を
加
え
る
。
］ 

 



⑵ 

⑴
に
規
定
す
る
合
計
し
た
出
資
証
券
の
口
数
と
、
当
該
行
為
に
係

る
出
資
証
券
所
有
法
人
等
及
び
当
該
行
為
の
後
に
お
け
る
当
該
出
資

証
券
所
有
法
人
等
を
令
第
二
条
第
二
十
八
項
第
一
号
に
規
定
す
る
株

式
取
得
者
等
と
し
た
場
合
に
同
項
各
号
に
掲
げ
る
も
の
に
該
当
す
る

こ
と
と
な
る
非
居
住
者
等
（
当
該
間
接
取
得
者
等
又
は
⑴
に
規
定
す

る
非
居
住
者
等
に
該
当
す
る
も
の
を
除
く
。
）
が
所
有
す
る
当
該
特
別

の
法
律
に
よ
り
設
立
さ
れ
た
法
人
の
出
資
証
券
の
口
数
と
を
合
計
し

た
出
資
証
券
の
口
数
の
当
該
特
別
の
法
律
に
よ
り
設
立
さ
れ
た
法
人

の
出
資
証
券
の
総
口
数
に
占
め
る
割
合
が
百
分
の
五
十
以
上
と
な
る

こ
と
。 

三
十
三 

令
第
二
条
第
二
十
五
項
第
九
号
に
掲
げ
る
行
為
で
あ
つ
て
、
次
の

い
ず
れ
に
も
該
当
す
る
も
の 

イ 

当
該
行
為
を
し
た
も
の
（
特
定
組
合
等
が
当
該
行
為
に
相
当
す
る
も

の
を
行
つ
た
場
合
に
あ
つ
て
は
、
当
該
特
定
組
合
等
。
以
下
こ
の
号
に
お

い
て
「
間
接
取
得
者
等
」
と
い
う
。
）
又
は
当
該
間
接
取
得
者
等
を
被
支

配
会
社
等
と
す
る
も
の
が
、
令
第
三
条
の
二
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
非

居
住
者
等
（
同
項
に
規
定
す
る
財
務
大
臣
が
認
め
た
も
の
を
除
く
。
）
に

該
当
し
な
い
場
合
に
お
け
る
当
該
行
為 

ロ 

次
の
⑴
又
は
⑵
に
掲
げ
る
も
の
か
ら
の
外
国
議
決
権
の
取
得 

⑴ 
 

当
該
間
接
取
得
者
等
を
被
支
配
会
社
等
と
す
る
個
人
又
は
法

人
そ
の
他
の
団
体 

⑵ 
 

⑴
に
掲
げ
る
も
の
の
被
支
配
会
社
等 

［
号
を
加
え
る
。
］ 

三
十
四 

法
第
二
十
六
条
第
二
項
第
十
号
に
掲
げ
る
役
員
の
選
任
に
係
る
外

国
議
決
権
の
行
使
の
う
ち
、
当
該
行
使
を
す
る
も
の
が
法
第
二
十
七
条
第

一
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
を
し
て
行
つ
た
法
第
二
十
六
条
第
二
項
第
九
号

又
は
令
第
二
条
第
二
十
五
項
第
十
一
号
に
掲
げ
る
行
為
に
よ
り
保
有
す
る

当
該
外
国
議
決
権
に
係
る
外
国
法
令
に
基
づ
い
て
設
立
さ
れ
た
法
人
そ
の

［
号
を
加
え
る
。
］ 



他
の
団
体
の
実
質
保
有
等
外
国
議
決
権
の
数
の
当
該
法
人
そ
の
他
の
団
体

の
外
国
議
決
権
の
総
数
に
占
め
る
割
合
が
百
分
の
五
十
以
上
に
相
当
す
る

場
合
に
お
け
る
当
該
行
使 

三
十
五 

令
第
二
条
第
二
十
五
項
第
十
号
に
掲
げ
る
役
員
の
選
任
に
係
る
外

国
議
決
権
の
行
使
の
う
ち
、
当
該
行
使
を
す
る
も
の
が
法
第
二
十
七
条
第

一
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
を
し
て
行
つ
た
令
第
二
条
第
二
十
五
項
第
九
号

又
は
第
十
一
号
に
掲
げ
る
行
為
に
よ
り
保
有
す
る
当
該
外
国
議
決
権
に
係

る
外
国
法
令
に
基
づ
い
て
設
立
さ
れ
た
法
人
そ
の
他
の
団
体
の
実
質
保
有

等
外
国
議
決
権
の
数
の
当
該
法
人
そ
の
他
の
団
体
の
外
国
議
決
権
の
総
数

に
占
め
る
割
合
が
百
分
の
五
十
以
上
に
相
当
す
る
場
合
に
お
け
る
当
該
行

使 

［
号
を
加
え
る
。
］ 

三
十
六 

法
第
二
十
六
条
第
二
項
第
十
号
又
は
令
第
二
条
第
二
十
五
項
第
十

号
に
掲
げ
る
役
員
の
選
任
に
係
る
外
国
議
決
権
の
行
使
の
う
ち
、
当
該
行

使
を
し
た
も
の
が
自
ら
又
は
他
の
も
の
を
通
じ
て
当
該
選
任
に
係
る
議
案

の
提
案
を
行
つ
た
場
合
以
外
の
場
合
に
お
け
る
当
該
行
使 

［
号
を
加
え
る
。
］ 

４ 

令
第
三
条
第
二
項
第
一
号
イ
に
規
定
す
る
主
務
省
令
で
定
め
る
業
種
は
、

財
務
大
臣
及
び
事
業
所
管
大
臣
が
定
め
る
業
種
と
す
る
。 

３ 

令
第
三
条
第
二
項
第
一
号
に
規
定
す
る
主
務
省
令
で
定
め
る
業
種
は
、
財

務
大
臣
及
び
事
業
所
管
大
臣
が
定
め
る
業
種
と
す
る
。 

５ 

令
第
三
条
第
二
項
第
一
号
イ
及
び
ロ
並
び
に
同
項
第
二
号
イ
及
び
ロ
並
び

に
令
第
三
条
の
二
第
三
項
第
三
号
に
規
定
す
る
主
務
省
令
で
定
め
る
も
の

は
、
会
社
（
そ
の
子
会
社
を
含
む
。
）
又
は
法
人
（
会
社
を
除
き
、
そ
の
被
支

配
会
社
等
を
含
む
。
）
が
そ
の
総
議
決
権
の
百
分
の
五
十
に
相
当
す
る
議
決
権

の
数
を
保
有
す
る
他
の
会
社
（
外
国
の
法
令
に
基
づ
い
て
設
立
さ
れ
た
法
人

そ
の
他
の
団
体
及
び
外
国
に
主
た
る
事
務
所
を
有
す
る
法
人
そ
の
他
の
団
体

を
除
く
。
）
と
す
る
。 

４ 

令
第
三
条
第
二
項
第
一
号
及
び
令
第
三
条
の
二
第
二
項
第
三
号
に
規
定
す

る
主
務
省
令
で
定
め
る
も
の
は
、
会
社
（
そ
の
子
会
社
を
含
む
。
）
が
そ
の
総

議
決
権
の
百
分
の
五
十
に
相
当
す
る
議
決
権
の
数
を
保
有
す
る
他
の
会
社

（
外
国
の
法
令
に
基
づ
い
て
設
立
さ
れ
た
法
人
そ
の
他
の
団
体
及
び
外
国
に

主
た
る
事
務
所
を
有
す
る
法
人
そ
の
他
の
団
体
を
除
く
。
）
と
す
る
。 

６ 

令
第
三
条
第
二
項
第
二
号
イ
に
規
定
す
る
主
務
省
令
で
定
め
る
技
術
又
は

情
報
は
、
財
務
大
臣
及
び
事
業
所
管
大
臣
が
定
め
る
技
術
又
は
情
報
と
す
る
。 

［
項
を
加
え
る
。
］ 



７ 

令
第
三
条
第
二
項
第
三
号
に
規
定
す
る
主
務
省
令
で
定
め
る
対
内
直
接
投

資
等
は
、
別
表
第
一
に
掲
げ
る
国
又
は
地
域
以
外
の
国
又
は
地
域
の
外
国
投

資
家
に
よ
り
行
わ
れ
る
対
内
直
接
投
資
等
（
法
第
二
十
六
条
第
一
項
第
三
号

若
し
く
は
第
五
号
に
掲
げ
る
も
の
に
該
当
す
る
外
国
投
資
家
に
よ
り
行
わ
れ

る
対
内
直
接
投
資
等
又
は
同
項
第
四
号
に
掲
げ
る
も
の
（
特
定
組
合
類
似
団

体
を
除
く
。
）
に
該
当
す
る
外
国
投
資
家
が
行
う
対
内
直
接
投
資
等
に
相
当
す

る
も
の
に
伴
つ
て
そ
の
組
合
員
に
よ
り
行
わ
れ
る
対
内
直
接
投
資
等
を
除

く
。
）
と
す
る
。 

５ 

令
第
三
条
第
二
項
第
二
号
に
規
定
す
る
主
務
省
令
で
定
め
る
対
内
直
接
投

資
等
は
、
別
表
第
一
に
掲
げ
る
国
又
は
地
域
以
外
の
国
又
は
地
域
の
外
国
投

資
家
に
よ
り
行
わ
れ
る
対
内
直
接
投
資
等
（
法
第
二
十
六
条
第
一
項
第
三
号

又
は
第
五
号
に
該
当
す
る
外
国
投
資
家
に
よ
り
行
わ
れ
る
対
内
直
接
投
資
等

を
除
く
。
）
と
す
る
。 

８ 

令
第
三
条
第
二
項
第
四
号
に
規
定
す
る
主
務
省
令
で
定
め
る
対
内
直
接
投

資
等
は
、
財
務
大
臣
及
び
事
業
所
管
大
臣
が
定
め
る
対
内
直
接
投
資
等
と
す

る
。 

６ 

令
第
三
条
第
二
項
第
三
号
に
規
定
す
る
主
務
省
令
で
定
め
る
対
内
直
接
投

資
等
は
、
財
務
大
臣
及
び
事
業
所
管
大
臣
が
定
め
る
対
内
直
接
投
資
等
と
す

る
。 

９ 

令
第
三
条
第
三
項
の
規
定
に
基
づ
き
届
出
を
し
よ
う
と
す
る
も
の
は
、
次

の
各
号
に
掲
げ
る
区
分
に
応
じ
、
当
該
各
号
に
定
め
る
様
式
に
よ
る
届
出
書

を
、
日
本
銀
行
を
経
由
し
て
財
務
大
臣
及
び
事
業
所
管
大
臣
に
提
出
し
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
提
出
す
べ
き
届
出
書
の
通
数
は
、
三

と
す
る
。 

７ 

令
第
三
条
第
三
項
の
規
定
に
基
づ
き
届
出
を
し
よ
う
と
す
る
も
の
は
、
次

の
各
号
に
掲
げ
る
区
分
に
応
じ
、
当
該
各
号
に
定
め
る
様
式
に
よ
る
届
出
書

を
、
日
本
銀
行
を
経
由
し
て
財
務
大
臣
及
び
事
業
所
管
大
臣
に
提
出
し
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
提
出
す
べ
き
届
出
書
の
通
数
は
、
三

と
す
る
。 

一 

法
第
二
十
六
条
第
二
項
第
一
号
、
第
三
号
及
び
第
四
号
並
び
に
令
第
二

条
第
二
十
五
項
第
一
号
、
第
三
号
及
び
第
五
号
に
掲
げ
る
行
為 

別
紙
様

式
第
一 

一 

法
第
二
十
六
条
第
二
項
第
一
号
、
第
三
号
及
び
第
四
号
に
規
定
す
る
株

式
、
持
分
又
は
議
決
権
の
取
得
並
び
に
令
第
二
条
第
十
六
項
第
二
号
に
規

定
す
る
出
資
証
券
の
取
得
、
同
項
第
三
号
に
規
定
す
る
株
式
へ
の
一
任
運

用
及
び
同
項
第
五
号
に
規
定
す
る
議
決
権
行
使
等
権
限
の
取
得 

別
紙
様

式
第
一 

二 

法
第
二
十
六
条
第
二
項
第
二
号
に
掲
げ
る
行
為 

別
紙
様
式
第
二 
二 

法
第
二
十
六
条
第
二
項
第
二
号
に
規
定
す
る
株
式
又
は
持
分
の
譲
渡 

別
紙
様
式
第
二 

三 

令
第
二
条
第
二
十
五
項
第
二
号
に
掲
げ
る
行
為 

別
紙
様
式
第
三 

［
号
を
加
え
る
。
］ 

四 

令
第
二
条
第
二
十
五
項
第
四
号
に
掲
げ
る
行
為 

別
紙
様
式
第
四 

［
号
を
加
え
る
。
］ 

五 

令
第
二
条
第
二
十
五
項
第
六
号
に
掲
げ
る
行
為 

別
紙
様
式
第
五 

［
号
を
加
え
る
。
］ 



六 

法
第
二
十
六
条
第
二
項
第
五
号
に
規
定
す
る
会
社
の
事
業
目
的
の
実
質

的
な
変
更
に
関
し
行
う
同
意 

別
紙
様
式
第
六 

三 

法
第
二
十
六
条
第
二
項
第
五
号
に
規
定
す
る
会
社
の
事
業
目
的
の
実
質

的
な
変
更
に
関
し
行
う
同
意 

別
紙
様
式
第
三 

七 

令
第
二
条
第
十
一
項
第
一
号
に
規
定
す
る
取
締
役
又
は
監
査
役
の
選
任

に
係
る
議
案
に
関
し
て
行
う
同
意 

別
紙
様
式
第
七 

三
の
二 

令
第
二
条
第
十
一
項
第
一
号
に
規
定
す
る
取
締
役
又
は
監
査
役
の

選
任
に
係
る
議
案
に
関
し
て
行
う
同
意 

別
紙
様
式
第
三
の
二 

八 
令
第
二
条
第
十
一
項
第
二
号
か
ら
第
四
号
ま
で
及
び
前
条
第
四
項
各
号

に
掲
げ
る
議
案
に
関
し
て
行
う
同
意 

別
紙
様
式
第
八 

三
の
三 

令
第
二
条
第
十
一
項
第
二
号
か
ら
第
四
号
ま
で
及
び
前
条
第
二
項

各
号
に
掲
げ
る
議
案
に
関
し
て
行
う
同
意 

別
紙
様
式
第
三
の
三 

九 

法
第
二
十
六
条
第
二
項
第
六
号
に
規
定
す
る
支
店
等
の
設
置 

別
紙
様

式
第
九 

四 

法
第
二
十
六
条
第
二
項
第
六
号
に
規
定
す
る
支
店
等
の
設
置 

別
紙
様

式
第
四 

十 

法
第
二
十
六
条
第
二
項
第
六
号
に
規
定
す
る
支
店
等
の
種
類
又
は
事
業

目
的
の
実
質
的
な
変
更 
別
紙
様
式
第
十 

五 

法
第
二
十
六
条
第
二
項
第
六
号
に
規
定
す
る
支
店
等
の
種
類
又
は
事
業

目
的
の
実
質
的
な
変
更 

別
紙
様
式
第
五 

十
一 

法
第
二
十
六
条
第
二
項
第
七
号
及
び
令
第
二
条
第
二
十
五
項
第
七
号

に
掲
げ
る
行
為 

別
紙
様
式
第
十
一 

六 

法
第
二
十
六
条
第
二
項
第
七
号
に
規
定
す
る
金
銭
の
貸
付
け 

別
紙
様

式
第
六 

十
二 

令
第
二
条
第
二
十
五
項
第
八
号
に
掲
げ
る
行
為 

別
紙
様
式
第
十
二 

［
号
を
加
え
る
。
］ 

十
三 

法
第
二
十
六
条
第
二
項
第
八
号
に
掲
げ
る
行
為 

別
紙
様
式
第
十
三 

六
の
二 

法
第
二
十
六
条
第
二
項
第
八
号
に
規
定
す
る
事
業
の
承
継 

別
紙

様
式
第
六
の
二 

［
号
を
削
る
。
］ 

七 

令
第
二
条
第
十
六
項
第
一
号
に
規
定
す
る
社
債
の
取
得 

別
紙
様
式
第

七 

［
号
を
削
る
。
］ 

八 

令
第
二
条
第
十
六
項
第
四
号
に
規
定
す
る
議
決
権
代
理
行
使
受
任 

別

紙
様
式
第
七
の
二 

［
号
を
削
る
。
］ 

九 

令
第
二
条
第
十
六
項
第
六
号
に
規
定
す
る
議
決
権
代
理
行
使
委
任 

別

紙
様
式
第
七
の
三 

［
号
を
削
る
。
］ 
十 

令
第
二
条
第
十
六
項
第
七
号
に
規
定
す
る
共
同
議
決
権
行
使
同
意
取
得 

別
紙
様
式
第
七
の
四 

十
四 

法
第
二
十
六
条
第
二
項
第
九
号
並
び
に
令
第
二
条
第
二
十
五
項
第
九

号
、
第
十
一
号
、
第
十
二
号
及
び
第
十
四
号
に
掲
げ
る
行
為 

別
紙
様
式
第

十
四 

［
号
を
加
え
る
。
］ 



十
五 

令
第
二
条
第
二
十
五
項
第
十
三
号
に
掲
げ
る
行
為 

別
紙
様
式
第
十

五 

［
号
を
加
え
る
。
］ 

十
六 

法
第
二
十
六
条
第
二
項
第
十
号
及
び
令
第
二
条
第
二
十
五
項
第
十
号

に
掲
げ
る
行
為 

別
紙
様
式
第
十
六 

［
号
を
加
え
る
。
］ 

十
七 
令
第
二
条
第
二
十
五
項
第
十
五
号
に
掲
げ
る
行
為 

別
紙
様
式
第
十

七 

［
号
を
加
え
る
。
］ 

10 

前
項
第
一
号
、
第
六
号
及
び
第
十
三
号
の
届
出
書
に
あ
つ
て
は
、
次
に
掲

げ
る
事
項
を
記
載
し
た
書
類
を
添
付
し
て
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

［
項
を
加
え
る
。
］ 

 

一 

当
該
届
出
書
を
提
出
す
る
も
の
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
届
出
者
」
と

い
う
。
）
に
関
す
る
事
項 

 

二 

対
内
直
接
投
資
等
に
係
る
会
社
そ
の
他
の
法
人
に
関
す
る
事
項 

 

三 

届
出
者
に
出
資
す
る
も
の
に
関
す
る
事
項 

 

四 

届
出
者
の
事
業
方
針
等
に
影
響
を
及
ぼ
す
も
の
に
関
す
る
事
項 

 

11 

財
務
大
臣
及
び
事
業
所
管
大
臣
は
、
第
九
項
の
規
定
に
よ
り
届
出
書
を
受

理
し
た
と
き
は
、
当
該
届
出
書
に
そ
の
旨
を
記
入
し
、
そ
の
う
ち
一
通
を
届
出

受
理
証
と
し
て
届
出
者
に
交
付
す
る
も
の
と
す
る
。
た
だ
し
、
同
項
の
手
続
が

情
報
通
信
技
術
を
活
用
し
た
行
政
の
推
進
等
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
四
年

法
律
第
百
五
十
一
号
）
第
六
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
同
項
に
規
定
す
る
電

子
情
報
処
理
組
織
を
使
用
し
て
行
わ
れ
た
と
き
は
、
電
磁
的
記
録
（
電
子
的
方

式
、
磁
気
的
方
式
そ
の
他
人
の
知
覚
に
よ
つ
て
は
認
識
す
る
こ
と
が
で
き
な

い
方
式
で
作
ら
れ
る
記
録
で
あ
つ
て
、
電
子
計
算
機
に
よ
る
情
報
処
理
の
用

に
供
さ
れ
る
も
の
を
い
う
。
）
に
記
録
さ
れ
た
届
出
書
の
内
容
を
書
面
に
出
力

し
た
も
の
に
届
出
を
受
理
し
た
旨
を
記
入
し
、
届
出
受
理
証
と
し
て
届
出
者

に
交
付
す
る
も
の
と
す
る
。 

８ 

財
務
大
臣
及
び
事
業
所
管
大
臣
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
り
届
出
書
を
受
理

し
た
と
き
は
、
当
該
届
出
書
に
そ
の
旨
を
記
入
し
、
そ
の
う
ち
一
通
を
届
出
受

理
証
と
し
て
届
出
者
に
交
付
す
る
も
の
と
す
る
。
た
だ
し
、
前
項
の
手
続
が
情

報
通
信
技
術
を
活
用
し
た
行
政
の
推
進
等
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
四
年
法

律
第
百
五
十
一
号
）
第
六
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
同
項
に
規
定
す
る
電
子

情
報
処
理
組
織
を
使
用
し
て
行
わ
れ
た
と
き
は
、
電
磁
的
記
録
（
電
子
的
方

式
、
磁
気
的
方
式
そ
の
他
人
の
知
覚
に
よ
つ
て
は
認
識
す
る
こ
と
が
で
き
な

い
方
式
で
作
ら
れ
る
記
録
で
あ
つ
て
、
電
子
計
算
機
に
よ
る
情
報
処
理
の
用

に
供
さ
れ
る
も
の
を
い
う
。
）
に
記
録
さ
れ
た
届
出
書
の
内
容
を
書
面
に
出
力

し
た
も
の
に
届
出
を
受
理
し
た
旨
を
記
入
し
、
届
出
受
理
証
と
し
て
届
出
者

に
交
付
す
る
も
の
と
す
る
。 

12 

令
第
三
条
第
十
八
項
の
規
定
に
基
づ
き
法
第
二
十
七
条
第
七
項
の
規
定
に

よ
る
通
知
又
は
令
第
三
条
の
四
第
七
項
の
規
定
に
基
づ
き
法
第
二
十
七
条
の

９ 

令
第
三
条
第
十
四
項
の
規
定
に
基
づ
き
法
第
二
十
七
条
第
七
項
の
規
定
に

よ
る
通
知
を
し
よ
う
と
す
る
も
の
は
、
別
紙
様
式
第
八
に
よ
る
通
知
書
を
、
日



四
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
二
十
七
条
第
七
項
の
規
定
に
よ
る
通
知

を
し
よ
う
と
す
る
も
の
は
、
別
紙
様
式
第
十
八
に
よ
る
通
知
書
を
、
日
本
銀
行

を
経
由
し
て
財
務
大
臣
及
び
事
業
所
管
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
提
出
す
べ
き
通
知
書
の
通
数
は
、
一
と
す
る
。 

本
銀
行
を
経
由
し
て
財
務
大
臣
及
び
事
業
所
管
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
提
出
す
べ
き
通
知
書
の
通
数
は
、
一
と
す
る
。 

13 
令
第
三
条
第
二
十
項
第
一
号
（
令
第
三
条
の
二
第
七
項
、
第
四
条
第
十
三

項
、
第
四
条
の
三
第
六
項
、
第
四
条
の
八
第
十
一
項
及
び
第
六
条
の
三
第
五
項

に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
に
規
定
す
る
他
の
も
の
を
通
じ
て
間
接

に
保
有
す
る
も
の
と
し
て
主
務
省
令
で
定
め
る
法
人
そ
の
他
の
団
体
の
議
決

権
の
数
は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
が
直
接
に
保
有
す
る
当
該
法
人
そ
の
他
の
団

体
の
議
決
権
の
数
と
す
る
。 

一 

当
該
非
居
住
者
等
又
は
当
該
非
居
住
者
等
と
令
第
三
条
第
二
十
項
第
二

号
か
ら
第
六
号
ま
で
に
掲
げ
る
関
係
に
あ
る
者
の
出
資
比
率
が
百
分
の
五

十
以
上
で
あ
る
法
人
そ
の
他
の
団
体 

二 

前
号
に
掲
げ
る
も
の
の
被
支
配
会
社
等 

三 

当
該
非
居
住
者
等
又
は
当
該
非
居
住
者
等
と
令
第
三
条
第
二
十
項
第
二

号
か
ら
第
六
号
ま
で
に
掲
げ
る
関
係
に
あ
る
者
の
被
支
配
会
社
等
（
前
二

号
に
掲
げ
る
も
の
を
除
く
。
） 

［
項
を
加
え
る
。
］ 

14 

令
第
三
条
第
二
十
一
項
第
四
号
（
令
第
三
条
の
二
第
八
項
、
第
四
条
第
十

四
項
、
第
四
条
の
三
第
七
項
、
第
四
条
の
八
第
十
二
項
及
び
第
六
条
の
三
第
六

項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
に
規
定
す
る
主
務
省
令
で
定
め
る
特

定
技
術
は
、
財
務
大
臣
及
び
経
済
産
業
大
臣
が
定
め
る
特
定
技
術
と
す
る
。 

［
項
を
加
え
る
。
］ 

 
 

（
対
内
直
接
投
資
等
の
届
出
の
特
例
に
関
す
る
事
項
） 

（
対
内
直
接
投
資
等
の
届
出
の
特
例
に
関
す
る
事
項
） 

第
三
条
の
二 

令
第
三
条
の
二
第
一
項
第
五
号
イ
に
規
定
す
る
他
の
法
人
そ
の

他
の
団
体
を
通
じ
て
間
接
に
保
有
す
る
も
の
と
し
て
主
務
省
令
で
定
め
る
法

人
そ
の
他
の
団
体
の
議
決
権
又
は
外
国
議
決
権
の
数
は
、
次
に
掲
げ
る
も
の

第
三
条
の
二 

令
第
三
条
の
二
第
一
項
第
五
号
イ
及
び
令
第
四
条
の
三
第
一
項

第
五
号
イ
に
規
定
す
る
他
の
法
人
そ
の
他
の
団
体
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て

「
間
接
法
人
等
」
と
い
う
。
）
を
通
じ
て
間
接
に
保
有
す
る
も
の
と
し
て
主
務



が
直
接
に
保
有
す
る
当
該
法
人
そ
の
他
の
団
体
の
議
決
権
又
は
外
国
議
決
権

の
数
と
す
る
。 

 

省
令
で
定
め
る
法
人
そ
の
他
の
団
体
の
議
決
権
の
数
は
、
当
該
法
人
そ
の
他

の
団
体
の
株
主
若
し
く
は
出
資
者
で
あ
る
間
接
法
人
等
（
外
国
政
府
等
（
令
第

三
条
の
二
第
一
項
第
三
号
に
規
定
す
る
外
国
政
府
等
を
い
う
。
以
下
こ
の
項

及
び
第
七
条
第
四
項
第
五
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
又
は
外
国
政
府
等
に
対
し
令

第
三
条
の
二
第
一
項
第
四
号
に
規
定
す
る
義
務
を
負
う
個
人
若
し
く
は
法
人

そ
の
他
の
団
体
の
出
資
比
率
が
百
分
の
五
十
以
上
で
あ
る
も
の
に
限
る
。
）
又

は
そ
の
子
会
社
等
（
会
社
法
第
二
条
第
三
号
の
二
に
規
定
す
る
子
会
社
等
を

い
う
。
第
四
項
第
一
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
が
直
接
に
保
有
す
る
当
該
法
人
そ

の
他
の
団
体
の
議
決
権
の
数
と
す
る
。 

一 

令
第
三
条
の
二
第
一
項
第
三
号
に
規
定
す
る
外
国
政
府
等
又
は
当
該
外

国
政
府
等
に
対
し
同
項
第
四
号
に
規
定
す
る
義
務
を
負
う
個
人
若
し
く
は

法
人
そ
の
他
の
団
体
の
出
資
比
率
が
百
分
の
五
十
以
上
で
あ
る
法
人
そ
の

他
の
団
体 

二 

前
号
に
掲
げ
る
も
の
の
被
支
配
会
社
等 

三 

第
一
号
に
規
定
す
る
外
国
政
府
等
又
は
同
号
に
規
定
す
る
個
人
若
し
く

は
法
人
そ
の
他
の
団
体
の
被
支
配
会
社
等
（
前
二
号
に
掲
げ
る
も
の
を
除

く
。
） 

［
号
を
加
え
る
。
］ 

   

［
号
を
加
え
る
。
］ 

［
号
を
加
え
る
。
］ 

２ 

令
第
三
条
の
二
第
三
項
第
二
号
に
規
定
す
る
主
務
省
令
で
定
め
る
も
の

は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
と
す
る
。 

２ 

令
第
三
条
の
二
第
二
項
第
二
号
に
規
定
す
る
主
務
省
令
で
定
め
る
も
の

は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
と
す
る
。 

［
一
～
七 

略
］ 
 

［
一
～
七 

同
上
］ 

３ 

令
第
三
条
の
二
第
三
項
第
三
号
に
規
定
す
る
主
務
省
令
で
定
め
る
業
種

（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
特
定
業
種
」
と
い
う
。
）
は
、
財
務
大
臣
及
び
事

業
所
管
大
臣
が
定
め
る
業
種
と
す
る
。 

３ 

令
第
三
条
の
二
第
二
項
第
三
号
に
規
定
す
る
主
務
省
令
で
定
め
る
業
種

（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
特
定
業
種
」
と
い
う
。
）
は
、
財
務
大
臣
及
び
事

業
所
管
大
臣
が
定
め
る
業
種
と
す
る
。 

４ 

令
第
三
条
の
二
第
三
項
第
三
号
に
規
定
す
る
主
務
省
令
で
定
め
る
技
術
又

は
情
報
は
、
財
務
大
臣
及
び
事
業
所
管
大
臣
が
定
め
る
技
術
又
は
情
報
（
以
下

こ
の
条
に
お
い
て
「
特
定
技
術
等
」
と
い
う
。
）
と
す
る
。 

［
項
を
加
え
る
。
］ 



５ 

令
第
三
条
の
二
第
三
項
第
三
号
に
規
定
す
る
主
務
省
令
で
定
め
る
外
国
投

資
家
は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
（
同
条
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
非
居
住
者
等
に
該

当
す
る
も
の
を
除
く
。
）
と
す
る
。 

４ 

令
第
三
条
の
二
第
二
項
第
三
号
に
規
定
す
る
主
務
省
令
で
定
め
る
外
国
投

資
家
は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
（
同
条
第
一
項
各
号
に
該
当
す
る
も
の
を
除
く
。
）

と
す
る
。 

一 

そ
の
財
務
及
び
営
業
若
し
く
は
事
業
の
方
針
に
つ
い
て
の
実
質
的
な
決

定
が
令
第
三
条
の
二
第
一
項
第
四
号
に
掲
げ
る
個
人
若
し
く
は
法
人
そ
の

他
の
団
体
に
よ
つ
て
行
わ
れ
る
も
の
又
は
当
該
決
定
が
そ
の
設
立
に
当
た

つ
て
準
拠
し
た
法
令
を
制
定
し
た
国
若
し
く
は
地
域
以
外
の
国
若
し
く
は

地
域
に
お
い
て
行
わ
れ
る
こ
と
に
よ
つ
て
当
該
決
定
が
同
号
の
義
務
を
課

す
法
令
そ
の
他
こ
れ
に
類
す
る
も
の
の
影
響
を
受
け
る
も
の
若
し
く
は
そ

の
被
支
配
会
社
等 

一 

そ
の
財
務
及
び
営
業
若
し
く
は
事
業
の
方
針
に
つ
い
て
の
実
質
的
な
決

定
が
令
第
三
条
の
二
第
一
項
第
四
号
に
掲
げ
る
個
人
若
し
く
は
法
人
そ
の

他
の
団
体
に
よ
つ
て
行
わ
れ
る
も
の
又
は
当
該
決
定
が
そ
の
設
立
に
当
た

つ
て
準
拠
し
た
法
令
を
制
定
し
た
国
若
し
く
は
地
域
以
外
の
国
若
し
く
は

地
域
に
お
い
て
行
わ
れ
る
こ
と
に
よ
つ
て
当
該
決
定
が
同
号
の
義
務
を
課

す
法
令
そ
の
他
こ
れ
に
類
す
る
も
の
の
影
響
を
受
け
る
も
の
若
し
く
は
そ

の
子
会
社
等 

二 

［
略
］ 

二 

［
同
上
］ 

三 

前
号
又
は
こ
の
号
に
掲
げ
る
も
の
と
の
契
約
に
基
づ
き
、
令
第
三
条
の

二
第
一
項
第
四
号
に
規
定
す
る
外
国
政
府
等
に
よ
る
情
報
収
集
活
動
に
協

力
す
る
た
め
に
情
報
を
開
示
す
る
義
務
を
負
う
も
の
（
前
二
号
に
掲
げ
る

も
の
を
除
く
。
） 

三 

前
号
又
は
本
号
に
掲
げ
る
も
の
と
の
契
約
に
基
づ
き
、
令
第
三
条
の
二

第
一
項
第
四
号
に
規
定
す
る
外
国
政
府
等
に
よ
る
情
報
収
集
活
動
に
協
力

す
る
た
め
に
情
報
を
開
示
す
る
義
務
を
負
う
も
の
（
前
二
号
に
掲
げ
る
も

の
を
除
く
。
） 

６ 

令
第
三
条
の
二
第
三
項
第
三
号
に
規
定
す
る
主
務
省
令
で
定
め
る
事
業
者

は
、
特
定
業
種
に
属
す
る
事
業
を
行
う
者
又
は
同
号
に
規
定
す
る
特
定
法
人

に
該
当
す
る
者
で
あ
つ
て
経
済
施
策
を
一
体
的
に
講
ず
る
こ
と
に
よ
る
安
全

保
障
の
確
保
の
推
進
に
関
す
る
法
律
（
令
和
四
年
法
律
第
四
十
三
号
）
第
五
十

条
第
一
項
に
規
定
す
る
特
定
社
会
基
盤
事
業
者
で
あ
る
も
の
と
す
る
。 

５ 

令
第
三
条
の
二
第
二
項
第
三
号
に
規
定
す
る
主
務
省
令
で
定
め
る
事
業
者

は
、
特
定
業
種
に
属
す
る
事
業
を
行
う
者
で
あ
つ
て
経
済
施
策
を
一
体
的
に

講
ず
る
こ
と
に
よ
る
安
全
保
障
の
確
保
の
推
進
に
関
す
る
法
律
（
令
和
四
年

法
律
第
四
十
三
号
）
第
五
十
条
第
一
項
に
規
定
す
る
特
定
社
会
基
盤
事
業
者

で
あ
る
も
の
と
す
る
。 

７ 

令
第
三
条
の
二
第
三
項
第
三
号
イ
に
規
定
す
る
主
務
省
令
で
定
め
る
も
の

は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
と
す
る
。 

６ 

令
第
三
条
の
二
第
二
項
第
三
号
イ
に
規
定
す
る
主
務
省
令
で
定
め
る
も
の

は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
と
す
る
。 

［
一
～
七 

略
］ 

［
一
～
七 

同
上
］ 

８ 

令
第
三
条
の
二
第
三
項
第
六
号
に
規
定
す
る
主
務
省
令
で
定
め
る
も
の

は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
と
す
る
。 

７ 

令
第
三
条
の
二
第
二
項
第
五
号
に
規
定
す
る
主
務
省
令
で
定
め
る
も
の

は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
と
す
る
。 

一 

対
内
直
接
投
資
等
に
係
る
会
社
（
以
下
こ
の
号
及
び
次
号
に
お
い
て
「
発

一 

対
内
直
接
投
資
等
に
係
る
会
社
（
以
下
こ
の
号
及
び
次
号
に
お
い
て
「
発



行
会
社
」
と
い
う
。
）
、
特
定
子
会
社
（
発
行
会
社
の
子
会
社
で
あ
つ
て
対

象
事
業
を
営
む
も
の
又
は
対
象
技
術
等
を
保
有
す
る
も
の
を
い
う
。
以
下

こ
の
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
、
特
定
親
会
社
（
特
定
子
会
社
の
親
会
社
（
会

社
法
第
二
条
第
四
号
に
規
定
す
る
親
会
社
を
い
い
、
発
行
会
社
並
び
に
外

国
の
法
令
に
基
づ
い
て
設
立
さ
れ
た
法
人
そ
の
他
の
団
体
及
び
外
国
に
主

た
る
事
務
所
を
有
す
る
法
人
そ
の
他
の
団
体
を
除
く
。
第
四
条
の
三
第
四

項
第
一
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
で
あ
つ
て
発
行
会
社
以
外
の
も
の
を
い
う
。
）

又
は
発
行
会
社
が
財
務
及
び
営
業
若
し
く
は
事
業
の
方
針
の
決
定
に
対
し

て
重
要
な
影
響
を
与
え
る
こ
と
が
で
き
る
他
の
会
社
と
し
て
前
条
第
五
項

に
規
定
す
る
他
の
会
社
（
子
会
社
を
除
く
。
）
で
あ
つ
て
、
対
象
事
業
を
営

む
も
の
又
は
対
象
技
術
等
を
保
有
す
る
も
の
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
発

行
会
社
等
」
と
い
う
。
）
の
取
締
役
（
当
該
発
行
会
社
等
が
持
分
会
社
（
会

社
法
第
五
百
七
十
五
条
第
一
項
に
規
定
す
る
持
分
会
社
を
い
う
。
第
四
条

の
三
第
四
項
第
一
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
で
あ
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
業
務

を
執
行
す
る
社
員
又
は
業
務
を
執
行
す
る
社
員
の
職
務
を
行
う
べ
き
者
を

い
う
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
若
し
く
は
監
査
役
に
新
た
に
就
任

す
る
こ
と
又
は
第
二
条
第
三
項
第
二
号
イ
か
ら
ヌ
ま
で
に
掲
げ
る
者
（
外

国
投
資
家
が
令
第
三
条
の
二
第
一
項
第
三
号
か
ら
第
六
号
ま
で
に
掲
げ
る

非
居
住
者
等
に
該
当
す
る
場
合
に
あ
つ
て
は
第
二
条
第
三
項
第
三
号
イ
及

び
ロ
に
掲
げ
る
者
を
含
む
。
）
を
発
行
会
社
等
の
取
締
役
若
し
く
は
監
査
役

に
新
た
に
就
任
さ
せ
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
対
内
直
接
投
資
等 

行
会
社
」
と
い
う
。
）
、
特
定
子
会
社
（
発
行
会
社
の
子
会
社
で
あ
つ
て
対

象
事
業
を
営
む
も
の
を
い
う
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
、
特
定
親

会
社
（
特
定
子
会
社
の
親
会
社
（
会
社
法
第
二
条
第
四
号
に
規
定
す
る
親
会

社
を
い
い
、
発
行
会
社
並
び
に
外
国
の
法
令
に
基
づ
い
て
設
立
さ
れ
た
法

人
そ
の
他
の
団
体
及
び
外
国
に
主
た
る
事
務
所
を
有
す
る
法
人
そ
の
他
の

団
体
を
除
く
。
第
四
条
の
三
第
二
項
第
一
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
で
あ
つ
て

発
行
会
社
以
外
の
も
の
を
い
う
。
）
又
は
発
行
会
社
が
財
務
及
び
営
業
若
し

く
は
事
業
の
方
針
の
決
定
に
対
し
て
重
要
な
影
響
を
与
え
る
こ
と
が
で
き

る
他
の
会
社
と
し
て
前
条
第
四
項
に
規
定
す
る
他
の
会
社
（
子
会
社
を
除

く
。
）
で
あ
つ
て
対
象
事
業
を
営
む
も
の
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
発
行

会
社
等
」
と
い
う
。
）
の
取
締
役
（
当
該
発
行
会
社
等
が
持
分
会
社
（
会
社

法
第
五
百
七
十
五
条
第
一
項
に
規
定
す
る
持
分
会
社
を
い
う
。
第
四
条
の

三
第
二
項
第
一
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
で
あ
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
業
務
を

執
行
す
る
社
員
又
は
業
務
を
執
行
す
る
社
員
の
職
務
を
行
う
べ
き
者
を
い

う
。
）
若
し
く
は
監
査
役
に
新
た
に
就
任
す
る
こ
と
又
は
第
二
条
第
一
項
第

二
号
イ
か
ら
ヌ
ま
で
に
掲
げ
る
者
（
外
国
投
資
家
が
令
第
三
条
の
二
第
一

項
第
三
号
か
ら
第
六
号
ま
で
に
掲
げ
る
も
の
に
該
当
す
る
場
合
に
あ
つ
て

は
第
二
条
第
一
項
第
三
号
イ
及
び
ロ
に
掲
げ
る
者
を
含
む
。
）
を
発
行
会
社

等
の
取
締
役
又
は
監
査
役
に
新
た
に
就
任
さ
せ
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
対

内
直
接
投
資
等 

二 

令
第
二
条
第
十
一
項
第
二
号
か
ら
第
四
号
ま
で
に
掲
げ
る
議
案
及
び
第

二
条
第
四
項
各
号
に
掲
げ
る
議
案
（
対
象
事
業
又
は
対
象
技
術
等
に
係
る

事
業
に
係
る
も
の
に
限
る
。
）
を
発
行
会
社
の
株
主
総
会
に
提
案
す
る
こ
と

を
目
的
と
す
る
対
内
直
接
投
資
等 

二 

令
第
二
条
第
十
一
項
第
二
号
か
ら
第
四
号
ま
で
及
び
第
二
条
第
二
項
各

号
に
掲
げ
る
議
案
（
対
象
事
業
に
係
る
も
の
に
限
る
。
）
を
発
行
会
社
の
株

主
総
会
に
提
案
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
対
内
直
接
投
資
等 

三 

対
象
事
業
に
係
る
非
公
開
の
技
術
情
報
又
は
非
公
開
の
対
象
技
術
等
の

三 

対
象
事
業
に
係
る
非
公
開
の
技
術
情
報
の
取
得
そ
の
他
の
当
該
技
術
情



取
得
そ
の
他
の
当
該
技
術
情
報
又
は
当
該
対
象
技
術
等
の
流
出
に
つ
な
が

る
お
そ
れ
の
あ
る
行
為
を
行
う
こ
と
を
目
的
と
す
る
対
内
直
接
投
資
等 

報
の
流
出
に
つ
な
が
る
お
そ
れ
の
あ
る
行
為
を
行
う
こ
と
を
目
的
と
す
る

対
内
直
接
投
資
等 

四 

令
第
三
条
の
二
第
三
項
第
三
号
ロ
に
掲
げ
る
行
為
を
行
う
場
合
に
お
い

て
、
発
行
会
社
等
が
営
む
特
定
業
種
に
属
す
る
事
業
又
は
特
定
技
術
等
に

関
し
、
当
該
発
行
会
社
等
の
取
締
役
会
若
し
く
は
重
要
な
意
思
決
定
の
権

限
を
有
す
る
委
員
会
に
出
席
し
、
若
し
く
は
自
ら
が
指
定
す
る
者
を
出
席

さ
せ
る
こ
と
又
は
当
該
発
行
会
社
等
の
取
締
役
会
若
し
く
は
重
要
な
意
思

決
定
の
権
限
を
有
す
る
委
員
会
若
し
く
は
そ
れ
ら
の
構
成
員
に
対
し
、
自

ら
若
し
く
は
そ
の
指
定
す
る
者
を
通
じ
て
期
限
を
付
し
て
、
当
該
発
行
会

社
等
の
回
答
若
し
く
は
行
動
を
求
め
て
書
面
若
し
く
は
電
磁
的
記
録
（
電

子
的
方
式
、
磁
気
的
方
式
そ
の
他
人
の
知
覚
に
よ
つ
て
は
認
識
す
る
こ
と

が
で
き
な
い
方
式
で
作
ら
れ
る
記
録
で
あ
つ
て
、
電
子
計
算
機
に
よ
る
情

報
処
理
の
用
に
供
さ
れ
る
も
の
を
い
う
。
）
に
よ
り
提
案
を
行
う
こ
と
を
目

的
と
す
る
対
内
直
接
投
資
等 

四 

令
第
三
条
の
二
第
二
項
第
三
号
ロ
に
掲
げ
る
行
為
を
行
う
場
合
に
お
い

て
、
発
行
会
社
等
が
営
む
特
定
業
種
に
属
す
る
事
業
に
関
し
、
当
該
発
行
会

社
等
の
取
締
役
会
若
し
く
は
重
要
な
意
思
決
定
の
権
限
を
有
す
る
委
員
会

に
出
席
し
、
若
し
く
は
自
ら
が
指
定
す
る
者
を
出
席
さ
せ
る
こ
と
又
は
当

該
発
行
会
社
等
の
取
締
役
会
若
し
く
は
重
要
な
意
思
決
定
の
権
限
を
有
す

る
委
員
会
若
し
く
は
そ
れ
ら
の
構
成
員
に
対
し
、
自
ら
若
し
く
は
そ
の
指

定
す
る
者
を
通
じ
て
期
限
を
付
し
て
、
当
該
発
行
会
社
等
の
回
答
若
し
く

は
行
動
を
求
め
て
書
面
若
し
く
は
電
磁
的
記
録
（
電
子
的
方
式
、
磁
気
的
方

式
そ
の
他
人
の
知
覚
に
よ
つ
て
は
認
識
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
方
式
で
作

ら
れ
る
記
録
で
あ
つ
て
、
電
子
計
算
機
に
よ
る
情
報
処
理
の
用
に
供
さ
れ

る
も
の
を
い
う
。
）
に
よ
り
提
案
を
行
う
こ
と
を
目
的
と
す
る
対
内
直
接
投

資
等 

五 

第
五
項
各
号
に
掲
げ
る
も
の
が
令
第
三
条
の
二
第
三
項
第
三
号
ロ
に
掲

げ
る
行
為
を
行
う
場
合
に
お
い
て
、
発
行
会
社
等
が
営
む
特
定
業
種
に
属

す
る
事
業
又
は
特
定
技
術
等
に
関
し
、
非
公
開
情
報
（
発
行
会
社
等
の
役
員

に
係
る
就
業
条
件
、
報
酬
そ
の
他
の
役
員
に
係
る
情
報
又
は
発
行
会
社
等

の
財
務
状
況
に
係
る
情
報
を
除
く
。
）
の
取
得
そ
の
他
の
当
該
情
報
の
流
出

に
つ
な
が
る
お
そ
れ
の
あ
る
行
為
を
行
う
こ
と
を
目
的
と
す
る
対
内
直
接

投
資
等 

五 

第
四
項
各
号
に
掲
げ
る
も
の
が
令
第
三
条
の
二
第
二
項
第
三
号
ロ
に
掲

げ
る
行
為
を
行
う
場
合
に
お
い
て
、
発
行
会
社
等
が
営
む
特
定
業
種
に
属

す
る
事
業
に
関
し
、
非
公
開
情
報
（
発
行
会
社
等
の
役
員
に
係
る
就
業
条

件
、
報
酬
そ
の
他
の
役
員
に
係
る
情
報
又
は
発
行
会
社
等
の
財
務
状
況
に

係
る
情
報
を
除
く
。
）
の
取
得
そ
の
他
の
当
該
情
報
の
流
出
に
つ
な
が
る
お

そ
れ
の
あ
る
行
為
を
行
う
こ
と
を
目
的
と
す
る
対
内
直
接
投
資
等 

六 

第
五
項
各
号
に
掲
げ
る
も
の
が
令
第
三
条
の
二
第
三
項
第
三
号
ロ
に
掲

げ
る
行
為
を
行
う
場
合
に
お
い
て
、
発
行
会
社
等
が
営
む
特
定
業
種
に
属

す
る
事
業
又
は
特
定
技
術
等
に
係
る
事
業
に
関
し
、
発
行
会
社
等
の
使
用

人
そ
の
他
の
従
業
者
と
し
て
就
労
し
、
若
し
く
は
自
ら
の
指
示
に
よ
り
第

二
条
第
三
項
第
二
号
イ
か
ら
ヌ
ま
で
に
掲
げ
る
者
を
発
行
会
社
等
の
使
用

六 

第
四
項
各
号
に
掲
げ
る
も
の
が
令
第
三
条
の
二
第
二
項
第
三
号
ロ
に
掲

げ
る
行
為
を
行
う
場
合
に
お
い
て
、
発
行
会
社
等
が
営
む
特
定
業
種
に
属

す
る
事
業
に
関
し
、
発
行
会
社
等
の
使
用
人
そ
の
他
の
従
業
者
と
し
て
就

労
し
、
若
し
く
は
自
ら
の
指
示
に
よ
り
第
二
条
第
一
項
第
二
号
イ
か
ら
ヌ

ま
で
に
掲
げ
る
者
を
発
行
会
社
等
の
使
用
人
そ
の
他
の
従
業
者
と
し
て
就



人
そ
の
他
の
従
業
者
と
し
て
就
労
さ
せ
る
こ
と
、
又
は
発
行
会
社
等
の
役

員
若
し
く
は
使
用
人
そ
の
他
の
従
業
者
に
対
し
、
自
ら
若
し
く
は
第
三
者

に
お
い
て
就
労
す
る
こ
と
の
勧
誘
を
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
対
内
直
接

投
資
等 

労
さ
せ
る
こ
と
、
又
は
発
行
会
社
等
の
役
員
若
し
く
は
使
用
人
そ
の
他
の

従
業
者
に
対
し
、
自
ら
若
し
く
は
第
三
者
に
お
い
て
就
労
す
る
こ
と
の
勧

誘
を
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
対
内
直
接
投
資
等 

七 
法
第
二
十
七
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
を
せ
ず
に
令
第
二
条
第
十

一
項
第
一
号
か
ら
第
四
号
ま
で
に
掲
げ
る
議
案
及
び
第
二
条
第
四
項
各
号

に
掲
げ
る
議
案
に
係
る
法
第
二
十
六
条
第
二
項
第
五
号
に
掲
げ
る
同
意
を

行
つ
た
外
国
投
資
家
が
行
う
当
該
同
意
に
係
る
会
社
に
係
る
対
内
直
接
投

資
等 

七 

法
第
二
十
七
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
を
せ
ず
に
令
第
二
条
第
十

一
項
第
一
号
か
ら
第
四
号
ま
で
及
び
第
二
条
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
議
案

に
係
る
法
第
二
十
六
条
第
二
項
第
五
号
に
掲
げ
る
同
意
を
行
つ
た
外
国
投

資
家
が
行
う
当
該
同
意
に
係
る
会
社
に
係
る
対
内
直
接
投
資
等 

八 

令
第
二
条
第
十
一
項
第
一
号
か
ら
第
四
号
ま
で
に
掲
げ
る
議
案
及
び
第

二
条
第
四
項
各
号
に
掲
げ
る
議
案
に
係
る
法
第
二
十
六
条
第
二
項
第
五
号

に
掲
げ
る
同
意
に
関
し
、
法
第
二
十
七
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
を

し
て
、
禁
止
期
間
（
法
第
二
十
九
条
第
八
項
に
規
定
す
る
禁
止
期
間
を
い

う
。
第
四
条
の
三
第
四
項
第
五
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
満
了
前
に
同
意
を

行
つ
た
外
国
投
資
家
が
行
う
当
該
同
意
に
係
る
会
社
に
係
る
対
内
直
接
投

資
等 

八 

令
第
二
条
第
十
一
項
第
一
号
か
ら
第
四
号
ま
で
及
び
第
二
条
第
二
項
各

号
に
掲
げ
る
議
案
に
係
る
法
第
二
十
六
条
第
二
項
第
五
号
に
掲
げ
る
同
意

に
関
し
、
法
第
二
十
七
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
を
し
て
、
禁
止
期
間

（
法
第
二
十
九
条
第
六
項
に
規
定
す
る
禁
止
期
間
を
い
う
。
第
四
条
の
三

第
二
項
第
五
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
満
了
前
に
同
意
を
行
つ
た
外
国
投
資

家
が
行
う
当
該
同
意
に
係
る
会
社
に
係
る
対
内
直
接
投
資
等 

九 

令
第
二
条
第
十
一
項
第
一
号
か
ら
第
四
号
ま
で
に
掲
げ
る
議
案
及
び
第

二
条
第
四
項
各
号
に
掲
げ
る
議
案
に
係
る
法
第
二
十
六
条
第
二
項
第
五
号

に
掲
げ
る
同
意
に
関
し
、
虚
偽
の
届
出
を
し
た
外
国
投
資
家
が
行
う
当
該

同
意
に
係
る
会
社
に
係
る
対
内
直
接
投
資
等 

九 

令
第
二
条
第
十
一
項
第
一
号
か
ら
第
四
号
ま
で
及
び
第
二
条
第
二
項
各

号
に
掲
げ
る
議
案
に
係
る
法
第
二
十
六
条
第
二
項
第
五
号
に
掲
げ
る
同
意

に
関
し
、
虚
偽
の
届
出
を
し
た
外
国
投
資
家
が
行
う
当
該
同
意
に
係
る
会

社
に
係
る
対
内
直
接
投
資
等 

十 

令
第
二
条
第
十
一
項
第
一
号
か
ら
第
四
号
ま
で
に
掲
げ
る
議
案
及
び
第

二
条
第
四
項
各
号
に
掲
げ
る
議
案
に
係
る
法
第
二
十
六
条
第
二
項
第
五
号

に
掲
げ
る
同
意
の
届
出
を
し
て
、
当
該
対
内
直
接
投
資
等
に
係
る
内
容
の

変
更
、
法
第
二
十
七
条
第
五
項
に
規
定
す
る
国
の
安
全
等
に
係
る
措
置
に

関
す
る
修
正
又
は
当
該
対
内
直
接
投
資
等
の
中
止
を
命
じ
ら
れ
た
外
国
投

資
家
が
行
う
当
該
同
意
に
係
る
会
社
に
係
る
対
内
直
接
投
資
等
（
当
該
外

十 

令
第
二
条
第
十
一
項
第
一
号
か
ら
第
四
号
ま
で
及
び
第
二
条
第
二
項
各

号
に
掲
げ
る
議
案
に
係
る
法
第
二
十
六
条
第
二
項
第
五
号
に
掲
げ
る
同
意

の
届
出
を
し
て
、
当
該
対
内
直
接
投
資
等
に
係
る
内
容
の
変
更
又
は
中
止

を
命
じ
ら
れ
た
外
国
投
資
家
が
行
う
当
該
同
意
に
係
る
会
社
に
係
る
対
内

直
接
投
資
等
（
当
該
外
国
投
資
家
が
当
該
変
更
又
は
中
止
の
命
令
に
従
つ

た
場
合
（
当
該
届
出
が
令
第
二
条
第
十
一
項
第
一
号
に
掲
げ
る
議
案
の
う



国
投
資
家
が
当
該
変
更
、
国
の
安
全
等
に
係
る
措
置
に
関
す
る
修
正
又
は

当
該
中
止
の
命
令
に
従
つ
た
場
合
（
当
該
届
出
が
令
第
二
条
第
十
一
項
第

一
号
に
掲
げ
る
議
案
の
う
ち
自
ら
又
は
他
の
も
の
を
通
じ
て
株
主
総
会
に

提
出
し
た
議
案
に
係
る
場
合
以
外
の
場
合
に
あ
つ
て
は
、
第
二
条
第
三
項

第
一
号
ロ
か
ら
ト
ま
で
に
掲
げ
る
者
の
選
任
に
係
る
場
合
に
限
る
。
）
を
除

く
。
） 

ち
自
ら
又
は
他
の
も
の
を
通
じ
て
株
主
総
会
に
提
出
し
た
議
案
に
係
る
場

合
以
外
の
場
合
に
あ
つ
て
は
、
第
二
条
第
一
項
第
一
号
ロ
か
ら
ト
ま
で
に

掲
げ
る
者
の
選
任
に
係
る
場
合
に
限
る
。
）
を
除
く
。
） 

 
 

（
国
の
安
全
等
に
係
る
措
置
の
修
正
の
届
出
等
） 

 

第
三
条
の
三 

令
第
三
条
の
三
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
届
出
を
し
よ
う
と
す

る
も
の
は
、
別
紙
様
式
第
十
九
に
よ
る
届
出
書
を
、
日
本
銀
行
を
経
由
し
て
財

務
大
臣
及
び
事
業
所
管
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
場
合
に

お
い
て
、
提
出
す
べ
き
届
出
書
の
通
数
は
、
三
と
す
る
。 

［
条
を
加
え
る
。
］ 

 

２ 

第
三
条
第
十
一
項
の
規
定
は
、
前
項
に
規
定
す
る
届
出
書
に
つ
い
て
準
用

す
る
。 

 

 
 

（
国
の
安
全
等
に
係
る
措
置
の
変
更
の
届
出
等
） 

 

第
三
条
の
四 

令
第
三
条
の
四
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
届
出
を
し
よ
う
と
す

る
も
の
は
、
別
紙
様
式
第
十
九
に
よ
る
届
出
書
を
、
日
本
銀
行
を
経
由
し
て
財

務
大
臣
及
び
事
業
所
管
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
場
合
に

お
い
て
、
提
出
す
べ
き
届
出
書
の
通
数
は
、
三
と
す
る
。 

［
条
を
加
え
る
。
］ 

 

２ 

第
三
条
第
十
一
項
の
規
定
は
、
前
項
に
規
定
す
る
届
出
書
に
つ
い
て
準
用

す
る
。 

 

 
 

（
特
定
取
得
の
届
出
等
） 

（
特
定
取
得
の
届
出
等
） 

第
四
条 

令
第
四
条
第
一
項
第
五
号
に
規
定
す
る
主
務
省
令
で
定
め
る
行
為

は
、
次
に
掲
げ
る
行
為
と
す
る
。 

第
四
条 

令
第
四
条
第
一
項
第
四
号
に
規
定
す
る
主
務
省
令
で
定
め
る
行
為

は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
行
為
と
す
る
。 



［
一
～
三 

略
］ 

［
一
～
三 

同
上
］ 

四 

外
国
投
資
家
（
令
第
四
条
の
三
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
も
の
を
除
く
。
以

下
こ
の
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
が
行
う
特
定
取
得
で
あ
つ
て
、
次
に
掲
げ
る

要
件
を
満
た
す
も
の 

［
号
を
加
え
る
。
］ 

イ 
次
に
掲
げ
る
も
の
に
該
当
す
る
も
の
及
び
そ
の
被
支
配
会
社
等
が
直

接
に
保
有
す
る
当
該
外
国
投
資
家
の
議
決
権
又
は
外
国
議
決
権
の
数
の

当
該
外
国
投
資
家
の
議
決
権
の
総
数
又
は
外
国
議
決
権
の
総
数
に
占
め

る
割
合
が
百
分
の
百
で
あ
る
こ
と
。 

 
⑴ 

法
第
二
十
六
条
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
も
の
に
該
当
し
な
い
も
の 

 

⑵ 

特
定
上
場
会
社
等 

 

⑶ 

特
別
上
場
会
社
等
（
特
定
上
場
会
社
等
を
除
く
。
） 

 
 

 

⑷ 

特
別
非
上
場
会
社 

 

 
 

ロ 

当
該
特
定
取
得
を
す
る
前
に
お
い
て
、
イ
⑴
か
ら
⑷
ま
で
に
掲
げ
る

も
の
（
自
己
又
は
そ
の
被
支
配
会
社
等
が
当
該
外
国
投
資
家
の
議
決
権

又
は
外
国
議
決
権
を
保
有
す
る
も
の
に
限
る
。
）
及
び
そ
の
被
支
配
会
社

等
が
直
接
に
保
有
す
る
当
該
特
定
取
得
に
係
る
会
社
の
議
決
権
の
数
の

当
該
会
社
の
総
議
決
権
に
占
め
る
割
合
が
百
分
の
五
十
以
上
で
あ
る
こ

と
。 

 

五 

外
国
投
資
家
（
株
式
会
社
に
限
る
。
）
が
行
う
当
該
外
国
投
資
家
の
株
式

に
係
る
特
定
取
得
で
あ
つ
て
、
次
に
掲
げ
る
要
件
を
満
た
す
も
の 

［
号
を
加
え
る
。
］ 

イ 

当
該
行
為
の
前
に
お
い
て
、
当
該
外
国
投
資
家
の
株
主
が
、
次
に
掲
げ

る
も
の
の
み
で
あ
る
こ
と
。 

 

 
 

 

⑴ 

当
該
行
為
の
相
手
方 

 

 

⑵ 

当
該
外
国
投
資
家
の
親
会
社
等 

 

 
 

 

⑶ 

⑵
に
掲
げ
る
も
の
（
法
人
等
に
限
る
。
）
の
役
員 

 

⑷ 

⑵
の
被
支
配
会
社
等 

 



⑸ 

⑷
に
掲
げ
る
も
の
（
法
人
等
に
限
る
。
）
の
役
員 

 

 
 

 

⑹ 

法
第
二
十
六
条
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
も
の
に
該
当
し
な
い
も
の 

 

 
 

ロ 

当
該
特
定
取
得
の
相
手
方
が
イ
⑵
に
掲
げ
る
も
の
で
な
い
こ
と
。 

 
六 

次
に
掲
げ
る
場
合
に
お
け
る
外
国
投
資
家
（
株
式
会
社
に
限
る
。
）
に
よ

る
当
該
外
国
投
資
家
の
株
式
に
係
る
特
定
取
得 

［
号
を
加
え
る
。
］ 

イ 
会
社
法
第
百
六
十
六
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
請
求
が
あ
つ
た
場
合

（
当
該
外
国
投
資
家
の
一
の
株
主
の
実
質
保
有
等
議
決
権
の
数
及
び
当

該
株
主
を
令
第
二
条
第
二
十
八
項
第
一
号
に
規
定
す
る
株
式
取
得
者
等

と
し
た
場
合
に
同
項
各
号
に
掲
げ
る
も
の
に
該
当
す
る
こ
と
と
な
る
非

居
住
者
等
の
実
質
保
有
等
議
決
権
の
数
を
合
計
し
た
純
議
決
権
数
の
当

該
外
国
投
資
家
の
総
議
決
権
に
占
め
る
割
合
が
百
分
の
百
と
な
る
場
合

を
除
く
。
） 

 

ロ 

会
社
法
第
百
九
十
二
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
請
求
が
あ
つ
た
場
合 

 

ハ 

会
社
法
第
二
百
三
十
四
条
第
四
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項
を
定
め
た
場

合 

 

ニ 

会
社
法
第
百
十
六
条
第
五
項
、
第
百
八
十
二
条
の
四
第
四
項
、
第
四
百

六
十
九
条
第
五
項
、
第
七
百
八
十
五
条
第
五
項
、
第
七
百
九
十
七
条
第
五

項
、
第
八
百
六
条
第
五
項
又
は
第
八
百
十
六
条
の
六
第
五
項
（
こ
れ
ら
の

規
定
を
株
式
会
社
に
つ
い
て
他
の
法
令
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含

む
。
）
に
規
定
す
る
株
式
買
取
請
求
に
応
じ
る
場
合 

 

２ 

［
略
］ 
２ 

［
同
上
］ 

３ 

令
第
四
条
第
二
項
に
規
定
す
る
主
務
省
令
で
定
め
る
技
術
又
は
情
報
は
、

財
務
大
臣
及
び
事
業
所
管
大
臣
が
定
め
る
技
術
又
は
情
報
と
す
る
。 

［
項
を
加
え
る
。
］ 

４ 

［
略
］ 

３ 

［
同
上
］ 

５ 

令
第
四
条
第
三
項
の
規
定
に
基
づ
き
届
出
を
し
よ
う
と
す
る
も
の
は
、
別

紙
様
式
第
一
に
よ
る
届
出
書
に
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
書
類
を
添

４ 

令
第
四
条
第
三
項
の
規
定
に
基
づ
き
届
出
を
し
よ
う
と
す
る
も
の
は
、
別

紙
様
式
第
一
に
よ
る
届
出
書
を
、
日
本
銀
行
を
経
由
し
て
財
務
大
臣
及
び
事



付
し
、
日
本
銀
行
を
経
由
し
て
財
務
大
臣
及
び
事
業
所
管
大
臣
に
提
出
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
提
出
す
べ
き
届
出
書
の
通
数
は
、

三
と
す
る
。 

業
所
管
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
提
出
す

べ
き
届
出
書
の
通
数
は
、
三
と
す
る
。 

一 

当
該
届
出
書
を
提
出
す
る
も
の
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
届
出
者
」
と

い
う
。
）
に
関
す
る
事
項 

［
号
を
加
え
る
。
］ 

二 

特
定
取
得
に
係
る
会
社
に
関
す
る
事
項 

 

［
号
を
加
え
る
。
］ 

三 

届
出
者
に
出
資
す
る
も
の
に
関
す
る
事
項 
 

［
号
を
加
え
る
。
］ 

四 

届
出
者
の
事
業
方
針
等
に
影
響
を
及
ぼ
す
も
の
に
関
す
る
事
項 

 

［
号
を
加
え
る
。
］ 

６ 

財
務
大
臣
及
び
事
業
所
管
大
臣
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
り
届
出
書
を
受
理

し
た
と
き
は
、
当
該
届
出
書
に
そ
の
旨
を
記
入
し
、
そ
の
う
ち
一
通
を
届
出
受

理
証
と
し
て
届
出
者
に
交
付
す
る
も
の
と
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
は
、
第

三
条
第
十
一
項
た
だ
し
書
の
規
定
を
準
用
す
る
。 

５ 

財
務
大
臣
及
び
事
業
所
管
大
臣
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
り
届
出
書
を
受
理

し
た
と
き
は
、
当
該
届
出
書
に
そ
の
旨
を
記
入
し
、
そ
の
う
ち
一
通
を
届
出
受

理
証
と
し
て
届
出
者
に
交
付
す
る
も
の
と
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
は
、
第

三
条
第
八
項
た
だ
し
書
の
規
定
を
準
用
す
る
。 

７ 

令
第
四
条
第
十
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
法
第
二
十
八
条
第
七
項
に
お
い
て

準
用
す
る
法
第
二
十
七
条
第
七
項
の
規
定
に
よ
る
通
知
又
は
令
第
四
条
の
五

第
七
項
の
規
定
に
基
づ
き
法
第
二
十
八
条
の
四
第
二
項
に
お
い
て
読
み
替
え

て
準
用
す
る
法
第
二
十
八
条
第
七
項
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
二
十
七
条
の

四
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
二
十
七
条
第
七
項
の
規
定
に
よ
る
通
知

を
し
よ
う
と
す
る
も
の
は
、
別
紙
様
式
第
二
十
に
よ
る
通
知
書
を
、
日
本
銀
行

を
経
由
し
て
財
務
大
臣
及
び
事
業
所
管
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
提
出
す
べ
き
通
知
書
の
通
数
は
、
一
と
す
る
。 

６ 

令
第
四
条
第
十
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
法
第
二
十
八
条
第
七
項
に
お
い
て

準
用
す
る
法
第
二
十
七
条
第
七
項
の
規
定
に
よ
る
通
知
を
し
よ
う
と
す
る
も

の
は
、
別
紙
様
式
第
八
の
二
に
よ
る
通
知
書
を
、
日
本
銀
行
を
経
由
し
て
財
務

大
臣
及
び
事
業
所
管
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
場
合
に
お

い
て
、
提
出
す
べ
き
通
知
書
の
通
数
は
、
一
と
す
る
。 

 
 

（
特
定
取
得
の
届
出
の
特
例
に
関
す
る
事
項
） 
（
特
定
取
得
の
届
出
の
特
例
に
関
す
る
事
項
） 

第
四
条
の
三 

［
①
］
令
第
四
条
の
三
第
一
項
第
五
号
イ
に
規
定
す
る
他
の
法
人

そ
の
他
の
団
体
を
通
じ
て
間
接
に
保
有
す
る
も
の
と
し
て
主
務
省
令
で
定
め

る
法
人
そ
の
他
の
団
体
の
議
決
権
又
は
外
国
議
決
権
の
数
は
、
次
に
掲
げ
る

も
の
が
直
接
に
保
有
す
る
当
該
法
人
そ
の
他
の
団
体
の
議
決
権
又
は
外
国
議

第
四
条
の
三 

［
項
を
加
え
る
。
］ 



決
権
の
数
と
す
る
。 

一 

令
第
四
条
の
三
第
一
項
第
三
号
に
規
定
す
る
外
国
政
府
等
又
は
当
該
外

国
政
府
等
に
対
し
同
項
第
四
号
に
規
定
す
る
義
務
を
負
う
個
人
若
し
く
は

法
人
そ
の
他
の
団
体
の
出
資
比
率
が
百
分
の
五
十
以
上
で
あ
る
法
人
そ
の

他
の
団
体 

二 

前
号
に
掲
げ
る
も
の
の
被
支
配
会
社
等 

三 

第
一
号
に
規
定
す
る
外
国
政
府
等
又
は
同
号
に
規
定
す
る
個
人
若
し
く

は
法
人
そ
の
他
の
団
体
の
被
支
配
会
社
等
（
前
二
号
に
掲
げ
る
も
の
を
除

く
。
） 

２ 

［
略
］ 

［
①
］ 

［
同
上
］ 

３ 

令
第
四
条
の
三
第
二
項
第
一
号
に
規
定
す
る
主
務
省
令
で
定
め
る
技
術
又

は
情
報
は
、
財
務
大
臣
及
び
事
業
所
管
大
臣
が
定
め
る
技
術
又
は
情
報
と
す

る
。 

［
項
を
加
え
る
。
］ 

４ 

令
第
四
条
の
三
第
二
項
第
四
号
に
規
定
す
る
主
務
省
令
で
定
め
る
も
の

は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
と
す
る
。 

２ 

令
第
四
条
の
三
第
二
項
第
三
号
に
規
定
す
る
主
務
省
令
で
定
め
る
も
の

は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
と
す
る
。 

一 

特
定
取
得
に
係
る
会
社
（
以
下
こ
の
号
及
び
次
号
に
お
い
て
「
発
行
会

社
」
と
い
う
。
）
、
特
定
子
会
社
（
発
行
会
社
の
子
会
社
で
あ
つ
て
第
四
条

第
二
項
に
規
定
す
る
財
務
大
臣
及
び
事
業
所
管
大
臣
が
定
め
る
業
種
に
属

す
る
事
業
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
特
定
対
象
事
業
」
と
い
う
。
）
を
営

む
も
の
又
は
同
条
第
三
項
に
規
定
す
る
財
務
大
臣
及
び
事
業
所
管
大
臣
が

定
め
る
技
術
若
し
く
は
情
報
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
特
定
対
象
技
術

等
」
と
い
う
。
）
を
保
有
す
る
も
の
を
い
う
。
）
、
特
定
親
会
社
（
特
定
子

会
社
の
親
会
社
で
あ
つ
て
発
行
会
社
以
外
の
も
の
を
い
う
。
）
又
は
発
行
会

社
が
財
務
及
び
営
業
若
し
く
は
事
業
の
方
針
の
決
定
に
対
し
て
重
要
な
影

響
を
与
え
る
こ
と
が
で
き
る
他
の
会
社
と
し
て
同
条
第
四
項
に
規
定
す
る

他
の
会
社
（
子
会
社
を
除
く
。
）
で
あ
つ
て
特
定
対
象
事
業
を
営
む
も
の
若

一 

特
定
取
得
に
係
る
会
社
（
以
下
こ
の
号
及
び
次
号
に
お
い
て
「
発
行
会

社
」
と
い
う
。
）
、
特
定
子
会
社
（
発
行
会
社
の
子
会
社
で
あ
つ
て
第
四
条

第
二
項
に
規
定
す
る
財
務
大
臣
及
び
事
業
所
管
大
臣
が
定
め
る
業
種
に
属

す
る
事
業
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
特
定
対
象
事
業
」
と
い
う
。
）
を
営

む
も
の
を
い
う
。
）
、
特
定
親
会
社
（
特
定
子
会
社
の
親
会
社
で
あ
つ
て
発

行
会
社
以
外
の
も
の
を
い
う
。
）
又
は
発
行
会
社
が
財
務
及
び
営
業
若
し
く

は
事
業
の
方
針
の
決
定
に
対
し
て
重
要
な
影
響
を
与
え
る
こ
と
が
で
き
る

他
の
会
社
と
し
て
第
四
条
第
三
項
に
規
定
す
る
他
の
会
社
（
子
会
社
を
除

く
。
）
で
あ
つ
て
特
定
対
象
事
業
を
営
む
も
の
（
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
「
発

行
会
社
等
」
と
い
う
。
）
の
取
締
役
（
当
該
発
行
会
社
等
が
持
分
会
社
で
あ

る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
業
務
を
執
行
す
る
社
員
又
は
業
務
を
執
行
す
る
社



し
く
は
特
定
対
象
技
術
等
を
保
有
す
る
も
の
（
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
「
発

行
会
社
等
」
と
い
う
。
）
の
取
締
役
（
当
該
発
行
会
社
等
が
持
分
会
社
で
あ

る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
業
務
を
執
行
す
る
社
員
又
は
業
務
を
執
行
す
る
社

員
の
職
務
を
行
う
べ
き
者
を
い
う
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
若
し

く
は
監
査
役
に
新
た
に
就
任
す
る
こ
と
又
は
第
二
条
第
三
項
第
二
号
イ
か

ら
ヌ
ま
で
に
掲
げ
る
者
（
外
国
投
資
家
が
令
第
三
条
の
二
第
一
項
第
三
号

か
ら
第
六
号
ま
で
に
掲
げ
る
非
居
住
者
等
に
該
当
す
る
場
合
に
あ
つ
て
は

第
二
条
第
三
項
第
三
号
イ
及
び
ロ
に
掲
げ
る
者
を
含
む
。
）
を
発
行
会
社
等

の
取
締
役
若
し
く
は
監
査
役
に
新
た
に
就
任
さ
せ
る
こ
と
を
目
的
と
す
る

特
定
取
得 

員
の
職
務
を
行
う
べ
き
者
を
い
う
。
）
若
し
く
は
監
査
役
に
新
た
に
就
任
す

る
こ
と
又
は
第
二
条
第
一
項
第
二
号
イ
か
ら
ヌ
ま
で
に
掲
げ
る
者
（
外
国

投
資
家
が
令
第
三
条
の
二
第
一
項
第
三
号
か
ら
第
六
号
ま
で
に
掲
げ
る
も

の
に
該
当
す
る
場
合
に
あ
つ
て
は
第
二
条
第
一
項
第
三
号
イ
及
び
ロ
に
掲

げ
る
者
を
含
む
。
）
を
発
行
会
社
等
の
取
締
役
又
は
監
査
役
に
新
た
に
就
任

さ
せ
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
特
定
取
得 

二 

令
第
二
条
第
十
一
項
第
二
号
か
ら
第
四
号
ま
で
に
掲
げ
る
議
案
及
び
第

二
条
第
四
項
各
号
に
掲
げ
る
議
案
（
特
定
対
象
事
業
又
は
特
定
対
象
技
術

等
に
係
る
事
業
に
係
る
も
の
に
限
る
。
）
を
発
行
会
社
の
株
主
総
会
に
提
案

す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
特
定
取
得 

二 

令
第
二
条
第
十
一
項
第
二
号
か
ら
第
四
号
ま
で
及
び
第
二
条
第
二
項
各

号
に
掲
げ
る
議
案
（
特
定
対
象
事
業
に
係
る
も
の
に
限
る
。
）
を
発
行
会
社

の
株
主
総
会
に
提
案
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
特
定
取
得 

三 

特
定
対
象
事
業
に
係
る
非
公
開
の
技
術
情
報
又
は
非
公
開
の
特
定
対
象

技
術
等
の
取
得
そ
の
他
の
当
該
技
術
情
報
又
は
当
該
特
定
対
象
技
術
等
の

流
出
に
つ
な
が
る
お
そ
れ
の
あ
る
行
為
を
行
う
こ
と
を
目
的
と
す
る
特
定

取
得 

三 

特
定
対
象
事
業
に
係
る
非
公
開
の
技
術
情
報
の
取
得
そ
の
他
の
当
該
技

術
情
報
の
流
出
に
つ
な
が
る
お
そ
れ
の
あ
る
行
為
を
行
う
こ
と
を
目
的
と

す
る
特
定
取
得 

四 

法
第
二
十
七
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
を
せ
ず
に
令
第
二
条
第
十

一
項
第
一
号
か
ら
第
四
号
ま
で
に
掲
げ
る
議
案
及
び
第
二
条
第
四
項
各
号

に
掲
げ
る
議
案
に
係
る
法
第
二
十
六
条
第
二
項
第
五
号
に
掲
げ
る
同
意
を

行
つ
た
外
国
投
資
家
が
行
う
当
該
同
意
に
係
る
会
社
に
係
る
特
定
取
得 

四 

法
第
二
十
七
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
を
せ
ず
に
令
第
二
条
第
十

一
項
第
一
号
か
ら
第
四
号
ま
で
及
び
第
二
条
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
議
案

に
係
る
法
第
二
十
六
条
第
二
項
第
五
号
に
掲
げ
る
同
意
を
行
つ
た
外
国
投

資
家
が
行
う
当
該
同
意
に
係
る
会
社
に
係
る
特
定
取
得 

五 

令
第
二
条
第
十
一
項
第
一
号
か
ら
第
四
号
ま
で
に
掲
げ
る
議
案
及
び
第

二
条
第
四
項
各
号
に
掲
げ
る
議
案
に
係
る
法
第
二
十
六
条
第
二
項
第
五
号

に
掲
げ
る
同
意
に
関
し
、
法
第
二
十
七
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
を

し
て
、
禁
止
期
間
の
満
了
前
に
同
意
を
行
つ
た
外
国
投
資
家
が
行
う
当
該

五 
令
第
二
条
第
十
一
項
第
一
号
か
ら
第
四
号
ま
で
及
び
第
二
条
第
二
項
各

号
に
掲
げ
る
議
案
に
係
る
法
第
二
十
六
条
第
二
項
第
五
号
に
掲
げ
る
同
意

に
関
し
、
法
第
二
十
七
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
を
し
て
、
禁
止
期
間

の
満
了
前
に
同
意
を
行
つ
た
外
国
投
資
家
が
行
う
当
該
同
意
に
係
る
会
社



同
意
に
係
る
会
社
に
係
る
特
定
取
得 

に
係
る
特
定
取
得 

六 

令
第
二
条
第
十
一
項
第
一
号
か
ら
第
四
号
ま
で
に
掲
げ
る
議
案
及
び
第

二
条
第
四
項
各
号
に
掲
げ
る
議
案
に
係
る
法
第
二
十
六
条
第
二
項
第
五
号

に
掲
げ
る
同
意
に
関
し
、
虚
偽
の
届
出
を
し
た
外
国
投
資
家
が
行
う
当
該

同
意
に
係
る
会
社
に
係
る
特
定
取
得 

六 

令
第
二
条
第
十
一
項
第
一
号
か
ら
第
四
号
ま
で
及
び
第
二
条
第
二
項
各

号
に
掲
げ
る
議
案
に
係
る
法
第
二
十
六
条
第
二
項
第
五
号
に
掲
げ
る
同
意

に
関
し
、
虚
偽
の
届
出
を
し
た
外
国
投
資
家
が
行
う
当
該
同
意
に
係
る
会

社
に
係
る
特
定
取
得 

七 

令
第
二
条
第
十
一
項
第
一
号
か
ら
第
四
号
ま
で
に
掲
げ
る
議
案
及
び
第

二
条
第
四
項
各
号
に
掲
げ
る
議
案
に
係
る
法
第
二
十
六
条
第
二
項
第
五
号

に
掲
げ
る
同
意
の
届
出
を
し
て
、
当
該
対
内
直
接
投
資
等
に
係
る
内
容
の

変
更
、
法
第
二
十
七
条
第
五
項
に
規
定
す
る
国
の
安
全
等
に
係
る
措
置
に

関
す
る
修
正
又
は
中
止
を
命
じ
ら
れ
た
外
国
投
資
家
が
行
う
当
該
同
意
に

係
る
会
社
に
係
る
特
定
取
得
（
当
該
外
国
投
資
家
が
当
該
変
更
、
国
の
安
全

等
に
係
る
措
置
に
関
す
る
修
正
又
は
当
該
中
止
の
命
令
に
従
つ
た
場
合

（
当
該
届
出
が
令
第
二
条
第
十
一
項
第
一
号
に
掲
げ
る
議
案
の
う
ち
自
ら

又
は
他
の
も
の
を
通
じ
て
株
主
総
会
に
提
出
し
た
議
案
に
係
る
場
合
以
外

の
場
合
に
あ
つ
て
は
、
第
二
条
第
三
項
第
一
号
ロ
か
ら
ト
ま
で
に
掲
げ
る

者
の
選
任
に
係
る
場
合
に
限
る
。
）
を
除
く
。
） 

七 

令
第
二
条
第
十
一
項
第
一
号
か
ら
第
四
号
ま
で
及
び
第
二
条
第
二
項
各

号
に
掲
げ
る
議
案
に
係
る
法
第
二
十
六
条
第
二
項
第
五
号
に
掲
げ
る
同
意

の
届
出
を
し
て
、
当
該
対
内
直
接
投
資
等
に
係
る
内
容
の
変
更
又
は
中
止

を
命
じ
ら
れ
た
外
国
投
資
家
が
行
う
当
該
同
意
に
係
る
会
社
に
係
る
特
定

取
得
（
当
該
外
国
投
資
家
が
当
該
変
更
又
は
中
止
の
命
令
に
従
つ
た
場
合

（
当
該
届
出
が
令
第
二
条
第
十
一
項
第
一
号
に
掲
げ
る
議
案
の
う
ち
自
ら

又
は
他
の
も
の
を
通
じ
て
株
主
総
会
に
提
出
し
た
議
案
に
係
る
場
合
以
外

の
場
合
に
あ
つ
て
は
、
第
二
条
第
一
号
ロ
か
ら
ト
ま
で
に
掲
げ
る
者
の
選

任
に
係
る
場
合
に
限
る
。
）
を
除
く
。
） 

 
 

（
国
の
安
全
に
係
る
措
置
の
修
正
の
届
出
等
） 

 

第
四
条
の
四 

令
第
四
条
の
四
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
届
出
を
し
よ
う
と
す

る
も
の
は
、
別
紙
様
式
第
十
九
に
よ
る
届
出
書
を
、
日
本
銀
行
を
経
由
し
て
財

務
大
臣
及
び
事
業
所
管
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
場
合
に

お
い
て
、
提
出
す
べ
き
届
出
書
の
通
数
は
、
三
と
す
る
。 

［
条
を
加
え
る
。
］ 

２ 

第
三
条
第
十
一
項
の
規
定
は
、
前
項
に
規
定
す
る
届
出
書
に
つ
い
て
準
用

す
る
。 

 

 
 

 

（
国
の
安
全
に
係
る
措
置
の
変
更
の
届
出
等
） 

 



第
四
条
の
五 

令
第
四
条
の
五
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
届
出
を
し
よ
う
と
す

る
も
の
は
、
別
紙
様
式
第
十
九
に
よ
る
届
出
書
を
、
日
本
銀
行
を
経
由
し
て
財

務
大
臣
及
び
事
業
所
管
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
場
合
に

お
い
て
、
提
出
す
べ
き
届
出
書
の
通
数
は
、
三
と
す
る
。 

［
条
を
加
え
る
。
］ 

２ 

第
三
条
第
十
一
項
の
規
定
は
、
前
項
に
規
定
す
る
届
出
書
に
つ
い
て
準
用

す
る
。 
 

 
 

（
報
告
の
徴
収
等
） 

 

第
四
条
の
六 

令
第
四
条
の
八
第
三
項
に
規
定
す
る
主
務
省
令
で
定
め
る
手
続

は
、
報
告
書
を
提
出
す
る
場
所
、
提
出
す
る
報
告
書
の
通
数
そ
の
他
財
務
大
臣

及
び
事
業
所
管
大
臣
が
定
め
る
手
続
と
す
る
。 

［
条
を
加
え
る
。
］ 

２ 

財
務
大
臣
及
び
事
業
所
管
大
臣
は
、
法
第
二
十
九
条
の
二
第
一
項
の
規
定

に
よ
り
報
告
を
求
め
る
と
き
は
、
併
せ
て
前
項
に
規
定
す
る
手
続
を
通
知
す

る
も
の
と
す
る
。 

 

３ 

令
第
四
条
の
八
第
八
項
の
規
定
に
基
づ
き
法
第
二
十
九
条
の
二
第
四
項
の

規
定
に
よ
る
通
知
を
し
よ
う
と
す
る
も
の
は
、
別
紙
様
式
第
二
十
一
に
よ
る

通
知
書
を
、
財
務
大
臣
及
び
事
業
所
管
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

こ
の
場
合
に
お
い
て
、
提
出
す
べ
き
通
知
書
の
通
数
は
、
一
と
す
る
。 

 

４ 

令
第
四
条
の
八
第
九
項
第
二
号
に
規
定
す
る
主
務
省
令
で
定
め
る
議
案

は
、
第
二
条
第
四
項
各
号
に
掲
げ
る
議
案
と
す
る
。 

 

 
 

（
技
術
導
入
契
約
の
締
結
等
の
届
出
等
） 
（
技
術
導
入
契
約
の
締
結
等
の
届
出
等
） 

第
五
条 

［
略
］ 

第
五
条 
［
同
上
］ 

２ 

令
第
五
条
第
二
項
の
規
定
に
基
づ
き
届
出
を
し
よ
う
と
す
る
居
住
者
は
、

別
紙
様
式
第
二
十
二
に
よ
る
届
出
書
を
、
日
本
銀
行
を
経
由
し
て
財
務
大
臣

及
び
事
業
所
管
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
場
合
に
お
い
て

２ 

令
第
五
条
第
二
項
の
規
定
に
基
づ
き
届
出
を
し
よ
う
と
す
る
居
住
者
は
、

別
紙
様
式
第
九
に
よ
る
届
出
書
を
、
日
本
銀
行
を
経
由
し
て
財
務
大
臣
及
び

事
業
所
管
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
は
、
第



は
、
第
三
条
第
九
項
後
段
の
規
定
を
準
用
す
る
。 

三
条
第
七
項
後
段
の
規
定
を
準
用
す
る
。 

３ 

財
務
大
臣
及
び
事
業
所
管
大
臣
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
り
届
出
書
を
受
理

し
た
と
き
は
、
当
該
届
出
書
に
そ
の
旨
を
記
入
し
、
そ
の
う
ち
一
通
を
届
出
受

理
証
と
し
て
届
出
者
に
交
付
す
る
も
の
と
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
は
、
第

三
条
第
十
一
項
た
だ
し
書
の
規
定
を
準
用
す
る
。 

３ 

財
務
大
臣
及
び
事
業
所
管
大
臣
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
り
届
出
書
を
受
理

し
た
と
き
は
、
当
該
届
出
書
に
そ
の
旨
を
記
入
し
、
そ
の
う
ち
一
通
を
届
出
受

理
証
と
し
て
届
出
者
に
交
付
す
る
も
の
と
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
は
、
第

三
条
第
八
項
た
だ
し
書
の
規
定
を
準
用
す
る
。 

４ 

令
第
五
条
第
九
項
の
規
定
に
基
づ
き
法
第
三
十
条
第
七
項
に
お
い
て
準
用

す
る
法
第
二
十
七
条
第
七
項
の
規
定
に
よ
る
通
知
を
し
よ
う
と
す
る
も
の

は
、
別
紙
様
式
第
二
十
三
に
よ
る
通
知
書
を
、
日
本
銀
行
を
経
由
し
て
財
務
大

臣
及
び
事
業
所
管
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
場
合
に
お
い

て
は
、
第
三
条
第
十
二
項
後
段
の
規
定
を
準
用
す
る
。 

４ 

令
第
五
条
第
九
項
の
規
定
に
基
づ
き
法
第
三
十
条
第
七
項
に
お
い
て
準
用

す
る
法
第
二
十
七
条
第
七
項
の
規
定
に
よ
る
通
知
を
し
よ
う
と
す
る
も
の

は
、
別
紙
様
式
第
十
に
よ
る
通
知
書
を
、
日
本
銀
行
を
経
由
し
て
財
務
大
臣
及

び
事
業
所
管
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
は
、

第
三
条
第
九
項
後
段
の
規
定
を
準
用
す
る
。 

 
 

（
対
内
直
接
投
資
等
及
び
特
定
取
得
の
報
告
） 

（
対
内
直
接
投
資
等
及
び
特
定
取
得
の
報
告
） 

第
六
条
の
二 

令
第
六
条
の
三
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
別
表
第
三
の
第
二

欄
に
掲
げ
る
も
の
が
行
つ
た
同
表
の
第
三
欄
に
掲
げ
る
業
種
又
は
法
人
に
係

る
同
表
の
第
一
欄
に
掲
げ
る
対
内
直
接
投
資
等
又
は
特
定
取
得
に
つ
い
て
報

告
を
し
よ
う
と
す
る
も
の
は
、
対
内
直
接
投
資
等
又
は
特
定
取
得
を
行
つ
た

日
か
ら
四
十
五
日
以
内
に
、
同
表
の
第
四
欄
に
定
め
る
様
式
に
よ
る
報
告
書

を
、
日
本
銀
行
を
経
由
し
て
財
務
大
臣
及
び
事
業
所
管
大
臣
に
提
出
し
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
提
出
す
べ
き
報
告
書
の
通
数
は
、
一

と
す
る
。 

第
六
条
の
二 

令
第
六
条
の
三
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
別
表
第
三
の
第
二

欄
に
掲
げ
る
も
の
が
行
つ
た
同
表
の
第
三
欄
に
掲
げ
る
業
種
に
係
る
同
表
の

第
一
欄
に
掲
げ
る
対
内
直
接
投
資
等
又
は
特
定
取
得
に
つ
い
て
報
告
を
し
よ

う
と
す
る
も
の
は
、
対
内
直
接
投
資
等
を
行
つ
た
日
か
ら
四
十
五
日
以
内
に
、

同
表
の
第
四
欄
に
定
め
る
様
式
に
よ
る
報
告
書
を
、
日
本
銀
行
を
経
由
し
て

財
務
大
臣
及
び
事
業
所
管
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
場
合

に
お
い
て
、
提
出
す
べ
き
報
告
書
の
通
数
は
、
一
と
す
る
。 

 
 

（
技
術
導
入
契
約
の
締
結
等
の
報
告
） 
（
技
術
導
入
契
約
の
締
結
等
の
報
告
） 

第
六
条
の
三 

令
第
六
条
の
四
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
報
告
を
し
よ
う
と
す

る
居
住
者
は
、
別
紙
様
式
第
三
十
七
に
よ
る
報
告
書
を
、
日
本
銀
行
を
経
由
し

て
財
務
大
臣
及
び
事
業
所
管
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
場

合
に
お
い
て
は
、
前
条
後
段
の
規
定
を
準
用
す
る
。 

第
六
条
の
三 

令
第
六
条
の
四
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
報
告
を
し
よ
う
と
す

る
居
住
者
は
、
別
紙
様
式
第
十
八
に
よ
る
報
告
書
を
、
日
本
銀
行
を
経
由
し
て

財
務
大
臣
及
び
事
業
所
管
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
場
合

に
お
い
て
は
、
前
条
後
段
の
規
定
を
準
用
す
る
。 



 
 

（
令
第
六
条
の
五
の
規
定
に
基
づ
く
報
告
） 

（
令
第
六
条
の
五
の
規
定
に
基
づ
く
報
告
） 

第
七
条 

法
第
二
十
七
条
第
一
項
又
は
法
第
二
十
八
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る

届
出
を
し
た
も
の
が
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
行
為
を
し
た
場
合
に
は
、
当
該
行

為
の
区
分
に
応
じ
、
当
該
各
号
に
定
め
る
様
式
に
よ
る
報
告
書
を
、
当
該
行
為

を
行
つ
た
日
か
ら
四
十
五
日
以
内
に
、
日
本
銀
行
を
経
由
し
て
財
務
大
臣
及

び
事
業
所
管
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
提

出
す
べ
き
報
告
書
の
通
数
は
、
一
と
す
る
。 

第
七
条 

法
第
二
十
七
条
第
一
項
又
は
法
第
二
十
八
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る

届
出
を
し
た
も
の
が
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
行
為
を
し
た
場
合
に
は
、
当
該
行

為
の
区
分
に
応
じ
、
当
該
各
号
に
定
め
る
様
式
に
よ
る
報
告
書
を
、
当
該
行
為

を
行
つ
た
日
か
ら
四
十
五
日
以
内
に
、
日
本
銀
行
を
経
由
し
て
財
務
大
臣
及

び
事
業
所
管
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
提

出
す
べ
き
報
告
書
の
通
数
は
、
一
と
す
る
。 

一 

当
該
届
出
に
係
る
株
式
若
し
く
は
持
分
（
特
別
の
法
律
に
よ
り
設
立
さ

れ
た
法
人
の
発
行
す
る
出
資
証
券
を
含
む
。
）
の
取
得
、
議
決
権
の
取
得
、

株
式
へ
の
一
任
運
用
若
し
く
は
議
決
権
行
使
等
権
限
の
取
得
又
は
当
該
株

式
若
し
く
は
持
分
の
取
得
、
当
該
議
決
権
の
取
得
、
当
該
株
式
へ
の
一
任
運

用
若
し
く
は
当
該
議
決
権
行
使
等
権
限
の
取
得
を
し
た
後
に
お
け
る
当
該

株
式
若
し
く
は
持
分
若
し
く
は
議
決
権
の
全
部
若
し
く
は
一
部
の
処
分 

別
紙
様
式
第
三
十
八 

一 

当
該
届
出
に
係
る
株
式
若
し
く
は
持
分
（
特
別
の
法
律
に
よ
り
設
立
さ

れ
た
法
人
の
発
行
す
る
出
資
証
券
を
含
む
。
）
の
取
得
、
議
決
権
の
取
得
、

株
式
へ
の
一
任
運
用
若
し
く
は
議
決
権
行
使
等
権
限
の
取
得
又
は
当
該
株

式
若
し
く
は
持
分
の
取
得
、
当
該
議
決
権
の
取
得
、
当
該
株
式
へ
の
一
任
運

用
若
し
く
は
当
該
議
決
権
行
使
等
権
限
の
取
得
を
し
た
後
に
お
け
る
当
該

株
式
若
し
く
は
持
分
若
し
く
は
議
決
権
の
全
部
若
し
く
は
一
部
の
処
分 

別
紙
様
式
第
十
九 

二 

当
該
届
出
に
係
る
金
銭
の
貸
付
け
、
貸
付
債
権
の
取
得
若
し
く
は
社
債

の
取
得
又
は
当
該
貸
付
け
、
貸
付
債
権
の
取
得
若
し
く
は
社
債
の
取
得
を

し
た
後
に
お
け
る
当
該
貸
付
け
、
貸
付
債
権
若
し
く
は
社
債
の
元
本
の
全

部
若
し
く
は
一
部
の
返
済
金
若
し
く
は
償
還
金
の
受
領
（
期
限
前
返
済
又

は
期
限
前
償
還
を
受
け
た
場
合
を
含
む
。
） 

別
紙
様
式
第
三
十
九 

二 

当
該
届
出
に
係
る
金
銭
の
貸
付
け
若
し
く
は
社
債
の
取
得
又
は
当
該
貸

付
け
若
し
く
は
社
債
の
取
得
を
し
た
後
に
お
け
る
当
該
貸
付
け
若
し
く
は

社
債
の
元
本
の
全
部
若
し
く
は
一
部
の
返
済
金
若
し
く
は
償
還
金
の
受
領

（
期
限
前
返
済
又
は
期
限
前
償
還
を
受
け
た
場
合
を
含
む
。
） 

別
紙
様
式

第
二
十 

三 

当
該
届
出
に
係
る
支
店
等
の
設
置
の
中
止
（
法
第
二
十
七
条
第
七
項
又

は
第
十
項
の
規
定
に
基
づ
く
対
内
直
接
投
資
等
の
中
止
の
勧
告
の
応
諾
又

は
中
止
の
命
令
に
よ
る
中
止
を
除
く
。
）
又
は
当
該
支
店
等
の
廃
止 

別
紙

様
式
第
四
十 

三 

当
該
届
出
に
係
る
支
店
等
の
設
置
の
中
止
（
法
第
二
十
七
条
第
七
項
又

は
第
十
項
の
規
定
に
基
づ
く
対
内
直
接
投
資
等
の
中
止
の
勧
告
の
応
諾
又

は
中
止
の
命
令
に
よ
る
中
止
を
除
く
。
）
又
は
当
該
支
店
等
の
廃
止 

別
紙

様
式
第
二
十
二 

四 

当
該
届
出
に
係
る
共
同
議
決
権
行
使
同
意
取
得
又
は
当
該
共
同
議
決
権

行
使
同
意
取
得
を
し
た
後
に
お
け
る
当
該
共
同
議
決
権
行
使
同
意
取
得
の

四 

当
該
届
出
に
係
る
共
同
議
決
権
行
使
同
意
取
得
又
は
当
該
共
同
議
決
権

行
使
同
意
取
得
を
し
た
後
に
お
け
る
当
該
共
同
議
決
権
行
使
同
意
取
得
の



解
除 

別
紙
様
式
第
四
十
一 

解
除 

別
紙
様
式
第
二
十
二
の
二 

五 

当
該
届
出
に
係
る
事
業
の
承
継
又
は
事
業
を
承
継
し
た
後
に
お
け
る
当

該
事
業
の
処
分 

別
紙
様
式
第
四
十
二 

五 

当
該
届
出
に
係
る
事
業
の
承
継
又
は
事
業
を
承
継
し
た
後
に
お
け
る
当

該
事
業
の
処
分 

別
紙
様
式
第
二
十
二
の
三 

六 

当
該
届
出
に
係
る
法
第
二
十
六
条
第
二
項
第
九
号
若
し
く
は
令
第
二
条

第
二
十
五
項
第
九
号
若
し
く
は
第
十
四
号
に
掲
げ
る
外
国
議
決
権
の
取
得

若
し
く
は
令
第
二
条
第
二
十
五
項
第
十
一
号
に
掲
げ
る
外
国
議
決
権
行
使

等
権
限
（
同
条
第
十
六
項
に
規
定
す
る
外
国
議
決
権
行
使
等
権
限
を
い
う
。

以
下
こ
の
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
取
得
又
は
当
該
外
国
議
決
権
の
取
得
若

し
く
は
当
該
外
国
議
決
権
行
使
等
権
限
の
取
得
を
し
た
後
に
お
け
る
当
該

外
国
議
決
権
若
し
く
は
当
該
外
国
議
決
権
行
使
等
権
限
の
全
部
若
し
く
は

一
部
の
処
分 

別
紙
様
式
四
十
三 

［
号
を
加
え
る
。
］ 

七 

当
該
届
出
に
係
る
令
第
二
条
第
二
十
五
項
第
十
二
号
に
掲
げ
る
外
国
株

式
等
（
同
条
第
十
六
項
に
規
定
す
る
外
国
株
式
等
を
い
う
。
以
下
こ
の
号
及

び
第
四
項
第
一
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
取
得
又
は
当
該
外
国
株
式
等
の
取

得
を
し
た
後
に
お
け
る
当
該
外
国
株
式
等
の
全
部
若
し
く
は
一
部
の
処
分 

別
紙
様
式
第
四
十
三 

［
号
を
加
え
る
。
］ 

八 

当
該
届
出
に
係
る
令
第
二
条
第
二
十
五
項
第
十
三
号
に
掲
げ
る
同
意
の

取
得
又
は
当
該
同
意
の
取
得
を
し
た
後
に
お
け
る
当
該
同
意
の
解
除 

別

紙
様
式
第
四
十
三 

［
号
を
加
え
る
。
］ 

２ 

第
三
条
第
三
項
第
二
十
一
号
又
は
第
四
条
第
一
項
第
三
号
に
掲
げ
る
行
為

（
法
第
二
十
六
条
第
二
項
第
一
号
、
第
三
号
又
は
第
四
号
に
掲
げ
る
行
為
に

係
る
も
の
に
限
る
。
）
を
行
つ
た
も
の
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
引
受
者
」

と
い
う
。
）
が
、
当
該
行
為
に
係
る
上
場
会
社
等
の
株
式
若
し
く
は
議
決
権
又

は
上
場
会
社
等
以
外
の
会
社
の
株
式
の
取
得
を
行
つ
た
日
の
翌
日
に
所
有

し
、
又
は
保
有
す
る
こ
と
と
な
つ
た
次
に
掲
げ
る
当
該
上
場
会
社
等
の
株
式

の
数
又
は
議
決
権
の
数
の
当
該
上
場
会
社
等
の
発
行
済
株
式
の
総
数
又
は
総

２ 

第
三
条
第
二
項
第
十
七
号
又
は
第
四
条
第
一
項
第
三
号
に
掲
げ
る
行
為
を

行
つ
た
も
の
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
引
受
者
」
と
い
う
。
）
が
、
当
該
行

為
に
係
る
上
場
会
社
等
の
株
式
若
し
く
は
議
決
権
又
は
上
場
会
社
等
以
外
の

会
社
の
株
式
の
取
得
を
行
つ
た
日
の
翌
日
に
所
有
し
、
又
は
保
有
す
る
こ
と

と
な
つ
た
次
に
掲
げ
る
当
該
上
場
会
社
等
の
株
式
の
数
又
は
議
決
権
の
数
の

当
該
上
場
会
社
等
の
発
行
済
株
式
の
総
数
又
は
総
株
主
の
議
決
権
の
数
に
占

め
る
割
合
が
百
分
の
十
以
上
と
な
る
場
合
に
は
、
所
有
し
、
又
は
保
有
す
る
こ



株
主
の
議
決
権
の
数
に
占
め
る
割
合
が
百
分
の
十
以
上
と
な
る
場
合
に
は
、

所
有
し
、
又
は
保
有
す
る
こ
と
と
な
つ
た
当
該
上
場
会
社
等
の
株
式
又
は
議

決
権
に
つ
い
て
、
別
紙
様
式
第
二
十
四
に
よ
る
報
告
書
を
、
当
該
行
為
を
行
つ

た
日
か
ら
四
十
五
日
以
内
に
、
日
本
銀
行
を
経
由
し
て
財
務
大
臣
及
び
事
業

所
管
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
提
出
す
べ

き
報
告
書
の
通
数
は
、
一
と
す
る
。 

と
と
な
つ
た
当
該
上
場
会
社
等
の
株
式
又
は
議
決
権
に
つ
い
て
、
別
紙
様
式

第
十
一
に
よ
る
報
告
書
を
、
当
該
行
為
を
行
つ
た
日
か
ら
四
十
五
日
以
内
に
、

日
本
銀
行
を
経
由
し
て
財
務
大
臣
及
び
事
業
所
管
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
提
出
す
べ
き
報
告
書
の
通
数
は
、
一
と
す

る
。 

一 

当
該
引
受
者
が
所
有
す
る
当
該
上
場
会
社
等
の
実
質
所
有
等
株
式
の
数

及
び
当
該
引
受
者
を
令
第
二
条
第
二
十
八
項
第
一
号
に
規
定
す
る
株
式
取

得
者
等
と
し
た
場
合
に
同
項
各
号
に
掲
げ
る
も
の
に
該
当
す
る
こ
と
と
な

る
非
居
住
者
等
（
次
号
に
お
い
て
「
引
受
者
の
密
接
関
係
者
」
と
い
う
。
）

が
所
有
す
る
当
該
上
場
会
社
等
の
実
質
所
有
等
株
式
の
数
を
合
計
し
た
純

株
式
数 

一 

当
該
引
受
者
が
所
有
す
る
当
該
上
場
会
社
等
の
実
質
株
式
の
数
、
当
該

引
受
者
を
令
第
二
条
第
十
九
項
第
一
号
に
規
定
す
る
株
式
取
得
者
等
と
し

た
場
合
に
同
項
各
号
に
掲
げ
る
も
の
に
該
当
す
る
こ
と
と
な
る
非
居
住
者

で
あ
る
個
人
又
は
法
人
等
（
以
下
こ
の
号
及
び
次
号
に
お
い
て
「
引
受
者
の

密
接
関
係
者
」
と
い
う
。
）
が
所
有
す
る
当
該
上
場
会
社
等
の
実
質
株
式
の

数
並
び
に
当
該
引
受
者
及
び
当
該
引
受
者
の
密
接
関
係
者
が
す
る
株
式
へ

の
一
任
運
用
の
対
象
と
さ
れ
る
当
該
上
場
会
社
等
の
株
式
の
数
を
合
計
し

た
純
株
式
数 

二 

［
略
］ 

二 

［
同
上
］ 

３ 

前
項
に
規
定
す
る
報
告
書
を
提
出
し
た
も
の
（
当
該
報
告
書
に
係
る
上
場

会
社
等
の
株
式
若
し
く
は
議
決
権
又
は
上
場
会
社
等
以
外
の
会
社
の
株
式
の

取
得
が
令
第
三
条
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
対
内
直
接
投
資
等
又
は
令
第
四
条

第
二
項
に
掲
げ
る
特
定
取
得
に
該
当
す
る
場
合
に
限
る
。
）
が
所
有
し
、
又
は

保
有
す
る
前
項
各
号
に
掲
げ
る
当
該
上
場
会
社
等
の
株
式
の
数
又
は
議
決
権

の
数
の
当
該
上
場
会
社
等
の
発
行
済
株
式
の
総
数
又
は
総
株
主
の
議
決
権
の

数
に
占
め
る
割
合
が
百
分
の
十
未
満
と
な
つ
た
場
合
に
は
、
当
該
上
場
会
社

等
の
株
式
の
所
有
又
は
議
決
権
の
保
有
の
状
況
に
つ
い
て
、
別
紙
様
式
第
三

十
八
に
よ
る
報
告
書
を
、
そ
の
事
実
の
発
生
の
日
か
ら
三
十
日
以
内
に
、
日
本

銀
行
を
経
由
し
て
財
務
大
臣
及
び
事
業
所
管
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
提
出
す
べ
き
報
告
書
の
通
数
は
、
一
と
す
る
。 

３ 

前
項
に
規
定
す
る
報
告
書
を
提
出
し
た
も
の
（
当
該
報
告
書
に
係
る
上
場

会
社
等
の
株
式
若
し
く
は
議
決
権
又
は
上
場
会
社
等
以
外
の
会
社
の
株
式
の

取
得
が
令
第
三
条
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
対
内
直
接
投
資
等
又
は
令
第
四
条

第
二
項
に
掲
げ
る
特
定
取
得
に
該
当
す
る
場
合
に
限
る
。
）
が
所
有
し
、
又
は

保
有
す
る
前
項
各
号
に
掲
げ
る
当
該
上
場
会
社
等
の
株
式
の
数
又
は
議
決
権

の
数
の
当
該
上
場
会
社
等
の
発
行
済
株
式
の
総
数
又
は
総
株
主
の
議
決
権
の

数
に
占
め
る
割
合
が
百
分
の
十
未
満
と
な
つ
た
場
合
に
は
、
当
該
上
場
会
社

等
の
株
式
の
所
有
又
は
議
決
権
の
保
有
の
状
況
に
つ
い
て
、
別
紙
様
式
第
十

九
に
よ
る
報
告
書
を
、
そ
の
事
実
の
発
生
の
日
か
ら
三
十
日
以
内
に
、
日
本
銀

行
を
経
由
し
て
財
務
大
臣
及
び
事
業
所
管
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
提
出
す
べ
き
報
告
書
の
通
数
は
、
一
と
す
る
。 



４ 

第
六
条
の
二
の
規
定
に
よ
り
別
紙
様
式
第
二
十
五
に
よ
る
報
告
書
を
提
出

し
た
後
に
お
い
て
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
変
更
が
生
じ
た
場
合
に
は
、
当
該
変

更
が
生
じ
た
日
に
お
け
る
別
紙
様
式
第
四
十
四
に
よ
る
報
告
書
を
、
当
該
変

更
が
生
じ
た
日
か
ら
四
十
五
日
以
内
に
、
日
本
銀
行
を
経
由
し
て
財
務
大
臣

及
び
事
業
所
管
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、

提
出
す
べ
き
報
告
書
の
通
数
は
、
一
と
す
る
。 

４ 

第
六
条
の
二
の
規
定
に
よ
り
別
紙
様
式
第
十
一
の
二
に
よ
る
報
告
書
を
提

出
し
た
後
に
お
い
て
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
変
更
が
生
じ
た
場
合
に
は
、
当
該

変
更
が
生
じ
た
日
に
お
け
る
別
紙
様
式
第
十
九
の
二
に
よ
る
報
告
書
を
、
当

該
変
更
が
生
じ
た
日
か
ら
起
算
し
て
四
十
五
日
を
経
過
す
る
日
ま
で
に
、
日

本
銀
行
を
経
由
し
て
財
務
大
臣
及
び
事
業
所
管
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
提
出
す
べ
き
報
告
書
の
通
数
は
、
一
と
す
る
。 

一 

別
紙
様
式
第
二
十
五
に
よ
る
報
告
書
を
提
出
し
た
も
の
（
法
人
等
に
限

る
。
）
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
報
告
者
」
と
い
う
。
）
の
株
主
又
は
出

資
者
で
あ
つ
て
そ
の
直
接
に
保
有
す
る
議
決
権
若
し
く
は
外
国
議
決
権
の

数
と
次
に
掲
げ
る
も
の
が
直
接
に
保
有
す
る
議
決
権
若
し
く
は
外
国
議
決

権
の
数
と
を
合
計
し
た
議
決
権
若
し
く
は
外
国
議
決
権
の
数
の
当
該
報
告

者
の
議
決
権
の
総
数
若
し
く
は
外
国
議
決
権
の
総
数
に
占
め
る
割
合
又
は

そ
の
所
有
す
る
株
式
若
し
く
は
外
国
株
式
等
の
数
若
し
く
は
出
資
の
金
額

の
当
該
報
告
者
の
発
行
済
株
式
若
し
く
は
外
国
株
式
等
の
総
数
若
し
く
は

出
資
の
金
額
の
総
額
に
占
め
る
割
合
の
い
ず
れ
か
が
百
分
の
十
以
上
で
あ

る
も
の
（
次
号
及
び
第
三
号
に
お
い
て
「
報
告
者
の
特
定
株
主
」
と
い
う
。
）

に
変
更
が
あ
る
場
合 

一 

別
紙
様
式
第
十
一
の
二
に
よ
る
報
告
書
を
提
出
し
た
も
の
（
法
人
等
に

限
る
。
）
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
報
告
者
」
と
い
う
。
）
の
株
主
又
は

出
資
者
で
あ
つ
て
そ
の
直
接
に
保
有
す
る
議
決
権
の
数
と
第
三
条
の
二
第

一
項
に
掲
げ
る
も
の
に
該
当
す
る
こ
と
と
な
る
議
決
権
の
数
と
を
合
計
し

た
議
決
権
の
数
の
当
該
報
告
者
の
総
議
決
権
に
占
め
る
割
合
又
は
そ
の
所

有
す
る
株
式
の
数
若
し
く
は
出
資
の
金
額
の
当
該
報
告
者
の
発
行
済
株
式

の
総
数
若
し
く
は
出
資
の
金
額
の
総
額
に
占
め
る
割
合
の
い
ず
れ
か
が
百

分
の
十
以
上
で
あ
る
も
の
（
次
号
及
び
第
三
号
に
お
い
て
「
報
告
者
の
特
定

株
主
」
と
い
う
。
）
に
変
更
が
あ
る
場
合 

イ 

当
該
株
主
又
は
出
資
者
の
出
資
比
率
が
百
分
の
五
十
以
上
で
あ
る
法

人
そ
の
他
の
団
体 

［
新
設
］ 

ロ 

イ
に
掲
げ
る
も
の
の
被
支
配
会
社
等 

［
新
設
］ 

ハ 

当
該
株
主
又
は
出
資
者
の
被
支
配
会
社
等
（
イ
及
び
ロ
に
掲
げ
る
も

の
を
除
く
。
） 

［
新
設
］ 

二 

令
第
三
条
の
二
第
一
項
第
三
号
か
ら
第
六
号
ま
で
に
掲
げ
る
非
居
住
者

等
に
該
当
す
る
も
の
が
報
告
者
の
特
定
株
主
と
な
る
場
合 

二 
令
第
三
条
の
二
第
一
項
第
三
号
か
ら
第
六
号
ま
で
に
掲
げ
る
も
の
に
該

当
す
る
も
の
が
報
告
者
の
特
定
株
主
と
な
る
場
合 

三 

第
三
条
の
二
第
五
項
各
号
に
掲
げ
る
も
の
に
該
当
す
る
も
の
が
報
告
者

の
特
定
株
主
と
な
る
場
合 

三 

第
三
条
の
二
第
四
項
各
号
に
掲
げ
る
も
の
に
該
当
す
る
も
の
が
報
告
者

の
特
定
株
主
と
な
る
場
合 



四 

報
告
者
の
役
員
又
は
役
員
で
代
表
す
る
権
限
を
有
す
る
も
の
の
い
ず
れ

か
の
総
数
の
三
分
の
一
以
上
と
な
る
も
の
の
国
籍
等
に
変
更
が
あ
る
場
合 

四 

報
告
者
の
役
員
又
は
役
員
で
代
表
す
る
権
限
を
有
す
る
も
の
の
い
ず
れ

か
の
総
数
の
三
分
の
一
以
上
と
な
る
も
の
の
国
籍
に
変
更
が
あ
る
場
合 

五 

［
略
］ 

五 

［
同
上
］ 

六 

提
出
さ
れ
た
別
紙
様
式
第
二
十
五
に
よ
る
報
告
書
に
記
載
の
あ
る
報
告

者
の
最
終
親
会
社
等
（
租
税
特
別
措
置
法
（
昭
和
三
十
二
年
法
律
第
二
十
六

号
）
第
六
十
六
条
の
四
の
四
第
四
項
第
五
号
に
規
定
す
る
最
終
親
会
社
等

を
い
う
。
次
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
又
は
報
告
者
の
財
務
及
び
営
業
若
し
く

は
事
業
の
方
針
の
決
定
に
対
し
て
重
要
な
影
響
を
与
え
る
こ
と
が
で
き
る

も
の
に
変
更
が
あ
る
場
合 

六 

提
出
さ
れ
た
別
紙
様
式
第
十
一
の
二
に
よ
る
報
告
書
に
記
載
の
あ
る
報

告
者
の
最
終
親
会
社
等
（
租
税
特
別
措
置
法
（
昭
和
三
十
二
年
法
律
第
二
十

六
号
）
第
六
十
六
条
の
四
の
四
第
四
項
第
五
号
に
規
定
す
る
最
終
親
会
社

等
を
い
う
。
）
又
は
報
告
者
の
財
務
及
び
営
業
又
は
事
業
の
方
針
の
決
定
に

対
し
て
重
要
な
影
響
を
与
え
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
に
変
更
が
あ
る
場
合 

七 

［
略
］ 

七 

［
同
上
］ 

八 

報
告
者
が
第
三
条
の
二
第
五
項
各
号
に
掲
げ
る
も
の
の
い
ず
れ
か
に
新

た
に
該
当
す
る
こ
と
と
な
つ
た
場
合 

八 

報
告
者
が
第
三
条
の
二
第
四
項
各
号
に
掲
げ
る
も
の
の
い
ず
れ
か
に
新

た
に
該
当
す
る
こ
と
と
な
つ
た
場
合 

九 

報
告
者
が
令
第
三
条
の
二
第
三
項
第
三
号
イ
に
規
定
す
る
第
一
種
金
融

商
品
取
引
業
を
行
う
も
の
又
は
第
三
条
の
二
第
七
項
各
号
に
掲
げ
る
も
の

の
い
ず
れ
か
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
許
認
可
等
金
融
機
関
等
」
と
い

う
。
）
に
新
た
に
該
当
す
る
こ
と
と
な
つ
た
場
合
又
は
該
当
し
な
い
こ
と
と

な
つ
た
場
合 

九 

報
告
者
が
令
第
三
条
の
二
第
二
項
第
三
号
イ
に
規
定
す
る
第
一
種
金
融

商
品
取
引
業
を
行
う
も
の
又
は
第
三
条
の
二
第
六
項
各
号
に
掲
げ
る
も
の

の
い
ず
れ
か
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
許
認
可
等
金
融
機
関
等
」
と
い

う
。
）
に
新
た
に
該
当
す
る
こ
と
と
な
つ
た
場
合
又
は
該
当
し
な
い
こ
と
と

な
つ
た
場
合 

十 

報
告
者
が
第
三
条
の
二
第
七
項
第
一
号
又
は
第
二
号
に
掲
げ
る
も
の
に

該
当
す
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
当
該
報
告
者
が
他
の
も
の
か
ら
依
頼
を
受

け
て
金
融
商
品
取
引
法
第
二
十
八
条
第
一
項
第
三
号
若
し
く
は
第
三
十
五

条
第
一
項
第
十
一
号
及
び
第
十
二
号
に
掲
げ
る
業
務
又
は
こ
れ
ら
に
相
当

す
る
業
務
を
新
た
に
行
う
こ
と
と
な
つ
た
場
合
又
は
行
わ
な
い
こ
と
と
な

つ
た
場
合 

十 

報
告
者
が
第
三
条
の
二
第
六
項
第
一
号
又
は
第
二
号
に
掲
げ
る
も
の
に

該
当
す
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
当
該
報
告
者
が
他
の
も
の
か
ら
依
頼
を
受

け
て
金
融
商
品
取
引
法
第
二
十
八
条
第
一
項
第
三
号
若
し
く
は
第
三
十
五

条
第
一
項
第
十
一
号
及
び
第
十
二
号
に
掲
げ
る
業
務
又
は
こ
れ
ら
に
相
当

す
る
業
務
を
新
た
に
行
う
こ
と
と
な
つ
た
場
合
又
は
行
わ
な
い
こ
と
と
な

つ
た
場
合 

十
一 

報
告
者
が
許
認
可
等
金
融
機
関
等
に
該
当
す
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、

そ
の
該
当
す
る
許
認
可
等
の
区
分
に
係
る
監
督
を
行
う
行
政
機
関
又
は
そ

の
国
籍
等
に
変
更
が
あ
る
場
合 

十
一 
報
告
者
が
許
認
可
等
金
融
機
関
等
に
該
当
す
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、

そ
の
該
当
す
る
許
認
可
等
の
区
分
に
係
る
監
督
を
行
う
行
政
機
関
又
は
そ

の
国
籍
に
変
更
が
あ
る
場
合 



十
二 

［
略
］ 

十
二 

［
同
上
］ 

５ 

法
第
二
十
七
条
第
一
項
又
は
第
二
十
八
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
を

し
て
法
第
二
十
六
条
第
二
項
第
一
号
、
第
三
号
若
し
く
は
第
四
号
若
し
く
は

令
第
二
条
第
二
十
五
項
第
一
号
若
し
く
は
第
三
号
か
ら
第
五
号
ま
で
に
掲
げ

る
対
内
直
接
投
資
等
又
は
特
定
取
得
を
行
つ
た
も
の
（
当
該
届
出
に
係
る
会

社
又
は
法
人
に
係
る
直
接
保
有
法
人
等
（
法
第
二
十
六
条
第
五
項
に
規
定
す

る
直
接
保
有
法
人
等
を
い
う
。
）
又
は
出
資
証
券
所
有
法
人
等
で
あ
る
場
合
に

限
る
。
）
は
、
最
終
親
会
社
等
に
変
更
が
あ
る
場
合
（
当
該
変
更
後
の
最
終
親

会
社
等
が
法
第
二
十
六
条
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
も
の
に
該
当
し
な
い
場
合

を
除
く
。
）
に
は
、
別
紙
様
式
第
四
十
五
に
よ
る
報
告
書
を
、
当
該
変
更
が
生

じ
た
日
か
ら
四
十
五
日
以
内
に
、
日
本
銀
行
を
経
由
し
て
財
務
大
臣
及
び
事

業
所
管
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
提
出
す

べ
き
報
告
書
の
通
数
は
、
一
と
す
る
。 

［
項
を
加
え
る
。
］ 

［
６
・
７ 

略
］ 

［
５
・
６ 

同
上
］ 

８ 

財
務
大
臣
及
び
事
業
所
管
大
臣
は
、
第
六
項
に
規
定
す
る
通
知
を
す
る
と

き
は
、
併
せ
て
前
項
に
規
定
す
る
手
続
を
通
知
す
る
も
の
と
す
る
。 

７ 

財
務
大
臣
及
び
事
業
所
管
大
臣
は
、
第
五
項
に
規
定
す
る
通
知
を
す
る
と

き
は
、
併
せ
て
前
項
に
規
定
す
る
手
続
を
通
知
す
る
も
の
と
す
る
。 

 
 

（
期
間
の
短
縮
に
関
す
る
公
示
） 

（
期
間
の
短
縮
に
関
す
る
公
示
） 

第
八
条 

財
務
大
臣
及
び
事
業
所
管
大
臣
が
法
第
二
十
七
条
第
二
項
た
だ
し
書

及
び
第
四
項
（
こ
れ
ら
の
規
定
を
法
第
二
十
七
条
の
四
第
二
項
に
お
い
て
準

用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
、
法
第
二
十
八
条
第
二
項
た
だ
し
書
及
び
第
四
項
（
こ

れ
ら
の
規
定
を
法
第
二
十
八
条
の
四
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含

む
。
）
又
は
法
第
三
十
条
第
二
項
た
だ
し
書
及
び
第
四
項
の
規
定
に
よ
り
取
引

又
は
行
為
を
行
つ
て
は
な
ら
な
い
期
間
を
短
縮
す
る
と
き
は
、
イ
ン
タ
ー
ネ

ッ
ト
の
利
用
そ
の
他
の
適
切
な
方
法
に
よ
り
、
届
出
に
係
る
取
引
又
は
行
為

を
行
う
こ
と
が
で
き
る
日
を
公
示
す
る
も
の
と
す
る
。 

第
八
条 

財
務
大
臣
及
び
事
業
所
管
大
臣
が
法
第
二
十
七
条
第
二
項
た
だ
し
書

及
び
第
四
項
、
法
第
二
十
八
条
第
二
項
た
だ
し
書
及
び
第
四
項
又
は
法
第
三

十
条
第
二
項
た
だ
し
書
及
び
第
四
項
の
規
定
に
よ
り
取
引
又
は
行
為
を
行
つ

て
は
な
ら
な
い
期
間
を
短
縮
す
る
と
き
は
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
の
利
用
そ
の

他
の
適
切
な
方
法
に
よ
り
、
届
出
に
係
る
取
引
又
は
行
為
を
行
う
こ
と
が
で

き
る
日
を
公
示
す
る
も
の
と
す
る
。 



 
 

 

（
勧
告
又
は
命
令
の
取
消
し
の
通
知
） 

第
九
条 

削
除 

第
九
条 

財
務
大
臣
及
び
事
業
所
管
大
臣
は
、
法
第
二
十
七
条
第
十
一
項
の
規

定
に
基
づ
き
、
同
条
第
七
項
の
規
定
に
よ
り
対
内
直
接
投
資
等
に
係
る
内
容

の
変
更
の
勧
告
を
応
諾
す
る
旨
の
通
知
を
し
た
も
の
又
は
同
条
第
十
項
の
規

定
に
よ
り
対
内
直
接
投
資
等
に
係
る
内
容
の
変
更
を
命
じ
ら
れ
た
も
の
に
対

し
、
当
該
勧
告
又
は
命
令
の
全
部
又
は
一
部
を
取
り
消
す
と
き
は
、
当
該
応
諾

す
る
旨
の
通
知
を
し
た
も
の
又
は
当
該
内
容
の
変
更
を
命
じ
ら
れ
た
も
の
に

対
し
、
当
該
取
消
し
の
内
容
を
記
載
し
た
通
知
書
を
交
付
す
る
方
法
に
よ
り

行
う
も
の
と
す
る
。 

 

２ 

前
項
の
規
定
は
、
法
第
二
十
八
条
第
七
項
又
は
法
第
三
十
条
第
七
項
に
お

い
て
準
用
す
る
法
第
二
十
七
条
第
十
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
令
第
四
条
第
九

項
又
は
令
第
五
条
第
七
項
に
規
定
す
る
勧
告
又
は
命
令
の
全
部
又
は
一
部
を

取
り
消
す
と
き
に
つ
い
て
準
用
す
る
。 

 
 

（
立
入
検
査
及
び
質
問
を
行
う
職
員
の
身
分
を
示
す
証
票
） 

（
立
入
検
査
及
び
質
問
を
行
う
職
員
の
身
分
を
示
す
証
票
） 

第
九
条
の
二 

法
第
六
十
八
条
第
二
項
に
規
定
す
る
立
入
検
査
及
び
質
問
（
法

第
五
章
に
係
る
も
の
に
限
る
。
）
を
行
う
職
員
の
身
分
を
示
す
証
票
は
、
別
紙

様
式
第
四
十
六
又
は
財
務
大
臣
若
し
く
は
事
業
所
管
大
臣
が
定
め
る
様
式
に

よ
る
も
の
と
す
る
。 

第
九
条
の
二 

法
第
六
十
八
条
第
二
項
に
規
定
す
る
立
入
検
査
及
び
質
問
（
法

第
五
章
に
係
る
も
の
に
限
る
。
）
を
行
う
職
員
の
身
分
を
示
す
証
票
は
、
別
紙

様
式
第
二
十
三
又
は
財
務
大
臣
若
し
く
は
事
業
所
管
大
臣
が
定
め
る
様
式
に

よ
る
も
の
と
す
る
。 

 
 

（
事
務
の
委
任
） 
（
事
務
の
委
任
） 

第
十
条 

令
第
十
条
た
だ
し
書
の
規
定
に
基
づ
き
財
務
大
臣
及
び
事
業
所
管
大

臣
が
自
ら
取
り
扱
う
こ
と
を
妨
げ
な
い
事
務
は
、
法
第
二
十
七
条
第
五
項
（
法

第
二
十
七
条
の
四
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
、
法
第
二
十

七
条
の
二
第
三
項
、
法
第
二
十
八
条
第
五
項
（
法
第
二
十
八
条
の
四
第
二
項
に

第
十
条 
令
第
十
条
た
だ
し
書
の
規
定
に
基
づ
き
財
務
大
臣
及
び
事
業
所
管
大

臣
が
自
ら
取
り
扱
う
こ
と
を
妨
げ
な
い
事
務
は
、
法
第
二
十
九
条
第
一
項
か

ら
第
五
項
ま
で
の
規
定
に
基
づ
く
命
令
の
内
容
を
記
載
し
た
文
書
の
送
付
に

関
す
る
事
務
並
び
に
第
七
条
第
五
項
か
ら
第
七
項
ま
で
の
規
定
に
係
る
通
知



お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
、
法
第
二
十
八
条
の
二
第
三
項
並
び
に
法

第
二
十
九
条
の
二
第
二
項
及
び
第
三
項
の
規
定
に
基
づ
く
勧
告
の
内
容
を
記

載
し
た
文
書
の
送
付
に
関
す
る
事
務
、
法
第
二
十
七
条
第
七
項
（
法
第
二
十
七

条
の
四
第
二
項
（
法
第
二
十
八
条
の
四
第
二
項
に
お
い
て
読
み
替
え
て
準
用

す
る
法
第
二
十
八
条
第
七
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
以
下
こ
の

項
に
お
い
て
同
じ
。
）
及
び
法
第
二
十
八
条
第
七
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合

を
含
む
。
）
及
び
法
第
二
十
九
条
の
二
第
四
項
の
規
定
に
基
づ
く
通
知
の
受
理

に
関
す
る
事
務
、
法
第
二
十
七
条
第
十
項
（
法
第
二
十
七
条
の
四
第
二
項
及
び

法
第
二
十
八
条
第
七
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
、
法
第
二
十
七

条
の
二
第
四
項
、
法
第
二
十
八
条
の
二
第
四
項
、
法
第
二
十
九
条
第
一
項
か
ら

第
七
項
ま
で
及
び
第
九
項
並
び
に
法
第
二
十
九
条
の
二
第
六
項
及
び
第
九
項

の
規
定
に
基
づ
く
命
令
の
内
容
を
記
載
し
た
文
書
の
送
付
に
関
す
る
事
務
、

法
第
二
十
七
条
第
十
一
項
（
法
第
二
十
七
条
の
四
第
二
項
及
び
法
第
二
十
八

条
第
七
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
並
び
に
法
第
二
十
九
条
の
二

第
七
項
及
び
第
十
項
の
規
定
に
基
づ
き
勧
告
又
は
命
令
を
取
り
消
す
旨
を
記

載
し
た
文
書
の
送
付
に
関
す
る
事
務
、
法
第
二
十
九
条
の
二
第
一
項
の
規
定

に
基
づ
く
報
告
の
受
理
に
関
す
る
事
務
並
び
に
第
七
条
第
六
項
か
ら
第
八
項

ま
で
の
規
定
に
係
る
通
知
及
び
報
告
の
受
理
に
関
す
る
事
務
と
す
る
。 

及
び
報
告
の
受
理
に
関
す
る
事
務
と
す
る
。 

２ 

令
第
十
条
第
二
号
に
規
定
す
る
財
務
大
臣
及
び
事
業
所
管
大
臣
の
定
め
る

事
務
は
、
法
第
二
十
七
条
第
一
項
、
法
第
二
十
七
条
の
四
第
一
項
、
法
第
二
十

八
条
第
一
項
、
法
第
二
十
八
条
の
四
第
一
項
又
は
法
第
三
十
条
第
一
項
の
規

定
に
よ
る
届
出
に
つ
い
て
、
財
務
大
臣
及
び
事
業
所
管
大
臣
が
指
示
し
た
場

合
に
お
け
る
当
該
指
示
し
た
日
に
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
の
利
用
そ
の
他
の
適

切
な
方
法
に
よ
り
、
届
出
に
係
る
取
引
又
は
行
為
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
日

を
公
示
す
る
事
務
と
す
る
。 

２ 

令
第
十
条
第
二
号
に
規
定
す
る
財
務
大
臣
及
び
事
業
所
管
大
臣
の
定
め
る

事
務
は
、
法
第
二
十
七
条
第
一
項
、
法
第
二
十
八
条
第
一
項
又
は
法
第
三
十
条

第
一
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
に
つ
い
て
、
財
務
大
臣
及
び
事
業
所
管
大
臣
が

指
示
し
た
場
合
に
お
け
る
当
該
指
示
し
た
日
に
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
の
利
用

そ
の
他
の
適
切
な
方
法
に
よ
り
、
届
出
に
係
る
取
引
又
は
行
為
を
行
う
こ
と

が
で
き
る
日
を
公
示
す
る
事
務
と
す
る
。 

 
 



別
表
第
一
（
第
三
条
関
係
） 

別
表
第
一
（
第
三
条
関
係
） 

［
一
～
九 

略
］ 

［
一
～
九 

同
上
］ 

九
の
二 

イ
エ
メ
ン 

［
号
を
加
え
る
。
］ 

［
一
〇
・
一
一 

略
］ 

［
一
〇
・
一
一 

同
上
］ 

一
一
の
二 

イ
ラ
ク 

［
号
を
加
え
る
。
］ 

［
一
二
～
一
五
の
二 

略
］ 

［
一
二
～
一
五
の
二 

同
上
］ 

一
五
の
三 
ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン 

［
号
を
加
え
る
。
］ 

［
一
六
～
四
八 
略
］ 

［
一
六
～
四
八 

同
上
］ 

四
八
の
二 

コ
モ
ロ
連
合 

［
号
を
加
え
る
。
］ 

［
四
九
～
一
一
〇 

略
］ 

［
四
九
～
一
一
〇 

同
上
］ 

一
一
〇
の
二 

東
テ
ィ
モ
ー
ル 

［
号
を
加
え
る
。
］ 

［
一
一
一
～
一
六
三 

略
］ 

［
一
一
一
～
一
六
三 

同
上
］ 

 
 

別
表
第
三
（
第
六
条
の
二
関
係
） 

別
表
第
三
（
第
六
条
の
二
関
係
） 



 

第
一
欄 

第
二
欄 

第
三
欄 

第
四
欄 

一 

［
略
］ 

  

［
略
］ 

  

第
三
条
第
四
項

に
規
定
す
る
財

務
大
臣
及
び
事

業
所
管
大
臣
が

定
め
る
業
種
（

以
下
こ
の
表
に

お
い
て
「
対
象

業
種
」
と
い
う

。
）
以
外
の
業

種
又
は
同
条
第

六
項
に
規
定
す

る
財
務
大
臣
及

び
事
業
所
管
大

臣
が
定
め
る
技

術
若
し
く
は
情

報
を
保
有
す
る

法
人
（
以
下
こ

の
表
に
お
い
て

「
対
象
法
人
」

と
い
う
。
）
以

外
の
法
人 

別
紙
様

式
第
二

十
四 

二 

対
象
業
種
で
あ 

別
紙
様 

 

つ
て
、
第
三
条

の
二
第
三
項
に

規
定
す
る
財
務

式
第
二

十
五 

 

第
一
欄 

第
二
欄 

第
三
欄 

第
四
欄 

一 

［
同
上
］ 

                        

［
同
上
］ 

第
三
条
第
三
項

に
規
定
す
る
財

務
大
臣
及
び
事

業
所
管
大
臣
が

定
め
る
業
種
（

以
下
こ
の
表
に

お
い
て
「
対
象

業
種
」
と
い
う

。
）
以
外
の
業

種 

          

別
紙
様

式
第
十

一 

二 
 

対
象
業
種
で
あ 

別
紙
様 

 
 

つ
て
、
第
三
条

の
二
第
三
項
に

規
定
す
る
財
務

式
第
十

一
の
二 



大
臣
及
び
事
業

所
管
大
臣
が
定

め
る
業
種
以
外

の
業
種
又
は
対

象
法
人
で
あ
つ

て
、
同
条
第
四

項
に
規
定
す
る

財
務
大
臣
及
び

事
業
所
管
大
臣

が
定
め
る
技
術

若
し
く
は
情
報

を
保
有
す
る
法 

 
 

 

人
以
外
の
法
人 

 

三 

令
第
二
条
第
二
十
五
項 

外
国
投
資
家 
対
象
業
種
以
外 

別
紙
様 

 

第
一
号
に
規
定
す
る
出

資
証
券
の
取
得 

          

 
の
業
種
又
は
対

象
法
人
以
外
の

法
人 

式
第
二

十
四 

大
臣
及
び
事
業

所
管
大
臣
が
定

め
る
業
種
以
外

の
業
種 

       
 

 
 

  

 

三 

法
第
二
十
六
条
第
二
項 

外
国
投
資
家
で 

対
象
業
種 

別
紙
様 

 

第
三
号
に
規
定
す
る
上

場
会
社
等
の
株
式
の
取

得
若
し
く
は
同
項
第
四

号
に
規
定
す
る
上
場
会

社
等
の
議
決
権
の
取
得

又
は
令
第
二
条
第
十
六

項
第
三
号
に
規
定
す
る

株
式
へ
の
一
任
運
用
若

し
く
は
同
項
第
五
号
に

規
定
す
る
議
決
権
行
使

等
権
限
の
取
得
（
当
該

取
得
又
は
株
式
へ
の
一

令
第
三
条
の
二

第
二
項
第
三
号

イ
に
規
定
す
る

第
一
種
金
融
商

品
取
引
業
を
行

う
も
の
及
び
第

三
条
の
二
第
六

項
各
号
に
掲
げ

る
も
の
（
以
下

こ
の
表
に
お
い

て
「
許
認
可
等

金
融
機
関
等
」

 

式
第
十

一
の
二 



                          

任
運
用
を
し
た
も
の
（

以
下
こ
の
表
に
お
い
て

「
取
得
者
等
」
と
い
う

。
）
が
所
有
す
る
当
該

上
場
会
社
等
の
実
質
株

式
及
び
当
該
取
得
者
等

が
す
る
株
式
へ
の
一
任

運
用
の
対
象
と
さ
れ
る

当
該
上
場
会
社
等
の
株

式
（
以
下
こ
の
表
に
お

い
て
「
実
質
所
有
等
株

式
」
と
い
う
。
）
の
数

及
び
当
該
取
得
者
等
を

令
第
二
条
第
十
九
項
の

株
式
取
得
者
等
と
し
た

場
合
に
同
項
各
号
に
掲

げ
る
も
の
に
該
当
す
る

こ
と
と
な
る
非
居
住
者

で
あ
る
個
人
又
は
法
人

等
（
以
下
こ
の
表
に
お

い
て
「
取
得
者
等
の
密

接
関
係
者
」
と
い
う
。

）
の
実
質
所
有
等
株
式

の
数
を
合
計
し
た
純
株

式
数
の
当
該
上
場
会
社

等
の
発
行
済
株
式
の
総

と
い
う
。
）
、

令
第
三
条
の
二

第
一
項
の
規
定

に
よ
り
財
務
大

臣
が
国
の
安
全

等
に
係
る
対
内

直
接
投
資
等
を

行
う
お
そ
れ
が

大
き
い
外
国
投

資
家
に
該
当
し

な
い
も
の
と
し

て
認
め
た
も
の

の
う
ち
特
に
お

そ
れ
が
大
き
く

な
い
と
確
認
さ

れ
た
も
の
（
以

下
こ
の
表
に
お

い
て
「
特
定
国

有
企
業
等
」
と

い
う
。
）
並
び

に
過
去
に
こ
の

項
に
基
づ
く
同

一
の
上
場
会
社

等
に
係
る
対
内

直
接
投
資
等
の

報
告
を
し
た
も



               
 

 
 

 
 

四 

法
第
二
十
六
条
第
二
項 

外
国
投
資
家 

対
象
業
種
以
外 

別
紙
様 

 

第
二
号
に
規
定
す
る
会

社
の
株
式
又
は
持
分
の

譲
渡 

      

 

の
業
種
又
は
対

象
法
人
以
外
の

法
人 

式
第
二

十
六 

数
に
占
め
る
割
合
又
は

当
該
取
得
者
等
の
実
質

保
有
等
議
決
権
の
数
及

び
当
該
取
得
者
等
の
密

接
関
係
者
の
実
質
保
有

等
議
決
権
の
数
を
合
計

し
た
純
議
決
権
数
の
当

該
上
場
会
社
等
の
総
議

決
権
に
占
め
る
割
合
（

以
下
こ
の
表
に
お
い
て

「
取
得
者
等
の
所
有
等

割
合
」
と
い
う
。
）
が

百
分
の
一
未
満
か
ら
百

分
の
一
以
上
百
分
の
三

未
満
と
な
る
場
合
に
限 

の
以
外
の
も
の 

 

る
。
） 

 
 

 

四 

法
第
二
十
六
条
第
二
項 

外
国
投
資
家
で 

対
象
業
種 

別
紙
様 

 

第
三
号
に
規
定
す
る
上

場
会
社
等
の
株
式
の
取

得
若
し
く
は
同
項
第
四

号
に
規
定
す
る
上
場
会

社
等
の
議
決
権
の
取
得

又
は
令
第
二
条
第
十
六

項
第
三
号
に
規
定
す
る

株
式
へ
の
一
任
運
用
若

し
く
は
同
項
第
五
号
に

許
認
可
等
金
融

機
関
等
、
特
定

国
有
企
業
等
及

び
過
去
に
こ
の

項
に
基
づ
く
同

一
の
上
場
会
社

等
に
係
る
対
内

直
接
投
資
等
の

報
告
を
し
た
も

 

式
第
十

一
の
二 



      

 
 

 
 

 

五 

令
第
二
条
第
二
十
五
項 

［
略
］ 

対
象
業
種
以
外 

別
紙
様 

 

第
二
号
に
規
定
す
る
議

決
権
の
行
使
に
つ
き
代

理
す
る
権
限
の
委
任 

          

 

の
業
種
又
は
対

象
法
人
以
外
の

法
人 

式
第
二

十
七 

 
 

 
 

 

六 

法
第
二
十
六
条
第
二
項 

外
国
投
資
家
で 

対
象
業
種
又
は 

別
紙
様 

 

第
三
号
に
規
定
す
る
上

場
会
社
等
の
株
式
の
取

得
若
し
く
は
同
項
第
四

令
第
三
条
の
二

第
三
項
第
三
号

イ
に
規
定
す
る

対
象
法
人 

式
第
二

十
五 

規
定
す
る
議
決
権
行
使

等
権
限
の
取
得
（
取
得

者
等
の
所
有
等
割
合
が

百
分
の
三
未
満
か
ら
百

分
の
三
以
上
百
分
の
十

未
満
と
な
る
場
合
に
限 

の
以
外
の
も
の 

 

る
。
） 

 
 

 

五 

法
第
二
十
六
条
第
二
項 

［
同
上
］ 

対
象
業
種
以
外 

別
紙
様 

 

第
三
号
に
規
定
す
る
上

場
会
社
等
の
株
式
の
取

得
若
し
く
は
同
項
第
四

号
に
規
定
す
る
上
場
会

社
等
の
議
決
権
の
取
得

又
は
令
第
二
条
第
十
六

項
第
三
号
に
規
定
す
る

株
式
へ
の
一
任
運
用
若

し
く
は
同
項
第
五
号
に

規
定
す
る
議
決
権
行
使

等
権
限
の
取
得
（
取
得

者
等
の
所
有
等
割
合
が

百
分
の
十
以
上
と
な
る 

 

の
業
種 

式
第
十

一 

 
場
合
に
限
る
。
） 

 
 

 
六 
法
第
二
十
六
条
第
二
項 

外
国
投
資
家 

対
象
業
種 

別
紙
様 

 

第
三
号
に
規
定
す
る
上

場
会
社
等
の
株
式
の
取

得
若
し
く
は
同
項
第
四

 
 

式
第
十

一
の
二 



号
に
規
定
す
る
上
場
会

社
等
の
議
決
権
の
取
得

又
は
令
第
二
条
第
二
十

五
項
第
三
号
に
規
定
す

る
株
式
へ
の
一
任
運
用

若
し
く
は
同
項
第
五
号

に
規
定
す
る
議
決
権
行

使
等
権
限
の
取
得
（
当

該
取
得
又
は
株
式
へ
の

一
任
運
用
を
し
た
も
の

（
以
下
こ
の
表
に
お
い

て
「
取
得
者
等
」
と
い

う
。
）
が
所
有
す
る
当

該
上
場
会
社
等
の
実
質

所
有
等
株
式
の
数
及
び

当
該
取
得
者
等
を
同
条

第
二
十
八
項
第
一
号
の

株
式
取
得
者
等
と
し
た

場
合
に
同
項
各
号
に
掲

げ
る
も
の
に
該
当
す
る

こ
と
と
な
る
非
居
住
者

等
（
以
下
こ
の
表
に
お

い
て
「
取
得
者
等
の
密

接
関
係
者
」
と
い
う
。

）
が
所
有
す
る
実
質
所

有
等
株
式
の
数
を
合
計

第
一
種
金
融
商

品
取
引
業
を
行

う
も
の
及
び
第

三
条
の
二
第
七

項
各
号
に
掲
げ

る
も
の
（
以
下

こ
の
表
に
お
い

て
「
許
認
可
等

金
融
機
関
等
」

と
い
う
。
）
、

令
第
三
条
の
二

第
一
項
の
規
定

に
よ
り
財
務
大

臣
が
国
の
安
全

等
に
係
る
対
内

直
接
投
資
等
を

行
う
お
そ
れ
が

大
き
い
外
国
投

資
家
に
該
当
し

な
い
も
の
と
し

て
認
め
た
も
の

の
う
ち
特
に
お

そ
れ
が
大
き
く

な
い
と
確
認
さ

れ
た
も
の
（
以

下
こ
の
表
に
お

号
に
規
定
す
る
上
場
会

社
等
の
議
決
権
の
取
得

若
し
く
は
令
第
二
条
第

十
六
項
第
三
号
に
規
定

す
る
株
式
へ
の
一
任
運

用
若
し
く
は
同
項
第
五

号
に
規
定
す
る
議
決
権

行
使
等
権
限
の
取
得
（

取
得
者
等
の
所
有
等
割

合
が
百
分
の
十
以
上
と

な
る
場
合
に
限
る
。
）

又
は
同
項
第
七
号
に
規

定
す
る
共
同
議
決
権
行

使
同
意
取
得
（
第
三
条

の
二
第
二
項
各
号
に
掲

げ
る
事
項
に
係
る
議
案

に
係
る
も
の
を
除
く
。

） 

        



し
た
純
株
式
数
の
当
該

上
場
会
社
等
の
発
行
済

株
式
の
総
数
に
占
め
る

割
合
又
は
当
該
取
得
者

等
が
保
有
す
る
実
質
保

有
等
議
決
権
の
数
及
び

当
該
取
得
者
等
の
密
接

関
係
者
が
保
有
す
る
実

質
保
有
等
議
決
権
の
数

を
合
計
し
た
純
議
決
権

数
の
当
該
上
場
会
社
等

の
総
議
決
権
に
占
め
る

割
合
（
以
下
こ
の
表
に

お
い
て
「
取
得
者
等
の

所
有
等
割
合
」
と
い
う

。
）
が
百
分
の
一
未
満

か
ら
百
分
の
一
以
上
百

分
の
三
未
満
と
な
る
場 

い
て
「
特
定
国

有
企
業
等
」
と

い
う
。
）
並
び

に
過
去
に
こ
の

項
に
基
づ
く
同

一
の
上
場
会
社

等
に
係
る
対
内

直
接
投
資
等
の

報
告
を
し
た
も

の
以
外
の
も
の 

 

合
に
限
る
。
） 

 
 

 

七 

法
第
二
十
六
条
第
二
項 

外
国
投
資
家
で 

対
象
業
種
又
は 

別
紙
様 

 

第
三
号
に
規
定
す
る
上

場
会
社
等
の
株
式
の
取

得
若
し
く
は
同
項
第
四

号
に
規
定
す
る
上
場
会

社
等
の
議
決
権
の
取
得

又
は
令
第
二
条
第
二
十

許
認
可
等
金
融

機
関
等
、
特
定

国
有
企
業
等
及

び
過
去
に
こ
の

項
に
基
づ
く
同

一
の
上
場
会
社

対
象
法
人 

式
第
二

十
五 

                  

 
 

 
 

 

七 

法
第
二
十
六
条
第
二
項 

特
定
国
有
企
業 

対
象
業
種 

財
務
大 

 

第
三
号
に
規
定
す
る
上

場
会
社
等
の
株
式
の
取

得
若
し
く
は
同
項
第
四

号
に
規
定
す
る
上
場
会

社
等
の
議
決
権
の
取
得

又
は
令
第
二
条
第
十
六

等 
 

臣
が
指

定
す
る

様
式 



五
項
第
三
号
に
規
定
す

る
株
式
へ
の
一
任
運
用

若
し
く
は
同
項
第
五
号

に
規
定
す
る
議
決
権
行

使
等
権
限
の
取
得
（
取

得
者
等
の
所
有
等
割
合

が
百
分
の
三
未
満
か
ら

百
分
の
三
以
上
百
分
の

十
未
満
と
な
る
場
合
に

限
る
。
） 

  

等
に
係
る
対
内

直
接
投
資
等
の

報
告
を
し
た
も

の
以
外
の
も
の 

 
 

 
 

 

八 

法
第
二
十
六
条
第
二
項

第
三
号
に
規
定
す
る
上

場
会
社
等
の
株
式
の
取

得
若
し
く
は
同
項
第
四

号
に
規
定
す
る
上
場
会

社
等
の
議
決
権
の
取
得

又
は
令
第
二
条
第
二
十

五
項
第
三
号
に
規
定
す

る
株
式
へ
の
一
任
運
用

若
し
く
は
同
項
第
五
号

に
規
定
す
る
議
決
権
行

使
等
権
限
の
取
得 

［
略
］ 
対
象
業
種
以
外

の
業
種
又
は
対

象
法
人
以
外
の

法
人 

別
紙
様

式
第
二

十
四 

九 

法
第
二
十
六
条
第
二
項 

［
略
］ 

対
象
業
種
又
は 

別
紙
様 

項
第
三
号
に
規
定
す
る

株
式
へ
の
一
任
運
用
若

し
く
は
同
項
第
五
号
に

規
定
す
る
議
決
権
行
使

等
権
限
の
取
得
（
取
得

者
等
の
所
有
等
割
合
が

財
務
大
臣
が
特
に
認
め

た
割
合
（
以
下
こ
の
項

に
お
い
て
「
特
定
割
合

」
と
い
う
。
）
未
満
か

ら
特
定
割
合
以
上
百
分

の
十
未
満
と
な
る
場
合 

 

に
限
る
。
） 

 
 

 

八 

令
第
二
条
第
十
六
項
第

二
号
に
規
定
す
る
出
資

証
券
の
取
得 

         

［
同
上
］ 

対
象
業
種
以
外

の
業
種 

別
紙
様

式
第
十

一 

九 

法
第
二
十
六
条
第
二
項 

［
同
上
］ 

対
象
業
種
以
外 

別
紙
様 



 

第
三
号
に
規
定
す
る
上

場
会
社
等
の
株
式
の
取

得
若
し
く
は
同
項
第
四

号
に
規
定
す
る
上
場
会

社
等
の
議
決
権
の
取
得

若
し
く
は
令
第
二
条
第

二
十
五
項
第
三
号
に
規

定
す
る
株
式
へ
の
一
任

運
用
若
し
く
は
同
項
第

五
号
に
規
定
す
る
議
決

権
行
使
等
権
限
の
取
得

（
取
得
者
等
の
所
有
等

割
合
が
百
分
の
十
以
上

と
な
る
場
合
に
限
る
。

）
又
は
同
項
第
六
号
に

掲
げ
る
共
同
議
決
権
行

使
同
意
取
得
（
第
三
条

の
二
第
二
項
各
号
に
掲

げ
る
事
項
に
係
る
議
案

に
係
る
も
の
を
除
く
。 

 

対
象
法
人 

式
第
二

十
五 

 

） 
 

 
 

十 

法
第
二
十
六
条
第
二
項 

特
定
国
有
企
業 

対
象
業
種
又
は 

財
務
大 

 

第
三
号
に
規
定
す
る
上

場
会
社
等
の
株
式
の
取

得
若
し
く
は
同
項
第
四

号
に
規
定
す
る
上
場
会

等 

対
象
法
人 

臣
が
指

定
す
る

様
式 

 

第
二
号
に
規
定
す
る
会

社
の
株
式
又
は
持
分
の

譲
渡 

                 

 

の
業
種 

式
第
十

二 

 
 

 
 

 
十 
法
第
二
十
六
条
第
二
項 

外
国
投
資
家 

対
象
業
種
以
外 

別
紙
様 

 
第
七
号
に
規
定
す
る
金

銭
の
貸
付
け 

  

 

の
業
種 

式
第
十

六 



社
等
の
議
決
権
の
取
得

又
は
令
第
二
条
第
二
十

五
項
第
三
号
に
規
定
す

る
株
式
へ
の
一
任
運
用

若
し
く
は
同
項
第
五
号

に
規
定
す
る
議
決
権
行

使
等
権
限
の
取
得
（
取

得
者
等
の
所
有
等
割
合

が
財
務
大
臣
が
特
に
認

め
た
割
合
（
以
下
こ
の

項
に
お
い
て
「
特
定
割

合
」
と
い
う
。
）
未
満

か
ら
特
定
割
合
以
上
百

分
の
十
未
満
と
な
る
場 

 

合
に
限
る
。
） 

 
 

 

十一 

令
第
二
条
第
二
十
五
項

第
四
号
に
規
定
す
る
議

決
権
代
理
行
使
受
任 

 

［
略
］ 

対
象
業
種
以
外

の
業
種
又
は
対

象
法
人
以
外
の

法
人 

 

別
紙
様

式
第
二

十
八 

十二 

令
第
二
条
第
二
十
五
項

第
六
号
に
掲
げ
る
共
同

議
決
権
行
使
同
意
取
得 

［
略
］ 

対
象
業
種
以
外

の
業
種
又
は
対

象
法
人
以
外
の

法
人 

別
紙
様

式
第
二

十
九 

十 

法
第
二
十
六
条
第
二
項 

［
略
］ 

対
象
業
種
以
外 

別
紙
様 

三 

第
七
号
に
規
定
す
る
金

 

の
業
種
又
は
対

式
第
三

              

 
 

 
 

 

十一 

法
第
二
十
六
条
第
二
項

第
八
号
に
規
定
す
る
事

業
の
譲
受
け
、
吸
収
分

割
及
び
合
併
に
よ
る
事

業
の
承
継 

［
同
上
］ 

対
象
業
種
以
外

の
業
種 

別
紙
様

式
第
十

六
の
二 

十二 
令
第
二
条
第
十
六
項
第

一
号
に
規
定
す
る
社
債

の
取
得 

 

［
同
上
］ 

対
象
業
種
以
外

の
業
種 

別
紙
様

式
第
十

七 

十 

令
第
二
条
第
十
六
項
第 

［
同
上
］ 

対
象
業
種
以
外 

別
紙
様 

三 

四
号
に
規
定
す
る
議
決

 

の
業
種 

式
第
十



銭
の
貸
付
け 

象
法
人
以
外
の 

十 

 
 

 

法
人 

 

十四 
令
第
二
条
第
二
十
五
項

第
八
号
に
規
定
す
る
社

債
の
取
得 

［
略
］ 

対
象
業
種
以
外

の
業
種
又
は
対

象
法
人
以
外
の

法
人 

別
紙
様

式
第
三

十
一 

十五 

法
第
二
十
六
条
第
二
項

第
八
号
に
規
定
す
る
事

業
の
譲
受
け
、
吸
収
分

割
及
び
合
併
に
よ
る
事

業
の
承
継 

［
略
］ 

対
象
業
種
以
外

の
業
種
又
は
対

象
法
人
以
外
の

法
人 

別
紙
様

式
第
三

十
二 

十六 

法
第
二
十
六
条
第
二
項

第
九
号
若
し
く
は
令
第

二
条
第
二
十
五
項
第
九

号
若
し
く
は
同
項
第
十

四
号
に
規
定
す
る
外
国

議
決
権
の
取
得
、
同
項

第
十
一
号
に
規
定
す
る

外
国
議
決
権
行
使
等
権

限
の
取
得
又
は
同
項
第

十
二
号
に
規
定
す
る
外

国
株
式
等
の
取
得 

［
略
］ 

対
象
業
種
以
外

の
業
種
又
は
対

象
法
人
以
外
の

法
人 

別
紙
様

式
第
三

十
三 

 
 

 
 

 

十 

令
第
二
条
第
二
十
五
項 

外
国
投
資
家 

対
象
業
種
以
外 

別
紙
様 

七 

第
十
三
号
に
規
定
す
る

同
意
の
取
得 

 

の
業
種
又
は
対

象
法
人
以
外
の 

式
第
三

十
四 

権
代
理
行
使
受
任 

七
の
二 

 
 

 
 

 

十四 

令
第
二
条
第
十
六
項
第

六
号
に
規
定
す
る
議
決

権
代
理
行
使
委
任 

 

［
同
上
］ 

対
象
業
種
以
外

の
業
種 

別
紙
様

式
第
十

七
の
三 

十五 

令
第
二
条
第
十
六
項
第

七
号
に
規
定
す
る
共
同

議
決
権
行
使
同
意
取
得 

  

［
同
上
］ 

対
象
業
種
以
外

の
業
種 

別
紙
様

式
第
十

七
の
四 

十六 

法
第
二
十
六
条
第
三
項

に
規
定
す
る
特
定
取
得 

［
同
上
］ 

第
四
条
第
二
項

に
規
定
す
る
財

務
大
臣
及
び
事

業
所
管
大
臣
が

定
め
る
業
種
で

あ
つ
て
、
第
四

条
の
三
第
一
項

に
規
定
す
る
財

務
大
臣
及
び
事

業
所
管
大
臣
が

定
め
る
業
種
以 

別
紙
様

式
第
十

一
の
二 

 
 

 

外
の
業
種 

 

［
新
設
］ 

  



 
 

 

法
人 

 

十八 

法
第
二
十
六
条
第
二
項

第
十
号
又
は
令
第
二
条

第
二
十
五
項
第
十
号
に

規
定
す
る
役
員
の
選
任

に
係
る
外
国
議
決
権
の

行
使 

外
国
投
資
家 

対
象
業
種
以
外

の
業
種
又
は
対

象
法
人
以
外
の

法
人 

別
紙
様

式
第
三

十
五 

十九 

令
第
二
条
第
二
十
五
項

第
十
五
号
に
規
定
す
る

業
務
執
行
組
合
員
へ
の 

外
国
投
資
家 

対
象
業
種
以
外

の
業
種
又
は
対

象
法
人
以
外
の 

別
紙
様

式
第
三

十
六 

 

就
任 

 

法
人 

 

二 

法
第
二
十
六
条
第
三
項 

外
国
投
資
家 

第
四
条
第
二
項 

別
紙
様 

十 

に
規
定
す
る
特
定
取
得 

 

に
規
定
す
る
財

務
大
臣
及
び
事

業
所
管
大
臣
が

定
め
る
業
種
で

あ
つ
て
、
第
四

条
の
三
第
二
項

に
規
定
す
る
財

務
大
臣
及
び
事

業
所
管
大
臣
が

定
め
る
業
種
以

外
の
業
種
又
は

第
四
条
第
三
項

に
規
定
す
る
財

務
大
臣
及
び
事

式
第
二

十
五 

 

［
新
設
］ 

     

［
新
設
］ 

   

［
新
設
］ 

  

  



   

業
所
管
大
臣
が

定
め
る
技
術
若

し
く
は
情
報
を

保
有
す
る
法
人

で
あ
つ
て
、
第

四
条
の
三
第
三

項
に
規
定
す
る

財
務
大
臣
及
び

事
業
所
管
大
臣

が
定
め
る
技
術

若
し
く
は
情
報

を
保
有
す
る
法 

 
 

 

人
以
外
の
法
人 

 
  

 

備
考 

表
中
の
［ 

］
の
記
載
は
注
記
で
あ
る
。 

 
 

 



別
紙
様
式
第
一
か
ら
別
紙
様
式
第
三
ま
で
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。



別紙様式第一
根拠法規： 対 内 直 接 投 資 等

                                       に 関 す る 命 令

年 月 日

本届出書で届け出る内容は特定取得に該当します。

（宛先）
財務大臣及び事業所管大臣 殿
 うち、事前届出業種等を所管する大臣

内閣総理大臣（警察庁）
内閣総理大臣（金融庁）
総 務 大臣
厚生労働大臣
農林水産大臣
経済産業大臣
国土交通大臣     殿

（日本銀行経由）

イ 非居住者個人
ロ 外国法人等   
ハ イ及びロが直接､間接に議決権の50%以上を保有している会社
ニ 特定組合等
ホ イが役員の過半数を占める本邦法人等
ヘ 外国為替及び外国貿易法第27条第14項又は第28条第９項の規定により外国投資家とみなされるもの

住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地

（                                                ）

代
理
人

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名

事 務 上 の 連 絡 先
（担当者氏名、電話番号及び
電 子 メ ー ル ア ド レ ス ）

株式、持分、議決権、議決権行使等権限若しくは出資証券の取得又は株式への一任運用に関する届出書

届
 
 
出
 
 
者

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名
住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地 国籍・

設立国等職 業 又 は 営 ん で
い る 事 業 の 内 容

資  本  金
（該当がある場合に記載）

ウ ェ ブ ペ ー ジ の リ ン ク
 ▢ あり（リンク：                                                                                                                               ）
 ▢ なし

届出者となる法的根拠
（該当分に○）

注１：「ハ」に該当する場合、「イ」及び「ロ」の①氏名又は名称、②住所又は主たる事務所の所在地、
③職業又は営んでいる事業の内容を記入（                              ）
注２：「ヘ」に該当する場合、非居住者等の詳細及び外国投資家とみなされる理由を記入



下記のとおり届出します。

⑵ 本 店 の 所 在 地

⑶ 定 款 上 の 事 業 目 的

円（ 株（口））
円（ 株（口））
個
個

取得後又は一任運用後の外資比率 ％
（取得前又は一任運用前 ％）

イ 上場銘柄
ロ 店頭売買銘柄
ハ その他
イ 設立新株等の取得
ロ 増資新株等の取得
ハ 旧株等の譲受による取得
ニ 設立新株等への一任運用
ホ 増資新株等への一任運用
ヘ 旧株等の譲受による一任運用
ト その他

数     量
株     式 今回の取得・一任運用分 株（口）

株（口））
議  決  権 今回の取得・一任運用分 個

個）
取得価額又は一任運用価額 円
（一株・口 当たり 円）
取得後又は一任運用後の出資比率 ％
（取得前又は一任運用前の比率 ％）
取得後又は一任運用後の議決権比率 ％
（取得前又は一任運用前の比率 ％）

（取得・一任運用前の保有分

（取得・一任運用前の保有分

２
 
取
得
又
は
一
任
運
用
を
し
よ
う
と
す
る
株
式
等

⑴ 上場、非上場等の区分
（該当分に○）

⑵ 取得又は一任運用の
態様（該当分に○）

(      )

⑸ 支 払 の 時 期

譲 渡 数 量

⑷
取得又は一任運用の
時期

 ▢ ：予定時期（            ）予定（ただし、届出受理日から６カ月以内）
 ▢ ：予定時期未定（届出受理日から６カ月以内）

⑹ 取得又は一任運用の
相手方

⑶ 数量、取得・
一任運用価額等

住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地

氏 名 又 は 名 称

⑺

事前届出業種に該当する
連結子会社等又は事前届
出対象の技術若しくは情
報を保有する連結子会社
等があるときは、当該連
結子会社等に関する事項

１
 
発
行
会
社

⑴ 名 称
法人番号：

⑷
資 本 金
総 議 決 権

取得前又は一任運用前
取得後又は一任運用後
取得前又は一任運用前
取得後又は一任運用後

⑸ 外 資 比 率

⑹

事前届出業種に該当する
理由又は事前届出対象の
技術若しくは情報を保有
する法人に該当する理由



イ 資産運用
ロ 経営関与
ハ 関係会社の設立又は資金調達の支援
ニ 国内会社との合弁会社の設立
ホ その他

イ あり
ロ なし

  の提案

第１号 第２号 第３号 第４号 第５号  第６号
上記のいずれにも該当しない

第１号 第２号 第３号
上記のいずれにも該当しない

4

対内直接投資等に関する政
令第３条の２第１項各号へ
の該当性又は同令第４条の
３第１項各号への該当性 該当がある場合はその詳細（                                 ）

5

６
届出者の事業方針等に影
響 を 及 ぼ す も の

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名
住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
国 籍 ・ 設 立 国 等
職 業 又 は 営 ん で
い る 事 業 の 内 容

ウェブページのリンク
 ▢ あり（リンク：                                      ）
 ▢ なし

国有企業等との関係
届 出 者 と の 関 係

対内直接投資等に関する命
令第３条の２第５項各号へ
の該当性

該当がある場合はその詳細（                                 ）

取得又は一任運用に伴
う 経 営 関 与 の 方 法

経営関与の方法（詳細を記載すること。）：

⑶
事前届出業種に該当する
事業又は事前届出対象の
技術若しくは情報に係る
事業の譲渡、廃止又は縮
小に関する提案等の可能
性（該当分に○）

① 「あり」の場合、発行会社に対する下記事項の提案の可能性の有無（ある場合には該当分に〇を付し、それぞれ
詳細を記載すること。）

イ 発行会社の事前届出業種に該当する事業又は事前届出対象の技術若しくは情報に係る事業の

ロ 取締役又は監査役の選任又は解任の提案
ハ 非公開情報の届出者に対する開示の提案（当然にアクセスする予定がある場合を含む。）
ニ 非公開情報の第三者に対する開示の提案
ホ 非公開情報の管理に関する発行会社等の社内規則、取決め、契約その他これらに準ずるものの変更

（詳細：                                         ）

３
 
取
得
又
は
一
任
運
用
の
目
的
等

⑴ 取得又は一任運用の
目的（該当分に○） (      )

発行会社への投資目的の詳細：
関心を有する発行会社の事業：

⑵

  譲渡、廃止又は縮小の提案

ヘ 期限を付して、発行会社の回答又は行動を求める提案
（詳細：                                         ）
② 発行会社の取締役会又は重要な意思決定の権限を有する委員会に届出者又は届出者が指定する者が出席する可能
性の有無（ある場合には詳細を記載すること。）



株 式 株
議決権 個

%
%

イ あり

ロ なし

10 そ の 他 の 事 項

届 出 受 理 年 月 日
及 び 受 理 番 号

７

取得時又は一任運用時に届出
者と特別の関係にあるものが
所有等をする同一発行会社の
株式及び議決権の数量等

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名
住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
国 籍 ・ 設 立 国 等
職 業 又 は 営 ん で
い る 事 業 の 内 容

ウェブページのリンク
 ▢ あり（リンク：                                      ）
 ▢ なし

届 出 者 と の 関 係

数 量

出 資 比 率
議 決 権 比 率

８
事前届出免除制度による発行
会社の株式等の取得の有無
（該当分に○）

（                                             ）

9
国の安全等に係る措置又は
国の安全に係る措置



 （記入要領）
１

２

３

４

５

６

７

８

９
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 「届出者」欄中「ウェブページのリンク」欄について、営んでいる事業の内容等が記載されたウェブサイトが存在する場合には、当該ウェブサイ
トのリンク先URLを記載すること。「６ 届出者の事業方針等に影響を及ぼすもの」欄中「ウェブページのリンク」欄及び「７ 取得時又は一任運
用時に届出者と特別の関係にあるものが所有等をする同一発行会社の株式及び議決権の数量等」欄中「ウェブページのリンク」欄についても、同様
とする。
 「届出者」欄中「届出者となる法的根拠」が「ハ」に該当する場合、「イ」及び「ロ」の①氏名又は名称、②住所又は主たる事務所の所在地、③
職業又は営んでいる事業の内容を記入すること。財務及び営業又は事業の方針につき実質的な決定が行われている場所が住所又は主たる事務所の所
在地と異なる場合は、当該場所も併記すること。なお、前回届出時点に届け出た内容から変更がない場合は、前回届出の受理年月日、受理番号及び
前回届出時点から変更がないため記載を省略する旨を記載することで記入を省略することができる。
 「届出者」欄中「事務上の連絡先（担当者氏名、電話番号及び電子メールアドレス）」欄について、電子メールアドレスがない場合には、電子
メールアドレスの箇所に「該当なし」と記入すること。
 「１ 発行会社」欄中「⑴ 名称」欄について、「発行会社」が設立準備中の場合には、会社の名称にその旨併記すること。また「発行会社」の
法人番号（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第２条第16項に規定する法人番号をいう。）を記入すること
（設立準備中等であって法人番号が不明な場合は、理由とともに不明である旨を記載すること。）。
 「１ 発行会社」欄中「⑷ 資本金 総議決権」欄には、発行会社の総株主の議決権の数が分からない場合には、直近に提出された有価証券届出
書（金融商品取引法第２条第７項に規定する有価証券届出書をいう。以下この記入要領において同じ。）、有価証券報告書（同法第24条第１項に規
定する有価証券報告書をいう。以下この記入要領において同じ。）又は半期報告書（同法第24条の５第１項に規定する半期報告書をいう。以下この
記入要領において同じ。）に記載された総株主の議決権の数を用いて差し支えない。なお、発行会社の総株主の議決権が分からず、また、発行会社
が有価証券届出書、有価証券報告書又は半期報告書を提出していない場合にあっては、「不明」と記入して差し支えない。「２ 取得又は一任運用
をしようとする株式等」欄中「⑶ 数量、取得・一任運用価額等」欄中「取得後又は一任運用後の議決権比率」及び「７ 取得時又は一任運用時に
届出者と特別の関係にあるものが所有等をする同一発行会社の株式及び議決権の数量等」欄中「議決権比率」の算定に当たって、発行会社の総株主
の議決権の数が分からない場合も、同様とする。
 「１ 発行会社」欄中「⑸ 外資比率」欄には、外国投資家（法第26条第１項に規定する外国投資家をいう。）が所有する発行会社の株式の数の
発行会社の発行済み株式の総数に占める割合を記入すること。発行会社の外資比率がわからない場合には、直近に提出された有価証券届出書又は有
価証券報告書に記載された外国法人等の所有株式数の割合を用いて差し支えない。
 「１ 発行会社」欄中「⑹ 事前届出業種に該当する理由又は事前届出対象の技術若しくは情報を保有する法人に該当する理由」欄には、発行会
社の営む事前届出業種又は発行会社が保有する事前届出対象である技術若しくは情報を記入すること。事前届出業種が、対内直接投資等の場合には
対内直接投資等に関する命令第３条の２第３項の規定に基づき、財務大臣及び事業所管大臣が定める業種を定める件（告示）に掲げる業種、特定取
得の場合には対内直接投資等に関する命令第４条の３第２項の規定に基づき、財務大臣及び事業所管大臣が定める業種を定める件（告示）に掲げる
業種に該当する場合は、その旨明記しそれらの告示の該当する条項を明記すること。発行会社の営む事前届出業種又は発行会社が保有する事前届出
対象である技術若しくは情報の内容を補足するため、当該業種に該当する事業又は当該技術若しくは情報に係る事業の詳細を記入しても差し支えな
い。なお、発行会社の該当業種又は保有する技術若しくは情報に不明な点がある場合は、その旨を記入すること。

 届出者が、外国為替及び外国貿易法（以下この記入要領において「法」という。）第27条の２第１項又は法第28条の２第１項の規定により、法第
27条第１項又は法第28条第１項の規定による届出をせずに行うことができる対内直接投資等又は特定取得については、本届出書で届け出ることはで
きない。
 本届出書は、株式、持分、議決権、議決権行使等権限若しくは出資証券の取得又は株式への一任運用の別に記入すること。この場合において、本
届出書の頭書に記載の題名のうち本届出書により届け出る内容に印を付すこと。
  本届出書により届け出られた内容が特定取得に該当する場合、本届出書の頭書に記載の「本届出書で届け出る内容は特定取得に該当します。」欄
に印を付すこと。
 本届出書は、財務大臣及び事業所管大臣を宛先とし、発行会社及び発行会社の子会社（会社法第２条第３号に規定する子会社をいい、外国の法令
に基づいて設立された法人その他の団体及び外国に主たる事務所を有する法人その他の団体を除く。）又は対内直接投資等に関する命令（以下この
記入要領において「命令」という。）第３条第５項に規定する他の会社（以下この記入要領において「連結子会社等」という。）が営む事前届出業
種（対内直接投資等の場合には対内直接投資等に関する命令第３条第４項の規定に基づき財務大臣及び事業所管大臣が定める業種を定める件（告
示）別表第１及び別表第２に掲げる業種又は別表第１から別表第３までのいずれにも掲げられていない業種を、特定取得の場合には対内直接投資等
に関する命令第３条第１項及び第４条第２項の規定に基づき、財務大臣及び事業所管大臣が定める業種を定める件（告示）別表に掲げる業種に該当
するものをいう。以下この記入要領において同じ。）に属する事業を所管する各事業所管大臣又は発行会社若しくは連結子会社等のうち事前届出対
象である技術若しくは情報（対内直接投資等に関する命令第３条第２項及び第６項、第３条の２第４項、第４条第３項並びに第４条の３第３項の規
定に基づき、財務大臣及び事業所管大臣が定める技術又は情報を定める件（告示）に規定する技術又は情報をいう。以下この記入要領において同
じ。）を保有する法人が営む事業（当該技術又は情報に関連するものに限る。）を所管する各事業所管大臣を選択すること。
 「届出者」欄中「氏名又は名称及び代表者の氏名」欄には、日本語表記（正式な日本語表記がない場合はふりがな）と英語表記（正式な英語表記
がない場合は省略）を併記すること。
 「届出者」欄中「住所又は主たる事務所の所在地」欄には、国又は地域名も記入すること。財務及び営業又は事業の方針につき実質的な決定が行
われている場所が住所又は主たる事務所の所在地と異なる場合は、当該場所も併記すること。「６ 届出者の事業方針等に影響を及ぼすもの」欄中
「住所又は主たる事務所の所在地」欄についても、同様とする。
 「届出者」欄中「国籍・設立国等」欄には、届出者が非居住者個人である場合は当該個人の国籍又はこれに類する地域を記載し、届出者が法人そ
の他の団体である場合は当該法人その他の団体の設立準拠法を管轄する国又は地域を記載すること。「６ 届出者の事業方針等に影響を及ぼすも
の」欄中「国籍・設立国等」欄及び「７ 取得時又は一任運用時に届出者と特別の関係にあるものが所有等をする同一発行会社の株式及び議決権の
数量等」欄中「国籍・設立国等」欄についても、同様とする。
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 「１ 発行会社」欄中「⑺ 事前届出業種に該当する連結子会社等又は事前届出対象の技術若しくは情報を保有する連結子会社等があるときは、
当該連結子会社等に関する事項」欄には、事前届出業種に属する事業を営む連結子会社等又は事前届出対象である技術若しくは情報を保有する法人
である連結子会社等を発行会社とした場合に「１ 発行会社」欄中「⑴ 名称」欄から「⑹ 事前届出業種に該当する理由又は事前届出対象の技術
若しくは情報を保有する法人に該当する理由」欄（「⑶ 定款上の事業目的」欄を除く。）に記入することとなる事項及び発行会社による出資比率
を記入すること。
 「２ 取得又は一任運用をしようとする株式等」欄中「⑶ 数量、取得・一任運用価額等」欄中「数量」、「取得価額又は一任運用価額」、「取
得後又は一任運用後の出資比率」及び「取得後又は一任運用後の議決権比率」について、本届出書受理日において確定していない場合には、その見
込まれる最大の値を記載することができる。その場合、記入した値の後ろに「（最大）」と記載すること。
 「⑶ 数量、取得・一任運用価額等」欄中「数量」の「取得・一任運用前の保有分」について、届出者が法第27条第１項又は法第28条第１項の規
定による届出をせずに行った対内直接投資等又は特定取得（法第27条の２第１項又は法第28条の２第１項の規定により届出をせずに行った対内直接
投資等又は特定取得を含む。）により取得した発行会社の株式、持分又は議決権（議決権行使等権限（対内直接投資等に関する政令（以下この記入
要領において「令」という。）第２条第４項第２号に規定する議決権行使等権限をいう。以下この記入要領において同じ。）に係るものを含む。以
下この記入要領において「株式等」という。）を保有している場合、当該株式等の数を含んだ数を記載すること。

 「６ 届出者の事業方針等に影響を及ぼすもの」欄中「国有企業等との関係」欄において、届出者の事業方針等に影響を及ぼすものと国有企業等
（令第３条の２第１項第３号から第６号までに掲げるものをいう。）との資本関係その他の支配関係を記入すること。
 「６ 届出者の事業方針等に影響を及ぼすもの」欄中「届出者との関係」欄及び「７ 取得時又は一任運用時に届出者と特別の関係にあるものが
所有等をする同一発行会社の株式及び議決権の数量等」欄中「届出者との関係」欄において、必要がある場合には本届出書に資本関係図を添付して
記載を補足することができる。

 「⑶ 数量、取得・一任運用価額等」欄中「取得価額又は一任運用価額」について、発行会社が上場会社等（法第26条第２項第１号に規定する上
場会社等をいう。以下この記入要領において同じ。）である場合においては、本届出書受理日の前営業日における任意の証券取引所における終値を
記載することができる。
 「⑶ 数量、取得・一任運用価額等」欄中「取得後又は一任運用後の出資比率」については、届出者が本届出書により発行会社の株式を取得し、
又は発行会社の株式への一任運用をしようとする場合であって、発行会社が上場会社等であるときは、届出者が本届出書において届け出る取得又は
一任運用の後において所有することとなる発行会社の所有等株式（法第26条第２項第３号に規定する所有等株式をいう。以下この記入要領において
同じ。）の数の発行会社の発行済株式の総数に占める割合を記入すること。届出者が本届出書により発行会社の株式又は持分を取得しようとする場
合であって、発行会社が上場会社等以外であるときは、届出者が本届出書において届け出る取得の後において所有することとなる発行会社の株式又
は持分の数の発行会社の発行済株式の総数又は総出資額に占める割合を記入すること。
 「⑶ 数量、取得・一任運用価額等」欄中「取得後又は一任運用後の議決権比率」については、届出者が本届出書により発行会社の株式、議決権
若しくは議決権行使等権限を取得し、又は発行会社の株式への一任運用をしようとする場合であって、発行会社が上場会社等であるときは、届出者
が本届出書において届け出る取得又は一任運用の後において保有することとなる発行会社の実質保有等議決権（令第２条第４項第２号に規定する実
質保有等議決権をいう。以下この記入要領において同じ。）の数の発行会社の総議決権に占める割合を記入すること。届出者が本届出書により発行
会社の株式又は持分を取得しようとする場合であって、発行会社が上場会社等以外であるときは、届出者が本届出書において届け出る取得の後にお
いて保有することとなる発行会社の議決権の総議決権に占める割合を記入すること。
 「⑷ 取得又は一任運用の時期」欄について、本届出書受理日から６カ月以内の日であって、当該受理日において予定している取得又は一任運用
の予定日がある場合は当該予定日を記載すること。具体的時期が未定の場合は「予定時期未定」を選択すること。
 「⑸ 支払の時期」欄について、本届出書受理日における支払の予定日を記載すること（なお、具体的時期が未定の場合はその旨を記載するこ
と。）。
 「⑹ 取得又は一任運用の相手方」欄は、届出者が相対による方法により取得又は一任運用をしようとする場合において記入すること。この場合
において、一任運用の相手方とは、一任運用をする際のその取引の相手方をいう。
 「３ 取得又は一任運用の目的等」欄中「⑴ 取得又は一任運用の目的」欄には、「資産運用」、「経営関与」、「関係会社の設立又は資金調達
の支援」、「国内会社との合弁会社の設立」等の取得又は一任運用の目的（目的が複数ある場合はその全て）を記入すること。なお、発行会社へ経
営関与する可能性がある場合は、取得又は一任運用の目的として「経営関与」と記入すること。また、「発行会社への投資目的の詳細」と「関心を
有する発行会社の事業」には、該当する内容の詳細を記載すること。「⑵ 取得又は一任運用に伴う経営関与の方法」欄には、予定される経営関与
の方法を詳細に記載し、「取締役の選解任」、「株主総会における株主提案」、「経営支配に関する契約の締結」等の経営関与の方法をできる限り
具体的に記入すること。「⑶ 事前届出業種に該当する事業又は事前届出対象の技術若しくは情報に係る事業の譲渡、廃止又は縮小に関する提案等
の可能性」欄において、該当するものに〇を付す（該当が複数ある場合はその全て）とともに、「イ あり」を選択した場合、提案等をする可能性
がある事項の詳細について記入すること。提案等の可能性はあるが内容は未定の場合は「詳細」欄に未定である旨を記載すること。なお、⑵から⑶
までの欄は、取得又は一任運用の目的に経営関与が含まれない場合は記入を要しない。
 「６ 届出者の事業方針等に影響を及ぼすもの」欄には、届出者が最終親会社等（租税特別措置法第66条の４の４第４項第５号に規定する最終親
会社等をいう。以下この記入要領において同じ。）を有する場合は、当該最終親会社等を記入し、最終親会社等を有しない場合には、最終親会社等
以外のものであって、届出者の財務及び営業又は事業の方針の決定に対して重要な影響を与えることができるものを記入すること。
 また、届出者が特定組合等（法第26条第１項第４号に規定する特定組合等をいう。以下この記入要領において同じ。）である場合は、その業務執
行組合員（同号に規定する業務執行組合員をいう。）の最終親会社等を記入し、最終親会社等を有しない場合には、最終親会社等以外のものであっ
て、その財務及び営業又は事業の方針の決定に対して重要な影響を与えることができるものを記入すること。届出者が外国の法令に基づいて設立さ
れたファンド（特定組合等を除く。）であって、その業務を執行する構成員を有する場合は、特定組合等に準じて記入すること。



21

22

23

24

25

  （日本産業規格Ａ４）

 本届出書により届け出られた対内直接投資等が令第３条第２項第４号に該当する対内直接投資等である場合には、その旨「10 その他の事項」欄
に記入すること。
 上記様式に記入することができない場合は、日本産業規格Ａ４の用紙により上記事項の順序に従って記入するか、別紙を添付して差し支えない。
別紙を添付する場合は、各別紙の右上に「別紙」と明記し、通し番号を付すこと。

銀行等、資金移動業者又は電子決済手段等取引業者等の記入欄（外国為替及び外国貿易法第17条（第17条の３又は第17条の４第１項において準用する場合を
含む。）に基づき確認を行う場合に記入を要するものとする。）
為替取引又は電子決済手段等の移転等
を行った年月日

金     額 銀行等、資金移動業者又は電子決済手段等取引業者等確認欄

 「７ 取得時又は一任運用時に届出者と特別の関係にあるものが所有等をする同一発行会社の株式及び議決権の数量等」欄については、発行会社
が上場会社等である場合において記入すること。なお、取得時又は一任運用時の「数量」及び「出資比率・議決権比率」の把握が困難な場合は、届
出時において判明している「数量」及び「出資比率・議決権比率」を記入すること。この場合において、同欄中「数量」欄及び「出資比率 議決権
比率」欄については、届出者と特別の関係にあるもの（届出者を令第２条第28項第１号に規定する株式取得者等とした場合に同項各号に掲げるもの
に該当することとなる非居住者である個人又は法人その他の団体（法第26条第１項第２号から第５号までに掲げるものに限る。）をいう。以下この
記入要領において同じ。）が所有する同一発行会社の所有等株式の数（所有等株式のうち届出者が所有する発行会社の所有等株式（すなわち、「２
取得又は一任運用をしようとする株式等」欄中「⑶ 数量、取得・一任運用価額等」欄中「取得後又は一任運用後の出資比率」の対象とする所有等
株式）と重複するものがある場合には、当該重複の数を控除した純計によるもの。）及び当該届出者と特別の関係にあるものが保有する発行会社の
実質保有等議決権の数（議決権のうち届出者が保有する発行会社の実質保有等議決権（すなわち、「２ 取得又は一任運用をしようとする株式等」
欄中「⑶ 数量、取得・一任運用価額等」欄中「取得後又は一任運用後の議決権比率」の対象とする実質保有等議決権）と重複するものがある場合
には、当該重複の数を控除した純計によるもの。）並びに当該株式の数及び当該実質保有等議決権の数の当該発行会社の発行済株式の総数及び総議
決権に占める割合を記入すること。
 「８ 事前届出免除制度による発行会社の株式等の取得の有無」欄について、届出者が法第27条の２第１項又は法第28条の２第１項の規定により
法第27条第１項又は法第28条第１項の規定による届出をせずに行った対内直接投資等（以下この記入要領において「事前届出免除対内直接投資等」
という。）又は特定取得（以下この記入要領において「事前届出免除特定取得」という。）により取得した発行会社の株式等を保有している場合、
「イ あり」を選択の上、本届出において届け出る対内直接投資等又は特定取得が、対内直接投資等の場合は令第３条の２第３項第４号又は命令第
３条の２第８項第１号から第６号まで（第４号については、令第３条の２第３項第３号ロに掲げる行為を行う場合に、第５号及び第６号について
は、命令第３条の２第５項各号に掲げるものが令第３条の２第３項第３号ロに掲げる行為を行う場合に限る。）に掲げる対内直接投資等（以下この
記入要領において「基準を遵守しないことを目的とする対内直接投資等」という。）に該当する場合、特定取得の場合は令第４条の３第２項第２号
又は命令第４条の３第４項第１号から第３号までに掲げる特定取得（以下この記入要領において「基準を遵守しないことを目的とする特定取得」と
いう。）に該当する場合は、当該事前届出免除対内直接投資等又は事前届出免除特定取得から本届出書を受理した日までの間に、基準を遵守しない
ことを目的とする対内直接投資等又は基準を遵守しないことを目的とする特定取得を行うこととなった経済状況の変化その他相当の事由を記載する
こと。なお、過去にこの様式により同一の発行会社について行った届出において、基準を遵守しないことを目的とする対内直接投資等又は基準を遵
守しないことを目的とする特定取得を行うこととなった経済状況の変化その他相当の事由を記載した場合であって、当該事由の内容に変更がないと
きは、当該届出の受理年月日、受理番号及び当該届出から事由の内容に変更がないため記載を省略する旨を記載すること。
 「９ 国の安全等に係る措置又は国の安全に係る措置」欄には、法第27条第１項第４号に規定する「国の安全等に係る措置」又は法第28条第１項
第４号に規定する「国の安全に係る措置」を講ずる場合に、当該措置の具体的内容を記入すること。この場合において、上記様式の記入欄内に記入
することができない場合は、別紙を添付して差し支えない。



別紙様式第二  
根拠法規： 対 内 直 接 投 資 等

                                       に 関 す る 命 令

株 式
持 分

年 月 日

（宛先）
財務大臣及び事業所管大臣 殿
 うち、事前届出業種等を所管する大臣

内閣総理大臣（警察庁）
内閣総理大臣（金融庁）
総 務 大臣
厚生労働大臣
農林水産大臣
経済産業大臣
国土交通大臣     殿

（日本銀行経由）

国籍等

住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地

下記のとおり届出します。

⑵ 本 店 の 所 在 地

⑶ 定 款 上 の 事 業 目 的

⑷ 資 本 金 円（ 株（口））

⑸

事前届出業種に該当す
る理由又は事前届出対
象の技術若しくは情報
を保有する法人に該当
する理由

１
 
発
行
会
社

⑴ 名 称
法人番号：

の 譲 渡 に 関 す る 届 出 書

届
 
 
出
 
 
者

氏 名

住 所

職 業

代
理
人

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名

事務上の連絡先（担当者氏
名、電話番号及び電子メー
ル ア ド レ ス ）



数     量 株（口）
譲 渡 価 額      円）
譲渡後の出資比率     ％
譲渡後の議決権比率 ％

譲受後の出資比率 ％
譲受後の議決権比率 ％

５ 国 の 安 全 等 に 係 る 措 置

6 そ の 他 の 事 項

届 出 受 理 年 月 日
及 び 受 理 番 号

３
 
相
手
方

⑴ 氏 名 又 は 名 称
及 び 代 表 者 の 氏 名

⑵ 住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地

職 業 又 は 営 ん で
い る 事 業 の 内 容

⑸ 譲 受 後 の 出 資 比 率
及 び 議 決 権 比 率

４
 
譲
渡
目
的
等

⑴ 譲渡しようとする理由

⑵ 譲 渡 に 伴 う 譲 受 者
の 経 営 関 与 の 方 法

▢：予定時期未定（届出受理日から６カ月以内）

⑶ 支 払 の 受 領 の 時 期

⑶ 国籍・
設立国等

⑷

▢：予定時期（              ）予定（ただし、届出受理日から６カ月以内）

⑹

事前届出業種に該当す
る連結子会社等又は事
前届出対象の技術若し
くは情報を保有する連
結子会社等があるとき
は、当該連結子会社等
に関する事項

２
 
譲
渡
し
よ
う
と
す
る

 
 
株
式

(

持
分

)

⑴
譲渡しようとする株式
（持分）の数量、譲渡
価額等

円（一株（口）当たり

⑵ 譲 渡 の 時 期



  （記入要領）
１

２

３

４

５
６
７

８

９

10

11

12
13

14

15

 本届出書は、株式又は持分の譲渡の別に記入すること。この場合において、本届出書の頭書に記載の題名のうち本届出書により届け
出る内容に印を付すこと。
 本届出書は、財務大臣及び事業所管大臣を宛先とし、発行会社及び発行会社の子会社（会社法第２条第３号に規定する子会社をい
い、外国の法令に基づいて設立された法人その他の団体及び外国に主たる事務所を有する法人その他の団体を除く。）又は対内直接投
資等に関する命令第３条第５項に規定する他の会社（以下この記入要領において「連結子会社等」という。）が営む事前届出業種（対
内直接投資等に関する命令第３条第４項の規定に基づき財務大臣及び事業所管大臣が定める業種を定める件（告示）別表第１及び別表
第２に掲げる業種又は別表第１から別表第３までのいずれにも掲げられていない業種に該当するものをいう。以下この記入要領におい
て同じ。）に属する事業を所管する各事業所管大臣又は発行会社若しくは連結子会社等のうち事前届出対象である技術若しくは情報
（対内直接投資等に関する命令第３条第２項及び第６項、第３条の２第４項、第４条第３項並びに第４条の３第３項の規定に基づき、
財務大臣及び事業所管大臣が定める技術又は情報を定める件（告示）に規定する技術又は情報をいう。以下この記入要領において同
じ。）を保有する法人が営む事業（当該技術又は情報に関連するものに限る。）を所管する各事業所管大臣を選択すること。

 「届出者」欄中「住所」欄には、国又は地域名も記入すること。
 「届出者」欄中「国籍等」欄には、国籍又はこれに類する地域を記載すること。
 「届出者」欄中「事務上の連絡先（担当者氏名、電話番号及び電子メールアドレス）」欄について、電子メールアドレスがない場合
には、電子メールアドレスの箇所に「該当なし」と記入すること。
 「１ 発行会社」欄中「⑴ 名称」欄には名称とともに「発行会社」の法人番号（行政手続における特定の個人を識別するための番
号の利用等に関する法律第２条第16項に規定する法人番号をいう。）を記入すること（設立準備中等であって法人番号が不明な場合
は、理由とともに不明である旨を記載すること。）。
 「１ 発行会社」欄中「⑸ 事前届出業種に該当する理由又は事前届出対象の技術若しくは情報を保有する法人に該当する理由」欄
には、発行会社の営む事前届出業種又は発行会社が保有する事前届出対象である技術若しくは情報を記入すること。事前届出業種が対
内直接投資等に関する命令第３条の２第３項の規定に基づき、財務大臣及び事業所管大臣が定める業種を定める件（告示）に掲げる業
種に該当する場合は、その旨明記し同告示の該当する条項を明記すること。発行会社の営む事前届出業種又は発行会社が保有する事前
届出対象である技術若しくは情報の内容を補足するため、当該業種に該当する事業又は当該技術若しくは情報に係る事業の詳細を記入
しても差し支えない。なお、発行会社の該当業種又は保有する技術若しくは情報に不明な点がある場合は、その旨を記入すること。
 「１ 発行会社」欄中「⑹ 事前届出業種に該当する連結子会社等又は事前届出対象の技術若しくは情報を保有する連結子会社等が
あるときは、当該連結子会社等に関する事項」欄には、事前届出業種に属する事業を営む連結子会社等又は事前届出対象である技術若
しくは情報を保有する法人である連結子会社等を発行会社とした場合に「１ 発行会社」欄中「⑴ 名称」欄から「⑸ 事前届出業種
に該当する理由又は事前届出対象の技術若しくは情報を保有する法人に該当する理由」欄（「⑶ 定款上の事業目的」欄を除く。）に
記入することとなる事項及び発行会社による出資比率を記入すること。
 「２ 譲渡しようとする株式（持分）」欄中「⑴ 譲渡しようとする株式（持分）の数量、譲渡価額等」欄中「譲渡後の議決権比
率」の算定に当たって、発行会社の総株主の議決権の数が分からない場合には、直近に提出された有価証券届出書（金融商品取引法第
２条第７項に規定する有価証券届出書をいう。以下この記入要領において同じ。）、有価証券報告書（同法第24条第１項に規定する有
価証券報告書をいう。以下この記入要領において同じ。）又は半期報告書（同法第24条の５第１項に規定する半期報告書をいう。以下
この記入要領において同じ。）に記載された総株主の議決権の数を用いて差し支えない。なお、発行会社の総株主の議決権が分から
ず、また、発行会社が有価証券届出書、有価証券報告書又は半期報告書を提出していない場合にあっては、「不明」と記入して差し支
えない。
 「⑵ 譲渡の時期」欄について、本届出書受理日から６カ月以内の日であって、当該受理日において予定している譲渡の予定日があ
る場合は当該予定日を記載すること。具体的時期が未定の場合は「予定時期未定」を選択すること。
 「⑶ 支払の受領の時期」欄について、本届出書受理日において予定している支払の受領の予定日がある場合は当該予定日を記載す
ること。具体的時期が未定の場合はその旨を記載すること。

 「届出者」欄中「氏名」欄には、日本語表記（正式な日本語表記がない場合はふりがな）と英語表記（正式な英語表記がない場合は
省略）を併記すること。

 「３ 相手方」欄中「⑵ 住所又は主たる事務所の所在地」欄には、国又は地域名も記入すること。
 「３ 相手方」欄中「⑶ 国籍・設立国等」欄には、相手方が非居住者個人である場合は当該個人の国籍又はこれに類する地域を記
載し、相手方が法人その他の団体である場合は当該法人その他の団体の設立準拠法を管轄する国又は地域を記載すること。
 「４ 譲渡目的等」欄中「⑵ 譲渡に伴う譲受者の経営関与の方法」欄には、「取締役の選解任」、「株主総会における株主提
案」、「経営支配に関する契約の締結」等の経営関与の方法をできる限り具体的に記入すること。
 「５ 国の安全等に係る措置」欄には、法第27条第１項第４号に規定する「国の安全等に係る措置」を講ずる場合に、当該措置の具
体的内容を記入すること。この場合において、上記様式の記入欄内に記入することができない場合は、別紙を添付して差し支えない。

 届出者が、外国為替及び外国貿易法（以下この記入要領において「法」という。）第27条の２第１項の規定により、法第27条第１項
の規定による届出をせずに行うことができる対内直接投資等については、本届出書で届け出ることはできない。



16

17

18

  （日本産業規格Ａ４）

 本届出書により届け出られた対内直接投資等が対内直接投資等に関する政令第３条第２項第４号に該当する対内直接投資等である場
合には、その旨、「６ その他の事項」欄に記入すること。
 上記様式に記入することができない場合は、日本産業規格Ａ４の用紙により上記事項の順序に従って記入するか、別紙を添付して差
し支えない。別紙を添付する場合は、各別紙の右上に「別紙」と明記し、通し番号を付すこと。

銀行等、資金移動業者又は電子決済手段等取引業者等の記入欄（外国為替及び外国貿易法第17条（第17条の３又は第17条の４第１項において準
用する場合を含む。）に基づき確認を行う場合に記入を要するものとする。）
為替取引又は電子決済手段等の移
転等を行った年月日

金      額 銀行等、資金移動業者又は電子決済手段等取引業者等確認欄

 「６ その他の事項」欄には、届出者が居住者であった期間、譲渡しようとする株式（持分）を取得した時期及び届出者が非居住者
となった時期を記入すること。



別紙様式第三
根拠法規：対 内 直 接 投 資 等

                                       に 関 す る 命 令

年 月 日

（宛先）
財務大臣及び事業所管大臣 殿
 うち、事前届出業種等を所管する大臣

内閣総理大臣（警察庁）
内閣総理大臣（金融庁）
総 務 大臣
厚生労働大臣
農林水産大臣
経済産業大臣
国土交通大臣     殿

（日本銀行経由）

国籍等

住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地

下記のとおり届出します。

⑵ 本 店 の 所 在 地

⑶ 定 款 上 の 事 業 目 的

⑷ 総 議 決 権 個

⑸

事前届出業種に該当する
理由又は事前届出対象の
技術若しくは情報を保有
する法人に該当する理由

１
 
発
行
会
社

⑴ 名 称
法人番号：

議決権代理行使委任に関する届出書

届
 
 
出
 
 
者

氏 名

住 所

職 業

代
理
人

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名

事 務 上 の 連 絡 先 （ 担 当 者 氏
名、電話番号及び電子メール
ア ド レ ス ）



⑹

事前届出業種に該当する
連結子会社等又は事前届
出対象の技術若しくは情
報を保有する連結子会社
等があるときは、当該連
結子会社等に関する事項

個
％

⑵ 委 任 の 目 的 及 び 内 容

⑶ 委 任 の 時 期

⑷
株 主 総 会 の 時 期
及 び 種 別

⑵
住所又は主たる事務所
の 所 在 地

⑷
職業又は営んでいる事
業 の 内 容

4

届 出 受 理 年 月 日
及 び 受 理 番 号

国 の 安 全 等 に 係 る 措 置

５ そ の 他 の 事 項

□：予定時期（           ）予定（ただし、届出受理日から６カ月以内）
□：予定時期未定（届出受理日から６カ月以内）

３
 
委
任
の
相
手
方

⑴ 氏 名 又 は 名 称

⑶ 国籍・
設立国等

２
 
委
任
し
よ
う
と
す

る
議
決
権

⑴ 数 量 等
数   量
当該議決権の議決権比率



  （記入要領）
１

２

３
４
５

６

７

８

９

10

11

12

13

 「２ 委任しようとする議決権」欄中「⑴ 数量等」欄中「当該議決権の議決権比率」については、届出者が本届出書に
おいて届け出る当該議決権代理行使委任の後における届出者が保有等をすることとなる発行会社の議決権の総議決権に占め
る割合を記入すること。
 「２ 委任しようとする議決権」欄中「⑶ 委任の時期」欄について、本届出書受理日から６カ月以内の日であって、当
該受理日において予定している委任しようとする議決権の予定日がある場合は当該予定日を記載すること。具体的時期が未
定の場合は「予定時期未定」を選択すること。

 「３ 委任の相手方」欄中「⑵ 住所又は主たる事務所の所在地」欄には、国又は地域名も記入すること。「３ 委任の
相手方」欄に記載の内容が不明の場合にあっては、「不明」と記入して差し支えない。

 「２ 委任しようとする議決権」欄中「⑷ 株主総会の時期及び種別」欄中「種別」については、「定時株主総会」又は
「臨時株主総会」の種別を記入すること。

 「１ 発行会社」欄中「⑷ 総議決権」欄には、発行会社の総株主の議決権の数が分からない場合には、直近に提出され
た有価証券届出書（金融商品取引法第２条第７項に規定する有価証券届出書をいう。以下この記入要領において同じ。）、
有価証券報告書（同法第24条第１項に規定する有価証券報告書をいう。以下この記入要領において同じ。）又は半期報告書
（同法第24条の５第１項に規定する半期報告書をいう。以下この記入要領において同じ。）に記載された総株主の議決権の
数を用いて差し支えない。なお、発行会社の総株主の議決権が分からず、また、発行会社が有価証券届出書、有価証券報告
書又は半期報告書を提出していない場合にあっては、「不明」と記入して差し支えない。「２ 委任しようとする議決権」
欄中「⑴ 数量等」欄中「当該議決権の議決権比率」の算定に当たって、発行会社の総株主の議決権の数が分からない場合
も、同様とする。
 「１ 発行会社」欄中「⑴ 名称」欄には名称とともに「発行会社」の法人番号（行政手続における特定の個人を識別す
るための番号の利用等に関する法律第２条第16項に規定する法人番号をいう。）を記入すること（設立準備中等であって法
人番号が不明な場合は、理由とともに不明である旨を記載すること。）。
 「１ 発行会社」欄中「⑸ 事前届出業種に該当する理由又は事前届出対象の技術若しくは情報を保有する法人に該当す
る理由」欄には、発行会社の営む事前届出業種又は発行会社が保有する事前届出対象である技術若しくは情報を記入するこ
と。事前届出業種が、対内直接投資等に関する命令第３条の２第３項の規定に基づき、財務大臣及び事業所管大臣が定める
業種を定める件（告示）に掲げる業種に該当する場合は、その旨明記し同告示の該当する条項を明記すること。発行会社の
営む事前届出業種又は発行会社が保有する事前届出対象である技術若しくは情報の内容を補足するため、当該業種に該当す
る事業又は当該技術若しくは情報に係る事業の詳細を記入しても差し支えない。なお、発行会社の該当業種又は保有する技
術若しくは情報に不明な点がある場合は、その旨を記入すること。

 「１ 発行会社」欄中「⑹ 事前届出業種に該当する連結子会社等又は事前届出対象の技術若しくは情報を保有する連結
子会社等があるときは、当該連結子会社等に関する事項」欄には、事前届出業種に属する事業を営む連結子会社等又は事前
届出対象である技術若しくは情報を保有する法人である連結子会社等を発行会社とした場合に「１ 発行会社」欄中「⑴
名称」欄から「⑸ 事前届出業種に該当する理由又は事前届出対象の技術若しくは情報を保有する法人に該当する理由」欄
（「⑶ 定款上の事業目的」欄を除く。）に記入することとなる事項及び発行会社による出資比率を記入すること。

 本届出書は、財務大臣及び事業所管大臣を宛先とし、発行会社及び発行会社の子会社（会社法第２条第３号に規定する子
会社をいい、外国の法令に基づいて設立された法人その他の団体及び外国に主たる事務所を有する法人その他の団体を除
く。）又は対内直接投資等に関する命令第３条第５項に規定する他の会社（以下この記入要領において「連結子会社等」と
いう。）が営む事前届出業種（対内直接投資等に関する命令第３条第４項の規定に基づき財務大臣及び事業所管大臣が定め
る業種を定める件（告示）別表第１及び別表第２に掲げる業種又は別表第１から別表第３までのいずれにも掲げられていな
い業種に該当するものをいう。以下この記入要領において同じ。）に属する事業を所管する各事業所管大臣又は発行会社若
しくは連結子会社等のうち事前届出対象である技術若しくは情報（対内直接投資等に関する命令第３条第２項及び第６項、
第３条の２第４項、第４条第３項並びに第４条の３第３項の規定に基づき、財務大臣及び事業所管大臣が定める技術又は情
報を定める件（告示）に規定する技術又は情報をいう。以下この記入要領において同じ。）を保有する法人が営む事業（当
該技術又は情報に関連するものに限る。）を所管する各事業所管大臣を選択すること。

 「届出者」欄中「氏名」欄には、日本語表記（正式な日本語表記がない場合はふりがな）と英語表記（正式な英語表記が
ない場合は省略）を併記すること。
 「届出者」欄中「住所」欄には、国又は地域名も記入すること。
 「届出者」欄中「国籍等」欄には、国籍又はこれに類する地域を記載すること。
 「届出者」欄中「事務上の連絡先（担当者氏名、電話番号及び電子メールアドレス）」欄について、電子メールアドレス
がない場合には、電子メールアドレスの箇所に「該当なし」と記入すること。



14

15

16

17

  （日本産業規格Ａ４）

 上記様式に記入することができない場合は、日本産業規格Ａ４の用紙により上記事項の順序に従って記入するか、別紙を
添付して差し支えない。別紙を添付する場合は、各別紙の右上に「別紙」と明記し、通し番号を付すこと。

 「３ 委任の相手方」欄中「⑶ 国籍・設立国等」欄には、相手方が非居住者個人である場合は当該個人の国籍又はこれ
に類する地域を記載し、相手方が法人その他の団体である場合は当該法人その他の団体の設立準拠法を管轄する国又は地域
を設立国として記載すること。
 「４ 国の安全等に係る措置」欄には、外国為替及び外国貿易法第27条第１項第４号に規定する「国の安全等に係る措
置」を講ずる場合に、当該措置の具体的内容を記入すること。この場合において、上記様式の記入欄内に記入することがで
きない場合は、別紙を添付して差し支えない。
 「５ その他の事項」欄には、届出者が居住者であった期間、委任しようとする議決権を取得した時期及び届出者が非居
住者となった時期を記入すること。
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。



別紙様式第四
根拠法規：対 内 直 接 投 資 等

                                       に 関 す る 命 令

年 月 日

（宛先）
財務大臣及び事業所管大臣 殿
 うち、事前届出業種等を所管する大臣

内閣総理大臣（警察庁）
内閣総理大臣（金融庁）
総 務 大臣
厚生労働大臣
農林水産大臣
経済産業大臣
国土交通大臣     殿

（日本銀行経由）

イ 非居住者個人
ロ 外国法人等
ハ イ及びロが直接､間接に議決権の50%以上を保有している会社
ニ 特定組合等
ホ イが役員の過半数を占める本邦法人等
ヘ 外国為替及び外国貿易法第27条第14項の規定により外国投資家とみなされるもの

住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地

届出者となる法的根拠
（該当分に○）

注１:「ハ」に該当する場合、「イ」及び「ロ」の①氏名又は名称、②住所又は主たる事務所の所在

（                                         ）

地、③職業又は営んでいる事業の内容を記入（                     ）
注２:「ヘ」に該当する場合、非居住者等の詳細及び外国投資家とみなされる理由を記入

議決権代理行使受任に関する届出書

届
 
 
出
 
 
者

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名
住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地 国籍・

設立国等職 業 又 は 営 ん で
い る 事 業 の 内 容

代
理
人

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名

事務上の連絡先（担当者氏
名、電話番号及び電子メール
ア ド レ ス ）

資 本 金
（該当がある場合に記載）

ウ ェ ブ ペ ー ジ の リ ン ク
 ▢ あり（リンク：                                      ）
 ▢ なし



下記のとおり届出します。

⑵ 本 店 の 所 在 地

⑶ 定 款 上 の 事 業 目 的

⑷ 総 議 決 権 個

⑸ 外 資 比 率 ％

⑹

事前届出業種に該当する
理由又は事前届出対象の
技術若しくは情報を保有
する法人に該当する理由

⑺

事前届出業種に該当する
連結子会社等又は事前届
出対象の技術若しくは情
報を保有する連結子会社
等があるときは、当該連
結子会社等に関する事項

イ 上場銘柄
ロ 店頭売買銘柄
ハ その他
数  量 個
受任後の議決権比率 ％（最も多く受任する場合）
（受任前の比率 ％）

⑵
受 任 の 目 的
及 び 内 容

⑶ 受 任 の 時 期

⑷ 株 主 総 会 の 時 期
及 び 種 別

⑴ 受 任 後 の 事 業 計 画

⑵

事前届出業種に該当す
る事業又は事前届出対
象の技術若しくは情報
に係る事業の取扱い

３
 
受
任
後
の
事
業
計

画
等

２
 
受
任
し
よ
う
と
す
る
議
決
権

⑴ 数 量 等

 ▢ ：予定時期（              ）予定（ただし、届出受理日から６カ月以内）
 ▢ ：予定時期未定（届出受理日から６カ月以内）

⑸ 受 任 の 相 手 方

氏 名 又 は 名 称
住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地

委 任 数 量

１
 
発
行
会
社

⑴ 名 称
法人番号：

⑻ 上場、非上場等の区分
（該当分に○）



個
％

６

届 出 受 理 年 月 日
及 び 受 理 番 号

国 の 安 全 等 に 係 る 措 置

7 そ の 他 の 事 項

５

受任時に届出者と特別の
関係にあるものが保有等
をする同一発行会社の議
決 権 の 数 量 等

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名
住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
国 籍 ・ 設 立 国 等

職 業 又 は 営 ん で い る
事 業 の 内 容

ウェブページのリンク
 ▢ あり（リンク：                                     ）
 ▢ なし

届 出 者 と の 関 係
数 量
議 決 権 比 率

４ 届出者の事業方針等に影
響 を 及 ぼ す も の

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名
住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
国 籍 ・ 設 立 国 等

職 業 又 は 営 ん で い る
事 業 の 内 容

ウェブページのリンク
 ▢ あり（リンク：                                     ）
 ▢ なし

国 有 企 業 等 と の 関 係
届 出 者 と の 関 係



  （記入要領）
１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

 「届出者」欄中「国籍・設立国等」欄には、届出者が非居住者個人である場合は当該個人の国籍又はこれに類する地域を記載し、届
出者が法人その他の団体である場合は当該法人その他の団体の設立準拠法を管轄する国又は地域を記載すること。「４ 届出者の事業
方針等に影響を及ぼすもの」欄中「国籍・設立国等」欄及び「５ 受任時に届出者と特別の関係にあるものが保有等をする同一発行会
社の議決権の数量等」欄中「国籍・設立国等」欄についても、同様とする。
 「届出者」欄中「ウェブページのリンク」欄について、営んでいる事業の内容等が記載されたウェブサイトが存在する場合には、当
該ウェブサイトのリンク先URLを記載すること。「４ 届出者の事業方針等に影響を及ぼすもの」欄中「ウェブページのリンク」欄及
び「５ 受任時に届出者と特別の関係にあるものが保有等をする同一発行会社の議決権の数量等」欄中「ウェブページのリンク」欄に
ついても、同様とする。
 「届出者」欄中「届出者となる法的根拠」が「ハ」に該当する場合、「イ」及び「ロ」の①氏名又は名称、②住所又は主たる事務所
の所在地、③職業又は営んでいる事業の内容、を記入すること。財務及び営業又は事業の方針につき実質的な決定が行われている場所
が住所又は主たる事務所の所在地と異なる場合は、当該場所も併記すること。なお、前回届出時点に届け出た内容から変更がない場合
は、前回届出の受理年月日、受理番号及び前回届出時点から変更がないため記載を省略する旨を記載することで記入を省略することが
できる。
 「届出者」欄中「事務上の連絡先（担当者氏名、電話番号及び電子メールアドレス）」欄について、電子メールアドレスがない場合
には、電子メールアドレスの箇所に「該当なし」と記入すること。

 「１ 発行会社」欄中「⑴ 名称」欄には名称とともに「発行会社」の法人番号（行政手続における特定の個人を識別するための番
号の利用等に関する法律第２条第16項に規定する法人番号をいう。）を記入すること（設立準備中等であって法人番号が不明な場合
は、理由とともに不明である旨を記載すること。）。また「⑷ 総議決権」欄には、発行会社の総株主の議決権の数が分からない場合
には、直近に提出された有価証券届出書（金融商品取引法第２条第７項に規定する有価証券届出書をいう。以下この記入要領において
同じ。）、有価証券報告書（同法第24条第１項に規定する有価証券報告書をいう。以下この記入要領において同じ。）又は半期報告書
（同法第24条の５第１項に規定する半期報告書をいう。以下この記入要領において同じ。）に記載された総株主の議決権の数を用いて
差し支えない。なお、発行会社の総株主の議決権が分からず、また、発行会社が有価証券届出書、有価証券報告書又は半期報告書を提
出していない場合にあっては、「不明」と記入して差し支えない。「２ 受任しようとする議決権」欄中「⑴ 数量等」欄中「受任後
の議決権比率」及び「５ 受任時に届出者と特別の関係にあるものが保有等をする同一発行会社の議決権の数量等」欄中「議決権比
率」の算定に当たって、発行会社の総株主の議決権の数が分からない場合も、同様とする。
 「１ 発行会社」欄中「⑸ 外資比率」欄には、外国投資家（外国為替及び外国貿易法（以下この記入要領において「法」とい
う。）第26条第１項に規定する外国投資家をいう。）が所有する発行会社の株式の数の発行会社の発行済株式の総数に占める割合を記
入すること。発行会社の外資比率がわからない場合には、直近に提出された有価証券届出書又は有価証券報告書に記載された外国法人
等の所有株式数の割合を用いて差し支えない。
 「１ 発行会社」欄中「⑹ 事前届出業種に該当する理由又は事前届出対象の技術若しくは情報を保有する法人に該当する理由」欄
には、発行会社の営む事前届出業種又は発行会社が保有する事前届出対象である技術若しくは情報を記入すること。事前届出業種が、
対内直接投資等に関する命令第３条の２第３項の規定に基づき、財務大臣及び事業所管大臣が定める業種を定める件（告示）に掲げる
業種に該当する場合は、その旨明記し同告示の該当する条項を明記すること。発行会社の営む事前届出業種又は発行会社が保有する事
前届出対象である技術若しくは情報の内容を補足するため、当該業種に該当する事業又は当該技術若しくは情報に係る事業の詳細を記
入しても差し支えない。なお、発行会社の該当業種又は保有する技術若しくは情報に不明な点がある場合は、その旨を記入すること。

 本届出書は、財務大臣及び事業所管大臣を宛先とし、発行会社及び発行会社の子会社（会社法第２条第３号に規定する子会社をい
い、外国の法令に基づいて設立された法人その他の団体及び外国に主たる事務所を有する法人その他の団体を除く。）又は対内直接投
資等に関する命令第３条第５項に規定する他の会社（以下この記入要領において「連結子会社等」という。）が営む事前届出業種（対
内直接投資等に関する命令第３条第４項の規定に基づき財務大臣及び事業所管大臣が定める業種を定める件（告示）別表第１及び別表
第２に掲げる業種又は別表第１から別表第３までのいずれにも掲げられていない業種に該当するものをいう。以下この記入要領におい
て同じ。）に属する事業を所管する各事業所管大臣又は発行会社若しくは連結子会社等のうち事前届出対象である技術若しくは情報
（対内直接投資等に関する命令第３条第２項及び第６項、第３条の２第４項、第４条第３項並びに第４条の３第３項の規定に基づき、
財務大臣及び事業所管大臣が定める技術又は情報を定める件（告示）に規定する技術又は情報をいう。以下この記入要領において同
じ。）を保有する法人が営む事業（当該技術又は情報に関連するものに限る。）を所管する各事業所管大臣を選択すること。
 「届出者」欄中「氏名又は名称及び代表者の氏名」欄には、日本語表記（正式な日本語表記がない場合はふりがな）と英語表記（正
式な英語表記がない場合は省略）を併記すること。
 「届出者」欄中「住所又は主たる事務所の所在地」欄には、国又は地域名も記入すること。財務及び営業又は事業の方針につき実質
的な決定が行われている場所が住所又は主たる事務所の所在地と異なる場合は、当該場所も併記すること。「４ 届出者の事業方針等
に影響を及ぼすもの」欄中「住所又は主たる事務所の所在地」欄についても、同様とする。
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  （日本産業規格Ａ４）

 上記様式に記入することができない場合は、日本産業規格Ａ４の用紙により上記事項の順序に従って記入するか、別紙を添付して差
し支えない。別紙を添付する場合は、各別紙の右上に「別紙」と明記し、通し番号を付すこと。

 「３ 受任後の事業計画等」欄中「⑴ 受任後の事業計画」欄には、受任後に発行会社の事業計画に影響を与えることを予定してい
る場合、当該内容を記入すること。「⑵ 事前届出業種に該当する事業又は事前届出対象の技術若しくは情報を保有する法人に係る事
業の取扱い」欄には、受任後の事前届出業種に該当する事業又は事前届出対象である技術若しくは情報を保有する法人が保有する技術
若しくは情報の取扱いに関する事項を記入すること。
 「４ 届出者の事業方針等に影響を及ぼすもの」欄には、届出者が最終親会社等（租税特別措置法第66条の４の４第４項第５号に規
定する最終親会社等をいう。以下この記入要領において同じ。）を有する場合は、当該最終親会社等を記入し、最終親会社等を有しな
い場合には、最終親会社等以外のものであって、届出者の財務及び営業又は事業の方針の決定に対して重要な影響を与えることができ
るものを記入すること。
 また、届出者が特定組合等（法第26条第１項第４号に規定する特定組合等をいう。以下この記入要領において同じ。）である場合
は、その業務執行組合員（同号に規定する業務執行組合員をいう。）の最終親会社等を記入し、最終親会社等を有しない場合には、最
終親会社等以外のものであって、その財務及び営業又は事業の方針の決定に対して重要な影響を与えることができるものを記入するこ
と。届出者が外国の法令に基づいて設立されたファンド（特定組合等を除く。）であって、その業務を執行する構成員を有する場合
は、特定組合等に準じて記入すること。
 「４ 届出者の事業方針等に影響を及ぼすもの」欄中「国有企業等との関係」欄において、届出者の事業方針等に影響を及ぼすもの
と国有企業等（令第３条の２第１項第３号から第６号までに掲げるものをいう。）との資本関係その他の支配関係を記入すること。

 「４ 届出者の事業方針等に影響を及ぼすもの」欄中「届出者との関係」欄及び「５ 受任時に届出者と特別の関係にあるものが保
有等をする同一発行会社の議決権の数量等」欄中「届出者との関係」欄において、必要がある場合には本届出書に資本関係図を添付し
て記載を補足することができる。
 「５ 受任時に届出者と特別の関係にあるものが保有等をする同一発行会社の議決権の数量等」欄については、発行会社が上場会社
等である場合において記入すること。なお、受任時の「数量」及び「議決権比率」の把握が困難な場合は、届出時において判明してい
る「数量」及び「議決権比率」を記入すること。この場合において、同欄中「数量」欄及び「議決権比率」欄については、届出者と特
別の関係にあるもの（届出者を令第２条第28項第１号に規定する株式取得者等とした場合に同項各号に掲げるものに該当することとな
る非居住者である個人又は法人その他の団体（法第26条第１項第２号から第５号までに掲げるものに限る。）をいう。以下この記入要
領において同じ。）が保有する発行会社の実質保有等議決権の数（すなわち、「２ 受任しようとする議決権」欄中「⑴ 数量等」欄
中「受任後の議決権比率」の対象とする議決権）と重複するものがある場合には、当該重複の数を控除した純計によるもの。）及び当
該実質保有等議決権の数の当該発行会社の総議決権に占める割合を記入すること。
 「６ 国の安全等に係る措置」欄には、法第27条第１項第４号に規定する「国の安全等に係る措置」を講ずる場合に、当該措置の具
体的内容を記入すること。この場合において、上記様式の記入欄内に記入することができない場合は、別紙を添付して差し支えない。

 「１ 発行会社」欄中「⑺ 事前届出業種に該当する連結子会社等又は事前届出対象の技術若しくは情報を保有する連結子会社等が
あるときは、当該連結子会社等に関する事項」欄には、事前届出業種に属する事業を営む連結子会社等又は事前届出対象である技術若
しくは情報を保有する法人である連結子会社等を発行会社とした場合に「１ 発行会社」欄中「⑴ 名称」欄から「⑹ 事前届出業種
に該当する理由又は事前届出対象の技術若しくは情報を保有する法人に該当する理由」欄（「⑶ 定款上の事業目的」欄を除く。）に
記入することとなる事項及び発行会社による出資比率を記入すること。

 「２ 受任しようとする議決権」欄中「⑴ 数量等」欄中「受任後の議決権比率」については、発行会社が上場会社等（法第26条第
２項第１号に規定する上場会社等をいう。以下この記入要領において同じ。）である場合において、当該議決権代理行使受任の後にお
ける届出者が保有等をする発行会社の実質保有等議決権（対内直接投資等に関する政令（以下この記入要領において「令」という。）
第２条第４項第２号に規定する実質保有等議決権をいう。以下この記入要領において同じ。）の数の発行会社の総議決権に占める割合
を記入すること。発行会社が上場会社等以外であるときは、届出者が本届出書において届け出る当該議決権代理行使受任の後における
届出者が保有することとなる議決権の総議決権に占める割合を記入すること。
 「⑵ 受任の目的及び内容」欄には、「取締役の選解任を目的とした議決権行使」、「事業譲渡等を目的とした議決権行使」等の受
任の目的を記入すること。また、受任によって得た権限を用いて議決権行使を行おうとする議案については、可能な限り記入するこ
と。ただし、届出時点で、議案が不明な場合にあっては、「不明」と記入して差し支えない。
 「⑶ 受任の時期」欄について、本届出書受理日から６カ月以内の日であって、当該受理日において予定している受任の予定日があ
る場合は当該予定日を記載すること。具体的時期が未定の場合は「予定時期未定」を選択すること。
 「⑷ 株主総会の時期及び種別」欄中「種別」については、「定時株主総会」又は「臨時株主総会」の種別を記入すること。



別紙様式第五
根拠法規： 対 内 直 接 投 資 等

                                       に 関 す る 命 令

年 月 日

（宛先）
財務大臣及び事業所管大臣 殿
 うち、事前届出業種等を所管する大臣

内閣総理大臣（警察庁）
内閣総理大臣（金融庁）
総 務 大臣
厚生労働大臣
農林水産大臣
経済産業大臣
国土交通大臣     殿

（日本銀行経由）

イ 非居住者個人
ロ 外国法人等
ハ イ及びロが直接､間接に議決権の50%以上を保有している会社
ニ 特定組合等
ホ イが役員の過半数を占める本邦法人等
ヘ 外国為替及び外国貿易法第27条第14項の規定により外国投資家とみなされるもの

 共同議決権行使同意取得に関する届出書

届
 
 
出
 
 
者

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名
住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地 国籍・

設立国等職 業 又 は 営 ん で
い る 事 業 の 内 容

資  本  金
（該当がある場合に記載）

ウェブページ のリ ンク
 ▢ あり（リンク：                                      ）
 ▢ なし

届出者となる法的根拠
（該当分に○）

注１：「ハ」に該当する場合、「イ」及び「ロ」の①氏名又は名称、②住所又は主たる事務所の所在
地、③職業又は営んでいる事業の内容を記入（                       ）
注２：「ヘ」に該当する場合、非居住者等の詳細及び外国投資家とみなされる理由を記入
（                                           ）

代
理
人

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名
住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地

事務上の連絡先（担当者氏
名、電話番号及び電子メー
ル ア ド レ ス ）



下記のとおり届出します。

⑵ 本 店 の 所 在 地

⑶ 定 款 上 の 事 業 目 的

⑷ 総 議 決 権 個

⑸ 外 資 比 率 ％

⑹

事前届出業種に該当する
理由又は事前届出対象の
技術若しくは情報を保有
する法人に該当する理由

⑺

事前届出業種に該当する
連結子会社等又は事前届
出対象の技術若しくは情
報を保有する連結子会社
等があるときは、当該連
結子会社等に関する事項

数   量 個
同意取得後の議決権比率 ％（最も多く同意取得する場合）

（同意取得前の比率 ％）

⑵ 同 意 取 得 の 目 的
及 び 内 容

⑶ 同 意 取 得 の 時 期

⑷ 株 主 総 会 の 時 期
及 び 種 別

個

１
 
発
行
会
社

⑴ 名       称 
法人番号：

住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
同 意 数 量

２
 
同
意
取
得
し
よ
う
と
す
る
議
決
権

⑴ 数 量 等

 ▢ ：予定時期（              ）予定（ただし、届出受理日から６カ月以内）
 ▢ ：予定時期未定（届出受理日から６カ月以内）

⑸ 同 意 取 得 の 相 手 方

氏 名 又 は 名 称



⑴ 同 意 取 得 後 の
事 業 計 画

⑵
事前届出業種に該当す
る事業又は事前届出対
象の技術若しくは情報
に係る事業の取扱い

イ あり
ロ なし

個
％

３
 
同
意
取
得
後
の
事
業
計
画
等

⑶

事前届出業種に該当する
事業又は事前届出対象の
技術若しくは情報に係る
事業の譲渡、廃止又は縮
小に関する提案等の可能
性（該当分に○）

① 「あり」の場合、発行会社に対する下記事項の提案の可能性の有無（ある場合には該当分に〇を付
し、それぞれ詳細を記載すること。）

ヘ 期限を付して、発行会社の回答又は行動を求める提案

② 発行会社の取締役会又は重要な意思決定の権限を有する委員会に届出者又は届出者が指定する者が出
席する可能性の有無（ある場合には詳細を記載すること。）
（詳細：                                     ）

イ 発行会社の事前届出業種に該当する事業又は事前届出対象の技術若しくは情報に係る事業の

４
届出者の事業方針等に
影響を及ぼすもの

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名
住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地

国 籍 ・ 設 立 国 等
職 業 又 は 営 ん で い る
事 業 の 内 容

ウェブページのリンク
 ▢ あり（リンク：                                     ）
 ▢ なし

  譲渡・廃止又は縮小の提案
ロ 取締役又は監査役の選任又は解任の提案
ハ 非公開情報の届出者に対する開示の提案（当然にアクセスする予定がある場合を含む。）
ニ 非公開情報の第三者に対する開示の提案

ホ 非公開情報の管理に関する発行会社等の社内規則、取決め、契約その他これらに準ずるものの
変更の提案

国 有 企 業 等 と の 関 係
届 出 者 と の 関 係

（詳細：                                     ）

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名

国 籍 ・ 設 立 国 等
職 業 又 は 営 ん で い る
事 業 の 内 容

５

同意取得時に届出者と特別
の関係にあるものが保有等
をする同一発行会社の議決
権の数量等

住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地

届 出 者 と の 関 係
数 量
議 決 権 比 率

ウェブページのリンク
 ▢ あり（リンク：                                     ）
 ▢ なし



個
％

7

届 出 受 理 年 月 日
及 び 受 理 番 号

同 意 取 得 の 相 手 方
と の 関 係

６

同意取得時に同意取得の相
手方と特別の関係にあるも
のが保有等をする同一発行
会社の議決権の数量等

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名
住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地

国の安全等に係る措置

国 籍 ・ 設 立 国 等
職 業 又 は 営 ん で い る
事 業 の 内 容

ウェブページのリンク
 ▢ あり（リンク：                                     ）
 ▢ なし

数 量
議 決 権 比 率

８ そ の 他 の 事 項



  （記入要領）
１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

 「届出者」欄中「ウェブページのリンク」欄について、営んでいる事業の内容等が記載されたウェブサイトが存在する場合には、当
該ウェブサイトのリンク先URLを記載すること。「４ 届出者の事業方針等に影響を及ぼすもの」欄中「ウェブページのリンク」欄、
「５ 同意取得時に届出者と特別の関係にあるものが保有等をする同一発行会社の議決権の数量等」欄中「ウェブページのリンク」欄
及び「６ 同意取得時に同意取得の相手方と特別の関係にあるものが保有等をする同一発行会社の議決権の数量等」欄中「ウェブペー
ジのリンク」欄についても、同様とする。
 「届出者」欄中「届出者となる法的根拠」が「ハ」に該当する場合、「イ」及び「ロ」の①氏名又は名称、②住所又は主たる事務所
の所在地、③職業又は営んでいる事業の内容、を記入すること。財務及び営業又は事業の方針につき実質的な決定が行われている場所
が住所又は主たる事務所の所在地と異なる場合は、当該場所も併記すること。なお、前回届出時点に届け出た内容から変更がない場合
は、前回届出の受理年月日、受理番号及び前回届出時点から変更がないため記載を省略する旨を記載することで記入を省略することが
できる。
 「届出者」欄中「事務上の連絡先（担当者氏名、電話番号及び電子メールアドレス）」欄について、電子メールアドレスがない場合
には、電子メールアドレスの箇所に「該当なし」と記入すること。

 届出者が、外国為替及び外国貿易法（以下この記入要領において「法」という。）第27条の２第１項の規定により、法第27条第１項
の規定による届出をせずに行うことができる対内直接投資等については、本届出書で届け出ることはできない。
 本届出書は、財務大臣及び事業所管大臣を宛先とし、発行会社及び発行会社の子会社（会社法第２条第３号に規定する子会社をい
い、外国の法令に基づいて設立された法人その他の団体及び外国に主たる事務所を有する法人その他の団体を除く。）又は対内直接投
資等に関する命令第３条第５項に規定する他の会社（以下この記入要領において「連結子会社等」という。）が営む事前届出業種（対
内直接投資等に関する命令第３条第４項の規定に基づき財務大臣及び事業所管大臣が定める業種を定める件（告示）別表第１及び別表
第２に掲げる業種又は別表第１から別表第３までのいずれにも掲げられていない業種に該当するものをいう。以下この記入要領におい
て同じ。）に属する事業を所管する各事業所管大臣又は発行会社若しくは連結子会社等のうち事前届出対象である技術若しくは情報
（対内直接投資等に関する命令第３条第２項及び第６項、第３条の２第４項、第４条第３項並びに第４条の３第３項の規定に基づき、
財務大臣及び事業所管大臣が定める技術又は情報を定める件（告示）に規定する技術又は情報をいう。以下この記入要領において同
じ。）を保有する法人が営む事業（当該技術又は情報に関連するものに限る。）を所管する各事業所管大臣を選択すること。
 「届出者」欄中「氏名又は名称及び代表者の氏名」欄には、日本語表記（正式な日本語表記がない場合はふりがな）と英語表記（正
式な英語表記がない場合は省略）を併記すること。
 「届出者」欄中「住所又は主たる事務所の所在地」欄には、国又は地域名も記入すること。財務及び営業又は事業の方針につき実質
的な決定が行われている場所が住所又は主たる事務所の所在地と異なる場合は、当該場所も併記すること。「４ 届出者の事業方針等
に影響を及ぼすもの」欄中「住所又は主たる事務所の所在地」欄についても、同様とする。
 「届出者」欄中「国籍・設立国等」欄には、届出者が非居住者個人である場合は当該個人の国籍又はこれに類する地域を記載し、届
出者が法人その他の団体である場合は当該法人その他の団体の設立準拠法を管轄する国又は地域を記載すること。「４ 届出者の事業
方針等に影響を及ぼすもの」欄中「国籍・設立国等」欄、「５ 同意取得時に届出者と特別の関係にあるものが保有等をする同一発行
会社の議決権の数量等」欄中「国籍・設立国等」欄及び「６ 同意取得時に同意取得の相手方と特別の関係にあるものが保有等をする
同一発行会社の議決権の数量等」欄中「国籍・設立国等」欄についても、同様とする。

 「１ 発行会社」欄中「⑴ 名称」欄には名称とともに「発行会社」の法人番号（行政手続における特定の個人を識別するための番
号の利用等に関する法律第２条第16項に規定する法人番号をいう。）を記入すること（設立準備中等であって法人番号が不明な場合
は、理由とともに不明である旨を記載すること。）。
 「⑷ 総議決権」欄には、発行会社の総株主の議決権の数が分からない場合には、直近に提出された有価証券届出書（金融商品取引
法第２条第７項に規定する有価証券届出書をいう。以下この記入要領において同じ。）、有価証券報告書（同法第24条第１項に規定す
る有価証券報告書をいう。以下この記入要領において同じ。）又は半期報告書（同法第24条の５第１項に規定する半期報告書をいう。
以下この記入要領において同じ。）に記載された総株主の議決権の数を用いて差し支えない。なお、発行会社の総株主の議決権が分か
らず、また、発行会社が有価証券届出書、有価証券報告書又は半期報告書を提出していない場合にあっては、「不明」と記入して差し
支えない。「２ 同意取得しようとする議決権」欄中「⑴ 数量等」欄中「同意取得後の議決権比率」、「５ 同意取得時に届出者と
特別の関係にあるものが保有等をする同一発行会社の議決権の数量等」欄中「議決権比率」及び「６ 同意取得時に同意取得の相手方
と特別の関係にあるものが保有等をする同一発行会社の議決権の数量等」欄中「議決権比率」の算定に当たって、発行会社の総株主の
議決権の数が分からない場合も、同様とする。
 「１ 発行会社」欄中「⑸ 外資比率」欄には、外国投資家（法第26条第１項に規定する外国投資家をいう。）が所有する発行会社
の株式の数の発行会社の発行済み株式の総数に占める割合を記入すること。発行会社の外資比率がわからない場合には、直近に提出さ
れた有価証券届出書又は有価証券報告書に記載された外国法人等の所有株式数の割合を用いて差し支えない。
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 「１ 発行会社」欄中「⑹ 事前届出業種に該当する理由又は事前届出対象の技術若しくは情報を保有する法人に該当する理由」欄
には、発行会社の営む事前届出業種又は発行会社が保有する事前届出対象である技術若しくは情報を記入すること。事前届出業種が対
内直接投資等に関する命令第３条の２第３項の規定に基づき、財務大臣及び事業所管大臣が定める業種を定める件（告示）に掲げる業
種に該当する場合は、その旨明記し同告示の該当する条項を明記すること。発行会社の営む事前届出業種又は発行会社が保有する事前
届出対象である技術若しくは情報の内容を補足するため、当該事前届出業種に属する事業又は当該技術若しくは情報に係る事業の詳細
を記入しても差し支えない。なお、発行会社の該当業種又は保有する技術若しくは情報に不明な点がある場合は、その旨を記入するこ
と。
 「１ 発行会社」欄中「⑺ 事前届出業種に該当する連結子会社等又は事前届出対象の技術若しくは情報を保有する連結子会社等が
あるときは、当該連結子会社等に関する事項」欄には、事前届出業種に属する事業を営む連結子会社等又は事前届出対象である技術若
しくは情報を保有する法人である連結子会社等を発行会社とした場合に「１ 発行会社」欄中「⑴ 名称」欄から「⑹ 事前届出業種
に該当する理由又は事前届出対象の技術若しくは情報を保有する法人に該当する理由」欄（「⑶ 定款上の事業目的」欄を除く。）に
記入することとなる事項及び発行会社による出資比率を記入すること。
 「２ 同意取得しようとする議決権」欄中「⑴ 数量等」欄中「同意取得後の議決権比率」については、届出者が保有する発行会社
の実質保有等議決権（対内直接投資等に関する政令（以下この記入要領において「令」という。）第２条第４項第２号に規定する実質
保有等議決権をいう。以下この記入要領において同じ。）の数と当該共同議決権行使同意取得に係る議決権の数とを合計した議決権の
数の総議決権に占める割合を記入すること。
 「⑵ 同意取得の目的及び内容」欄には、「取締役の選解任を目的とした議決権行使」、「事業譲渡等を目的とした議決権行使」、
「その他経営の関与を目的とした議決権行使」等の同意取得の目的を記入すること。また、同意に基づき、共同で議決権を行使しよう
とする議案については、可能な限り記入すること。ただし、届出時点で、議案が不明な場合にあっては、「不明」と記入して差し支え
ない。
 「⑶ 同意取得の時期」欄について、本届出書受理日から６カ月以内の日であって、当該受理日において予定している同意取得の予
定日がある場合は当該予定日を記載すること。なお、具体的時期が未定の場合は「予定時期未定」を選択すること。
 「⑷ 株主総会の時期及び種別」欄中「種別」については、「定時株主総会」又は「臨時株主総会」の種別を記入すること。
 「⑸ 同意取得の相手方」欄は、届出者が相対による方法により同意取得をしようとする場合において記入すること。

 「３ 同意取得後の事業計画等」欄中「⑴ 同意取得後の事業計画」欄には、同意取得後に発行会社の事業計画に影響を与えること
を予定している場合、当該内容を記入すること。「⑵ 事前届出業種に該当する事業又は事前届出対象の技術若しくは情報に係る事業
の取扱い」欄には、同意取得後の事前届出業種に該当する事業又は事前届出対象の技術若しくは情報に係る事業の取扱いに関する事項
を記入すること。
 「４ 届出者の事業方針等に影響を及ぼすもの」欄には、届出者が最終親会社等（租税特別措置法第66条の４の４第４項第５号に規
定する最終親会社等をいう。以下この記入要領において同じ。）を有する場合は、当該最終親会社等を記入し、最終親会社等を有しな
い場合には、最終親会社等以外のものであって、届出者の財務及び営業又は事業の方針の決定に対して重要な影響を与えることができ
るものを記入すること。
 また、届出者が特定組合等（法第26条第１項第４号に規定する特定組合等をいう。以下この記入要領において同じ。）である場合
は、その業務執行組合員（同号に規定する業務執行組合員をいう。）の最終親会社等を記入し、最終親会社等を有しない場合には、最
終親会社等以外のものであって、その財務及び営業又は事業の方針の決定に対して重要な影響を与えることができるものを記入するこ
と。届出者が外国の法令に基づいて設立されたファンド（特定組合等を除く。）であって、その業務を執行する構成員を有する場合
は、特定組合等に準じて記入すること。
 「４ 届出者の事業方針等に影響を及ぼすもの」欄中「国有企業等との関係」欄において、届出者の事業方針等に影響を及ぼすもの
と国有企業等（令第３条の２第１項第３号から第６号までに掲げるものをいう。）との資本関係その他の支配関係を記入すること。
 「４ 届出者の事業方針等に影響を及ぼすもの」欄中「届出者との関係」欄、「５ 同意取得時に届出者と特別の関係にあるものが
保有等をする同一発行会社の議決権の数量等」欄中「届出者との関係」欄及び「６ 同意取得時に同意取得の相手方と特別の関係にあ
るものが保有等をする同一発行会社の議決権の数量等」欄中「同意取得の相手方との関係」において、必要がある場合には本届出書に
資本関係図を添付して記載を補足することができる。
 「５ 同意取得時に届出者と特別の関係にあるものが保有等をする同一発行会社の議決権の数量等」欄中「数量」欄及び「議決権比
率」欄については、届出者と特別の関係にあるもの（届出者を令第２条第28項第１号に規定する株式取得者等とした場合に同項各号に
掲げるものに該当することとなる非居住者である個人又は法人その他の団体（法第26条第１項第２号から第５号までに掲げるものに限
る。）をいう。以下この記入要領において同じ。）が保有する発行会社の実質保有等議決権の数（議決権のうち届出者が保有する実質
保有等議決権及び当該共同議決権行使同意取得に係る議決権（すなわち、「２ 同意取得しようとする議決権」欄中「⑴ 数量等」欄
中「同意取得後の議決権比率」の対象とする議決権）と重複するものがある場合には、当該重複の数を控除した純計によるもの。）及
び当該実質保有等議決権の数の当該発行会社の総議決権に占める割合を記入すること。なお、同意取得時の「数量」及び「議決権比
率」の把握が困難な場合は、届出時において判明している「数量」及び「議決権比率」を記入すること。
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  （日本産業規格Ａ４）

 上記様式に記入することができない場合は、日本産業規格Ａ４の用紙により上記事項の順序に従って記入するか、別紙を添付して差
し支えない。別紙を添付する場合は、各別紙の右上に「別紙」と明記し、通し番号を付すこと。

 「６ 同意取得時に同意取得の相手方と特別の関係にあるものが保有等をする同一発行会社の議決権の数量等」欄中「数量」欄及び
「議決権比率」欄については、同意取得の相手方と特別の関係にあるもの（同意取得の相手方を令第２条第28項第１号に規定する株式
取得者等とした場合に同項第１号から第17号まで、第20号及び第21号に掲げるものに該当することとなる非居住者である個人又は法人
その他の団体（法第26条第１項第２号から第５号までに掲げるものに限る。）をいう。）が保有する発行会社の実質保有等議決権の数
（議決権のうち届出者が保有する実質保有等議決権、当該共同議決権行使同意取得に係る議決権及び届出者と特別の関係にあるものが
保有する実質保有等議決権（すなわち、「２ 同意取得しようとする議決権」欄中「⑴ 数量等」欄中「同意取得後の議決権比率」及
び「５ 同意取得時に届出者と特別の関係にあるものが保有等をする同一発行会社の議決権の数量等」欄中「議決権比率」の対象とす
る議決権）と重複するものがある場合には、当該重複の数を控除した純計によるもの。）及び当該実質保有等議決権の数の当該発行会
社の総議決権に占める割合を記入すること。
 「７ 国の安全等に係る措置」欄には、法第27条第１項第４号に規定する「国の安全等に係る措置」を講ずる場合に、当該措置の具
体的内容を記入すること。この場合において、上記様式の記入欄内に記入することができない場合は、別紙を添付して差し支えない。



別紙様式第六
根拠法規： 対 内 直 接 投 資 等

                                       に 関 す る 命 令

年 月 日

（宛先）
財務大臣及び事業所管大臣 殿
 うち、事前届出業種等を所管する大臣

内閣総理大臣（警察庁）
内閣総理大臣（金融庁）
総 務 大臣
厚生労働大臣
農林水産大臣
経済産業大臣
国土交通大臣     殿

（日本銀行経由）

イ 非居住者個人
ロ 外国法人等
ハ イ及びロが直接､間接に議決権の50%以上を保有している会社
ニ 特定組合等
ホ イが役員の過半数を占める本邦法人等
ヘ 外国為替及び外国貿易法第27条第14項の規定により外国投資家とみなされるもの

住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地

会社の事業目的の変更の同意に関する届出書

届
 
 
出
 
 
者

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名
住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地 国籍・

設立国等
 

職 業 又 は 営 ん で
い る 事 業 の 内 容

資  本  金
（該当がある場合に記載）

ウェブページのリンク
 ▢ あり（リンク：                                      ）
 ▢ なし

届出者となる法的根拠
（該当分に○）

注１：「ハ」に該当する場合、「イ」及び「ロ」の①氏名又は名称、②住所又は主たる事務所
の所在地、③職業又は営んでいる事業の内容を記入（                  ）
注２：「ヘ」に該当する場合、非居住者の詳細及び外国投資家とみなされる理由を記入
（                                         ）

代
理
人

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名

事 務 上 の 連 絡 先
（担当者氏名、電話番号及び
電 子 メ ー ル ア ド レ ス ）



下記のとおり届出します。

⑵ 本 店 の 所 在 地

⑶ 資 本 金 円（議決権の総数 個）

⑹
届出者が行った発行会社
に係るこれまでの届出の
受理年月日及び受理番号

数     量 個
（届出時 個）
議決権の総数に占める割合 ％
（届出時 ％）

⑵
同 意 に 伴 う 経 営
関 与 の 方 法

⑷

事前届出業種に該当する
理由又は事前届出対象の
技術若しくは情報を保有
する法人に該当する理由

4 同 意 の 時 期
 ▢ ：予定時期（              ）予定（ただし、届出受理日から6カ月以内）
 ▢ ：予定時期未定（届出受理日から6カ月以内）

名       称 
法人番号：

⑸

事前届出業種に該当する
連結子会社等又は事前届
出対象の技術若しくは情
報を保有する連結子会社
等があるときは、当該連
結子会社等に関する事項

2
行使する発行会社の
議決権の数量等

（届出時と同意時で議決権の数量等が異なる場合は異なる理由：             ）

１
 
発
行
会
社

⑴

3 同 意 の 内 容

変 更 前 変 更 後

５
 
同
意
目
的
等

⑴ 同 意 目 的

⑶ 同 意 後 の 事 業 計 画

⑷

事前届出業種に該当する
事業又は事前届出対象の
技術若しくは情報に係る
事業の取扱い



イ あり
ロ なし

議決権 個
％

８

届 出 受 理 年 月 日
及 び 受 理 番 号

国 有 企 業 等 と の 関 係

⑸

事前届出業種に該当する
事業又は事前届出対象の
技術若しくは情報に係る
事業に関する提案等の可
能性（該当分に○）

「あり」の場合、発行会社に対する下記事項の提案の可能性の有無（ある場合には該当分に〇を付
し、それぞれ詳細を記載すること。）

イ 非公開情報の届出者に対する開示の提案（当然にアクセスする予定がある場合を含む。）

ロ 非公開情報の第三者に対する開示の提案
ハ 非公開情報の管理に関する発行会社等の社内規則、取決め、契約その他これらに準ずるも
のの変更の提案

（詳細：                                    ）

届 出 者 と の 関 係

７
同意時に届出者と特別の関係
にあるものが保有等をする同
一発行会社の議決権の数量等

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名
住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地

届 出 者 と の 関 係

６ 届 出 者 の 事 業 方 針 等 に
影 響 を 及 ぼ す も の

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名
住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
国 籍 ・ 設 立 国 等

資 本 金

職 業 又 は 営 ん で
い る 事 業 の 内 容

ウェブページのリンク  ▢ あり（リンク：                                   ）
 ▢ なし

数 量
議 決 権 比 率

国 の 安 全 等 に 係 る 措 置

国 籍 ・ 設 立 国 等
職 業 又 は 営 ん で い る
事 業 の 内 容

ウェブページのリンク
 ▢ あり（リンク：                                   ）
 ▢ なし

９ そ の 他 の 事 項
 ▢ 届出者が発行会社の株式又は持分のすべてを所有している。



  （記入要領）
１

２

３

４

５

６

７

８

９

 「届出者」欄中「届出者となる法的根拠」が「ハ」に該当する場合、「イ」及び「ロ」の①氏名又は名称、②住所又は主たる事
務所の所在地、③職業又は営んでいる事業の内容、を記入すること。財務及び営業又は事業の方針につき実質的な決定が行われて
いる場所が住所又は主たる事務所の所在地と異なる場合は、当該場所も併記すること。なお、前回届出時点に届け出た内容から変
更がない場合は、前回届出の受理年月日、受理番号及び前回届出時点から変更がないため記載を省略する旨を記載することで記入
を省略することができる。
 「届出者」欄中「事務上の連絡先（担当者氏名、電話番号及び電子メールアドレス）」欄について、電子メールアドレスがない
場合には、電子メールアドレスの箇所に「該当なし」と記入すること。
 「１ 発行会社」欄中「⑴ 名称」欄には名称とともに「発行会社」の法人番号（行政手続における特定の個人を識別するため
の番号の利用等に関する法律第２条第16項に規定する法人番号をいう。）を記入すること（設立準備中等であって法人番号が不明
な場合は、理由とともに不明である旨を記載すること。）。
 「⑷ 事前届出業種に該当する理由又は事前届出対象の技術若しくは情報を保有する法人に該当する理由」欄には、発行会社の
営む事前届出業種又は発行会社が保有する事前届出対象である技術若しくは情報を記入すること。事前届出業種が対内直接投資等
に関する命令第３条の２第３項の規定に基づき、財務大臣及び事業所管大臣が定める業種を定める件（告示）に掲げる業種に該当
する場合は、その旨明記し同告示の該当する条項を明記すること。発行会社の営む事前届出業種又は発行会社が保有する事前届出
対象である技術若しくは情報の内容を補足するため、当該事前届出業種に属する事業又は当該技術若しくは情報に係る事業の詳細
を記入しても差し支えない。なお、発行会社の該当業種又は保有する技術若しくは情報に不明な点がある場合は、その旨を記入す
ること。

 本届出書は、財務大臣及び事業所管大臣を宛先とし、発行会社及び発行会社の子会社（会社法第２条第３号に規定する子会社を
いい、外国の法令に基づいて設立された法人その他の団体及び外国に主たる事務所を有する法人その他の団体を除く。）又は対内
直接投資等に関する命令第３条第５項に規定する他の会社（以下この記入要領において「連結子会社等」という。）が営む事前届
出業種（対内直接投資等に関する命令第３条第４項の規定に基づき財務大臣及び事業所管大臣が定める業種を定める件（告示）別
表第１及び別表第２に掲げる業種又は別表第１から別表第３までのいずれにも掲げられていない業種に該当するものをいう。以下
この記入要領において同じ。）に属する事業を所管する各事業所管大臣又は発行会社若しくは連結子会社等のうち事前届出対象で
ある技術若しくは情報（対内直接投資等に関する命令第３条第２項及び第６項、第３条の２第４項、第４条第３項並びに第４条の
３第３項の規定に基づき、財務大臣及び事業所管大臣が定める技術又は情報を定める件（告示）に規定する技術又は情報をいう。
以下この記入要領において同じ。）を保有する法人が営む事業（当該技術又は情報に関連するものに限る。）を所管する各事業所
管大臣を選択すること。
 「届出者」欄中「氏名又は名称及び代表者の氏名」欄には、日本語表記（正式な日本語表記がない場合はふりがな）と英語表記
（正式な英語表記がない場合は省略）を併記すること。
 「届出者」欄中「住所又は主たる事務所の所在地」欄には、国又は地域名も記入すること。財務及び営業又は事業の方針につき
実質的な決定が行われている場所が住所又は主たる事務所の所在地と異なる場合は、当該場所も併記すること。「６ 届出者の事
業方針等に影響を及ぼすもの」欄中「住所又は主たる事務所の所在地」欄についても、同様とする。
 「届出者」欄中「国籍・設立国等」欄には、届出者が非居住者個人である場合は当該個人の国籍又はこれに類する地域を記載
し、届出者が法人その他の団体である場合は当該法人その他の団体の設立準拠法を管轄する国又は地域を記載すること。「６ 届
出者の事業方針等に影響を及ぼすもの」欄中「国籍・設立国等」欄及び「７ 同意時に届出者と特別の関係にあるものが保有等を
する同一発行会社の議決権の数量等」欄中「国籍・設立国等」欄についても、同様とする。
 「届出者」欄中「ウェブページのリンク」欄について、営んでいる事業の内容等が記載されたウェブサイトが存在する場合に
は、当該ウェブサイトのリンク先URLを記載すること。「６ 届出者の事業方針等に影響を及ぼすもの」欄中「ウェブページのリ
ンク」欄及び「７ 同意時に届出者と特別の関係にあるものが保有等をする同一発行会社の議決権の数量等」欄中「ウェブページ
のリンク」欄についても、同様とする。

 「１ 発行会社」欄中「⑸ 事前届出業種に該当する連結子会社等又は事前届出対象の技術若しくは情報を保有する連結子会社
等があるときは、当該連結子会社等に関する事項」欄には、事前届出業種に属する事業を営む連結子会社等又は事前届出対象であ
る技術若しくは情報を保有する法人である連結子会社等を発行会社とした場合に「１ 発行会社」欄中「⑴ 名称」欄から「⑷
事前届出業種に該当する理由又は事前届出対象の技術若しくは情報を保有する法人に該当する理由」欄に記入することとなる事項
及び発行会社による出資比率を記入すること。「１ 発行会社」欄中「⑹ 届出者が行った発行会社に係るこれまでの届出の受理
年月日及び受理番号」欄について、届出書の受理年月日及び受理番号が不明な場合には、理由とともに不明である旨を記載するこ
と。



10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

  （日本産業規格Ａ４）

 「２ 行使する発行会社の議決権の数量等」欄において、本届出の対象となる同意時点において行使する発行会社の議決権の数
量及び議決権の総数に占める割合を記載すること。本届出書受理日において確定していない場合には、その見込まれる最大の値を
記載することができる。その場合、記入した値の後ろに「（最大）」と記載すること。また、本届出書受理日において届出者が保
有する発行会社の実質保有等議決権（対内直接投資等に関する政令（以下この記入要領において「令」という。）第２条第４項第
２号に規定する実質保有等議決権をいう。以下この記入要領において同じ。）の数及び当該実質保有等議決権の数の発行会社の総
議決権に占める割合を併記すること。本届出書受理日において届出者が保有する発行会社の実質保有等議決権の数及び当該実質保
有等議決権の数の発行会社の総議決権に占める割合と本届出の対象となる同意時点において行使する発行会社の議決権の数量及び
議決権の総数に占める割合が異なる場合には異なる理由を記載すること。
 「３ 同意の内容」欄中「変更前」欄には、現行定款上の事業目的を、「変更後」欄には、変更後の定款案を記入するととも
に、変更箇所に下線を付すこと。
 「４ 同意の時期」欄について、本届出書受理日から６カ月以内の日であって、当該受理日において予定している同意の時期が
ある場合は当該予定日を記載すること。具体的時期が未定の場合は「予定時期未定」を選択すること。
 「５ 同意目的等」欄中「⑴ 同意目的」欄には、「経営関与」等の同意の目的を記入すること。「⑵ 同意に伴う経営関与の
方法」欄には、「取締役の選解任」、「株主総会における株主提案」、「経営支配に関する契約の締結」等の経営関与の方法を記
入すること。「⑶ 同意後の事業計画」欄には、同意後に発行会社の事業計画に影響を与えることを予定している場合、当該内容
を記入すること。「⑷ 事前届出業種に該当する事業又は事前届出対象の技術若しくは情報に係る事業の取扱い」欄には、同意後
の事前届出業種に該当する事業又は事前届出対象である技術若しくは情報に係る事業の取扱いに関する事項を記入すること。な
お、⑵から⑷までの欄は、「資産運用」及び「関係会社の設立又は資金調達の支援」の場合は記入を要しない。
 「６ 届出者の事業方針等に影響を及ぼすもの」欄には、届出者が最終親会社等（租税特別措置法第66条の４の４第４項第５号
に規定する最終親会社等をいう。以下この記入要領において同じ。）を有する場合は、当該最終親会社等を記入し、最終親会社等
を有しない場合には、最終親会社等以外のものであって、届出者の財務及び営業又は事業の方針の決定に対して重要な影響を与え
ることができるものを記入すること。
 また、届出者が特定組合等（外国為替及び外国貿易法（以下この記入要領において「法」という。）第26条第１項第４号に規定
する特定組合等をいう。以下この記入要領において同じ。）である場合は、その業務執行組合員（同号に規定する業務執行組合員
をいう。）の最終親会社等を記入し、最終親会社等を有しない場合には、最終親会社等以外のものであって、その財務及び営業又
は事業の方針の決定に対して重要な影響を与えることができるものを記入すること。届出者が外国の法令に基づいて設立された
ファンド（特定組合等を除く。）であって、その業務を執行する構成員を有する場合は、特定組合等に準じて記入すること。
 「６ 届出者の事業方針等に影響を及ぼすもの」欄中「国有企業等との関係」欄において、届出者の事業方針等に影響を及ぼす
ものと国有企業等（令第３条の２第１項第３号から第６号までに掲げるものをいう。）との資本関係その他の支配関係を記入する
こと。
 「６ 届出者の事業方針等に影響を及ぼすもの」欄中「届出者との関係」欄及び「７ 同意時に届出者と特別の関係にあるもの
が保有等をする同一発行会社の議決権の数量等」欄中「届出者との関係」欄において、必要がある場合には本届出書に資本関係図
を添付して記載を補足することができる。
 「７ 同意時に届出者と特別の関係にあるものが保有等をする同一発行会社の議決権の数量等」欄中「数量」欄及び「議決権比
率」欄については、届出者と特別の関係にあるもの（令第２条第28項第１号に規定する株式取得者等とした場合に同項各号に掲げ
るものに該当することとなる非居住者である個人又は法人その他の団体（法第26条第１項第２号から第５号までに掲げるものに限
る。）をいう。以下この記入要領において同じ。）が保有する発行会社の実質保有等議決権の数（議決権のうち届出者が保有する
発行会社の実質保有等議決権と重複するものがある場合には、当該重複の数を控除した純計によるもの。）及び当該実質保有等議
決権の数の当該発行会社の総議決権に占める割合を記入すること。なお、同意時の「数量」及び「議決権比率」の把握が困難な場
合は、届出時において判明している「数量」及び「議決権比率」を記入すること。
 「８ 国の安全等に係る措置」欄には、法第27条第１項第４号に規定する「国の安全等に係る措置」を講ずる場合に、当該措置
の具体的内容を記入すること。この場合において、上記様式の記入欄内に記入することができない場合は、別紙を添付して差し支
えない。
 「９ その他の事項」欄中、届出者が発行会社の株式又は持分のすべてを所有している場合には、「届出者が発行会社の株式又
は持分のすべてを所有している。」欄に印を付けること。
 上記様式に記入することができない場合は、日本産業規格Ａ４の用紙により上記事項の順序に従って記入するか、別紙を添付し
て差し支えない。別紙を添付する場合は、各別紙の右上に「別紙」と明記し、通し番号を付すこと。
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別紙様式第七
根拠法規： 対 内 直 接 投 資 等

                                       に 関 す る 命 令

年 月 日

（宛先）
財務大臣及び事業所管大臣 殿
 うち、事前届出業種等を所管する大臣

内閣総理大臣（警察庁）
内閣総理大臣（金融庁）
総 務 大臣
厚生労働大臣
農林水産大臣
経済産業大臣
国土交通大臣     殿

（日本銀行経由）

イ 非居住者個人
ロ 外国法人等   
ハ イ及びロが直接､間接に議決権の50%以上を保有している会社   
ニ 特定組合等
ホ イが役員の過半数を占める本邦法人等   
ヘ 外国為替及び外国貿易法第27条第14項の規定により外国投資家とみなされるもの

住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地

対内直接投資等に関する政
令第３条の２第１項各号へ
の該当性

▢ 第１号  ▢ 第２号  ▢ 第３号  ▢ 第４号  ▢ 第５号  ▢ 第６号
▢ 上記のいずれにも該当しない
該当がある場合はその詳細（                                  ）

対内直接投資等に関する命
令第３条の２第５項各号へ
の該当性

▢ 第１号  ▢ 第２号  ▢ 第３号
▢ 上記のいずれにも該当しない
該当がある場合はその詳細（                                  ）

代
理
人

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名

事 務 上 の 連 絡 先
（担当者氏名、電話番号及び
電 子 メ ー ル ア ド レ ス ）

取締役又は監査役の選任に係る議案に関して行う同意に関する届出書

届
 
 
出
 
 
者

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名
住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地

国籍・設立国等
職 業 又 は 営 ん で
い る 事 業 の 内 容

資  本  金
（該当がある場合に記載）

ウェブページのリンク
 ▢ あり（リンク：                                            ）
 ▢ なし

届出者となる法的根拠
（該当分に○）

注１：「ハ」に該当する場合、「イ」及び「ロ」の①氏名又は名称、②住所又は主たる事務所の所在地、
③職業又は営んでいる事業の内容を記入（                             ）
注２：「ヘ」に該当する場合、非居住者等の詳細及び外国投資家とみなされる理由を記入
（                                               ）



下記のとおり届出します。

⑵ 本 店 の 所 在 地
⑶ 定 款 上 の 事 業 目 的

⑸

事前届出業種に該当する
理由又は事前届出対象の
技術若しくは情報を保有
する法人に該当する理由

⑹

事前届出業種に該当する
連結子会社等又は事前届
出対象の技術若しくは情
報を保有する連結子会社
等があるときは、当該連
結子会社等に関する事項

⑺
届出者が行った発行会社
に係るこれまでの届出の
受理年月日及び受理番号

数  量 個
（届出時 個）
議決権の総数に占める割合 ％
（届出時 ％）

（届出時と同意時で議決権の数量等が異なる場合は異なる理由：                    ）

イ 取締役
ロ 監査役
イ 自ら又は他のものを通じて株主総会に提出した議案に係る同意
ロ イ以外の議案に係る同意

⑷ 候 補 者 の 任 期
⑸ 候 補 者 の 経 歴 及 び 現 職
⑹ 届 出 者 と 候 補 者 の 関 係

⑺
候補者の選任に係る議案
に同意する目的

イ あり

ロ なし
 ▢ 事業方針その他事業の運営への関与
 ▢ 非公開の技術情報の取得
 ▢ 事業の一部又は全部の譲渡又は廃止への関与
 ▢ 合併、廃業又は会社の解散への関与
 ▢ 取締役会又は重要な意思決定の権限を有する委員会への出席
 ▢ 期限を付して、発行会社の回答若しくは行動を要求すること
 ▢ 関与なし
 ▢ その他（                                       ）

２ 行 使 す る 発 行 会 社 の
議 決 権 の 数 量 等

３ 同 意 の 時 期
 ▢ ：予定時期（              ）予定（ただし、届出受理日から６カ月以内）
 ▢ ：予定時期未定（届出受理日から６カ月以内）

（                                           ）⑻

本届出書において届け出
る同意に関する届出者と
発行会社の間の連絡状況
の有無

４
 
同
意
目
的
等

⑴ 取 締 役 又 は 監 査 役 の 別

⑵
自己提案又は他者提案の
別

⑶
候補者の氏名、住所及び
国籍等

⑼

事前届出業種に属する事
業又は事前届出対象の技
術若しくは情報に係る事
業への関与方針
※複数該当する場合はすべてに
チェック

上記についての具体的内容
（                                             ）

（ 選任に対する発行会社の賛否   イ 賛成  ロ 反対 ）

１
 
発
行
会
社

⑴ 名       称 
法人番号：

⑷ 資 本 金 円（議決権の総数 個）



議決権 個
％

イ あり

ロ なし

８

届 出 受 理 年 月 日
及 び 受 理 番 号

７
事前届出免除制度による発行
会社の株式等の取得の有無
（該当分に○）

(         )

国 の 安 全 等 に 係 る 措 置

９ そ の 他 の 事 項
 ▢ 届出者が発行会社の株式又は持分のすべてを所有している。

６

同意時に届出者と特別の
関係にあるものが保有等
をする同一発行会社の議
決 権 の 数 量 等

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名
住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地

国 籍 ・ 設 立 国 等
職 業 又 は 営 ん で い る
事 業 の 内 容

ウ ェ ブ ペ ー ジ の リ ン ク
 ▢ あり（リンク：                                      ）
 ▢ なし

届 出 者 と の 関 係
数 量
議 決 権 比 率

５ 届出者の事業方針等に影
響 を 及 ぼ す も の

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名
住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地

国 籍 ・ 設 立 国 等
職 業 又 は 営 ん で い る
事 業 の 内 容

ウ ェ ブ ペ ー ジ の リ ン ク
 ▢ あり（リンク：                                      ）
 ▢ なし

国 有 企 業 等 と の 関 係
届 出 者 と の 関 係



  （記入要領）
１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

11

 「１ 発行会社」欄中「⑹ 事前届出業種に該当する連結子会社等又は事前届出対象の技術若しくは情報を保有する連結子会社等があるときは、
当該連結子会社等に関する事項」欄には、事前届出業種に属する事業を営む連結子会社等又は事前届出対象である技術若しくは情報を保有する法人
である連結子会社等を発行会社とした場合に「１ 発行会社」欄中「⑴ 名称」欄から「⑸ 事前届出業種に該当する理由又は事前届出対象の技術
若しくは情報を保有する法人に該当する理由」欄（「⑶ 定款上の事業目的」欄を除く。）に記入することとなる事項及び発行会社による出資比率
を記入すること。
 「２ 行使する発行会社の議決権の数量等」欄において、本届出の対象となる同意時点において行使する発行会社の議決権の数量及び議決権の総
数に占める割合を記載すること。本届出書受理日において確定していない場合には、その見込まれる最大の値を記載することができる。その場合、
記入した値の後ろに「（最大）」と記載すること。また、本届出書受理日において届出者が保有する発行会社の実質保有等議決権（対内直接投資等
に関する政令（以下この記入要領において「令」という。）第２条第４項第２号に規定する実質保有等議決権をいう。以下この記入要領において同
じ。）の数及び当該実質保有等議決権の数の発行会社の総議決権に占める割合を併記すること。本届出書受理日において届出者が保有する発行会社
の実質保有等議決権の数及び当該実質保有等議決権の数の発行会社の総議決権に占める割合と本届出の対象となる同意時点において行使する発行会
社の議決権の数量及び議決権の総数に占める割合が異なる場合には異なる理由を記載すること。
 「３ 同意の時期」欄について、本届出書受理日から６カ月以内の日であって、当該受理日において予定している同意の予定日がある場合は当該
予定日を記載すること。具体的時期が未定の場合は「予定時期未定」を選択すること。

 本届出書は、財務大臣及び事業所管大臣を宛先とし、発行会社及び発行会社の子会社（会社法第２条第３号に規定する子会社をいい、外国の法令
に基づいて設立された法人その他の団体及び外国に主たる事務所を有する法人その他の団体を除く。）又は対内直接投資等に関する命令第３条第５
項に規定する他の会社（以下この記入要領において「連結子会社等」という。）が営む事前届出業種（対内直接投資等に関する命令第３条第４項の
規定に基づき財務大臣及び事業所管大臣が定める業種を定める件（告示）別表第１及び別表第２に掲げる業種又は別表第１から別表第３までのいず
れにも掲げられていない業種に該当するものをいう。以下この記入要領において同じ。）に属する事業を所管する各事業所管大臣又は発行会社若し
くは連結子会社等のうち事前届出対象である技術若しくは情報（対内直接投資等に関する命令第３条第２項及び第６項、第３条の２第４項、第４条
第３項並びに第４条の３第３項の規定に基づき、財務大臣及び事業所管大臣が定める技術又は情報を定める件（告示）に規定する技術又は情報をい
う。以下この記入要領において同じ。）を保有する法人が営む事業（当該技術又は情報に関連するものに限る。）を所管する各事業所管大臣を選択
すること。
 「届出者」欄中「氏名又は名称及び代表者の氏名」欄には、日本語表記（正式な日本語表記がない場合はふりがな）と英語表記（正式な英語表記
がない場合は省略）を併記すること。
 「届出者」欄中「住所又は主たる事務所の所在地」欄には、国又は地域名も記入すること。財務及び営業又は事業の方針につき実質的な決定が行
われている場所が住所又は主たる事務所の所在地と異なる場合は、当該場所も併記すること。「５ 届出者の事業方針等に影響を及ぼすもの」欄中
「住所又は主たる事務所の所在地」欄についても、同様とする。
 「届出者」欄中「国籍・設立国等」欄には、届出者が非居住者個人である場合は当該個人の国籍又はこれに類する地域を記載し、届出者が法人そ
の他の団体である場合は当該法人その他の団体の設立準拠法を管轄する国又は地域を記載すること。「５ 届出者の事業方針等に影響を及ぼすも
の」欄中「国籍・設立国等」欄及び「６ 同意時に届出者と特別の関係にあるものが保有等をする同一発行会社の議決権の数量等」欄中「国籍・設
立国等」欄についても、同様とする。
 「届出者」欄中「ウェブページのリンク」欄について、営んでいる事業の内容等が記載されたウェブサイトが存在する場合には、当該ウェブサイ
トのリンク先URLを記載すること。「５ 届出者の事業方針等に影響を及ぼすもの」欄中「ウェブページのリンク」欄及び「６ 同意時に届出者と
特別の関係にあるものが保有等をする同一発行会社の議決権の数量等」欄中「ウェブページのリンク」欄についても、同様とする。
 「届出者」欄中「届出者となる法的根拠」が「ハ」に該当する場合、「イ」及び「ロ」の①氏名又は名称、②住所又は主たる事務所の所在地、③
職業又は営んでいる事業の内容、を記入すること。財務及び営業又は事業の方針につき実質的な決定が行われている場所が住所又は主たる事務所の
所在地と異なる場合は、当該場所も併記すること。なお、前回届出時点に届け出た内容から変更がない場合は、前回届出の受理年月日、受理番号及
び前回届出時点から変更がないため記載を省略する旨を記載することで記入を省略することができる。
 「届出者」欄中「事務上の連絡先（担当者氏名、電話番号及び電子メールアドレス）」欄について、電子メールアドレスがない場合には、電子
メールアドレスの箇所に「該当なし」と記入すること。
 「１ 発行会社」欄中「⑴ 名称」欄には名称とともに「発行会社」の法人番号（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に
関する法律第２条第16項に規定する法人番号をいう。）を記入すること（設立準備中等であって法人番号が不明な場合は、理由とともに不明である
旨を記載すること。）。
 「⑸ 事前届出業種に該当する理由又は事前届出対象の技術若しくは情報を保有する法人に該当する理由」欄には、発行会社が営む事前届出業種
又は発行会社が保有する事前届出対象である技術若しくは情報を記入すること。事前届出業種が対内直接投資等に関する命令第３条の２第３項の規
定に基づき、財務大臣及び事業所管大臣が定める業種を定める件（告示）に掲げる業種に該当する場合は、その旨明記し同告示の該当する条項を明
記すること。発行会社の営む事前届出業種又は発行会社が保有する事前届出対象である技術若しくは情報の内容を補足するため、当該業種に属する
事業又は当該技術若しくは情報に係る事業の詳細を記入しても差し支えない。なお、発行会社の該当業種又は保有する技術若しくは情報に不明な点
がある場合は、その旨を記入すること。
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  （日本産業規格Ａ４）

 「８ 国の安全等に係る措置」欄には、法第27条第１項第４号に規定する「国の安全等に係る措置」を講ずる場合に、当該措置の具体的内容を記
入すること。この場合において、上記様式の記入欄内に記入することができない場合は、別紙を添付して差し支えない。

 上記様式に記入することができない場合は、日本産業規格Ａ４の用紙により上記事項の順序に従って記入するか、別紙を添付して差し支えない。
別紙を添付する場合は、各別紙の右上に「別紙」と明記し、通し番号を付すこと。

 「４ 同意目的等」欄中「⑶ 候補者の氏名、住所及び国籍等」欄において、本名に代えて本名以外の呼称で本名に代わるものとして広く通用し
ているものがある場合には、氏名に併記すること。候補者の「住所」には国又は地域名も記入し、「国籍等」には国籍又はこれに類する地域を記載
すること。
 「⑸ 候補者の経歴及び現職」欄において、候補者に兼職先がある場合にはそれらも含めて明記すること。また、候補者が令第３条の２第１項第
３号から第５号までに規定するものの役員又は使用人その他の従業者（以下この記入要領において「政府関係者」という。）であった場合には、政
府関係者であった期間及び当時の役職も併せて明記すること。
 「⑺ 候補者の選任に係る議案に同意する目的」欄において、「４ 同意目的等」欄中「⑵ 自己提案又は他者提案の別」欄において「イ 自ら
又は他のものを通じて株主総会に提出した議案に係る同意」を選択した場合は、候補者として自ら又は自らの関係者（対内直接投資等に関する命令
第２条第３項第２号に掲げるものをいう。）を選定した理由についても記載すること。
 「⑻ 本届出書において届け出る同意に関する届出者と発行会社の間の連絡状況の有無」欄は、「４ 同意目的等」欄中「⑵ 自己提案又は他者
提案の別」欄において「イ 自ら又は他のものを通じて株主総会に提出した議案に係る同意」を選択した場合に記載すること。本届出書において届
け出る同意に関して届出者と発行会社の間に連絡があれば「イ あり」に印を付した上で、選任に対する発行会社の賛否、当該連絡の経緯及び当該
同意に対する発行会社の意見について記載すること。
 「⑼ 事前届出業種に属する事業又は事前届出対象の技術若しくは情報に係る事業への関与方針」欄は、「４ 同意目的等」欄中「⑴ 取締役又
は監査役の別」欄において「イ 取締役」を選択した場合に記載すること。届出者が候補者を通じて発行会社の営む事前届出業種又は事前届出対象
である技術若しくは情報に属する事業について、該当する事項を選択するとともに、どのような関与を行う予定か記載すること。

 「５ 届出者の事業方針等に影響を及ぼすもの」欄には、届出者が最終親会社等（租税特別措置法第66条の４の４第４項第５号に規定する最終親
会社等をいう。以下この記入要領において同じ。）を有する場合は、当該最終親会社等を記入し、最終親会社等を有しない場合には、最終親会社等
以外のものであって、届出者の財務及び営業又は事業の方針の決定に対して重要な影響を与えることができるものを記入すること。
 また、届出者が特定組合等（外国為替及び外国貿易法（以下この記入要領において「法」という。）第26条第１項第４号に規定する特定組合等を
いう。以下この記入要領において同じ。）である場合は、その業務執行組合員（同号に規定する業務執行組合員をいう。）の最終親会社等を記入
し、最終親会社等を有しない場合には、最終親会社等以外のものであって、その財務及び営業又は事業の方針の決定に対して重要な影響を与えるこ
とができるものを記入すること。届出者が外国の法令に基づいて設立されたファンド（特定組合等を除く。）であって、その業務を執行する構成員
を有する場合は、特定組合等に準じて記入すること。
 「５ 届出者の事業方針等に影響を及ぼすもの」欄中「国有企業等との関係」欄において、届出者の事業方針等に影響を及ぼすものと国有企業等
（令第３条の２第１項第３号から第６号までに掲げるものをいう。）との資本関係その他の支配関係を記入すること。
 「５ 届出者の事業方針等に影響を及ぼすもの」欄中「届出者との関係」欄及び「６ 同意時に届出者と特別の関係にあるものが保有等をする同
一発行会社の議決権の数量等」欄中「届出者との関係」欄において、必要がある場合には本届出書に資本関係図を添付して記載を補足することがで
きる。
 「６ 同意時に届出者と特別の関係にあるものが保有等をする同一発行会社の議決権の数量等」欄については、発行会社が上場会社等（法第26条
第２項第１号に規定する上場会社等をいう。）である場合において記入すること。この場合において、同欄中「数量」欄及び「議決権比率」欄につ
いては、届出者と特別の関係にあるもの（届出者を令第２条第28項第１号に規定する株式取得者等とした場合に同項各号に掲げるものに該当するこ
ととなる非居住者である個人又は法人その他の団体（法第26条第１項第２号から第５号までに掲げるものに限る。）をいう。以下この記入要領にお
いて同じ。）が保有する発行会社の実質保有等議決権の数（議決権のうち届出者が保有する発行会社の実質保有等議決権と重複するものがある場合
には、当該重複の数を控除した純計によるもの。）及び当該実質保有等議決権の数の当該発行会社の総議決権に占める割合を記入すること。なお、
同意時の「数量」及び「議決権比率」の把握が困難な場合は、届出時において判明している「数量」及び「議決権比率」を記入すること。

 「７ 事前届出免除制度による発行会社の株式等の取得の有無」欄について、届出者が法第27条の２第１項又は法第28条の２第１項の規定によ
り法第27条第１項又は法第28条第１項の規定による届出をせずに行った対内直接投資等又は特定取得により取得した発行会社の株式等を保有して
いる場合、「イ あり」を選択の上、当該対内直接投資等又は特定取得から本届出受理日の間に、財務大臣及び事業所管大臣が定める対内直接投資
等が国の安全等に係る対内直接投資等に該当しないための基準を定める件（告示）第２条第１号に掲げる基準又は財務大臣及び事業所管大臣が定め
る特定取得が国の安全に係る特定取得に該当しないための基準を定める件（告示）第２条第１号に掲げる基準を遵守しない行為を行うことを目的と
することとなった経済状況の変化その他相当の事由を記載すること。

 届出者が発行会社の株式又は持分のすべてを所有している場合には、「９ その他の事項」欄に印を付けること。
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別紙様式第八
根拠法規： 対 内 直 接 投 資 等

                                       に 関 す る 命 令

年 月 日

（宛先）
財務大臣及び事業所管大臣 殿
 うち、事前届出業種等を所管する大臣

内閣総理大臣（警察庁）
内閣総理大臣（金融庁）
総 務 大臣
厚生労働大臣
農林水産大臣
経済産業大臣
国土交通大臣     殿

（日本銀行経由）

イ 非居住者個人
ロ 外国法人等
ハ イ及びロが直接､間接に議決権の50%以上を保有している会社
ニ 特定組合等
ホ イが役員の過半数を占める本邦法人等
ヘ 外国為替及び外国貿易法第27条第14項の規定により外国投資家とみなされるもの

住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地

資  本  金
（該当がある場合に記載）

ウェブページのリンク
 ▢ あり（リンク：                                      ）
 ▢ なし

届出者となる法的根拠
（該当分に○）

注１：「ハ」に該当する場合、「イ」及び「ロ」の①氏名又は名称、②住所又は主たる事務所の所在
地、③職業又は営んでいる事業の内容を記入（                        ）
注２：「ヘ」に該当する場合、非居住者等の詳細及び外国投資家とみなされる理由を記入
（                                            ）

代
理
人

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名

事 務 上 の 連 絡 先
（担当者氏名、電話番号及び
電 子 メ ー ル ア ド レ ス ）

事業の全部の譲渡等の議案に関して行う同意に関する届出書

届
 
 
出
 
 
者

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名
住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地

国籍・設立国等
職 業 又 は 営 ん で
い る 事 業 の 内 容



下記のとおり届出します。

⑵ 本 店 の 所 在 地

⑶ 定 款 上 の 事 業 目 的

⑸

事前届出業種に該当する
理由又は事前届出対象の
技術若しくは情報を保有
する法人に該当する理由

⑹

事前届出業種に該当する
連結子会社等又は事前届
出対象の技術若しくは情
報を保有する連結子会社
等があるときは、当該連
結子会社等に関する事項

⑺
届出者が行った発行会社
に係るこれまでの届出の
受理年月日及び受理番号

数  量 個
（届出時 個）
議決権の総数に占める割合 ％
（届出時 ％）

（届出時と同意時で議決権の数量等が異なる場合は異なる理由：             ）

⑵ 譲渡等の対象の事業内容

⑶

譲渡等の対象の事業に含
まれる事前届出業種又は
事前届出対象の技術若し
くは情報

⑷
譲渡等の議案に同意する
理由

イ あり

ロ なし

⑹

事前届出業種に該当する
事業又は事前届出対象の
技術若しくは情報に係る
事業の取扱い

⑸

本届出書において届け出
る同意に関する届出者と
発行会社の間の連絡状況
の有無

(          )

４
 
同
意
目
的
等

⑴ 同意の対象となる議案

イ 事業の全部の譲渡
ロ 事業の一部の譲渡
ハ 子会社株式の譲渡
ニ 吸収合併
ホ 新設合併
ヘ 吸収分割
ト 新設分割
チ 現物配当
リ 事業の廃止
ヌ 会社の解散

１
 
発
行
会
社

⑴ 名       称 
法人番号：

⑷ 資 本 金 円（議決権の総数 個）

２ 行 使 す る 発 行 会 社 の
議 決 権 の 数 量 等

３ 同 意 の 時 期
 ▢ ：予定時期（              ）予定（ただし、届出受理日から６カ月以内）
 ▢ ：予定時期未定（届出受理日から６カ月以内）



議決権 個
％

イ あり

ロ なし

８

届 出 受 理 年 月 日
及 び 受 理 番 号

９ そ の 他 の 事 項
 ▢ 届出者が発行会社の株式又は持分のすべてを所有している。

届 出 者 と の 関 係

ウ ェ ブ ペ ー ジ の リ ン ク
 ▢ あり（リンク：                                  ）
 ▢ なし

数 量
議 決 権 比 率

７
事前届出免除制度による発
行会社の株式等の取得の有
無（該当分に○）

(          )

６
同意時に届出者と特別の関
係にあるものが保有等をす
る同一発行会社の議決権の
数量等

住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地

国 有 企 業 等 と の 関 係
届 出 者 と の 関 係
氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名

国 籍 ・ 設 立 国 等
職 業 又 は 営 ん で い る
事 業 の 内 容

国 の 安 全 等 に 係 る 措 置

ウ ェ ブ ペ ー ジ の リ ン ク
 ▢ あり（リンク：                                  ）
 ▢ なし

５ 届出者の事業方針等に影
響 を 及 ぼ す も の

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名
住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地

国 籍 ・ 設 立 国 等
職 業 又 は 営 ん で い る
事 業 の 内 容



  （記入要領）
１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

11

 「届出者」欄中「氏名又は名称及び代表者の氏名」欄には、日本語表記（正式な日本語表記がない場合はふりがな）と英語表記（正式
な英語表記がない場合は省略）を併記すること。
 「届出者」欄中「住所又は主たる事務所の所在地」欄には、国又は地域名も記入すること。財務及び営業又は事業の方針につき実質的
な決定が行われている場所が住所又は主たる事務所の所在地と異なる場合は、当該場所も併記すること。「５ 届出者の事業方針等に影
響を及ぼすもの」欄中「住所又は主たる事務所の所在地」欄についても、同様とする。
 「届出者」欄中「国籍・設立国等」欄には、届出者が非居住者個人である場合は当該個人の国籍又はこれに類する地域を記載し、届出
者が法人その他の団体である場合は当該法人その他の団体の設立準拠法を管轄する国又は地域を記載すること。「５ 届出者の事業方針
等に影響を及ぼすもの」欄中「国籍・設立国等」欄及び「６ 同意時に届出者と特別の関係にあるものが保有等をする同一発行会社の議
決権の数量等」欄中「国籍・設立国等」欄についても、同様とする。
 「届出者」欄中「ウェブページのリンク」欄について、営んでいる事業の内容等が記載されたウェブサイトが存在する場合には、当該
ウェブサイトのリンク先URLを記載すること。「５ 届出者の事業方針等に影響を及ぼすもの」欄中「ウェブページのリンク」欄及び
「６ 同意時に届出者と特別の関係にあるものが保有等をする同一発行会社の議決権の数量等」欄中「ウェブページのリンク」欄につい
ても、同様とする。
 「届出者」欄中「届出者となる法的根拠」が「ハ」に該当する場合、「イ」及び「ロ」の①氏名又は名称、②住所又は主たる事務所の
所在地、③職業又は営んでいる事業の内容、を記入すること。財務及び営業又は事業の方針につき実質的な決定が行われている場所が住
所又は主たる事務所の所在地と異なる場合は、当該場所も併記すること。なお、前回届出時点に届け出た内容から変更がない場合は、前
回届出の受理年月日、受理番号及び前回届出時点から変更がないため記載を省略する旨を記載することで記入を省略することができる。
 「届出者」欄中「事務上の連絡先（担当者氏名、電話番号及び電子メールアドレス）」欄について、電子メールアドレスがない場合に
は、電子メールアドレスの箇所に「該当なし」と記入すること。
 「１ 発行会社」欄中「⑴ 名称」欄について、「発行会社」の法人番号（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用
等に関する法律第２条第16項に規定する法人番号をいう。）を記入すること（設立準備中等であって法人番号が不明な場合は、理由とと
もに不明である旨を記載すること。）。
 「⑸ 事前届出業種に該当する理由又は事前届出対象の技術若しくは情報を保有する法人に該当する理由」欄には、発行会社の営む事
前届出業種又は発行会社が保有する事前届出対象である技術若しくは情報を記入すること。事前届出業種が対内直接投資等に関する命令
第３条の２第３項の規定に基づき、財務大臣及び事業所管大臣が定める業種を定める件（告示）に掲げる業種に該当する場合は、その旨
明記し同告示の該当する条項を明記すること。発行会社の営む事前届出業種又は発行会社が保有する事前届出対象である技術若しくは情
報の内容を補足するため、当該業種に該当する事業又は当該技術若しくは情報に係る事業の詳細を記入しても差し支えない。なお、発行
会社の該当業種又は保有する技術若しくは情報に不明な点がある場合は、その旨を記入すること。
 「１ 発行会社」欄中「⑹ 事前届出業種に該当する連結子会社等又は事前届出対象の技術若しくは情報を保有する連結子会社等があ
るときは、当該連結子会社等に関する事項」欄には、事前届出業種に属する事業を営む連結子会社等又は事前届出対象である技術若しく
は情報を保有する法人である連結子会社等を発行会社とした場合に「１ 発行会社」欄中「⑴ 名称」欄から「⑸ 事前届出業種に該当
する理由又は事前届出対象の技術若しくは情報を保有する法人に該当する理由」欄（「⑶ 定款上の事業目的」欄を除く。）に記入する
こととなる事項及び発行会社による出資比率を記入すること。
 「２ 行使する発行会社の議決権の数量等」欄において、本届出の対象となる同意時点において行使する発行会社の議決権の数量及び
議決権の総数に占める割合を記載すること。本届出書受理日において確定していない場合には、その見込まれる最大の値を記載すること
ができる。その場合、記入した値の後ろに「（最大）」と記載すること。また、本届出書受理日において届出者が保有する発行会社の実
質保有等議決権（対内直接投資等に関する政令（以下この記入要領において「令」という。）第２条第４項第２号に規定する実質保有等
議決権をいう。以下この記入要領において同じ。）の数及び当該実質保有等議決権の数の発行会社の総議決権に占める割合を併記するこ
と。本届出書受理日において届出者が保有する発行会社の実質保有等議決権の数及び当該実質保有等議決権の数の発行会社の総議決権に
占める割合と本届出の対象となる同意時点において行使する発行会社の議決権の数量及び議決権の総数に占める割合が異なる場合には異
なる理由を記載すること。
 「３ 同意の時期」欄について、本届出書受理日から６カ月以内の日であって、当該受理日において予定している同意の予定日がある
場合は当該予定日を記載すること。具体的時期が未定の場合は「予定時期未定」を選択すること。

 本届出書は、財務大臣及び事業所管大臣を宛先とし、発行会社及び発行会社の子会社（会社法第２条第３号に規定する子会社をいい、
外国の法令に基づいて設立された法人その他の団体及び外国に主たる事務所を有する法人その他の団体を除く。）又は対内直接投資等に
関する命令第３条第５項に規定する他の会社（以下この記入要領において「連結子会社等」という。）が営む事前届出業種（対内直接投
資等に関する命令第３条第４項の規定に基づき財務大臣及び事業所管大臣が定める業種を定める件（告示）別表第１及び別表第２に掲げ
る業種又は別表第１から別表第３までのいずれにも掲げられていない業種に該当するものをいう。以下この記入要領において同じ。）に
属する事業を所管する各事業所管大臣又は発行会社若しくは連結子会社等のうち事前届出対象である技術若しくは情報（対内直接投資等
に関する命令第３条第２項及び第６項、第３条の２第４項、第４条第３項並びに第４条の３第３項の規定に基づき、財務大臣及び事業所
管大臣が定める技術又は情報を定める件（告示）に規定する技術又は情報をいう。以下この記入要領において同じ。）を保有する法人が
営む事業（当該技術又は情報に関連するものに限る。）を所管する各事業所管大臣を選択すること。
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  （日本産業規格Ａ４）

 本届出書により届け出られる事業譲渡等にあたり、法以外の法令（私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律を除く。）に基づ
く許認可等が必要になる場合であって、本届出書受理日において当該許認可等の申請をしている時又は当該許認可等を取得しているとき
はその旨「９ その他の事項」欄に記載すること。

 本届出書により届け出られる事業譲渡等にあたり、一定期間において特定の商品又はサービスの提供を継続することを条件にしている
等、審査にあたり有用な事項があれば、任意的事項として「９ その他の事項」欄に記載することができる。

 上記様式に記入することができない場合は、日本産業規格Ａ４の用紙により上記事項の順序に従って記入するか、別紙を添付して差し
支えない。別紙を添付する場合は、各別紙の右上に「別紙」と明記し、通し番号を付すこと。

 「４ 同意目的等」欄中「⑶ 譲渡等の対象の事業に含まれる事前届出業種又は事前届出対象の技術若しくは情報」欄は、「⑴ 同意
の対象となる議案」において「イ 事業の全部の譲渡」を選択した場合省略することができる。
 「⑷ 譲渡等の議案に同意する理由」欄において、自ら又は他の株主を通じて株主総会に事業の全部の譲渡等の議案を提案した理由に
ついても記載すること。
 「⑸ 本届出書において届け出る同意に関する届出者と発行会社の間の連絡状況の有無」欄において、本届出書において届け出る同意
に関して届出者と発行会社の間に連絡があれば「イ あり」に印を付した上で、当該連絡の経緯及び当該同意に対する発行会社の意見に
ついて記載すること。
 「⑹ 事前届出業種に該当する事業又は事前届出対象の技術若しくは情報に係る事業の取扱い」欄は、届出者が本届出で届け出る同意
の対象となる事業の譲渡等の譲受者となる場合に記載すること。
 「５ 届出者の事業方針等に影響を及ぼすもの」欄には、届出者が最終親会社等（租税特別措置法第66条の４の４第４項第５号に規定
する最終親会社等をいう。以下この記入要領において同じ。）を有する場合は、当該最終親会社等を記入し、最終親会社等を有しない場
合には、最終親会社等以外のものであって、届出者の財務及び営業又は事業の方針の決定に対して重要な影響を与えることができるもの
を記入すること。
 また、届出者が特定組合等（外国為替及び外国貿易法（以下この記入要領において「法」という。）第26条第１項第４号に規定する特
定組合等をいう。以下この記入要領において同じ。）である場合は、その業務執行組合員（同号に規定する業務執行組合員をいう。）の
最終親会社等を記入し、最終親会社等を有しない場合には、最終親会社等以外のものであって、その財務及び営業又は事業の方針の決定
に対して重要な影響を与えることができるものを記入すること。届出者が外国の法令に基づいて設立されたファンド（特定組合等を除
く。）であって、その業務を執行する構成員を有する場合は、特定組合等に準じて記入すること。
 「５ 届出者の事業方針等に影響を及ぼすもの」欄中「国有企業等との関係」欄において、届出者の事業方針等に影響を及ぼすものと
国有企業等（令第３条の２第１項第３号から第６号までに掲げるものをいう。）との資本関係その他の支配関係を記入すること。
 「５ 届出者の事業方針等に影響を及ぼすもの」欄中「届出者との関係」欄及び「６ 同意時に届出者と特別の関係にあるものが保有
等をする同一発行会社の議決権の数量等」欄中「届出者との関係」欄において、必要がある場合には本届出書に資本関係図を添付して記
載を補足することができる。
 「６ 同意時に届出者と特別の関係にあるものが保有等をする同一発行会社の議決権の数量等」欄については、発行会社が上場会社等
（法第26条第２項第１号に規定する上場会社等をいう。）である場合において記入すること。この場合において、同欄中「数量」欄及び
「議決権比率」欄については、届出者と特別の関係にあるもの（届出者を令第２条第28項第１号に規定する株式取得者等とした場合に同
項各号に掲げるものに該当することとなる非居住者である個人又は法人その他の団体（法第26条第１項第２号から第５号までに掲げるも
のに限る。）をいう。以下この記入要領において同じ。）が保有する発行会社の実質保有等議決権の数（議決権のうち届出者が保有する
発行会社の実質保有等議決権と重複するものがある場合には、当該重複の数を控除した純計によるもの。）及び当該実質保有等議決権の
数の当該発行会社の総議決権に占める割合を記入すること。なお、同意時の「数量」及び「議決権比率」の把握が困難な場合は、届出時
において判明している「数量」及び「議決権比率」を記入すること。

 「８ 国の安全等に係る措置」欄には、法第27条第１項第４号に規定する「国の安全等に係る措置」を講ずる場合に、当該措置の具体
的内容を記入すること。この場合において、上記様式の記入欄内に記入することができない場合は、別紙を添付して差し支えない。

 「７ 事前届出免除制度による発行会社の株式等の取得の有無」欄について、届出者が法第27条の２第１項又は法第28条の２第１項の
規定により法第27条第１項又は法第28条第１項の規定による届出をせずに行った対内直接投資等又は特定取得により取得した発行会社の
株式等を保有している場合、「イ あり」を選択の上、当該対内直接投資等又は特定取得から本届出受理日の間に、財務大臣及び事業所
管大臣が定める対内直接投資等が国の安全等に係る対内直接投資等に該当しないための基準を定める件（告示）第２条第２号に掲げる基
準又は財務大臣及び事業所管大臣が定める特定取得が国の安全に係る特定取得に該当しないための基準を定める件（告示）第２条第２号
に掲げる基準を遵守しない行為を行うことを目的とすることとなった経済状況の変化その他相当の事由を記載すること。

 届出者が発行会社の株式又は持分のすべてを所有している場合には、「９ その他の事項」欄に印を付けること。



別
紙
様
式
第
八
の
二
を
削
る
。

別
紙
様
式
第
九
か
ら
別
紙
様
式
第
十
一
ま
で
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。



別紙様式第九
根拠法規：対 内 直 接 投 資 等

                                       に 関 す る 命 令

年 月 日

（宛先）
財務大臣及び事業所管大臣 殿
 うち、事前届出業種等を所管する大臣

内閣総理大臣（警察庁）
内閣総理大臣（金融庁）
総 務 大臣
厚生労働大臣
農林水産大臣
経済産業大臣
国土交通大臣     殿

（日本銀行経由）

イ 非居住者個人
ロ 外国法人等   
ハ  外国為替及び外国貿易法第27条第14項の規定により外国投資家とみなされるもの

住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地

支店等の設置に関する届出書

届
 
 
出
 
 
者

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名
住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地 国籍・

設立国等職 業 又 は 営 ん で
い る 事 業 の 内 容

資  本  金
（該当がある場合に記載）

ウ ェ ブ ペ ー ジ の リ ン ク
 ▢ あり（リンク：                                      ）
 ▢ なし

届出者となる法的根拠
（該当分に○） 注:「ハ」に該当する場合、非居住者等の詳細及び外国投資家とみなされる理由を記入

（                                          ）

代
理
人

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名

事 務 上 の 連 絡 先
（ 担 当 者 氏 名 、 電 話 番 号 及 び
電 子 メ ー ル ア ド レ ス ）



下記のとおり届出します。

⑵ 所 在 地
⑶ 種 類
⑷ 事 業 目 的

⑸

事前届出業種に該当する
理由又は事前届出対象の
技術若しくは情報を保有
する法人に該当する理由

⑺ 設 置 し よ う と す る 理 由

⑻
設置に伴い取得する不
動産及びこれに関する
権 利 の 内 容

⑼ そ の 他 の 事 項

３

届 出 受 理 年 月 日
及 び 受 理 番 号

１
 
支
店
等

⑴ 名 称

⑹ 設 置 予 定 時 期
▢ ：予定時期（             ）予定（ただし、届出受理日から６カ月以内）
▢ ：予定時期未定（届出受理日から６カ月以内）

２ 届出者の事業方針等に影響
を及ぼすもの

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名
住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地

ウェブページのリンク
▢ あり（リンク：                        ）
▢ なし

国 籍 ・ 設 立 国 等
職 業 又 は 営 ん で い る
事 業 の 内 容

国 有 企 業 等 と の 関 係
届 出 者 と の 関 係

国 の 安 全 等 に 係 る 措 置

４ そ の 他 の 事 項



  （記入要領）
１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

11

12

  （日本産業規格Ａ４）

 「届出者」欄中「氏名又は名称及び代表者の氏名」欄には、日本語表記（正式な日本語表記がない場合はふりがな）と英語表記（正式な
英語表記がない場合は省略）を併記すること。

 本届出書は、財務大臣及び事業所管大臣を宛先とし、支店等が営む事前届出業種（対内直接投資等に関する命令第３条第４項の規定に基
づき財務大臣及び事業所管大臣が定める業種を定める件（告示）別表第１及び別表第２に掲げる業種又は別表第１から別表第３までのいず
れにも掲げられていない業種に該当するものをいう。以下この記入要領において同じ。）に属する事業を所管する各事業所管大臣又は事前
届出対象である技術若しくは情報（対内直接投資等に関する命令第３条第２項及び第６項、第３条の２第４項、第４条第３項並びに第４条
の３第３項の規定に基づき、財務大臣及び事業所管大臣が定める技術又は情報を定める件（告示）に規定する技術又は情報をいう。以下こ
の記入要領において同じ。）に関連する支店等が営む事業を所管する各事業所管大臣を選択すること。

 「２ 届出者の事業方針等に影響を及ぼすもの」欄中「届出者との関係」欄において、必要がある場合には本届出書に資本関係図を添付
して記載を補足することができる。
 「３ 国の安全等に係る措置」欄には、外国為替及び外国貿易法第27条第１項第４号に規定する「国の安全等に係る措置」を講ずる場合
に、当該措置の具体的内容を記入すること。この場合において、上記様式の記入欄内に記入することができない場合は、別紙を添付して差
し支えない。
 上記様式に記入することができない場合は、日本産業規格Ａ４の用紙により上記事項の順序に従って記入するか、別紙を添付して差し支
えない。別紙を添付する場合は、各別紙の右上に「別紙」と明記し、通し番号を付すこと。

 「届出者」欄中「住所又は主たる事務所の所在地」欄には、国又は地域名も記入すること。財務及び営業又は事業の方針につき実質的な
決定が行われている場所が住所又は主たる事務所の所在地と異なる場合は、当該場所も併記すること。「２ 届出者の事業方針等に影響を
及ぼすもの」欄中「住所又は主たる事務所の所在地」欄についても、同様とする。
 「届出者」欄中「国籍・設立国等」欄には、届出者が非居住者個人である場合は当該個人の国籍又はこれに類する地域を記載し、届出者
が法人その他の団体である場合は当該法人その他の団体の設立準拠法を管轄する国又は地域を記載すること。「２ 届出者の事業方針等に
影響を及ぼすもの」欄中「国籍・設立国等」欄についても、同様とする。
 「届出者」欄中「ウェブページのリンク」欄について、営んでいる事業の内容等が記載されたウェブサイトが存在する場合には、当該
ウェブサイトのリンク先URLを記載すること。「２ 届出者の事業方針等に影響を及ぼすもの」欄中「ウェブページのリンク」欄について
も、同様とする。
 「届出者」欄中「事務上の連絡先（担当者氏名、電話番号及び電子メールアドレス）」欄について、電子メールアドレスがない場合に
は、電子メールアドレスの箇所に「該当なし」と記入すること。

 「１ 支店等」欄中「⑶ 種類」には、「支店」、「工場」、「その他の事業所」の別を記入すること。
 「⑸ 事前届出業種に該当する理由又は事前届出対象の技術若しくは情報を保有する法人に該当する理由」欄には、支店等が営む事前届
出業種又は支店等が営む事業に関連する事前届出対象である技術若しくは情報を記入すること。事前届出業種が対内直接投資等に関する命
令第３条の２第３項の規定に基づき、財務大臣及び事業所管大臣が定める業種を定める件（告示）に掲げる業種に該当する場合は、その旨
明記し同告示の該当する条項を明記すること。支店等の営む事前届出業種又は支店等の営む事業に関連する事前届出対象である技術若しく
は情報の内容を補足するため、当該事前届出業種に属する事業又は当該技術若しくは情報に係る事業の詳細を記入しても差し支えない。な
お、支店等の該当業種又はその事業に関連する技術若しくは情報に不明な点がある場合は、その旨を記入すること。
 「⑹ 設置予定時期」欄について、本届出書受理日から６カ月以内の日であって、当該受理日において予定している設置予定時期がある
場合は当該設置予定時期を記載すること。具体的時期が未定の場合は「予定時期未定」を選択すること。
 「⑻ 設置に伴い取得する不動産及びこれに関する権利の内容」欄は、次の例にならって記入すること。
（例：事務所 所在地○○市○○町○○番地○○ビル○階 延面積○○㎡を○○から賃借の予定、倉庫用建物 所在地○○市○○町○○番
地 延面積○○㎡を○○から賃借の予定）

 「２ 届出者の事業方針等に影響を及ぼすもの」欄には、届出者が最終親会社等（租税特別措置法第66条の４の４第４項第５号に規定す
る最終親会社等をいう。以下この記入要領において同じ。）を有する場合は、当該最終親会社等を記入し、最終親会社等を有しない場合に
は、最終親会社等以外のものであって、届出者の財務及び営業又は事業の方針の決定に対して重要な影響を与えることができるものを記入
すること。
 「２ 届出者の事業方針等に影響を及ぼすもの」欄中「国有企業等との関係」欄において、届出者の事業方針等に影響を及ぼすものと国
有企業等（対内直接投資等に関する政令第３条の２第１項第３号から第６号までに掲げるものをいう。）との資本関係その他の支配関係を
記入すること。



別紙様式第十
根拠法規： 対 内 直 接 投 資 等

                                       に 関 す る 命 令

支店等の
種  類
事業目的

の変更に関する届出書

年 月 日

（宛先）
財務大臣及び事業所管大臣 殿
 うち、事前届出業種等を所管する大臣

内閣総理大臣（警察庁）
内閣総理大臣（金融庁）
総 務 大臣
厚生労働大臣
農林水産大臣
経済産業大臣
国土交通大臣     殿

（日本銀行経由）

イ 非居住者個人
ロ 外国法人等   
ハ 外国為替及び外国貿易法第27条第14項の規定により外国投資家とみなされるもの

住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地

届
 
 
出
 
 
者

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名
住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地 国籍・

設立国等職 業 又 は 営 ん で
い る 事 業 の 内 容

資  本  金
（該当がある場合に記載）

ウ ェ ブ ペ ー ジ の リ ン ク
▢ あり（リンク：                                      ）
▢ なし

届出者となる法的根拠
（該当分に○）

注:「ハ」に該当する場合、非居住者等の詳細及び外国投資家とみなされる理由を記入
（                                               ）

代
理
人

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名

事 務 上 の 連 絡 先
（担当者氏名、電話番号及び電
子 メ ー ル ア ド レ ス ）



下記のとおり届出します。
⑴ 名 称
⑵ 所 在 地

⑶
設置の届出受理年月
日 及 び 受 理 番 号

⑷ 設 置 年 月 日

⑺

事前届出業種に該当する
理由又は事前届出対象の
技術若しくは情報を保有
する法人に該当する理由

⑻ 変 更 予 定 時 期

⑼ 変更しようとする理由

⑽
変更に伴い取得する不
動産及びこれに関する
権利の内容

⑾ そ の 他 の 事 項

３

届 出 受 理 年 月 日
及 び 受 理 番 号

１
 
支
店
等

⑸ 種 類

変 更 前 変 更 後

⑹ 事 業 目 的

変 更 前 変 更 後

２ 届出者の事業方針等に影響
を及ぼすもの

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名
住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地

ウェブページのリンク
▢ あり（リンク：                                      ）
▢ なし

国 籍 ・ 設 立 国 等
職 業 又 は 営 ん で い る
事 業 の 内 容

▢ ：予定時期（              ）予定（ただし、届出受理日から６カ月以内）
▢ ：予定時期未定（届出受理日から６カ月以内）

国 有 企 業 等 と の 関 係
届 出 者 と の 関 係

国 の 安 全 等 に 係 る 措 置

４ そ の 他 の 事 項



  （記入要領）
１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

11

12

13

  （日本産業規格Ａ４）

 本届出書は、財務大臣及び事業所管大臣を宛先とし、支店等が営む事前届出業種（対内直接投資等に関する命令第３条第４項の規定に基づき財務大
臣及び事業所管大臣が定める業種を定める件（告示）別表第１及び別表第２に掲げる業種又は別表第１から別表第３までのいずれにも掲げられていな
い業種に該当するものをいう。以下この記入要領において同じ。）に属する事業を所管する各事業所管大臣又は事前届出対象である技術若しくは情報
（対内直接投資等に関する命令第３条第２項及び第６項、第３条の２第４項、第４条第３項並びに第４条の３第３項の規定に基づき、財務大臣及び事
業所管大臣が定める技術又は情報を定める件（告示）に規定する技術又は情報をいう。以下この記入要領において同じ。）に関連する支店等が営む事
業を所管する各事業所管大臣を選択すること。
 「届出者」欄中「氏名又は名称及び代表者の氏名」欄には、日本語表記（正式な日本語表記がない場合はふりがな）と英語表記（正式な英語表記が
ない場合は省略）を併記すること。
 「届出者」欄中「住所又は主たる事務所の所在地」欄には、国又は地域名も記入すること。財務及び営業又は事業の方針につき実質的な決定が行わ
れている場所が住所又は主たる事務所の所在地と異なる場合は、当該場所も併記すること。「２ 届出者の事業方針等に影響を及ぼすもの」欄中「住
所又は主たる事務所の所在地」欄についても、同様とする。
 「届出者」欄中「国籍・設立国等」欄には、届出者が非居住者個人である場合は当該個人の国籍又はこれに類する地域を記載し、届出者が法人その
他の団体である場合は当該法人その他の団体の設立準拠法を管轄する国又は地域を記載すること。「２ 届出者の事業方針等に影響を及ぼすもの」欄
中「国籍・設立国等」欄についても、同様とする。

 本届出書は、支店等の種類又は事業目的の変更の別に記入すること（種類及び事業目的の変更を同時に行おうとするときは、この限りでない。）。
この場合において、本届出書の頭書に記載の題名のうち本届出書により届け出る内容に印を付すこと。

 上記様式に記入することができない場合は、日本産業規格Ａ４の用紙により上記事項の順序に従って記入するか、別紙を添付して差し支えない。別
紙を添付する場合は、各別紙の右上に「別紙」と明記し、通し番号を付すこと。

 「届出者」欄中「ウェブページのリンク」欄について、営んでいる事業の内容等が記載されたウェブサイトが存在する場合には、当該ウェブサイト
のリンク先URLを記載すること。「２ 届出者の事業方針等に影響を及ぼすもの」欄中「ウェブページのリンク」欄についても、同様とする。
 「届出者」欄中「事務上の連絡先（担当者氏名、電話番号及び電子メールアドレス）」欄について、電子メールアドレスがない場合には、電子メー
ルアドレスの箇所に「該当なし」と記入すること。

 「２ 届出者の事業方針等に影響を及ぼすもの」欄には、届出者が最終親会社等（租税特別措置法第66条の４の４第４項第５号に規定する最終親会
社等をいう。以下この記入要領において同じ。）を有する場合は、当該最終親会社等を記入し、最終親会社等を有しない場合には、最終親会社等以外
のものであって、届出者の財務及び営業又は事業の方針の決定に対して重要な影響を与えることができるものを記入すること。
 「２ 届出者の事業方針等に影響を及ぼすもの」欄中「国有企業等との関係」欄において、届出者の事業方針等に影響を及ぼすものと国有企業等
（対内直接投資等に関する政令第３条の２第１項第３号から第６号までに掲げるものをいう。）との資本関係その他の支配関係を記入すること。
 「２ 届出者の事業方針等に影響を及ぼすもの」欄中「届出者との関係」欄において、必要がある場合には本届出書に資本関係図を添付して記載を
補足することができる。
 「３ 国の安全等に係る措置」欄には、外国為替及び外国貿易法第27条第１項第４号に規定する「国の安全等に係る措置」を講ずる場合に、当該措
置の具体的内容を記入すること。この場合において、上記様式の記入欄内に記入することができない場合は、別紙を添付して差し支えない。

 「１ 支店等」欄中「⑶ 設置の届出受理年月日及び受理番号」欄は、本届出の対象となる支店等に関して過去に支店等の種類又は事業目的の変更
に関する届出書を提出している場合には、当該届出書の届出受理年月日及び受理番号も記入すること。
 「⑸ 種類」は、次の例にならって記入すること。
 （例：変更前 支店 ／ 変更後 支店兼工場）
 「⑹ 事業目的」中「変更後」には、変更案を記入するとともに、変更箇所に下線を付すこと。
 「⑺ 事前届出業種に該当する理由又は事前届出対象の技術若しくは情報を保有する法人に該当する理由」欄には、支店等が営む事前届出業種又は
支店等が営む事業に関連する事前届出対象である技術若しくは情報を記入すること。事前届出業種が対内直接投資等に関する命令第３条の２第３項の
規定に基づき、財務大臣及び事業所管大臣が定める業種を定める件（告示）に掲げる業種に該当する場合は、その旨明記し同告示の該当する条項を明
記すること。支店等の営む事前届出業種又は支店等の営む事業に関連する事前届出対象である技術若しくは情報の内容を補足するため、当該事前届出
業種に属する事業又はその事業に関連する技術若しくは情報の詳細を記入しても差し支えない。なお、支店等の該当業種又はその事業に関連する技術
若しくは情報に不明な点がある場合は、その旨を記入すること。
 「⑻ 変更予定時期」欄について、本届出書受理日から６カ月以内の日であって、当該受理日において予定している変更の予定日がある場合は当該
予定日を記載すること。具体的時期が未定の場合は「予定時期未定」を選択すること。
 「⑽ 変更に伴い取得する不動産及びこれに関する権利の内容」欄は、次の例にならって記入すること。
 （例：事務所 所在地○○市○○町○○番地○○ビル○階 延面積○○㎡を○○から賃借の予定、倉庫用建物 所在地○○市○○町○○番地 延面
積○○㎡を○○から賃借の予定）



別紙様式第十一
根拠法規：対 内 直 接 投 資 等

                                       に 関 す る 命 令

年 月 日

（宛先）
財務大臣及び事業所管大臣 殿
 うち、事前届出業種等を所管する大臣

内閣総理大臣（警察庁）
内閣総理大臣（金融庁）
総 務 大臣
厚生労働大臣
農林水産大臣
経済産業大臣
国土交通大臣     殿

（日本銀行経由）

イ 非居住者個人
ロ 外国法人等
ハ イ及びロが直接､間接に議決権の50%以上を保有している会社
ニ 特定組合等
ホ イが役員の過半数を占める本邦法人等
ヘ 外国為替及び外国貿易法第27条第14項の規定により外国投資家とみなされるもの

住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地

金銭の貸付け又は貸付債権の取得に関する届出書

届
 
 
出
 
 
者

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名
住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地 国籍・

設立国等職 業 又 は 営 ん で
い る 事 業 の 内 容

資  本  金
（該当がある場合に記載）

ウェブページ のリ ンク
▢ あり（リンク：                                      ）
▢ なし

届出者となる法的根拠
（該当分に○）

注１：「ハ」に該当する場合、「イ」及び「ロ」の①氏名又は名称、②住所又は主たる事務所の所在
地、③職業又は営んでいる事業の内容を記入（                      ）
注２：「ヘ」に該当する場合、非居住者等の詳細及び外国投資家とみなされる理由を記入
（                                          ）

代
理
人

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名

事 務 上 の 連 絡 先
（担当者氏名、電話番号及
び 電 子 メ ー ル ア ド レ ス ）



下記のとおり届出します。

⑵
主 た る 事 務 所
の 所 在 地

⑶ 定 款 上 の 事 業 目 的

⑷

事前届出業種に該当する
理由又は事前届出対象の
技術若しくは情報を保有
する法人に該当する理由

⑸

事前届出業種に該当する
連結子会社等又は事前届
出対象の技術若しくは情
報を保有する連結子会社
等があるときは、当該連
結子会社等に関する事項

４

５

⑴ 金 利
⑵ 期 間

イ 期日一括
ロ 分割（具体的に記入すること。）

７

⑴ 貸付目的又は取得目的

⑵
貸付け又は取得に伴う経
営関与の方法

⑶
貸付け後又は取得後の事
業計画

⑷

事前届出業種に該当する
事業又は事前届出対象の
技術若しくは情報に係る
事業の取扱い

１
 
債
務
者

⑴ 名 称
法人番号：

 

８
 
貸
付
目
的
等

２
 
譲
渡
人

⑴ 氏 名 又 は 名 称
注：本欄は貸付債権の取得の場合のみ記入すること。

⑵
住所又は主たる事務
所 の 所 在 地 注：本欄は貸付債権の取得の場合のみ記入すること。

３ 金 額
債権金額：
（貸付債権の取得の場合は取得価額：                           ）

契 約 時 期

貸付時期又は取得時期
▢ ：予定時期（              ）予定（ただし、届出受理日から６カ月以内）
▢ ：予定時期未定（届出受理日から６カ月以内）

６
 
条
件 ⑶

元本の回収方法
（該当分に○）

貸 付 金 の 使 途
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届 出 受 理 年 月 日
及 び 受 理 番 号

12 そ の 他 の 事 項
▢ 届出者が貸付の相手方又は取得する貸付債権の債務者の株式又は持分のすべてを所有している。

国 籍 ・ 設 立 国 等
職 業 又 は 営 ん で い る
事 業 の 内 容

ウェブページのリンク
▢ あり（リンク：                                      ）
▢ なし

届 出 者 と の 関 係

住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地

国の安全等に 係る 措置

９ 届出者の事業方針等に影
響 を 及 ぼ す も の

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名
住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地

国 籍 ・ 設 立 国 等
職 業 又 は 営 ん で い る
事 業 の 内 容

ウェブページのリンク
▢ あり（リンク：                                      ）
▢ なし

国 有 企 業 等 と の 関 係
届 出 者 と の 関 係

10 貸付時又は取得時に届出者
と特別の関係にあるもの

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名



  （記入要領）
１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

11

 本届出書は、財務大臣及び事業所管大臣を宛先とし、金銭の貸付けの相手方又は取得する貸付債権の債務者（以下この記入要領にお
いて「債務者等」という。）及びその被支配会社等（対内直接投資等に関する政令（以下この記入要領において「令」という。）第２
条第１項第２号に規定する被支配会社等をいい、外国の法令に基づいて設立された法人その他の団体及び外国に主たる事務所を有する
法人その他の団体を除く。）又は対内直接投資等に関する命令第３条第５項に規定する他の会社（以下この記入要領において「連結子
会社等」という。）が営む事前届出業種（対内直接投資等に関する命令第３条第４項の規定に基づき財務大臣及び事業所管大臣が定め
る業種を定める件（告示）別表第１及び別表第２に掲げる業種又は別表第１から別表第３までのいずれにも掲げられていない業種に該
当するものをいう。以下この記入要領において同じ。）に属する事業を所管する各事業所管大臣又は債務者等若しくはその連結子会社
等のうち事前届出対象である技術若しくは情報（対内直接投資等に関する命令第３条第２項及び第６項、第３条の２第４項、第４条第
３項並びに第４条の３第３項の規定に基づき、財務大臣及び事業所管大臣が定める技術又は情報を定める件（告示）に規定する技術又
は情報をいう。以下この記入要領において同じ。）を保有する法人が営む事業（当該技術又は情報に関連するものに限る。）を所管す
る各事業所管大臣を選択すること。

 「届出者」欄中「氏名又は名称及び代表者の氏名」欄には、日本語表記（正式な日本語表記がない場合はふりがな）と英語表記（正
式な英語表記がない場合は省略）を併記すること。
 「届出者」欄中「住所又は主たる事務所の所在地」欄には、国又は地域名も記入すること。財務及び営業又は事業の方針につき実質
的な決定が行われている場所が住所又は主たる事務所の所在地と異なる場合は、当該場所も併記すること。「９ 届出者の事業方針等
に影響を及ぼすもの」欄中「住所又は主たる事務所の所在地」欄及び「10 貸付時又は取得時に届出者と特別の関係にあるもの」欄中
「住所又は主たる事務所の所在地」欄についても、同様とする。
 「届出者」欄中「国籍・設立国等」欄には、届出者が非居住者個人である場合は当該個人の国籍又はこれに類する地域を記載し、届
出者が法人その他の団体である場合は当該法人その他の団体の設立準拠法を管轄する国又は地域を記載すること。「９ 届出者の事業
方針等に影響を及ぼすもの」欄中「国籍・設立国等」欄及び「10 貸付時又は取得時に届出者と特別の関係にあるもの」欄中「国籍・
設立国等」欄についても、同様とする。
 「届出者」欄中「ウェブページのリンク」欄について、営んでいる事業の内容等が記載されたウェブサイトが存在する場合には、当
該ウェブサイトのリンク先URLを記載すること。「９ 届出者の事業方針等に影響を及ぼすもの」欄中「ウェブページのリンク」欄及
び「10 貸付時又は取得時に届出者と特別の関係にあるもの」欄中「ウェブページのリンク」欄についても、同様とする。
 「届出者」欄中「届出者となる法的根拠」が「ハ」に該当する場合、「イ」及び「ロ」の①氏名又は名称、②住所又は主たる事務所
の所在地、③職業又は営んでいる事業の内容、を注１に記入すること。財務及び営業又は事業の方針につき実質的な決定が行われてい
る場所が住所又は主たる事務所の所在地と異なる場合は、当該場所も併記すること。なお、前回届出時点に届け出た内容から変更がな
い場合は、前回届出の受理年月日、受理番号及び前回届出時点から変更がないため記載を省略する旨を記載することで記入を省略する
ことができる。
 「届出者」欄中「事務上の連絡先（担当者氏名、電話番号及び電子メールアドレス）」欄について、電子メールアドレスがない場合
には、電子メールアドレスの箇所に「該当なし」と記入すること。

 「１ 債務者」欄中「⑴ 名称」欄には名称とともに法人番号（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関す
る法律第２条第16項に規定する法人番号をいう。）を記入すること。
 「⑷ 事前届出業種に該当する理由又は事前届出対象の技術若しくは情報を保有する法人に該当する理由」欄には、債務者等の営む
事前届出業種又は債務者等が保有する事前届出対象である技術若しくは情報を記入すること。事前届出業種が対内直接投資等に関する
命令第３条の２第３項の規定に基づき、財務大臣及び事業所管大臣が定める業種を定める件（告示）に掲げる業種に該当する場合は、
その旨明記し当該告示の該当する条項を明記すること。債務者等の営む事前届出業種又は債務者等が保有する事前届出対象である技術
若しくは情報の内容を補足するため、当該業種に属する事業又は当該技術若しくは情報の詳細を記入しても差し支えない。なお、債務
者等の該当業種又は保有する技術若しくは情報に不明な点がある場合は、その旨を記入すること。
 「１ 債務者」欄中「⑸ 事前届出業種に該当する連結子会社等又は事前届出対象の技術若しくは情報を保有する連結子会社等があ
るときは、当該連結子会社等に関する事項」欄には、事前届出業種に属する事業を営む連結子会社等又は事前届出対象である技術若し
くは情報を保有する法人である連結子会社等を債務者等とした場合に「１ 債務者」欄中「⑴ 名称」欄から「⑷ 事前届出業種に該
当する理由又は事前届出対象の技術若しくは情報を保有する法人に該当する理由」欄（「⑶ 定款上の事業目的」欄を除く。）に記入
することとなる事項及び債務者等による出資比率を記入すること。
 また、「２ 譲渡人」欄には、貸付債権の譲渡人の氏名又は名称（及び代表者の氏名）、住所又は主たる事務所の所在地を記載する
こと。
 「４ 契約時期」欄について、本届出書受理日において、契約時期が確定していない場合「届出受理日から６カ月以内」と記載する
ことができる。その場合、本届出書受理日における契約の予定日を併記すること（未定であれば、その旨明記すること。）。

 「５ 貸付時期又は取得時期」欄について、本届出書受理日から６カ月以内の日であって、当該受理日において予定している貸付予
定日又は取得予定日がある場合は当該予定日を記載すること。具体的時期が未定の場合は「予定時期未定」を選択すること。
 「６ 条件」欄中「⑶ 元本の回収方法」欄は、「ロ 分割」により回収する場合には、次の例にならって記入すること。
 （例：○年○月を第１回とし、以降１年ごとに○年○月まで○回○○円ずつ回収。）
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13

14

15

16

17

18
19

  （日本産業規格Ａ４）

銀行等、資金移動業者又は電子決済手段等取引業者等の記入欄（外国為替及び外国貿易法第17条（第17条の３又は第17条の４第１項において
準用する場合を含む。）に基づき確認を行う場合に記入を要するものとする。）

為替取引又は電子決済手段等の移転
等を行った年月日

 届出者が貸付けの相手方の株式又は持分のすべてを所有している場合には、「12 その他の事項」欄に印を付けること。

金     額 銀行等、資金移動業者又は電子決済手段等取引業者等確認欄

 「８ 貸付目的等」欄中「⑴ 貸付目的又は取得目的」欄には、「資産運用」、「経営関与」、「関係会社の設立又は資金調達の支
援」、「国内会社との合弁会社の設立」等の貸付又は取得の目的（目的が複数ある場合はその全て）を記入すること。「⑵ 貸付け又
は取得に伴う経営関与の方法」欄には、「取締役の選解任」、「株主総会における株主提案」、「経営支配に関する契約の締結」等の
経営関与の方法をできる限り具体的に記入すること。「⑶ 貸付け後又は取得後の事業計画」欄には、貸付け後又は取得後に債務者等
の事業計画に影響を与えることを予定している場合、当該内容を記入すること。「⑷ 事前届出業種に該当する事業又は事前届出対象
の技術若しくは情報に係る事業の取扱い」欄には、貸付け後又は取得後の事前届出業種に該当する事業又は事前届出対象である技術若
しくは情報に係る事業の取扱いに関する事項を記入すること。なお、⑵から⑷までの欄は、「資産運用」及び「関係会社の設立又は資
金調達の支援」の場合は記入を要しない。
 「９ 届出者の事業方針等に影響を及ぼすもの」欄には、届出者が最終親会社等（租税特別措置法第66条の４の４第４項第５号に規
定する最終親会社等をいう。以下この記入要領において同じ。）を有する場合は、当該最終親会社等を記入し、最終親会社等を有しな
い場合には、最終親会社等以外のものであって、届出者の財務及び営業又は事業の方針の決定に対して重要な影響を与えることができ
るものを記入すること。
 また、届出者が特定組合等（外国為替及び外国貿易法（以下この記入要領において「法」という。）第26条第１項第４号に規定する
特定組合等をいう。以下この記入要領において同じ。）である場合は、その業務執行組合員（同号に規定する業務執行組合員をい
う。）の最終親会社等を記入し、最終親会社等を有しない場合には、最終親会社等以外のものであって、その財務及び営業又は事業の
方針の決定に対して重要な影響を与えることができるものを記入すること。届出者が外国の法令に基づいて設立されたファンド（特定
組合等を除く。）であって、その業務を執行する構成員を有する場合は、特定組合等に準じて記入すること。
 「９ 届出者の事業方針等に影響を及ぼすもの」欄中「国有企業等との関係」欄において、届出者の事業方針等に影響を及ぼすもの
と国有企業等（令第３条の２第１項第３号から第６号までに掲げるものをいう。）との資本関係その他の支配関係を記入すること。

 「９ 届出者の事業方針等に影響を及ぼすもの」欄中「届出者との関係」欄及び「10 貸付時又は取得時に届出者と特別の関係にあ
るもの」欄中「届出者との関係」欄において、必要がある場合には本届出書に資本関係図を添付して記載を補足することができる。
 「10 貸付時又は取得時に届出者と特別の関係にあるもの」欄については、届出者と特別の関係にあるもの（届出者を令第２条第28
項第１号に規定する株式取得者等とした場合に同項各号に掲げるものに該当することとなる非居住者である個人又は法人その他の団体
（法第26条第１項第２号から第５号までに掲げるものに限る。）をいう。）が当該債務者等に金銭の貸付け（法第26条第２項第７号に
規定する金銭の貸付けをいう。）を行っているとき、当該債務者等を債務者とする貸付債権（令第２条第25項第７号に規定する貸付債
権をいう。）を所有しているとき、又は当該債務者等が発行する社債（令第２条第25項第８号に規定する社債をいう。）を所有してい
るときに記入すること。なお、貸付時又は取得時の「特別の関係にあるもの」の把握が困難な場合は、届出時において判明している
「特別の関係にあるもの」を記入すること。
  「11 国の安全等に係る措置」欄には、法第27条第１項第４号に規定する「国の安全等に係る措置」を講ずる場合に、当該措置の具
体的内容を記入すること。この場合において、上記様式の記入欄内に記入することができない場合は、別紙を添付して差し支えない。

 上記様式に記入することができない場合は、日本産業規格Ａ４の用紙により上記事項の順序に従って記入するか、別紙を添付して差
し支えない。別紙を添付する場合は、各別紙の右上に「別紙」と明記し、通し番号を付すこと。
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別紙様式第十二
根拠法規：対 内 直 接 投 資 等

                                       に 関 す る 命 令

  
年 月 日

（宛先）
財務大臣及び事業所管大臣 殿
 うち、事前届出業種等を所管する大臣

内閣総理大臣（警察庁）
内閣総理大臣（金融庁）
総 務 大臣
厚生労働大臣
農林水産大臣
経済産業大臣
国土交通大臣     殿

（日本銀行経由）

イ 非居住者個人
ロ 外国法人等
ハ イ及びロが直接､間接に議決権の50%以上を保有している会社
ニ 特定組合等
ホ イが役員の過半数を占める本邦法人等
ヘ 外国為替及び外国貿易法第27条第14項の規定により外国投資家とみなされるもの

住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地

社債の取得に関する届出書

届
 
 
出
 
 
者

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名
住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地 国籍・

設立国等職 業 又 は 営 ん で
い る 事 業 の 内 容

資  本  金
（該当がある場合に記載）

ウ ェ ブ ペ ー ジ の リ ン ク
▢ あり（リンク：                                      ）
▢ なし

届出者となる法的根拠
（該当分に○）

注１:「ハ」に該当する場合、「イ」及び「ロ」の①氏名又は名称、②住所又は主たる事務所の所在地、
③職業又は営んでいる事業の内容を記入（                             ）
注２:「ヘ」に該当する場合、非居住者等の詳細及び外国投資家とみなされる理由を記入
（                                               ）

代
理
人

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名

事 務 上 の 連 絡 先
（担当者氏名、電話番号及び
電 子 メ ー ル ア ド レ ス ）



下記のとおり届出します。

⑵
主 た る 事 務 所 の
所 在 地

⑶ 定 款 上 の 事 業 目 的

⑷

事前届出業種に該当する
理由又は事前届出対象の
技術若しくは情報を保有
する法人に該当する理由

⑸

事前届出業種に該当する
連結子会社等又は事前届
出対象の技術若しくは情
報を保有する連結子会社
等があるときは、当該連
結子会社等に関する事項

３

４

⑴ 取 得 目 的

⑵ 取得に伴う経営関与
の 方 法

⑶ 取 得 後 の 事 業 計 画

⑷
事前届出業種に該当す
る事業又は事前届出対
象の技術若しくは情報
に係る事業の取扱い

２
 
取
得
し
よ
う
と

す
る
社
債

銘     柄
額面総額 取得価額 利  率

償還日及び
元利の支払方法

同一銘柄の
発行総額（発行日、記号等）

１
 
発
行
会
社

⑴ 名       称 
法人番号：

取 得 の 時 期
 ▢ ：予定時期（              ）予定（ただし、届出受理日から６カ月以内）
 ▢ ：予定時期未定（届出受理日から６カ月以内）

支 払 の 時 期

５
取
得
目
的
等

６ 届出者の事業方針等に影
響 を 及 ぼ す も の

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名
住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
国 籍 ・ 設 立 国 等
職 業 又 は 営 ん で い る
事 業 の 内 容

ウェブページのリンク
▢ あり（リンク：                                      ）
▢ なし

国 有 企 業 等 と の 関 係
届 出 者 と の 関 係
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７ 取得時に届出者と特別の
関 係 に あ る も の

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名
住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
国 籍 ・ 設 立 国 等
職 業 又 は 営 ん で い る
事 業 の 内 容

ウェブページのリンク
▢ あり（リンク：                                      ）
▢ なし

届 出 者 と の 関 係

国 の 安 全 等 に 係 る 措 置

9 そ の 他 の 事 項
▢ 届出者が発行会社の株式又は持分のすべてを所有している。

届 出 受 理 年 月 日
及 び 受 理 番 号



  （記入要領）
１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

11

12

13

 本届出書は、財務大臣及び事業所管大臣を宛先とし、発行会社及び発行会社の子会社（会社法第２条第３号に規定する子会社をいい、外国の法
令に基づいて設立された法人その他の団体及び外国に主たる事務所を有する法人その他の団体を除く。）又は対内直接投資等に関する命令第３条
第５項に規定する他の会社（以下この記入要領において「連結子会社等」という。）が営む事前届出業種（対内直接投資等に関する命令第３条第
４項の規定に基づき財務大臣及び事業所管大臣が定める業種を定める件（告示）別表第１及び別表第２に掲げる業種又は別表第１から別表第３ま
でのいずれにも掲げられていない業種に該当するものをいう。以下この記入要領において同じ。）に属する事業を所管する各事業所管大臣又は発
行会社若しくは連結子会社等のうち事前届出対象である技術若しくは情報（対内直接投資等に関する命令第３条第２項及び第６項、第３条の２第
４項、第４条第３項並びに第４条の３第３項の規定に基づき、財務大臣及び事業所管大臣が定める技術又は情報を定める件（告示）に規定する技
術又は情報をいう。以下この記入要領において同じ。）を保有する法人が営む事業（当該技術又は情報に関連するものに限る。）を所管する各事
業所管大臣を選択すること。
 「届出者」欄中「氏名又は名称及び代表者の氏名」欄には、日本語表記（正式な日本語表記がない場合はふりがな）と英語表記（正式な英語表
記がない場合は省略）を併記すること。
 「届出者」欄中「住所又は主たる事務所の所在地」欄には、国又は地域名も記入すること。財務及び営業又は事業の方針につき実質的な決定が
行われている場所が住所又は主たる事務所の所在地と異なる場合は、当該場所も併記すること。「６ 届出者の事業方針等に影響を及ぼすもの」
欄中「住所又は主たる事務所の所在地」欄についても、同様とする。
 「届出者」欄中「国籍・設立国等」欄には、届出者が非居住者個人である場合は当該個人の国籍又はこれに類する地域を記載し、届出者が法人
その他の団体である場合は当該法人その他の団体の設立準拠法を管轄する国又は地域を記載すること。
 「届出者」欄中「ウェブページのリンク」欄について、営んでいる事業の内容等が記載されたウェブサイトが存在する場合には、当該ウェブサ
イトのリンク先URLを記載すること。「６ 届出者の事業方針等に影響を及ぼすもの」欄中「ウェブページのリンク」欄及び「７ 取得時に届出
者と特別の関係にあるもの」欄中「ウェブページのリンク」欄についても、同様とする。
 「届出者」欄中「届出者となる法的根拠」が「ハ」に該当する場合、「イ」及び「ロ」の①氏名又は名称、②住所又は主たる事務所の所在地、
③職業又は営んでいる事業の内容、を注１に記入すること。財務及び営業又は事業の方針につき実質的な決定が行われている場所が住所又は主た
る事務所の所在地と異なる場合は、当該場所も併記すること。なお、前回届出時点に届け出た内容から変更がない場合は、前回届出の受理年月日
及び前回届出時点から変更がないため記載を省略する旨を記載することで記入を省略することができる。
 「届出者」欄中「事務上の連絡先（担当者氏名、電話番号及び電子メールアドレス）」欄について、電子メールアドレスがない場合には、電子
メールアドレスの箇所に「該当なし」と記入すること。
 「１ 発行会社」欄中「⑴ 名称」欄には名称とともに「発行会社」の法人番号（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等
に関する法律第２条第16項に規定する法人番号をいう。）を記入すること（設立準備中等であって法人番号が不明な場合は、理由とともに不明で
ある旨を記載すること。）。
 「⑷ 事前届出業種に該当する理由又は事前届出対象の技術若しくは情報を保有する法人に該当する理由」欄には、発行会社の営む事前届出業
種又は発行会社が保有する事前届出対象である技術若しくは情報を記入すること。事前届出業種が対内直接投資等に関する命令第３条の２第３項
の規定に基づき、財務大臣及び事業所管大臣が定める業種を定める件（告示）に掲げる業種に該当する場合は、その旨明記し当該告示の該当する
条項を明記すること。発行会社の営む事前届出業種又は発行会社が保有する事前届出対象である技術若しくは情報の内容を補足するため、当該業
種に属する事業又は当該技術若しくは情報に係る事業の詳細を記入しても差し支えない。なお、発行会社の該当業種又は保有する技術若しくは情
報に不明な点がある場合は、その旨を記入すること。
 「１ 発行会社」欄中「⑸ 事前届出業種に該当する連結子会社等又は事前届出対象の技術若しくは情報を保有する連結子会社等があるとき
は、当該連結子会社等に関する事項」欄には、事前届出業種に属する事業を営む連結子会社等又は事前届出対象である技術若しくは情報を保有す
る法人である連結子会社等を発行会社とした場合に「１ 発行会社」欄中「⑴ 名称」欄から「⑷ 事前届出業種に該当する理由又は事前届出対
象の技術若しくは情報を保有する法人に該当する理由」欄（「⑶ 定款上の事業目的」欄を除く。）に記入することとなる事項及び発行会社によ
る出資比率を記入すること。
 取得しようとする社債が転換社債及び新株引受権付社債の場合は、「２ 取得しようとする社債」欄の「銘柄」欄にその旨記入すること。ま
た、「償還日及び元利の支払方法」欄は、次の例にならって記入すること。
（例：償還日は○年○月○日、元利金は本邦において円価で支払う。）

 「３ 取得の時期」欄について、本届出書受理日から６カ月以内の日であって、当該受理日において予定している取得の予定日がある場合は当
該予定日を記載すること。具体的時期が未定の場合は「予定時期未定」を選択すること。
 「４ 支払の時期」欄について、本届出書受理日における支払の予定日を記載すること（なお、具体的時期が未定の場合はその旨を記載するこ
と。）。
 「５ 取得目的等」欄中「⑴ 取得目的」欄には、「資産運用」、「経営関与」、「関係会社の設立又は資金調達の支援」、「国内会社との合
弁会社の設立」等の取得目的（目的が複数ある場合はその全て）を記入すること。「⑵ 取得に伴う経営関与の方法」欄には、「取締役の選解
任」、「株主総会における株主提案」、「経営支配に関する契約の締結」等の経営関与の方法をできる限り具体的に記入すること。「⑶ 取得後
の事業計画」欄には、取得後に発行会社の事業計画に影響を与えることを予定している場合、当該内容を記入すること。「⑷ 事前届出業種に該
当する事業又は事前届出対象の技術若しくは情報に係る事業の取扱い」欄には、取得後の事前届出業種に該当する事業又は事前届出対象である技
術若しくは情報に係る事業の取扱いに関する事項を記入すること。なお、⑵から⑷までの欄は、「資産運用」及び「関係会社の設立又は資金調達
の支援」の場合は記入を要しない。
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15

16

17

18

19

20

  （日本産業規格Ａ４）

銀行等、資金移動業者又は電子決済手段等取引業者等の記入欄（外国為替及び外国貿易法第17条（第17条の３又は第17条の４第１項において準用する場合
を含む。）に基づき確認を行う場合に記入を要するものとする。）

為替取引又は電子決済手段等の移転等
を行った年月日

 届出者が発行会社の株式又は持分のすべてを所有している場合には、「９ その他の事項」欄に印を付けること。

金     額 銀行等、資金移動業者又は電子決済手段等取引業者等確認欄

 「６ 届出者の事業方針等に影響を及ぼすもの」欄には、届出者が最終親会社等（租税特別措置法第66条の４の４第４項第５号に規定する最終
親会社等をいう。以下この記入要領において同じ。）を有する場合は、当該最終親会社等を記入し、最終親会社等を有しない場合には、最終親会
社等以外のものであって、届出者の財務及び営業又は事業の方針の決定に対して重要な影響を与えることができるものを記入すること。
 また、届出者が特定組合等（外国為替及び外国貿易法（以下この記入要領において「法」という。）第26条第１項第４号に規定する特定組合等
をいう。以下この記入要領において同じ。）である場合は、その業務執行組合員（同号に規定する業務執行組合員をいう。）の最終親会社等を記
入し、最終親会社等を有しない場合には、最終親会社等以外のものであって、その財務及び営業又は事業の方針の決定に対して重要な影響を与え
ることができるものを記入すること。届出者が外国の法令に基づいて設立されたファンド（特定組合等を除く。）であって、その業務を執行する
構成員を有する場合は、特定組合等に準じて記入すること。
 「６ 届出者の事業方針等に影響を及ぼすもの」欄中「国有企業等との関係」欄において、届出者の事業方針等に影響を及ぼすものと国有企業
等（対内直接投資等に関する政令（以下この記入要領において「令」という。）第３条の２第１項第３号から第６号までに掲げるものをいう。）
との資本関係その他の支配関係を記入すること。
 「６ 届出者の事業方針等に影響を及ぼすもの」欄中「届出者との関係」欄及び「７ 取得時に届出者と特別の関係にあるもの」欄中「届出者
との関係」欄において、必要がある場合には本届出書に資本関係図を添付して記載を補足することができる。

 「７ 取得時に届出者と特別の関係にあるもの」欄については、届出者が本届出書により社債（令第２条第25項第８号に規定する社債をい
う。）を取得しようとする場合において、届出者と特別の関係にあるもの（届出者を令第２条第28項第１号に規定する株式取得者等とした場合に
同項各号に掲げるものに該当することとなる非居住者である個人又は法人その他の団体（法第26条第１項第２号から第５号までに掲げるものに限
る。）をいう。）が当該社債を所有しているとき、当該社債の発行会社に対して金銭の貸付け（法第26条第２項第７号に規定する金銭の貸付けを
いう。）を行っているとき、又は当該社債の発行会社を債務者とする貸付債権（令第２条第25項第７号に規定する貸付債権をいう。）を所有して
いるときに記入すること。なお、取得時における社債の所有状況、金銭の貸付状況、又は貸付債権の所有状況の把握が困難な場合は、届出時にお
いて判明している状況に基づいて記入すること。
 「８ 国の安全等に係る措置」欄には、法第27条第１項第４号に規定する「国の安全等に係る措置」を講ずる場合に、当該措置の具体的内容を
記入すること。この場合において、上記様式の記入欄内に記入することができない場合は、別紙を添付して差し支えない。

 上記様式に記入することができない場合は、日本産業規格Ａ４の用紙により上記事項の順序に従って記入するか、別紙を添付して差し支えな
い。別紙を添付する場合は、各別紙の右上に「別紙」と明記し、通し番号を付すこと。



別紙様式第十三
根拠法規：対 内 直 接 投 資 等

                                       に 関 す る 命 令

   
年 月 日

（宛先）
財務大臣及び事業所管大臣 殿
 うち、事前届出業種等を所管する大臣

内閣総理大臣（警察庁）
内閣総理大臣（金融庁）
総 務 大臣
厚生労働大臣
農林水産大臣
経済産業大臣
国土交通大臣     殿

（日本銀行経由）

イ 非居住者個人
ロ 外国法人等
ハ イ及びロが直接､間接に議決権の50%以上を保有している会社
ニ 特定組合等
ホ イが役員の過半数を占める本邦法人等
ヘ 外国為替及び外国貿易法第27条第14項の規定により外国投資家とみなされるもの

住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地

事業の承継に関する届出書

届
 
 
出
 
 
者

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名
住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地 国籍・

設立国等職 業 又 は 営 ん で
い る 事 業 の 内 容

資  本  金
（該当がある場合に記載）

ウ ェ ブ ペ ー ジ の リ ン ク
▢ あり（リンク：                                      ）
▢ なし

届出者となる法的根拠
（該当分に○）

注１:「ハ」に該当する場合、「イ」及び「ロ」の①氏名又は名称、②住所又は主たる事務所の所在地、
③職業又は営んでいる事業の内容を記入（                         ）
注２:「ヘ」に該当する場合、非居住者等の詳細及び外国投資家とみなされる理由を記入
（                                           ）

代
理
人

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名

事 務 上 の 連 絡 先
（担当者氏名、電話番号及び
電 子 メ ー ル ア ド レ ス ）



下記のとおり届出します。

⑵ 本 店 の 所 在 地

⑶ 定 款 上 の 事 業 目 的

⑷ 資 本 金 円

２

３

４
事業の全部の譲受け
事業の一部の譲受け  
吸収分割
合併

⑵ 承 継 対 象 の 事 業 内 容

⑶

承継対象の事業に含まれ
る事前届出業種又は事前
届出対象の技術若しくは
情報

⑷ 承 継 の 目 的

⑸ 届出者と対象会社の関係

⑹

事前届出業種に該当する
事業又は事前届出対象の
技術若しくは情報に係る
事 業 の 取 扱 い

１
 
対
象
会
社

⑴ 名       称 
法人番号：

承 継 の 時 期
▢ ：予定時期（              ）予定（ただし、届出受理日から６カ月以内）
▢ ：予定時期未定（届出受理日から６カ月以内）

支 払 の 時 期

承 継 の 対 価

５
 
承
継
目
的
等

⑴ 承 継 の 方 法

６ 届出者の事業方針等に影響を
及ぼすもの

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名
住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地

国 籍 ・ 設 立 国 等
職 業 又 は 営 ん で い る
事 業 の 内 容

ウェブページのリンク
▢ あり（リンク：                                      ）
▢ なし

国 有 企 業 等 と の 関 係
届 出 者 と の 関 係



８

届 出 受 理 年 月 日
及 び 受 理 番 号

７ 承継時に届出者と特別の関係
にあるもの

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名
住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地

国 籍 ・ 設 立 国 等
職 業 又 は 営 ん で い る
事 業 の 内 容

ウェブページのリンク
▢ あり（リンク：                                      ）
▢ なし

届 出 者 と の 関 係

国 の 安 全 等 に 係 る 措 置

９ そ の 他 の 事 項



  （記入要領）
１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

11

12

13

14

 「届出者」欄中「氏名又は名称及び代表者の氏名」欄には、日本語表記（正式な日本語表記がない場合はふりがな）と英語表記（正式
な英語表記がない場合は省略）を併記すること。

 「届出者」欄中「住所又は主たる事務所の所在地」欄には、国又は地域名も記入すること。財務及び営業又は事業の方針につき実質的
な決定が行われている場所が住所又は主たる事務所の所在地と異なる場合は、当該場所も併記すること。「６ 届出者の事業方針等に影
響を及ぼすもの」欄中「住所又は主たる事務所の所在地」欄についても、同様とする。
 「届出者」欄中「国籍・設立国等」欄には、届出者が非居住者個人である場合は当該個人の国籍又はこれに類する地域を記載し、届出
者が法人その他の団体である場合は当該法人その他の団体の設立準拠法を管轄する国又は地域を記載すること。「６ 届出者の事業方針
等に影響を及ぼすもの」欄中「国籍・設立国等」欄及び「７ 承継時に届出者と特別の関係にあるもの」欄中「国籍・設立国等」欄につ
いても、同様とする。
 「届出者」欄中「ウェブページのリンク」欄について、営んでいる事業の内容等が記載されたウェブサイトが存在する場合には、当該
ウェブサイトのリンク先URLを記載すること。「６ 届出者の事業方針等に影響を及ぼすもの」欄中「ウェブページのリンク」欄及び
「７ 承継時に届出者と特別の関係にあるもの」欄中「ウェブページのリンク」欄についても、同様とする。

 本届出書は、財務大臣及び事業所管大臣を宛先とし、承継対象の事業に含まれる事前届出業種（対内直接投資等に関する命令第３条第
４項の規定に基づき財務大臣及び事業所管大臣が定める業種を定める件（告示）別表第１及び別表第２に掲げる業種又は別表第１から別
表第３までのいずれにも掲げられていない業種に該当するものをいう。以下この記入要領において同じ。）に属する事業を所管する各事
業所管大臣又は承継対象の事業に含まれる事前届出対象である技術若しくは情報（対内直接投資等に関する命令第３条第２項及び第６
項、第３条の２第４項、第４条第３項並びに第４条の３第３項の規定に基づき、財務大臣及び事業所管大臣が定める技術又は情報を定め
る件（告示）に規定する技術又は情報をいう。以下この記入要領において同じ。）に係る事業を所管する各事業所管大臣を選択するこ
と。

 「２ 承継の時期」欄について、本届出書受理日から６カ月以内の日であって、当該受理日において予定している承継の予定日がある
場合は当該予定日を記載すること。具体的時期が未定の場合は「予定時期未定」を選択すること。

 「３ 支払の時期」欄について、本届出書受理日における支払の予定日を記載すること（なお、具体的時期が未定の場合はその旨記載
すること。）。
 「５ 承継目的等」欄について、「⑶ 承継対象の事業に含まれる事前届出業種又は事前届出対象の技術若しくは情報」欄には、承継
対象の事業に含まれる事前届出業種又は事前届出対象である技術若しくは情報を記入すること。事前届出業種が対内直接投資等に関する
命令第３条の２第３項の規定に基づき、財務大臣及び事業所管大臣が定める業種を定める件（告示）に掲げる業種に該当する場合は、そ
の旨明記し同告示の該当する条項を明記すること。承継対象の事業に含まれる事前届出業種又は事前届出対象である技術若しくは情報の
内容を補足するため、当該業種に該当する事業又は当該技術若しくは情報に係る事業の詳細を記入しても差し支えない。なお、承継対象
の事業の該当業種又は承継対象に含まれる技術若しくは情報に不明な点がある場合は、その旨を記入すること。

 「６ 届出者の事業方針等に影響を及ぼすもの」欄には、届出者が最終親会社等（租税特別措置法第66条の４の４第４項第５号に規定
する最終親会社等をいう。以下この記入要領において同じ。）を有する場合は、当該最終親会社等を記入し、最終親会社等を有しない場
合には、最終親会社等以外のものであって、届出者の財務及び営業又は事業の方針の決定に対して重要な影響を与えることができるもの
を記入すること。
 また、届出者が特定組合等（外国為替及び外国貿易法（以下この記入要領において「法」という。）第26条第１項第４号に規定する特
定組合等をいう。以下この記入要領において同じ。）である場合は、その業務執行組合員（同号に規定する業務執行組合員をいう。）の
最終親会社等を記入し、最終親会社等を有しない場合には、最終親会社等以外のものであって、その財務及び営業又は事業の方針の決定
に対して重要な影響を与えることができるものを記入すること。届出者が外国の法令に基づいて設立されたファンド（特定組合等を除
く。）であって、その業務を執行する構成員を有する場合は、特定組合等に準じて記入すること。
 「６ 届出者の事業方針等に影響を及ぼすもの」欄中「国有企業等との関係」欄において、届出者の事業方針等に影響を及ぼすものと
国有企業等（対内直接投資等に関する政令（以下この記入要領において「令」という。）第３条の２第１項第３号から第６号までに掲げ
るものをいう。）との資本関係その他の支配関係を記入すること。

 「６ 届出者の事業方針等に影響を及ぼすもの」欄中「届出者との関係」欄及び「７ 承継時に届出者と特別の関係にあるもの」欄中
「届出者との関係」欄において、必要がある場合には本届出書に資本関係図を添付して記載を補足することができる。

 「届出者」欄中「届出者となる法的根拠」が「ハ」に該当する場合、「イ」及び「ロ」の①氏名又は名称、②住所又は主たる事務所の
所在地、③職業又は営んでいる事業の内容、を注１に記入すること。財務及び営業又は事業の方針につき実質的な決定が行われている場
所が住所又は主たる事務所の所在地と異なる場合は、当該場所も併記すること。なお、前回届出時点に届け出た内容から変更がない場合
は、前回届出の受理年月日、受理番号及び前回届出時点から変更がないため記載を省略する旨を記載することで記入を省略することがで
きる。
 「届出者」欄中「事務上の連絡先（担当者氏名、電話番号及び電子メールアドレス）」欄について、電子メールアドレスがない場合に
は、電子メールアドレスの箇所に「該当なし」と記入すること。

 「１ 対象会社」欄中「⑴ 名称」欄には、「対象会社」の法人番号（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に
関する法律第２条第16項に規定する法人番号をいう。）も記入すること。



15

16

17

  （日本産業規格Ａ４）

 上記様式に記入することができない場合は、日本産業規格Ａ４の用紙により上記事項の順序に従って記入するか、別紙を添付して差し
支えない。別紙を添付する場合は、各別紙の右上に「別紙」と明記し、通し番号を付すこと。

 「７ 承継時に届出者と特別の関係にあるもの」欄には、届出者を令第２条第28項第１号に規定する株式取得者等とした場合に同項各
号に掲げるものに該当することとなる非居住者である個人又は法人その他の団体（法第26条第１項第２号から第５号までに掲げるものに
限る。）のうち、「１ 対象会社」欄に記入した会社の株式、持分若しくは議決権を有するものを記入すること。なお、承継時における
特別の関係にあるものの有する株式、持分若しくは議決権の把握が困難な場合は、届出時において判明している保有等の状況に基づいて
記入すること。

 「８ 国の安全等に係る措置」欄には、法第27条第１項第４号に規定する「国の安全等に係る措置」を講ずる場合に、当該措置の具体
的内容を記入すること。この場合において、上記様式の記入欄内に記入することができない場合は、別紙を添付して差し支えない。



別紙様式第十四
根拠法規： 対内直接投資等

                                       に 関 す る 命 令

年 月 日

（宛先）
財務大臣及び事業所管大臣 殿
 うち、事前届出業種等を所管する大臣

内閣総理大臣（警察庁）
内閣総理大臣（金融庁）
総 務 大臣
厚生労働大臣
農林水産大臣
経済産業大臣
国土交通大臣     殿

（日本銀行経由）

イ 非居住者個人
ロ 外国法人等   
ハ イ及びロが直接、間接に議決権の50%以上を保有している会社
ニ 特定組合等
ホ イが役員の過半数を占める本邦法人等
へ 外国為替及び外国貿易法第27条第14項の規定により外国投資家とみなされるもの

第１号 第２号 第３号 第４号 第５号  第６号
上記のいずれにも該当しない

住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地

代
理
人

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名

外国法令に基づいて設立された法人その他の団体の議決権等の取得（法第26条第２項第９号、令第２条第25項第９号、同項第12号又は同項第14号）又は外国議決権行使等権限の取
得（令第２条第25項第11号）に関する届出書

届
 
 
出
 
 
者

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名
住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地 国籍・

設立国等職 業 又 は 営 ん で
い る 事 業 の 内 容

資本金（該当がある場合に
記載）

ウ ェ ブ ペ ー ジ の リ ン ク
  あり（リンク：                                                                                                                               ）
  なし

注１:「ハ」に該当する場合、「イ」及び「ロ」の①氏名又は名称、②住所又は主たる事務所の所在地、

対内直接投資等に関する政
令第３条の２第１項各号へ
の該当性

該当がある場合はその詳細（                                 ）

事 務 上 の 連 絡 先
（担当者氏名、電話番号及
び 電 子 メ ー ル ア ドレ ス）

③職業又は営んでいる事業の内容を記入（                         ）

（                                           ）

届出者となる法的根拠
（該当分に○）

注２:「ヘ」に該当する場合、非居住者等の詳細及び外国投資家とみなされる理由を記入



下記のとおり届出します。

⑵ 本 店 の 所 在 地

⑶ 事 業 の 内 容

⑷

直接保有法人等との関
係（直接保有法人等の
外国議決権等の取得以
外の場合）

イ 新株発行等による議決権の取得
ロ 旧株等の譲受による議決権の取得
ハ その他

数     量
株  式  等 株（口）

議  決  権 個

取得価額 円
取得後の議決権比率 ％
（取得前の比率 ％）

１
 
取
得
し
よ
う
と
す
る
外
国
議
決
権
等
に
係
る

外
国
法
人
等

⑴ 名       称 

２
 
取
得
し
よ
う
と
す
る
外
国
議
決
権
等

(      )

⑵ 数 量 、 取 得 価 額 等

⑶ 取 得 の 時 期
  ：予定時期（              ）予定（ただし、届出受理日から６カ月以内）
  ：予定時期未定（届出受理日から６カ月以内）

⑷ 支 払 の 時 期

取 得 の 態 様
（ 該 当 分 に ○ ）

⑸ 取 得 の 相 手 方

氏 名 又 は 名 称
住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
譲 渡 数 量

⑴



⑵ 代 表 者
⑶ 本 店 の 所 在 地

⑷ 事 業 の 内 容

議決権 個

%

  あり（リンク：                                      ）
  なし

議決権 個

%

  あり（リンク：                                      ）

  なし

議 決 権 比 率

⑺

直接保有法人等（特定
組合類似団体に該当す
るものに限る。）の業
務執行組合員の数

業 務 執 行 組 合 員 の 総 数

届 出 者 の 関 係 者 の 数

３
 
直
接
保
有
法
人
等

⑴

⑹

取得後に届出者と株式
の所有関係等に基づく
永続的な経済関係にあ
るものが保有する直接
保有法人等の外国議決
権の数量等

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名

ウ ェ ブ ペ ー ジ の リ ン ク

届 出 者 と の 関 係

名       称 

  ：特定組合類似団体に該当する。

⑸
取得後に届出者が保有
をする直接保有法人等
の外国議決権の数量等

数 量

住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地

国 籍 ・ 設 立 国 等

職 業 又 は 営 ん で
い る 事 業 の 内 容

数 量

議 決 権 比 率

⑻

直接保有法人等（特定
組合類似団体に該当す
るものに限る。）の業
務執行組合員

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名

住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地

国 籍 ・ 設 立 国 等

職 業 又 は 営 ん で
い る 事 業 の 内 容

ウ ェ ブ ペ ー ジ の リ ン ク

届 出 者 と の 関 係



⑵ 本 店 の 所 在 地

⑶ 定 款 上 の 事 業 目 的

円（   株（口））
個
％

イ 上場銘柄
ロ 店頭売買銘柄
ハ その他

⑺

事前届出業種に該当す
る理由又は事前届出対
象の技術若しくは情報
を保有する法人に該当
する理由

⑻

事前届出業種に該当す
る連結子会社等又は事
前届出対象の技術若し
くは情報を保有する連
結子会社等があるとき
は、当該連結子会社等
に関する事項

株 式 株
議決権 個

住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
国 籍 ・ 設 立 国 等
職 業 又 は 営 ん で
い る 事 業 の 内 容

直接保有法人等との
関係

株 式 株
議決権 個

出 資 比 率 %
議 決 権 比 率 %

株 式 株
議決権 個

%
%

株 式 株
議決権 個

%
%

資 本 金
総 議 決 権

⑸ 外 資 比 率

⑹ 上場、非上場等の区分
（ 該 当 分 に ○ ）

⑴ 名       称 
法人番号：

⑼
直接保有法人等との
関係

直 接 保 有 法 人 等 が
保 有 す る 数 量 等

取得後に
直接保有
法人等と
特別な関
係にある
ものが所
有等をす
る同一の
国内の会
社等の株
式及び議
決権の数

量等

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名

数 量

届出時までの直接保有法人等に
よ る 経 営 関 与 の 方 法

ウ ェ ブ ペ ー ジ
の リ ン ク

  あり（リンク：                                      ）
  なし

（不明な場合は「不明」と記載）

⑾

取得後に届出者と特別
な関係にあるものが所
有等をする国内の会社
等の株式及び議決権の
数量等

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名

住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地

国 籍 ・ 設 立 国 等

職 業 又 は 営 ん で
い る 事 業 の 内 容

ウ ェ ブ ペ ー ジ の リ ン ク

４
 
直
接
保
有
法
人
等
が
株
式
等
を
保
有
す
る
国
内
の
会
社
等

⑷

出 資 比 率
議 決 権 比 率

⑽
届出者が所有等をする
株式及び議決権の数量
等

数 量

出 資 比 率
議 決 権 比 率

  あり（リンク：                                      ）
  なし

届 出 者 と の 関 係

数 量



イ 資産運用
ロ 直接保有法人等への経営関与
ハ 国内の会社等への経営関与
二 資金調達の支援
ホ その他

イ あり
ロ なし

イ 国内の会社等の事前届出業種に該当する事業又は事前届出対象の
  技術若しくは情報に係る事業の譲渡、廃止又は縮小の提案
ロ 取締役又は監査役の選任又は解任の提案

ニ 非公開情報の第三者に対する開示の提案

ヘ 期限を付して、国内の会社等の回答又は行動を求める提案

（詳細：                                         ）

8

５
 
取
得
の
目
的
等

⑴
取 得 目 的
（ 該 当 分 に ○ ）

(      )
取得しようとする外国議決権等に係る外国法人等への投資目的の詳細：

⑵
直接保有法人等の経営
への関与の方法

① 「あり」の場合、国内の会社等に対する下記事項の提案の予定の有無（ある場合には該当分に〇を付
し、それぞれ詳細を記載すること。）

ハ 非公開情報の届出者に対する開示の提案（当然にアクセスする予定
  がある場合を含む。）

ホ 非公開情報の管理に関する国内の会社等等の社内規則、取決め、
  契約その他これらに準ずるもの変更の提案

② 国内の会社等の取締役会又は重要な意思決定の権限を有する委員会に届出者又は届出者が指定する者が
出席する可能性の有無（ある場合には詳細を記載すること。）

６
届出者の事業方針等に影響
を及ぼすもの

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名

令第２条第25項第12号に規
定する同意を要する対象
（同号の取得に該当する場
合のみ記入）

  役員の選解任     事業目的の変更      解散      その他（               ）

国 籍 ・ 設 立 国 等
職 業 又 は 営 ん で
い る 事 業 の 内 容

ウ ェ ブ ペ ー ジ の リ ン ク

国内の会社等の経営へ
の関与の方法

経 営 関 与 の 方 法

事前届出業種に該当する事業又
は事前届出対象の技術若しくは
情報に係る事業の譲渡、廃止又
は縮小に関する提案の可能性

国 有 企 業 等 と の 関 係

住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地

９ そ の 他 の 事 項

届 出 受 理 年 月 日
及 び 受 理 番 号

７

  あり（リンク：                                      ）
  なし

国の安全等に係る措置

届 出 者 と の 関 係

⑶



  （記入要領）
1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

 本届出書は、財務大臣及び事業所管大臣を宛先とし、直接保有法人等（外国為替及び外国貿易法（以下この記入要領において「法」という。）第26条第５項に規定する
直接保有法人等をいい、対内直接投資等に関する政令（以下この記入要領において「令」という。）第２条第25項第９号に規定する出資証券所有法人等を含む。以下この
記入要領において同じ。）が株式等を保有する国内の会社等（以下この記入要領において「国内の会社等」という。）及びその子会社（会社法第２条第３号に規定する子
会社をいい、外国の法令に基づいて設立された法人その他の団体及び外国に主たる事務所を有する法人その他の団体を除く。）又は対内直接投資等に関する命令第３条第
５項に規定する他の会社（以下この記入要領において「連結子会社等」という。）が営む事前届出業種（対内直接投資等に関する命令第３条第４項の規定に基づき財務大
臣及び事業所管大臣が定める業種を定める件（告示）別表第１及び別表第２に掲げる業種又は別表第１から別表第３までのいずれにも掲げられていない業種に該当するも
のをいう。以下この記入要領において同じ。）に属する事業を所管する各事業所管大臣又は当該国内の会社等若しくは連結子会社等のうち事前届出対象である技術若しく
は情報（対内直接投資等に関する命令第３条第２項及び第６項、第３条の２第４項、第４条第３項並びに第４条の３第３項の規定に基づき、財務大臣及び事業所管大臣が
定める技術又は情報を定める件（告示）に規定する技術又は情報をいう。以下この記入要領において同じ。）を保有する法人が営む事業（当該技術又は情報に関連するも
のに限る。）を所管する各事業所管大臣を明記すること。
 「届出者」欄中「氏名又は名称及び代表者の氏名」欄には、日本語表記（正式な日本語表記がない場合はふりがな）と英語表記（正式な英語表記がない場合は省略）を
併記すること。
 「届出者」欄中「住所又は主たる事務所の所在地」欄には、国又は地域名も記入すること。財務及び営業又は事業の方針につき実質的な決定が行われている場所が住所
又は主たる事務所の所在地と異なる場合は、当該場所も併記すること。「６ 届出者の事業方針等に影響を及ぼすもの」欄中「住所又は主たる事務所の所在地」欄につい
ても、同様とする。
 「届出者」欄中「国籍・設立国等」欄には、届出者が非居住者個人である場合は当該個人の国籍又はこれに類する地域を記載し、届出者が法人その他の団体である場合
は当該法人その他の団体の設立準拠法を管轄する国又は地域を記載すること。「３ 直接保有法人等」欄中「国籍・設立国等」欄、「４ 直接保有法人等が株式等を保有
する国内の会社等」欄中「国籍・設立国等」及び「６ 届出者の事業方針等に影響を及ぼすもの」欄中「国籍・設立国等」欄についても、同様とする。

 「⑶ 取得の時期」欄について、本届出書受理日から６カ月以内の日であって、当該受理日において予定している取得の時期がある場合は当該取得の時期を記載するこ
と。具体的時期が未定の場合は「予定時期未定」を選択すること。
 「⑷ 支払の時期」欄について、本届出書受理日において予定している支払の時期がある場合は当該支払の時期を記載すること。なお、具体的時期が未定の場合はその
旨を記載することができる。
 「⑸ 取得の相手方」欄は、届出者が相対による方法により取得をしようとする場合において記入すること。
 「３ 直接保有法人等」欄中「⑴ 名称」欄において、直接保有法人等が、特定組合類似団体（法第26条第１項第４号に規定する特定組合類似団体をいう。以下この記
入要領において同じ。）に該当する場合は、「特定組合類似団体に該当する。」欄に印を付すこと。

 「３ 直接保有法人等」欄中「届出者との関係」欄、「４ 直接保有法人等が株式等を保有する国内の会社等」欄中「直接保有法人等との関係」欄、「４ 直接保有法
人等が株式等を保有する国内の会社等」欄中「届出者との関係」欄、「６ 届出者の事業方針等に影響を及ぼすもの」欄中「届出者との関係」欄において、必要がある場
合には本届出書に資本関係図を添付して記載を補足することができる。
 「３ 直接保有法人等」欄中「⑹ 取得後に届出者と株式の所有関係等に基づく永続的な経済関係にあるものが保有する直接保有法人等の外国議決権の数量等」欄にお
いて、届出者を令第２条第17項第１号に規定する間接取得者とした場合に同項各号に規定するものに該当することとなる非居住者である個人又は法人その他の団体に関す
る情報を記載すること。取得後又は一任運用後の「数量」及び「議決権比率」については、これらのものが保有する直接保有法人等の実質保有等外国議決権の数を記載す
ること。その把握が困難な場合は、届出時において判明している「数量」及び「議決権比率」を記入すること。
 直接保有法人等が特定組合類似団体である場合は、「３ 直接保有法人等」欄中「⑸ 取得後に届出者が保有をする直接保有法人等の外国議決権の数量等」及び「⑹
取得後に届出者と株式の所有関係等に基づく永続的な経済関係にあるものが保有する直接保有法人等の外国議決権の数量等」欄に代えて、「⑺ 直接保有法人等（特定組
合類似団体に該当するものに限る。）の業務執行組合員の数」欄中「業務執行組合員の総数」欄に当該直接保有法人等の業務執行組合員（法第26条第２項第４号に規定す
る業務執行組合員をいう。以下この記入要領において同じ。）を、「届出者の関係者の数」欄に、届出者を令第２条第17項第１号に規定する間接取得者とした場合に同項
各号に規定するものに該当することとなる非居住者である個人若しくは法人その他の団体又はこれらの役員若しくは使用人その他の従業者で、当該直接保有法人等の業務
執行組合員であるものの数を記載すること。また、「⑻ 直接保有法人等（特定組合類似団体に該当するものに限る。）の業務執行組合員」欄に、これらの業務執行組合
員であるものに関する情報を記載すること。
 「３ 直接保有法人等」欄中「⑴ 名称」欄には、国内の会社等の法人番号（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第２条第16項に
規定する法人番号をいう。）も記入すること。
 「４ 直接保有法人等が株式等を保有する国内の会社等」欄中「⑷ 資本金 総議決権」欄には、国内の会社等の総株主の議決権の数が分からない場合には、直近に提
出された有価証券届出書（金融商品取引法第２条第７項に規定する有価証券届出書をいう。以下この記入要領において同じ。）、有価証券報告書（同法第24条第１項に規
定する有価証券報告書をいう。以下この記入要領において同じ。）又は半期報告書（同法第24条の５第１項に規定する半期報告書をいう。以下この記入要領において同
じ。）に記載された総株主の議決権の数を用いて差し支えない。なお、国内の会社等の総株主の議決権が分からず、また、国内の会社等が有価証券届出書、有価証券報告
書又は半期報告書を提出していない場合にあっては、「不明」と記入して差し支えない。「４ 直接保有法人等が株式等を保有する国内の会社等」欄中、国内の会社等の
議決権比率の記載が必要な箇所について、国内の会社等の総株主の議決権の数が分からない場合も、同様とする。なお、「２ 取得をしようとする外国議決権等」欄、及
び「３ 直接保有法人等」欄中、議決権比率の記載が必要な箇所について、議決権の総数が分からない場合には、外国法令に基づく有価証券届出書、有価証券報告書又は
半期報告書に相当する書類に記載された議決権の総数を用いて差し支えない。

 「届出者」欄中「事務上の連絡先（担当者氏名、電話番号及び電子メールアドレス）」欄について、電子メールアドレスがない場合には、電子メールアドレスの箇所に
「該当なし」と記入すること。
 「１ 取得しようとする外国議決権等に係る外国法人等」欄中「⑴ 名称」欄について、外国法人等（外国法令に基づいて設立された法人その他の団体をいう。以下こ
の記入要領において同じ。）が設立準備中の場合には、外国法人等の名称にその旨併記すること。
 「２ 取得しようとする外国議決権等」欄中「⑵ 数量、取得価額等」欄中「数量」、「取得価額」及び「取得後の議決権比率」について、本届出書受理日において確
定していない場合には、その見込まれる最大の値を記載することができる。その場合、記入した値の後ろに「（最大）」と記載すること。
 「⑵ 数量、取得価額等」欄中「取得価額」について、外国法人等が証券取引所に上場している場合においては、本届出書受理日の前営業日における任意の証券取引所
における終値を記載することができる。
 「⑵ 数量、取得価額等」欄中「取得後の議決権比率」については、届出者が本届出書において届け出る取得の後において保有することとなる外国法人等の実質保有等
外国議決権（令第２条第25項第11号に規定する実質保有等外国議決権をいう。以下この記入要領において同じ。）の数の外国法人等の議決権の総数に占める割合を記入す
ること。

 「届出者」欄中「ウェブページのリンク」欄について、営んでいる事業の内容等が記載されたウェブサイトが存在する場合には、当該ウェブサイトのリンク先URLを記
載すること。「３ 直接保有法人等」欄中「ウェブページのリンク」欄、「４ 直接保有法人等が株式等を保有する国内の会社等」欄中「ウェブページのリンク」欄及び
「６ 届出者の事業方針等に影響を及ぼすもの」欄中「ウェブページのリンク」欄についても、同様とする。
 「届出者」欄中「届出者となる法的根拠」が「ハ」に該当する場合、「イ」及び「ロ」の①氏名又は名称、②住所又は主たる事務所の所在地、③職業又は営んでいる事
業の内容、を注１に記入すること。財務及び営業又は事業の方針につき実質的な決定が行われている場所が住所又は主たる事務所の所在地と異なる場合は、当該場所も併
記すること。なお、前回届出時点に届け出た内容から変更がない場合は、前回届出の受理年月日及び前回届出時点から変更がないため記載を省略する旨を記載することで
記入を省略することができる。



16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

  （日本産業規格Ａ４）

 上記様式に記入することができない場合は、日本産業規格Ａ４の用紙により上記事項の順序に従って記入するか、別紙を添付して差し支えない。別紙を添付する場合
は、各別紙の右上に「別紙」と明記し、通し番号を付すこと。

銀行等、資金移動業者又は電子決済手段等取引業者等の記入欄（外国為替及び外国貿易法第17条（第17条の３又は第17条の４第１項において準用する場合を含む。）に基づき確認
を行う場合に記入を要するものとする。）

 「４ 直接保有法人等が株式等を保有する国内の会社等」欄中「⑻ 事前届出業種に該当する連結子会社等又は事前届出対象の技術若しくは情報を保有する連結子会社
等があるときは、当該連結子会社等に関する事項」欄には、事前届出業種に属する事業を営む連結子会社等又は事前届出対象である技術若しくは情報を保有する連結子会
社等を国内の会社等とした場合に「４ 直接保有法人等が株式等を保有する国内の会社等」欄中「⑴ 名称」欄から「⑺ 事前届出業種に該当する理由又は事前届出対象
の技術若しくは情報を保有する法人に該当する理由」欄（「⑶ 定款上の事業目的」欄を除く。）に記入することとなる事項及び国内の会社等による出資比率を記入する
こと。
    「４ 直接保有法人等が株式等を保有する国内の会社等」欄中「⑼ 直接保有法人等との関係」欄中「取得後に直接保有法人等と特別な関係にあるものが所有等をする
同一の国内の会社等の株式及び議決権の数量等」欄及び「⑾ 取得後に届出者と特別な関係にあるものが所有等をする国内の会社等の株式及び議決権の数量等」欄につい
ては、国内の会社等が上場会社等である場合において記入すること。この場合において、「⑼ 直接保有法人等との関係」欄中「取得後に直接保有法人等と特別な関係に
あるものが所有等をする同一の国内の会社等の株式及び議決権の数量等」欄については直接保有法人等と、「⑾ 取得後に届出者と特別な関係にあるものが所有等をする
国内の会社等の株式及び議決権の数量等」欄については届出者と、それぞれ特別の関係にあるもの（これらのものを令第２条第28項第１号に規定する株式取得者等とした
場合に同項各号に掲げるものに該当することとなる非居住者である個人又は法人その他の団体をいう。）に関する情報を記載すること。これらの欄において、取得後の
「数量」及び「出資比率・議決権比率」の把握が困難な場合は、届出時において判明している「数量」及び「出資比率・議決権比率」を記入すること。

為替取引又は電子決済手段等の移転等
を行った年月日

金     額 銀行等、資金移動業者又は電子決済手段等取引業者等確認欄

 「５ 取得の目的等」欄中「⑴ 取得目的」欄には、「資産運用」、「直接保有法人等への経営関与」、「国内の会社等への経営関与」、「資金調達の支援」等の取得
の目的（目的が複数ある場合はその全て）を記入すること。なお、直接保有法人等又は国内の会社等へ経営関与する可能性がある場合は、取得の目的として「直接保有法
人等への経営関与」又は「国内の会社等への経営関与」と記入すること。また、「取得しようとする外国議決権等に係る外国法人等への投資目的の詳細」欄には、該当す
る内容の詳細を記載すること。「⑵ 直接保有法人等の経営への関与の方法」欄には、予定される経営関与の方法を詳細に記載し、「取締役の選解任」、「株主総会にお
ける株主提案」、「経営支配に関する契約の締結」等の経営関与の方法をできる限り具体的に記入すること。「⑶ 国内の会社等の経営への関与の方法」欄内「事前届出
業種に該当する事業又は事前届出対象の技術若しくは情報に係る事業の譲渡、廃止又は縮小に関する提案の可能性」欄において、該当する者に〇を付す（該当が複数ある
場合はその全て）とともに、「イ あり」を選択した場合、提案する可能性がある事項の詳細について記入すること。なお、⑵及び⑶の欄は、取得の目的に経営関与が含
まれない場合は記入を要しない。
 「６ 届出者の事業方針等に影響を及ぼすもの」欄には、届出者が最終親会社等（租税特別措置法第66条の４の４第４項第５号に規定する最終親会社等をいう。以下こ
の記入要領において同じ。）を有する場合は、当該最終親会社等を記入し、最終親会社等を有しない場合には、最終親会社等以外のものであって、届出者の財務及び営業
又は事業の方針の決定に対して重要な影響を与えることができるものを記入すること。

 また、届出者が特定組合等（法第26条第１項第４号に規定する特定組合等をいう。以下この記入要領において同じ。）である場合は、その業務執行組合員の最終親会社
等を記入し、最終親会社等を有しない場合には、最終親会社等以外のものであって、その財務及び営業又は事業の方針の決定に対して重要な影響を与えることができるも
のを記入すること。届出者が外国の法令に基づいて設立されたファンド（特定組合等を除く。）であって、その業務を執行する構成員を有する場合は、特定組合等に準じ
て記入すること。

 令第２条第25項第12号に規定する行為（外国法人等の株式又はこれに類するものであって、当該外国法人等の株主総会等において決議すべき事項の決定についてその所
有者の同意を要するものの取得）をしようとするときは、「７ 令第２条第25項第12号に規定する同意を要する対象（同号の取得に該当する場合のみ記入）」欄において
その同意を要することとされている対象事項について記入すること。

 「６ 届出者の事業方針等に影響を及ぼすもの」欄中「国有企業等との関係」欄において、届出者の事業方針等に影響を及ぼすものと国有企業等（令第３条の２第１項
第３号から第６号までに掲げるものをいう。）との資本関係その他の支配関係を記入すること。

 「４ 直接保有法人等が株式等を保有する国内の会社等」欄中「⑼ 直接保有法人等との関係」欄中「届出時までの直接保有法人等による経営関与の方法」欄には、不
明である場合は、「不明」と記入して差し支えない。

 「８ 国の安全等に係る措置」欄には、法第27条第１項第４号に規定する「国の安全等に係る措置」を講ずる場合に、当該措置の具体的内容を記入すること。この場合
において、上記様式の記入欄内に記入することができない場合は、別紙を添付して差し支えない。

 「４ 直接保有法人等が株式等を保有する国内の会社等」欄中「⑺ 事前届出業種に該当する理由又は事前届出対象の技術若しくは情報を保有する法人に該当する理
由」欄には、国内の会社等が営む事前届出業種又は国内の会社等が保有する事前届出対象である技術若しくは情報を記入すること。事前届出業種が、対内直接投資等に関
する命令第３条の２第３項の規定に基づき、財務大臣及び事業所管大臣が定める業種を定める件（告示）に掲げる業種に該当する場合は、その旨明記し当該告示の該当す
る条項を明記すること。国内の会社等の営む事前届出業種又は国内の会社等が保有する事前届出対象である技術若しくは情報の内容を補足するため、当該業種に属する事
業又は当該技術若しくは情報に係る事業の詳細を記入しても差し支えない。なお、国内の会社等の該当業種又は保有する技術若しくは情報に不明な点がある場合は、その
旨を記入すること。



別紙様式第十五
根拠法規： 対内直接投資等

                                       に関する命令

（宛先）
財務大臣及び事業所管大臣 殿
 うち、事前届出業種等を所管する大臣

内閣総理大臣（警察庁）
内閣総理大臣（金融庁）
総 務 大臣
厚生労働大臣
農林水産大臣
経済産業大臣
国土交通大臣     殿

（日本銀行経由）

イ 非居住者個人
ロ 外国法人等   
ハ イ及びロが直接、間接に議決権の50%以上を保有している会社
ニ 特定組合等
ホ イが役員の過半数を占める本邦法人等
へ 外国為替及び外国貿易法第27条第14項の規定により外国投資家とみなされるもの

直接保有法人等の外国議決権の共同行使同意取得に関する届出書（令第２条第25項第13号）
年     月     日

届
 
 
出
 
 
者

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名
住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地 国籍・

設立国等職 業 又 は 営 ん で
い る 事 業 の 内 容

資  本  金
（該当がある場合に記載）

ウェブページのリンク
  あり（リンク ）
  なし

届出者となる法的根拠
（該当分に○） 注１：「ハ」に該当する場合、「イ」及び「ロ」の①氏名又は名称、②住所又は主たる事務所の所在地、

③職業又は営んでいる事業の内容を記入

（                                               ）

注２：「へ」に該当する場合、非居住者等の詳細及び外国投資家とみなされる理由を記入

（                                               ）

対内直接投資等に関する
政令第３条の２第１項各
号 へ の 該 当 性

     第１号     第２号     第３号     第４号     第５号     第６号

     上記のいずれにも該当しない

該当がある場合はその詳細（                                 ）

代
理
人

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名
住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地

事 務 上 の 連 絡 先
（担当者氏名、電話番号及び
電 子 メ ー ル ア ド レ ス ）



下記のとおり届出します。

⑵ 代 表 者
⑶ 本 店 の 所 在 地
⑷ 事 業 の 内 容

議決権 個
%

  あり（リンク：
  なし

議決権 個
%

⑴ 同 意 数 量 議 決 権 個

１
 
直
接
保
有
法
人
等

⑴ 名 称

⑸
届出者が保有をする直接
保有法人等の外国議決権
の数量等

数 量

議 決 権 比 率

⑹

同意取得時に届出者と株
式の所有関係等に基づく
永続的な経済関係にある
ものが保有する直接保有
法人等の外国議決権の数
量等

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名

ウ ェ ブ ペ ー ジ の リ ン ク
）

届 出 者 と の 関 係

数 量

議 決 権 比 率

住所又は主たる事務所の所在地

国 籍 ・ 設 立 国 等

職 業 又 は 営 ん で
い る 事 業 の 内 容

⑹ 同 意 取 得 後 の 事 業 計 画
直接保有法人等に係る事業計画
国内の会社等に係る事業計画

     年  月  日

２
 
同
意
取
得
し
よ
う
と
す
る
外
国
議
決
権

⑵
同 意 取 得 の 内 容
（ 該 当 分 に ○ ）

⑶ 同 意 取 得 の 時 期
  ：予定時期（              ）予定（ただし、届出受理日から６カ月以内）

住所又は主たる事務所の所在地

  ：予定時期未定（届出受理日から６カ月以内）

⑷ 共 同 行 使 の 時 期

⑸ 同 意 取 得 の 相 手 方

氏 名 又 は 名 称



⑵ 本 店 の 所 在 地

円（   株（口））
個
％

イ 上場銘柄
ロ 店頭売買銘柄
ハ その他

株 式 株
議決権 個

  あり（リンク：
  なし

株 式 株
議決権 個

出 資 比 率 %
議 決 権 比 率 %

株 式 株
議決権 個

%
%

３
 
直
接
保
有
法
人
等
が
株
式
等
を
保
有
す
る
国
内
の
会
社
等

⑴ 名 称
法人番号：

⑶ 定 款 上 の 事 業 目 的

⑷

氏名又は名称及び
代 表 者 の 氏 名
住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地

国 籍 ・ 設 立 国 等

資 本 金
総 議 決 権

⑸ 外 資 比 率

⑹
上 場 、 非 上 場 等 の 区 分
（ 該 当 分 に ○ ）

⑺

事前届出業種に該当する
理由又は事前届出対象の
技術若しくは情報を保有
する法人に該当する理由

⑻

事前届出業種に該当する
連結子会社等又は事前届
出対象の技術若しくは情
報を保有する連結子会社
等があるときは、当該連
結子会社等に関する事項

⑼
直接保有法人等との
関係

直接保有法人等が保有する
数量等

同意取得時に直接
保有法人等と特別
な関係にあるもの
が所有等をする同
一の国内の会社等
の株式及び議決権
の数量等

職 業 又 は 営 ん で
い る 事 業 の 内 容

数 量

届出時までの直接保有法人等による
経 営 関 与 の 方 法 （不明な場合は「不明」と記載）

⑽
届出者が所有等をする
株式及び議決権の数量
等

数 量

出 資 比 率
議 決 権 比 率

ウ ェ ブ ペ ー ジ
の リ ン ク

）

直接保有法人等と
の関係



  あり（リンク：
  なし

株 式 株
議決権 個

%
%

  あり（リンク：                                   ）
  なし

職 業 又 は 営 ん で
い る 事 業 の 内 容

ウ ェ ブ ペ ー ジ の リ ン ク
）

国 有 企 業 等 と の 関 係

⑾

同意取得時に届出者と特
別な関係にあるものが所
有等をする国内の会社等
の株式及び議決権の数量
等

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名
住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地

国 籍 ・ 設 立 国 等

職業又は営んでいる事業の内容

ウ ェ ブ ペ ー ジ の リ ン ク
）

届 出 者 と の 関 係

数 量

4
届出者の事業方針等に影
響 を 及 ぼ す も の

国 籍 ・ 設 立 国 等

届 出 者 と の 関 係

５ 国 の 安 全 等 に 係 る 措 置

６ そ の 他 の 事 項

出 資 比 率
議 決 権 比 率

氏名又は名称及び代表者の氏名

住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地

届 出 受 理 年 月 日
及 び 受 理 番 号



  （記入要領）
1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

 「届出者」欄中「ウェブページのリンク」欄について、営んでいる事業の内容等が記載されたウェブサイトが存在する場合には、当該ウェブ
サイトのリンク先URLを記載すること。「１ 直接保有法人等」欄中「ウェブページのリンク」欄、「３ 直接保有法人等が株式等を保有する
国内の会社等」欄中「ウェブページのリンク」欄及び「４ 届出者の事業方針等に影響を及ぼすもの」欄中「ウェブページのリンク」欄につい
ても、同様とする。
 「届出者」欄中「届出者となる法的根拠」が「ハ」に該当する場合、「イ」及び「ロ」の①氏名又は名称、②住所又は主たる事務所の所在
地、③職業又は営んでいる事業の内容、を注１に記入すること。財務及び営業又は事業の方針につき実質的な決定が行われている場所が住所又
は主たる事務所の所在地と異なる場合は、当該場所も併記すること。なお、前回届出時点に届け出た内容から変更がない場合は、前回届出の受
理年月日及び前回届出時点から変更がないため記載を省略する旨を記載することで記入を省略することができる。
 「届出者」欄中「事務上の連絡先（担当者氏名、電話番号及び電子メールアドレス）」欄について、電子メールアドレスがない場合には、電
子メールアドレスの箇所に「該当なし」と記入すること。
 「１ 直接保有法人等」欄中「⑴ 名称」欄について、直接保有法人等が設立準備中の場合には、直接保有法人等の名称にその旨併記するこ
と。

 「届出者」欄中「国籍・設立国等」欄には、届出者が非居住者個人である場合は当該個人の国籍又はこれに類する地域を記載し、届出者が法
人その他の団体である場合は当該法人その他の団体の設立準拠法を管轄する国又は地域を記載すること。「１ 直接保有法人等」欄中「国籍・
設立国等」欄、「３ 直接保有法人等が株式等を保有する国内の会社等」欄中「国籍・設立国等」欄及び「４ 届出者の事業方針等に影響を及
ぼすもの」欄中「国籍・設立国等」欄についても、同様とする。

 「３ 直接保有法人等が株式等を保有する国内の会社等」欄中「⑴ 名称」欄には、国内の会社等の法人番号（行政手続における特定の個人
を識別するための番号の利用等に関する法律第２条第16項に規定する法人番号をいう。）も記入すること。
 「３ 直接保有法人等が株式等を保有する国内の会社等」欄中「⑷ 資本金 総議決権」欄には、国内の会社等の総株主の議決権の数が分か
らない場合には、直近に提出された有価証券届出書（金融商品取引法第２条第７項に規定する有価証券届出書をいう。以下この記入要領におい
て同じ。）、有価証券報告書（同法第24条第１項に規定する有価証券報告書をいう。以下この記入要領において同じ。）又は半期報告書（同法
第24条の５第１項に規定する半期報告書をいう。以下この記入要領において同じ。）に記載された総株主の議決権の数を用いて差し支えない。
なお、国内の会社等の総株主の議決権が分からず、また、国内会社が有価証券届出書、有価証券報告書又は半期報告書を提出していない場合に
あっては、「不明」と記入して差し支えない。「３ 直接保有法人等が株式等を保有する国内の会社等」欄中、国内の会社等の議決権比率の記
載が必要な箇所について、国内の会社等の総株主の議決権の数が分からない場合も、同様とする。「１ 直接保有法人等」欄、及び「２ 同意
取得しようとする外国議決権」欄中、議決権比率の記載が必要な箇所について、議決権の総数が分からない場合には、外国法令に基づく有価証
券届出書、有価証券報告書又は半期報告書に相当する書類に記載された議決権の総数を用いて差し支えない。

 「１ 直接保有法人等」欄中「⑹ 同意取得時に届出者と株式の所有関係等に基づく永続的な経済関係にあるものが保有する直接保有法人等
の外国議決権の数量等」欄において、届出者を令第2条第17項第１号に規定する間接取得者とした場合に同項第２号に規定するものに該当するこ
ととなる非居住者である個人又は法人その他の団体に関する情報を記載すること。同意取得時の「数量」及び「議決権比率」の把握が困難な場
合は、届出時において判明している「数量」及び「議決権比率」を記入すること。

 「２ 同意取得しようとする外国議決権」欄中「⑴ 同意数量」欄においては、同意取得の相手方が保有する直接保有法人等の議決権に加え
て、当該相手方を令第２条第17項第１号に規定する間接取得者とした場合に同項第２号イからニまでに掲げるものに該当することとなる非居住
者である個人又は法人その他の団体が保有する直接保有法人等の議決権を加えた議決権の数を記載すること。「⑵ 同意取得の内容」欄には、
共同して議決権を行使することの同意を得た対象事項等の同意の内容について記載すること。「⑶ 同意取得の時期」欄について、本届出書受
理日から６カ月以内の日であって、当該受理日において予定している同意取得の予定日がある場合は当該予定日を記載すること。具体的時期が
未定の場合は「予定時期未定」を選択すること。

 本届出書は、財務大臣及び事業所管大臣を宛先とし、直接保有法人等（外国為替及び外国貿易法（以下この記入要領において「法」とい
う。）第26条第５項に規定する直接保有法人等をいい、対内直接投資等に関する政令（以下この記入要領において「令」という。）第２条第25
項第９号に規定する出資証券所有法人等を含む。以下この記入要領において同じ。）が株式等を保有する国内の会社等（以下この記入要領にお
いて「国内の会社等」という。）及びその子会社（会社法第２条第３号に規定する子会社をいい、外国の法令に基づいて設立された法人その他
の団体及び外国に主たる事務所を有する法人その他の団体を除く。）又は対内直接投資等に関する命令第３条第５項に規定する他の会社（以下
この記入要領において「連結子会社等」という。）が営む事前届出業種（対内直接投資等に関する命令第３条第４項の規定に基づき財務大臣及
び事業所管大臣が定める業種を定める件（告示）別表第１及び別表第２に掲げる業種又は別表第１から別表第３までのいずれにも掲げられてい
ない業種に該当するものをいう。以下この記入要領において同じ。）に属する事業を所管する各事業所管大臣又は当該国内の会社等若しくは連
結子会社等のうち事前届出対象である技術若しくは情報（対内直接投資等に関する命令第３条第２項及び第６項、第３条の２第４項、第４条第
３項並びに第４条の３第３項の規定に基づき財務大臣及び事業所管大臣が定める技術又は情報を定める件（告示）に規定する技術又は情報をい
う。以下この記入要領において同じ。）を保有する法人が営む事業（当該技術又は情報に関連するものに限る。）を所管する各事業所管大臣を
明記すること。
 「届出者」欄中「氏名又は名称及び代表者の氏名」欄には、日本語表記（正式な日本語表記がない場合はふりがな）と英語表記（正式な英語
表記がない場合は省略）を併記すること。
 「届出者」欄中「住所又は主たる事務所の所在地」欄には、国又は地域名も記入すること。財務及び営業又は事業の方針につき実質的な決定
が行われている場所が住所又は主たる事務所の所在地と異なる場合は、当該場所も併記すること。「４ 届出者の事業方針等に影響を及ぼすも
の」欄中「住所又は主たる事務所の所在地」欄についても、同様とする。

 「１ 直接保有法人等」欄中「届出者との関係」欄、「３ 直接保有法人等が株式等を保有する国内の会社等」欄中「⑾ 同意取得時に届出
者と特別な関係にあるものが所有等をする国内の会社等の株式及び議決権の数量等」欄の「届出者との関係」欄及び「４ 届出者の事業方針等
に影響を及ぼすもの」欄中「届出者との関係」欄において、必要がある場合には本届出書に資本関係図を添付して記載を補足することができ
る。
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  （日本産業規格Ａ４）

 「３ 直接保有法人等が株式等を保有する国内の会社等」欄中「⑼ 直接保有法人等との関係」欄中「届出時までの直接保有法人等による経
営関与の方法」欄には、不明である場合は、「不明」と記入して差し支えない。
 「４ 届出者の事業方針等に影響を及ぼすもの」欄には、届出者が最終親会社等（租税特別措置法第66条の４の４第４項第５号に規定する最
終親会社等をいう。以下この記入要領において同じ。）を有する場合は、当該最終親会社等を記入し、最終親会社等を有しない場合には、最終
親会社等以外のものであって、届出者の財務及び営業又は事業の方針の決定に対して重要な影響を与えることができるものを記入すること。
 また、届出者が特定組合等（法第26条第１項第４号に規定する特定組合等をいう。以下この記入要領において同じ。）である場合は、その業
務執行組合員（同号に規定する業務執行組合員をいう。）の最終親会社等を記入し、最終親会社等を有しない場合には、最終親会社等以外のも
のであって、その財務及び営業又は事業の方針の決定に対して重要な影響を与えることができるものを記入すること。届出者が外国の法令に基
づいて設立されたファンド（特定組合等を除く。）であって、その業務を執行する構成員を有する場合は、特定組合等に準じて記入すること。

 上記様式に記入することができない場合は、日本産業規格Ａ４の用紙により上記事項の順序に従って記入するか、別紙を添付して差し支えな
い。別紙を添付する場合は、各別紙の右上に「別紙」と明記し、通し番号を付すこと。

 「３ 直接保有法人等が株式等を保有する国内の会社等」欄中「⑺ 事前届出業種に該当する理由又は事前届出対象の技術若しくは情報を保
有する法人に該当する理由」欄には、国内の会社等が営む事前届出業種又は国内の会社等が保有する事前届出対象である技術若しくは情報を記
入すること。事前届出業種が、対内直接投資等に関する命令第３条の２第３項の規定に基づき、財務大臣及び事業所管大臣が定める業種を定め
る件（告示）に掲げる業種に該当する場合は、その旨明記し当該告示の該当する条項を明記すること。国内の会社等の営む事前届出業種又は国
内の会社等が保有する事前届出対象である技術若しくは情報の内容を補足するため、当該業種に属する事業又は当該技術若しくは情報に係る事
業の詳細を記入しても差し支えない。なお、国内の会社等の該当業種又は保有する技術若しくは情報に不明な点がある場合は、その旨を記入す
ること。

 「３ 直接保有法人等が株式等を保有する国内の会社等」欄中「⑻ 事前届出業種に該当する連結子会社等又は事前届出対象の技術若しくは
情報を保有する連結子会社等があるときは、当該連結子会社等に関する事項」欄には、事前届出業種に属する事業を営む連結子会社等又は事前
届出対象である技術若しくは情報を保有する連結子会社等を国内の会社等とした場合に「３ 直接保有法人等が株式等を保有する国内の会社
等」欄中「⑴ 名称」欄から「⑺ 事前届出業種に該当する理由又は事前届出対象の技術若しくは情報を保有する法人に該当する理由」欄
（「⑶ 定款上の事業目的」欄を除く。）に記入することとなる事項及び国内の会社等による出資比率を記入すること。
 「３ 直接保有法人等が株式等を保有する国内の会社等」欄中「⑼ 直接保有法人等との関係」欄中「同意取得時に直接保有法人等と特別な
関係にあるものが所有等をする同一の国内の会社等の株式及び議決権の数量等」欄及び「⑾ 同意取得時に届出者と特別な関係にあるものが所
有等をする国内の会社等の株式及び議決権の数量等」欄については、国内の会社等が上場会社等である場合において記入すること。この場合に
おいて、「⑼ 直接保有法人等との関係」欄中「同意取得時に直接保有法人等と特別な関係にあるものが所有等をする同一の国内の会社等の株
式及び議決権の数量等」欄については直接保有法人等と、「⑾ 同意取得時に届出者と特別な関係にあるものが所有等をする国内の会社等の株
式及び議決権の数量等」欄については届出者と、それぞれ特別の関係にあるもの（これらのものを令第２条第28項第１号に規定する株式取得者
等とした場合に同項各号に掲げるものに該当することとなる非居住者である個人又は法人その他の団体をいう。）に関する情報を記載するこ
と。これらの欄において、同意取得時の「数量」及び「出資比率・議決権比率」の把握が困難な場合は、届出時において判明している「数量」
及び「出資比率・議決権比率」を記入すること。

 「４ 届出者の事業方針等に影響を及ぼすもの」欄中「国有企業等との関係」欄において、届出者の事業方針等に影響を及ぼすものと国有企
業等（令第３条の２第１項第３号から第６号までに掲げるものをいう。）との資本関係その他の支配関係を記入すること。
 「５ 国の安全等に係る措置」欄には、法第27条第１項第４号に規定する「国の安全等に係る措置」を講ずる場合に、当該措置の具体的内容
を記入すること。この場合において、上記様式の記入欄内に記入することができない場合は、別紙を添付して差し支えない。



別紙様式第十六
根拠法規： 対 内 直 接 投 資 等

                                       に 関 す る 命 令

年 月 日

（宛先）
財務大臣及び事業所管大臣 殿
 うち、事前届出業種等を所管する大臣

内閣総理大臣（警察庁）
内閣総理大臣（金融庁）
総 務 大臣
厚生労働大臣
農林水産大臣
経済産業大臣
国土交通大臣     殿

（日本銀行経由）

イ 非居住者個人
ロ 外国法人等   
ハ イ及びロが直接､間接に議決権の50%以上を保有している会社   
ニ 特定組合等
ホ イが役員の過半数を占める本邦法人等   
へ 外国為替及び外国貿易法第27条第14項の規定により外国投資家とみなされるもの

第１号 第２号 第３号 第４号 第５号   第６号
上記のいずれにも該当しない

該当がある場合はその詳細（                                 ）

住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地

ウ ェ ブ ペ ー ジ の リ ン ク
  あり（リンク：                                            ）
  なし

届 出 者 と な る 法 的 根 拠
（ 該 当 分 に ○ ）

注１：「ハ」に該当する場合、「イ」及び「ロ」の①氏名又は名称、②住所又は主たる事務所の所在地、
③職業又は営んでいる事業の内容を記入（                           ）
注２：「へ」に該当する場合、非居住者等の詳細及び外国投資家とみなされる理由を記入
（                                             ）

外国法令に基づいて設立された法人その他の団体の役員の選任に関する届出書（法第26条第２項第10号又は令第２条第25項第10号）

届
 
 
出
 
 
者

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名
住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地

国籍・設立国等
職 業 又 は 営 ん で
い る 事 業 の 内 容

対内直接投資等に関する
政令第３条の２第１項各
号 へ の 該 当 性

代
理
人

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名

事 務 上 の 連 絡 先
（担当者氏名、電話番号及び
電 子 メ ー ル ア ド レ ス ）

資本金
（該当がある場合に記載）



下記のとおり届出します。

⑵ 本 店 の 所 在 地

⑶ 事 業 の 内 容

⑷

直接保有法人等との
関係（直接保有法人
等の議決権の行使以
外 の 場 合 ）

数  量 個
（届出時 個）
議決権の総数に占める割合 ％
（届出時 ％）

（届出時と行使時で議決権の数量等が異なる場合は異なる理由：             ）

⑷ 候 補 者 の 任 期

⑸ 候 補 者 の 経 歴 及 び 現 職

⑹ 届 出 者 と 候 補 者 の 関 係

⑺

候補者の選任に係る議
決権行使をする目的
（直接保有法人等の経
営関与に関する方針を
含む。）

（                               ）

⑻

国内の会社等の事前届
出業種に属する事業及
び事前届出対象の技術
若しくは情報に係る事
業への関与方針
※複数該当する場合はすべて
にチェック

４
 
行
使
の
目
的
等

⑴
選任される役職及び
権 限 の 内 容

⑵ 役員及び代表権を有
す る 役 員 の 総 数

⑶ 候 補 者 の 氏 名 、
住 所 及 び 国 籍 等

上記についての具体的内容

 ▢ 事業方針その他事業の運営への関与
 ▢ 非公開の技術情報の取得
 ▢ 事業の一部又は全部の譲渡又は廃止への関与
 ▢ 合併、廃業又は会社の解散への関与
 ▢ 取締役会又は重要な意思決定の権限を有する委員会への出席
 ▢ 期限を付して、発行会社の回答若しくは行動を要求すること
 ▢ 関与なし
 ▢ その他（                      ）

３ 行 使 の 時 期
  ：予定時期（              ）予定（ただし、届出受理日から６カ月以内）
  ：予定時期未定（届出受理日から６カ月以内）

⑴ 名 称
１
 
役
員
の
選
任
に
係
る
外
国
法
人
等

２ 行 使 す る 外 国 法 人 等 の
議 決 権 の 数 量 等

役員の総数：

代表権を有する役員の総数：



⑵ 代 表 者
⑶ 本 店 の 所 在 地

⑷ 事 業 の 内 容

議決権 個

%

  あり（リンク：                                      ）
  なし

議決権 個

%

数 量

数 量

議 決 権 比 率 等

⑹

行使後に届出者と株式
の所有関係等に基づく
永続的な経済関係にあ
るものが所有等をする
直接保有法人等の外国
議決権の数量等

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名
住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地

国 籍 ・ 設 立 国 等

議 決 権 比 率

５
 
直
接
保
有
法
人
等

⑴ 名 称

⑸
届出者が所有等する直接
保有法人等の外国議決権
の 数 量 等

職 業 又 は 営 ん で
い る 事 業 の 内 容

ウ ェ ブ ペ ー ジ の リ ン ク

届 出 者 と の 関 係



⑵ 本 店 の 所 在 地

⑶ 定 款 上 の 事 業 目 的

個
％

イ 上場
ロ 非上場
ハ その他

⑺

事前届出業種に該当する
理由又は事前届出対象の
技術若しくは情報を保有
する法人に該当する理由

⑻

事前届出業種に該当する
連結子会社等又は事前届
出対象の技術若しくは情
報を保有する連結子会社
等があるときは、当該連
結子会社等に関する事項

株

住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
国 籍 ・ 設 立 国 等
職 業 又 は 営 ん で
い る 事 業 の 内 容

  あり（リンク：                                     ）
  なし

直 接 保 有 法 人 等
と の 関 係

株 式 株
議決権 個

出 資 比 率 %
議 決 権 比 率 %

株 式 株
議決権 個

%
%

ウ ェ ブ ペ ー ジ
の リ ン ク

数 量

６
 
直
接
保
有
法
人
等
が
株
式
等
を
保
有
す
る
国
内
の
会
社
等

⑴ 名       称 

⑷ 総 議 決 権

⑸ 外 資 比 率

⑹
上 場 、 非 上 場 等 の 区 分
（ 該 当 分 に ○ ）

直 接 保 有 法 人 等 が 保 有 す る
株 式 等 の 数

届出時までの直接保有法人等に
よ る 経 営 関 与 の 方 法 （不明な場合は「不明」と記載）

⑽
届出者が保有する株式及
び 議 決 権 の 数 量 等

数 量

出 資 比 率
議 決 権 比 率

行使後に直接
保有法人等と
特別な関係に
あるものが所
有等をする同
一の国内の会
社等の株式及
び議決権の数
量等

氏名又は名称及び
代 表 者 の 氏 名

⑼ 直接保有法人等との関係

法人番号：



  あり（リンク：                                     ）
  なし

株 式 株
議決権 個

%
%

８

届 出 受 理年 月日
及 び 受 理 番 号

国 の 安 全 等 に 係 る 措 置

９ そ の 他 の 事 項

ウ ェ ブ ペ ー ジ の リ ン ク

国 有 企 業 等 と の 関 係
届 出 者 と の 関 係

７
届出者の事業方針等に影響を
及 ぼ す も の

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名
住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
国 籍 ・ 設 立 国 等
職 業 又 は 営 ん で い る
事 業 の 内 容

  あり（リンク：                                                         ）
  なし

数 量

出 資 比 率
議 決 権 比 率

⑾

行使後に届出者と特別な
関係にあるものが所有等
をする国内の会社等の株
式 及 び 議 決 権 の 数 量 等

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名

住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地

国 籍 ・ 設 立 国 等

職 業 又 は 営 ん で
い る 事 業 の 内 容

ウ ェ ブ ペ ー ジ の リ ン ク

届 出 者 と の 関 係



  （記入要領）
１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

11  「４ 行使の目的等」欄中「⑶ 候補者の氏名、住所及び国籍等」欄において、本名に代えて本名以外の呼称で本名に代わるものとして広く
通用しているものがある場合には、氏名に併記すること。
 「⑸ 候補者の経歴及び現職」欄において、候補者が令第３条の２第１項第３号から第５号までに規定するものの役員又は使用人その他の従
業者（以下この記入要領において「政府関係者」という。）であった場合、政府関係者であった期間及び当時の役職を明記すること。
 「⑺ 候補者の選任に係る議決権行使をする目的（直接保有法人等の経営関与に関する方針を含む。）」欄において、候補者として自ら又は
自らの関係者（令第２条第22項各号に掲げるものをいう。）を選定した理由についても記載すること。
 「⑻ 国内の会社等の事前届出業種に属する事業及び事前届出対象の技術若しくは情報に係る事業への関与方針」欄は、届出者が候補者を通
じて国内の会社等の営む事前届出業種に属する事業及び事前届出対象である技術若しくは情報に係る事業について、該当する事項を選択すると
ともに、どのような関与を行う予定か記載すること。

 「届出者」欄中「届出者となる法的根拠」が「ハ」に該当する場合、「イ」及び「ロ」の①氏名又は名称、②住所又は主たる事務所の所在
地、③職業又は営んでいる事業の内容、を注１に記入すること。財務及び営業又は事業の方針につき実質的な決定が行われている場所が住所又
は主たる事務所の所在地と異なる場合は、当該場所も併記すること。なお、前回届出時点に届け出た内容から変更がない場合は、前回届出の受
理年月日及び前回届出時点から変更がないため記載を省略する旨を記載することで記入を省略することができる。
 「届出者」欄中「事務上の連絡先（担当者氏名、電話番号及び電子メールアドレス）」欄について、電子メールアドレスがない場合には、電
子メールアドレスの箇所に「該当なし」と記入すること。
 「１ 役員の選任に係る外国法人等」欄中、外国法人等（外国法令に基づいて設立された法人その他の団体をいう。以下この記入要領におい
て同じ。）が設立準備中の場合には、「⑴ 名称」欄にその旨併記すること。

 「２ 行使する外国法人等の議決権の数量等」欄において、本届出の対象となる行使において行使する外国法人等の議決権の数量及び議決権
の総数に占める割合を記載すること。本届出書受理日において確定していない場合には、その見込まれる最大の値を記載することができる。そ
の場合、記入した値の後ろに「（最大）」と記載すること。また、本届出書受理日において届出者が保有する外国法人等の実質保有等外国議決
権（令第２条第25項第11号に規定する実質保有等外国議決権をいう。以下この記入要領において同じ。）の数及び当該実質保有等外国議決権
の数の当該外国法人等の議決権の総数に占める割合を併記すること。本届出書受理日において届出者が保有する当該外国法人等の実質保有等外
国議決権の数及び当該実質保有等外国議決権の数の当該外国法人等の議決権の総数に占める割合と本届出の対象となる行使時点において行使す
る当該外国法人等の議決権の数量及び議決権の総数に占める割合が異なる場合には異なる理由を記載すること。
 「３ 行使の時期」欄について、本届出書受理日から６カ月以内の日であって、当該受理日において予定している行使の時期がある場合は当
該行使の時期を記載すること。具体的時期が未定の場合は「予定時期未定」を選択すること。

 本届出書は、財務大臣及び事業所管大臣を宛先とし、直接保有法人等（外国為替及び外国貿易法（以下この記入要領において「法」とい
う。）第26条第５項に規定する直接保有法人等をいい、対内直接投資等に関する政令（以下この記入要領において「令」という。）第２条第
25項第９号に規定する出資証券所有法人等を含む。以下この記入要領において同じ。）が株式等を保有する国内の会社等（以下この記入要領に
おいて「国内の会社等」という。）及びその子会社（会社法第２条第３号に規定する子会社をいい、外国の法令に基づいて設立された法人その
他の団体及び外国に主たる事務所を有する法人その他の団体を除く。）又は対内直接投資等に関する命令第３条第５項に規定する他の会社（以
下この記入要領において「連結子会社等」という。）が営む事前届出業種（対内直接投資等に関する命令第３条第４項の規定に基づき財務大臣
及び事業所管大臣が定める業種を定める件（告示）別表第１及び別表第２に掲げる業種又は別表第１から別表第３までのいずれにも掲げられて
いない業種に該当するものをいう。以下この記入要領において同じ。）に属する事業を所管する各事業所管大臣又は当該国内の会社等若しくは
連結子会社等のうち事前届出対象である技術若しくは情報（対内直接投資等に関する命令第３条第２項及び第６項、第３条の２第４項、第４条
第３項並びに第４条の３第３項の規定に基づき、財務大臣及び事業所管大臣が定める技術又は情報を定める件（告示）に規定する技術又は情報
をいう。以下この記入要領において同じ。）を保有する法人が営む事業（当該技術又は情報に関連するものに限る。）を所管する各事業所管大
臣を明記すること。なお、宛先の「事前届出業種等を所管する大臣」には、事前届出の対象となる業種又は技術若しくは情報を保有する法人を
所管する大臣を選択すること。
 「届出者」欄中「氏名又は名称及び代表者の氏名」欄には、日本語表記（正式な日本語表記がない場合はふりがな）と英語表記（正式な英語
表記がない場合は省略）を併記すること。
 「届出者」欄中「住所又は主たる事務所の所在地」欄には、国又は地域名も記入すること。財務及び営業又は事業の方針につき実質的な決定
が行われている場所が住所又は主たる事務所の所在地と異なる場合は、当該場所も併記すること。「７ 届出者の事業方針等に影響を及ぼすも
の」欄中「住所又は主たる事務所の所在地」欄についても、同様とする。
 「届出者」欄中「国籍・設立国等」欄には、届出者が非居住者個人である場合は当該個人の国籍又はこれに類する地域を記載し、届出者が法
人その他の団体である場合は当該法人その他の団体の設立準拠法を管轄する国又は地域を記載すること。「５ 直接保有法人等」欄中「国籍・
設立国等」欄、「６ 直接保有法人等が株式等を保有する国内の会社等」欄中「国籍・設立国等」欄及び「７ 届出者の事業方針等に影響を及
ぼすもの」欄中「国籍・設立国等」欄についても、同様とする。
 「届出者」欄中「ウェブページのリンク」欄について、営んでいる事業の内容等が記載されたウェブサイトが存在する場合には、当該ウェブ
サイトのリンク先URLを記載すること。「５ 直接保有法人等」欄中「ウェブページのリンク」欄、「６ 直接保有法人等が株式等を保有する
国内の会社等」欄中「ウェブページのリンク」欄及び「７ 届出者の事業方針等に影響を及ぼすもの」欄中「ウェブページのリンク」欄につい
ても、同様とする。
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  （日本産業規格Ａ４）

 上記様式に記入することができない場合は、日本産業規格Ａ４の用紙により上記事項の順序に従って記入するか、別紙を添付して差し支えな
い。別紙を添付する場合は、各別紙の右上に「別紙」と明記し、通し番号を付すこと。

 「７ 届出者の事業方針等に影響を及ぼすもの」欄には、届出者が最終親会社等（租税特別措置法第66条の４の４第４項第５号に規定する最
終親会社等をいう。以下この記入要領において同じ。）を有する場合は、当該最終親会社等を記入し、最終親会社等を有しない場合には、最終
親会社等以外のものであって、届出者の財務及び営業又は事業の方針の決定に対して重要な影響を与えることができるものを記入すること。
 また、届出者が特定組合等（法第26条第１項第４号に規定する特定組合等をいう。以下この記入要領において同じ。）である場合は、その業
務執行組合員（同号に規定する業務執行組合員をいう。）の最終親会社等を記入し、最終親会社等を有しない場合には、最終親会社等以外のも
のであって、その財務及び営業又は事業の方針の決定に対して重要な影響を与えることができるものを記入すること。届出者が外国の法令に基
づいて設立されたファンド（特定組合等を除く。）であって、その業務を執行する構成員を有する場合は、特定組合等に準じて記入すること。

 「７ 届出者の事業方針等に影響を及ぼすもの」欄中「国有企業等との関係」欄において、届出者の事業方針等に影響を及ぼすものと国有企
業等（令第３条の２第１項第３号から第６号までに掲げるものをいう。）との資本関係その他の支配関係を記入すること。
 「８ 国の安全等に係る措置」欄には、法第27条第１項第４号に規定する「国の安全等に係る措置」を講ずる場合に、当該措置の具体的内容
を記入すること。この場合において、上記様式の記入欄内に記入することができない場合は、別紙を添付して差し支えない。

 「５ 直接保有法人等」欄中「届出者との関係」欄、「６ 直接保有法人等が株式等を保有する国内の会社等」欄中「⑼ 直接保有法人等と
の関係」欄及び「７ 届出者の事業方針等に影響を及ぼすもの」欄中「届出者との関係」欄において、必要がある場合には本届出書に資本関係
図を添付して記載を補足することができる。
 「５ 直接保有法人等」欄中「⑹ 行使後に届出者と株式の所有関係等に基づく永続的な経済関係にあるものが所有等をする直接保有法人等
の外国議決権の数量等」欄において、届出者を令第２条第17項第１号に規定する間接取得者とした場合に同項各号に規定するものに該当するこ
ととなる非居住者である個人又は法人その他の団体に関する情報を記載すること。行使後の「数量」及び「議決権比率」については、これらの
ものが保有する直接保有法人等の実質保有等外国議決権の数を記載すること。その把握が困難な場合は、届出時において判明している「数量」
及び「議決権比率」を記入すること。

 「６ 直接保有法人等が株式等を保有する国内の会社等」欄中「⑺ 事前届出業種に該当する理由又は事前届出対象の技術若しくは情報を保
有する法人に該当する理由」欄には、国内の会社等が営む事前届出業種又は国内の会社等が保有する事前届出対象である技術若しくは情報を記
入すること。事前届出業種が対内直接投資等に関する命令第３条の２第３項の規定に基づき財務大臣及び事業所管大臣が定める業種を定める件
（告示）に掲げる業種に該当する場合は、その旨明記し当該告示の該当する条項を明記すること。国内の会社等の営む事前届出業種又は国内の
会社等が保有する事前届出対象である技術若しくは情報の内容を補足するため、当該業種に属する事業又は当該技術若しくは情報に係る事業の
詳細を記入しても差し支えない。なお、国内の会社等の該当業種又は保有する技術若しくは情報に不明な点がある場合は、その旨を記入するこ
と。
 「６ 直接保有法人等が株式等を保有する国内の会社等」欄中「⑻ 事前届出業種に該当する連結子会社等又は事前届出対象の技術若しくは
情報を保有する連結子会社等があるときは、当該連結子会社等に関する事項」欄には、事前届出業種に属する事業を営む連結子会社等又は事前
届出対象である技術若しくは情報を保有する連結子会社等を国内の会社等とした場合に「６ 直接保有法人等が株式等を保有する国内の会社
等」欄中「⑴ 名称」欄から「⑺ 事前届出業種に該当する理由又は事前届出対象の技術若しくは情報を保有する法人に該当する理由」欄
（「⑶ 定款上の事業目的」欄を除く。）に記入することとなる事項及び国内の会社等による出資比率を記入すること。
 「６ 直接保有法人等が株式等を保有する国内の会社等」欄中「⑼ 直接保有法人等との関係」欄中「行使後に直接保有法人等と特別な関係
にあるものが所有等をする同一の国内の会社等の株式及び議決権の数量等」欄及び「⑾ 行使後に届出者と特別な関係にあるものが所有等をす
る国内の会社等の株式及び議決権の数量等」欄については、国内の会社等が上場会社等である場合において記入すること。この場合において、
「⑼ 直接保有法人等との関係」欄中「行使後に直接保有法人等と特別な関係にあるものが所有等をする同一の国内の会社等の株式及び議決権
の数量等」欄については直接保有法人等と、「⑾ 行使後に届出者と特別な関係にあるものが所有等をする国内の会社等の株式及び議決権の数
量等」欄については届出者と、それぞれ特別の関係にあるもの（これらのものを令第２条第28項第１号に規定する株式取得者等とした場合に同
項各号に掲げるものに該当することとなる非居住者である個人又は法人その他の団体をいう。）に関する情報を記載すること。行使後の「数
量」及び「出資比率・議決権比率」の把握が困難な場合は、届出時において判明している「数量」及び「出資比率・議決権比率」を記入するこ
と。

 「６ 直接保有法人等が株式等を保有する国内の会社等」欄中「⑴ 名称」欄には国内の会社等の法人番号（行政手続における特定の個人を
識別するための番号の利用等に関する法律第２条第16項に規定する法人番号をいう。）も記入すること。
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別紙様式第十七
根拠法規： 対内直接投資等

                                       に 関 す る 命 令

年     月     日

（宛先）
財務大臣及び事業所管大臣 殿
 うち、事前届出業種等を所管する大臣

内閣総理大臣（警察庁）
内閣総理大臣（金融庁）
総 務 大臣
厚生労働大臣
農林水産大臣
経済産業大臣
国土交通大臣     殿

（日本銀行経由）

イ 非居住者個人
ロ 外国法人等   
ハ イ及びロが直接、間接に議決権の50%以上を保有している会社
ニ 特定組合等
ホ イが役員の過半数を占める本邦法人等
へ 外国為替及び外国貿易法第27条第14項の規定により外国投資家とみなされるもの

特定組合類似団体である直接保有法人等の業務執行役員への就任に関する届出書（令第２条第25項第15号）

届
 
 
出
 
 
者

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名
住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地 国籍・

設立国等経 歴 、 職 業 及 び 営 ん で
い る 事 業 の 内 容

届 出 者 と な る 法 的 根 拠
（ 該 当 分 に ○ ） 注１：「ハ」に該当する場合、「イ」及び「ロ」の①氏名又は名称、②住所又は主たる事務所の所在地、

③職業又は営んでいる事業の内容を記入

（                                               ）

注２：「へ」に該当する場合、非居住者等の詳細及び外国投資家とみなされる理由を記入

（                                               ）

資 本 金 （ 該 当 が あ る
場 合 に 記 載 ）

ウ ェ ブ ペ ー ジ の リ ン ク
  あり（リンク ）
  なし

事 務 上 の 連 絡 先
（担当者氏名、電話番号及び
電 子 メ ー ル ア ド レ ス ）

対内直接投資等に関する
政令第３条の２第１項各
号 へ の 該 当 性

     第１号     第２号     第３号     第４号     第５号     第６号

     上記のいずれにも該当しない

該当がある場合はその詳細（                                 ）

代
理
人

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名
住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地



下記のとおり届出します。

⑷ 業務執行組合員の総数

⑵ 代 表 者
⑶ 本 店 の 所 在 地
⑷ 事 業 の 内 容

議決権 個

%

  あり（リンク：
  なし

議決権 個
%

1 就 任 の 時 期
 ▢ ：予定時期（            ）予定（ただし、届出受理日から６カ月以内）
 ▢ ：予定時期未定（届出受理日から６カ月以内）

⑸
届出者の関係者である
他の業務執行組合員

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名

住 所 又 は 主 た る 事 務 所 の 所 在 地

国 籍 ・ 設 立 国 等

職 業 又 は 営 ん で
い る 事 業 の 内 容

ウ ェ ブ ペ ー ジ の リ ン ク
  あり（リンク：                      ）
  なし

⑶

国内の会社等の事前届出
業種に関する事業又は事
前届出対象の技術若しく
は情報に係る事業への関
与方針

届 出 者 と の 関 係

⑹

特定組合類似団体と
直接保有法人等との
関係（直接保有法人
等の業務執行役員へ
の就任以外の場合）

３
 
直
接
保
有
法
人
等

⑴ 名 称

２
 
就
任
の
目
的

⑴
特定組合類似団体の
名 称 等

名称：
主たる事務所の所在地：

⑵
直接保有法人等への経営
へ の 関 与 方 針

⑸

届出者が保有する直接保
有法人等の外国議決権の
数量等（直接保有法人等
の業務執行役員への就任
以 外 の 場 合 に 限 る 。 ）

数 量

議 決 権 比 率

⑹

就任後に届出者と株式の
所有関係等に基づく永続
的な経済関係にあるもの
が保有する直接保有法人
等の外国議決権の数量等
（直接保有法人等の業務
執行役員への就任以外の
場 合 に 限 る 。 ）

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名

住 所 又 は 主 た る 事 務 所 の 所 在 地

国 籍 ・ 設 立 国 等

職 業 又 は 営 ん で
い る 事 業 の 内 容

ウ ェ ブ ペ ー ジ の リ ン ク
）

届 出 者 と の 関 係

数 量

議 決 権 比 率



⑵ 本 店 の 所 在 地

円（   株（口））

個

外資比率 ％

イ 上場銘柄
ロ 店頭売買銘柄
ハ その他

株 式 株

議決権 個

  あり（リンク：
  なし

株 式 株
議決権 個

出 資 比 率 %
議 決 権 比 率 %

株 式 株
議決権 個

%
%

４
 
直
接
保
有
法
人
等
が
株
式
等
を
保
有
す
る
国
内
の
会
社
等

⑴ 名 称
法人番号：

⑹
上 場 、 非 上 場 等 の 区 分
（ 該 当 分 に ○ ）

⑺

事前届出業種に該当する
理由又は事前届出対象の
技術若しくは情報を保有
する法人に該当する理由

⑻

事前届出業種に該当する
連結子会社等又は事前届
出対象の技術若しくは情
報を保有する連結子会社
等があるときは、当該連
結子会社等に関する事項

⑶ 定款上の事業目的

⑷
資本金

総議決権

⑸ 外 資 比 率

直接保有法人等 が保 有す る数 量等

就任後に直接保
有法人等と特別
な関係にあるも
のが所有等をす
る同一の国内の
会社等の株式及
び議決権の数量
等

氏名又は名称及び
代 表 者 の 氏 名
住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地

直接保有法人等と
の 関 係

数 量

⑼ 直接保有法人等との関係

届出時までの直接保有法人等によ
る 経 営 関 与 の 方 法 （不明な場合は「不明」と記載）

国 籍 ・ 設 立 国 等

職 業 又 は 営 ん で
い る 事 業 の 内 容
ウ ェ ブ ペ ー ジ
の リ ン ク

）

⑽
届出者が所有等をする
株式及び議決権の数量
等

数 量

出 資 比 率
議 決 権 比 率



  あり（リンク：
  なし

株 式 株
議決権 個

%
%

  あり（リンク：                                   ）
  なし

⑾

就任後に届出者と特別な
関係にあるものが所有等
をする国内の会社等の株
式及び議決権の数量等

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名

ウ ェ ブ ペ ー ジ の リ ン ク

議 決 権 比 率

）

届 出 者 と の 関 係

数 量

出 資 比 率

住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地

国 籍 ・ 設 立 国 等

職業又は営んでいる事業の内容

６ 国 の 安 全 等 に 係 る 措 置

７ そ の 他 の 事 項

ウ ェ ブ ペ ー ジ の リ ン ク
）

国 有 企 業 等 と の 関 係
届 出 者 と の 関 係

5
届出者の事業方針等に影
響 を 及 ぼ す も の

氏名又は名称及び代表者の氏名

住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
国 籍 ・ 設 立 国 等
職 業 又 は 営 ん で
い る 事 業 の 内 容

届 出 受 理 年 月 日
及 び 受 理 番 号



  （記入要領）
1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

 「届出者」欄中「ウェブページのリンク」欄について、営んでいる事業の内容等が記載されたウェブサイトが存在する場合には、当該ウェブ
サイトのリンク先URLを記載すること。「２ 就任の目的」欄中「ウェブページのリンク」欄、「３ 直接保有法人等」欄中「ウェブページの
リンク」欄、「４ 直接保有法人等が株式等を保有する国内の会社等」欄中「ウェブページのリンク」欄及び「５ 届出者の事業方針等に影響
を及ぼすもの」欄中「ウェブページのリンク」欄についても、同様とする。
 「届出者」欄中「届出者となる法的根拠」が「ハ」に該当する場合、「イ」及び「ロ」の①氏名又は名称、②住所又は主たる事務所の所在
地、③職業又は営んでいる事業の内容、を注１に記入すること。財務及び営業又は事業の方針につき実質的な決定が行われている場所が住所又
は主たる事務所の所在地と異なる場合は、当該場所も併記すること。なお、前回届出時点に届け出た内容から変更がない場合は、前回届出の受
理年月日及び前回届出時点から変更がないため記載を省略する旨を記載することで記入を省略することができる。
 「届出者」欄中「事務上の連絡先（担当者氏名、電話番号及び電子メールアドレス）」欄について、電子メールアドレスがない場合には、電
子メールアドレスの箇所に「該当なし」と記入すること。
 「１ 就任の時期」欄について、本届出書受理日から６カ月以内の日であって、当該受理日において予定している就任の時期がある場合は当
該就任の時期を記載すること。なお、具体的時期が未定の場合は「予定時期未定」を選択することができる。
 「２ 就任の目的」欄中「⑸ 届出者の関係者である他の業務執行組合員」欄に、届出者を令第２条第17項第１号に規定する間接取得者とし
た場合に同項各号に規定するものに該当することとなる非居住者である個人若しくは法人その他の団体又はこれらの役員若しくは使用人その他
の従業者で、特定組合類似団体（法第26条第２項第４号に規定する特定組合類似団体をいう。）の業務執行組合員であるものに関する情報を記
載すること。
 「３ 直接保有法人等」欄中「届出者との関係」欄、「４ 直接保有法人等が株式等を保有する国内の会社等」欄中「⑼ 直接保有法人等と
の関係」欄の「届出者との関係」欄及び「５ 届出者の事業方針等に影響を及ぼすもの」欄中「届出者との関係」欄において、必要がある場合
には本届出書に資本関係図を添付して記載を補足することができる。

 本届出書は、財務大臣及び事業所管大臣を宛先とし、直接保有法人等（外国為替及び外国貿易法（以下この記入要領において「法」とい
う。）第26条第５項に規定する直接保有法人等をいい、対内直接投資等に関する政令（以下この記入要領において「令」という。）第２条第25
項第９号に規定する出資証券所有法人等を含む。以下この記入要領において同じ。）が株式等を保有する国内の会社等（以下この記入要領にお
いて「国内の会社等」という。）及びその子会社（会社法第２条第３号に規定する子会社をいい、外国の法令に基づいて設立された法人その他
の団体及び外国に主たる事務所を有する法人その他の団体を除く。）又は対内直接投資等に関する命令第３条第５項に規定する他の会社（以下
この記入要領において「連結子会社等」という。）が営む事前届出業種（対内直接投資等に関する命令第３条第４項の規定に基づき財務大臣及
び事業所管大臣が定める業種を定める件（告示）別表第１及び別表第２に掲げる業種又は別表第１から別表第３までのいずれにも掲げられてい
ない業種に該当するものをいう。以下この記入要領において同じ。）に属する事業を所管する各事業所管大臣又は当該国内の会社等若しくは連
結子会社等のうち事前届出対象である技術若しくは情報（対内直接投資等に関する命令第３条第２項及び第６項、第３条の２第４項、第４条第
３項並びに第４条の３第３項の規定に基づき、財務大臣及び事業所管大臣が定める技術又は情報を定める件（告示）に規定する技術又は情報を
いう。以下この記入要領において同じ。）を保有する法人が営む事業（当該技術又は情報に関連するものに限る。）を所管する各事業所管大臣
を明記すること。
 「届出者」欄中「氏名又は名称及び代表者の氏名」欄には、日本語表記（正式な日本語表記がない場合はふりがな）と英語表記（正式な英語
表記がない場合は省略）を併記すること。
 「届出者」欄中「住所又は主たる事務所の所在地」欄には、国又は地域名も記入すること。財務及び営業又は事業の方針につき実質的な決定
が行われている場所が住所又は主たる事務所の所在地と異なる場合は、当該場所も併記すること。「５ 届出者の事業方針等に影響を及ぼすも
の」欄中「住所又は主たる事務所の所在地」欄についても、同様とする。
 「届出者」欄中「国籍・設立国等」欄には、届出者が非居住者個人である場合は当該個人の国籍又はこれに類する地域を記載し、届出者が法
人その他の団体である場合は当該法人その他の団体の設立準拠法を管轄する国又は地域を記載すること。「２ 就任の目的」欄中「国籍・設立
国等」欄、「３ 直接保有法人等」欄中「国籍・設立国等」欄、「４ 直接保有法人等が株式等を保有する国内の会社等」欄中「国籍・設立国
等」及び「５ 届出者の事業方針等に影響を及ぼすもの」欄中「国籍・設立国等」欄についても、同様とする。

 「３ 直接保有法人等」欄中「⑹ 就任後に届出者と株式の所有関係等に基づく永続的な経済関係にあるものが保有する直接保有法人等の外
国議決権の数量等（直接保有法人等の業務執行役員への就任以外の場合に限る。）」欄において、届出者を令第２条第17項第１号に規定する間
接取得者とした場合に同項各号に規定するものに該当することとなる非居住者である個人若しくは法人その他の団体に関する情報を記載するこ
と。就任後の「数量」及び「議決権比率」の把握が困難な場合は、届出時において判明している「数量」及び「議決権比率」を記入すること。

 「４ 直接保有法人等が株式等を保有する国内の会社等」欄中「⑴ 名称」欄には、国内の会社等の法人番号（行政手続における特定の個人
を識別するための番号の利用等に関する法律第２条第16項に規定する法人番号をいう。）も記入すること。
 「４ 直接保有法人等が株式等を保有する国内の会社等」欄中「⑷ 資本金 総議決権」欄には、国内の会社等の総株主の議決権の数が分か
らない場合には、直近に提出された有価証券届出書（金融商品取引法第２条第７項に規定する有価証券届出書をいう。以下この記入要領におい
て同じ。）、有価証券報告書（同法第24条第１項に規定する有価証券報告書をいう。以下この記入要領において同じ。）又は半期報告書（同法
第24条の５第１項に規定する半期報告書をいう。以下この記入要領において同じ。）に記載された総株主の議決権の数を用いて差し支えない。
なお、国内の会社等の総株主の議決権が分からず、また、国内の会社等が有価証券届出書、有価証券報告書又は半期報告書を提出していない場
合にあっては、「不明」と記入して差し支えない。「４ 直接保有法人等が株式等を保有する国内の会社等」欄中、国内の会社等の議決権比率
の記載が必要な箇所について、国内の会社等の総株主の議決権の数が分からない場合も、同様とする。なお「３ 直接保有法人等」欄中、議決
権比率の記載が必要な箇所について、議決権の総数が分からない場合には、外国法令に基づく有価証券届出書、有価証券報告書又は半期報告書
に相当する書類に記載された議決権の総数を用いて差し支えない。



13

14

15

16

17

18

19

  （日本産業規格Ａ４）

 「４ 直接保有法人等が株式等を保有する国内の会社等」欄中「⑼ 直接保有法人等との関係」欄中「届出時までの直接保有法人等による経
営関与の方法」欄には、不明である場合は、「不明」と記入して差し支えない。
 「５ 届出者の事業方針等に影響を及ぼすもの」欄には、届出者が最終親会社等（租税特別措置法第66条の４の４第４項第５号に規定する最
終親会社等をいう。以下この記入要領において同じ。）を有する場合は、当該最終親会社等を記入し、最終親会社等を有しない場合には、最終
親会社等以外のものであって、届出者の財務及び営業又は事業の方針の決定に対して重要な影響を与えることができるものを記入すること。
 また、届出者が特定組合等（法第26条第１項第４号に規定する特定組合等をいう。以下この記入要領において同じ。）である場合は、その業
務執行組合員（同号に規定する業務執行組合員をいう。）の最終親会社等を記入し、最終親会社等を有しない場合には、最終親会社等以外のも
のであって、その財務及び営業又は事業の方針の決定に対して重要な影響を与えることができるものを記入すること。届出者が外国の法令に基
づいて設立されたファンド（特定組合等を除く。）であって、その業務を執行する構成員を有する場合は、特定組合等に準じて記入すること。

 「５ 届出者の事業方針等に影響を及ぼすもの」欄中「国有企業等との関係」欄において、届出者の事業方針等に影響を及ぼすものと国有企
業等（令第３条の２第１項第３号から第６号までに掲げるものをいう。）との資本関係その他の支配関係を記入すること。
 「６ 国の安全等に係る措置」欄には、法第27条第１項第４号に規定する「国の安全等に係る措置」を講ずる場合に、当該措置の具体的内容
を記入すること。この場合において、上記様式の記入欄内に記入することができない場合は、別紙を添付して差し支えない。
 上記様式に記入することができない場合は、日本産業規格Ａ４の用紙により上記事項の順序に従って記入するか、別紙を添付して差し支えな
い。別紙を添付する場合は、各別紙の右上に「別紙」と明記し、通し番号を付すこと。

 「４ 直接保有法人等が株式等を保有する国内の会社等」欄中「⑺ 事前届出業種に該当する理由又は事前届出対象の技術若しくは情報を保
有する法人に該当する理由」欄には、国内の会社等が営む事前届出業種又は国内の会社等が保有する事前届出対象である技術若しくは情報を記
入すること。事前届出業種が、対内直接投資等に関する命令第３条の２第３項の規定に基づき財務大臣及び事業所管大臣が定める業種を定める
件（告示）に掲げる業種に該当する場合は、その旨明記し当該告示の該当する条項を明記すること。事前届出業種の内容を補足するため、当該
事前届出業種に属する事業又は当該技術若しくは情報に係る事業の詳細を記入しても差し支えない。なお、国内の会社等の該当業種又は保有す
る技術若しくは情報に不明な点がある場合は、その旨を記入すること。
 「４ 直接保有法人等が株式等を保有する国内の会社等」欄中「⑻ 事前届出業種に該当する連結子会社等又は事前届出対象の技術若しくは
情報を保有する連結子会社等があるときは、当該連結子会社等に関する事項」欄には、事前届出業種に属する事業を営む連結子会社等を国内の
会社等とした場合に「４ 直接保有法人等が株式等を保有する国内の会社等」欄中「⑴ 名称」欄から「⑺ 事前届出業種に該当する理由又は
事前届出対象の技術若しくは情報を保有する法人に該当する理由」欄（「⑶ 定款上の事業目的」欄を除く。）に記入することとなる事項及び
国内の会社等による出資比率を記入すること。

 「４ 直接保有法人等が株式等を保有する国内の会社等」欄中「⑼ 直接保有法人等との関係」欄中「就任後に直接保有法人等と特別な関係
にあるものが所有等をする同一の国内の会社等の株式及び議決権の数量等」欄及び「⑾ 就任後に届出者と特別な関係にあるものが所有等をす
る国内の会社等の株式及び議決権の数量等」欄については、国内の会社等が上場会社等である場合において記入すること。この場合において、
「⑼ 直接保有法人等との関係」欄中「就任後に直接保有法人等と特別な関係にあるものが所有等をする同一の国内の会社等の株式及び議決権
の数量等」欄については直接保有法人等と、「⑾ 就任後に届出者と特別な関係にあるものが所有等をする国内の会社等の株式及び議決権の数
量等」欄については届出者と、それぞれ特別の関係にあるもの（これらのものを令第２条第28項第１号に規定する株式取得者等とした場合に同
項各号に掲げるものに該当することとなる非居住者である個人又は法人その他の団体をいう。）に関する情報を記載すること。これらの欄にお
いて、就任後の「数量」及び「出資比率・議決権比率」の把握が困難な場合は、届出時において判明している「数量」及び「出資比率・議決権
比率」を記入すること。



別
紙
様
式
第
十
七
の
二
か
ら
別
紙
様
式
第
十
七
の
四
ま
で
を
削
る
。

別
紙
様
式
第
十
八
及
び
別
紙
様
式
第
十
九
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。



別紙様式第十八
根拠法規：対 内 直 接 投 資 等

に 関 す る 命 令

年 月 日

          殿
（日本銀行経由）

代理人の氏名又は
名称及び代表者の

氏名

代理人の住所又は
所在地

代理人の連絡先

第 号

勧 告 の 応 諾 に 関 す る 通 知 書

氏名又は名称及び
代表者の氏名

住所又は所在地

 外国為替及び外国貿易法第27条第７項の規定（同法第27条の４第２項において準用する場合を含む。）により、

   年   月   日付 をもって送付された対内直接投資等の

職業又は業種
担当者の
連絡先

▢ 内容の変更
▢ 中   止
▢ 国の安全等に係る措置の修正
▢ 国の安全等に係る措置の変更の中止

の勧告について、下記の通り通知します。



記

1

2

3 ４ 届 出 受 理 番 号

  （記入要領）
1

2
  （日本産業規格Ａ４）

対 内 直 接 投 資 等 の 内 容

諾 否 の 別 （ 該 当 分 に 〇 ） イ 応諾する。 ロ 応諾しない。

届 出 受 理 年 月 日

 本通知書は、内容の変更、中止、国の安全等に係る措置の修正又は国の安全等に係る措置の変更の中止の別に記入すること。この場
合において、該当する□欄に印を付すこと。
 代理人が通知する場合には、「担当者の連絡先」欄の記載を省略することができる。



別紙様式第十九
根拠法規： 対 内 直 接 投 資 等

                                       に 関 す る 命 令

年 月 日

（宛先）
財務大臣及び事業所管大臣 殿
 うち、事前届出業種等を所管する大臣

内閣総理大臣（警察庁）
内閣総理大臣（金融庁）
総 務 大臣
厚生労働大臣
農林水産大臣
経済産業大臣
国土交通大臣     殿

（日本銀行経由）

イ 非居住者個人
ロ 外国法人等   
ハ イ及びロが直接､間接に議決権の50%以上を保有している会社
ニ 特定組合等
ホ イが役員の過半数を占める本邦法人等
ヘ 外国為替及び外国貿易法第27条第14項又は第28条第９項の規定により外国投資家とみなされ
  るもの

住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地

事 務 上 の 連 絡 先
（担当者氏名、電話番号及び電
子 メ ー ル ア ド レ ス ）

（                                            ）

代
理
人

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名

国の安全等に係る措置・国の安全に係る措置の修正・変更に関する届出書

届
 
 
出
 
 
者

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名
住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地 国籍・

設立国等職 業 又 は 営 ん で
い る 事 業 の 内 容

ウ ェ ブ ペ ー ジ の リ ン ク
  あり（リンク：                                      ）
  なし

届 出 者 と な る 法 的 根 拠
（ 該 当 分 に ○ ）

注１:「ハ」に該当する場合、「イ」及び「ロ」の①氏名又は名称、②住所又は主たる事務所の所在地、
③職業又は営んでいる事業の内容を記入（                          ）
注２:「ヘ」に該当する場合、非居住者等の詳細及び外国投資家とみなされる理由を記入



下記のとおり届出します。
1

2

6

届 出 受 理 年 月 日
及 び 受 理 番 号

5
変 更 の 時 期
（ 変 更 の 場 合 の み 記 載 ）

  ：予定時期（              ）予定（ただし、届出受理日から６カ月以内）
  ：予定時期未定（届出受理日から６カ月以内）

そ の 他 の 事 項

３
発
行
会
社

⑴ 名 称
法人番号：

4
国の安全等に係る措置又は
国の安全に係る措置

修 正 前・変 更 前 修 正 後・変 更 後

 

本届出書の前提となる修正前
又は変更前の届出書の受理年
月日及び受理番号

⑵ 本 店 の 所 在 地

修 正 届 出 と 変 更 届 出 の 別 修正届出 変更届出



  （記入要領）
１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

11

12

  （日本産業規格Ａ４）

 上記様式に記入することができない場合は、日本産業規格Ａ４の用紙により上記事項の順序に従って記入するか、別紙を添付して差し支えな
い。別紙を添付する場合は、各別紙の右上に「別紙」と明記し、通し番号を付すこと。

 「届出者」欄中「ウェブページのリンク」欄について、営んでいる事業の内容等が記載されたウェブサイトが存在する場合には、当該ウェブ
サイトのリンク先URLを記載すること。
 「届出者」欄中「事務上の連絡先（担当者氏名、電話番号及び電子メールアドレス）」欄について、電子メールアドレスがない場合には、電
子メールアドレスの箇所に「該当なし」と記入すること。
 「届出者」欄中「届出者となる法的根拠」が「ハ」に該当する場合、「イ」及び「ロ」の①氏名又は名称、②住所又は主たる事務所の所在
地、③職業又は営んでいる事業の内容、を記入すること。財務及び営業又は事業の方針につき実質的な決定が行われている場所が住所又は主た
る事務所の所在地と異なる場合は、当該場所も併記すること。なお、前回届出時点に届け出た内容から変更がない場合は、前回届出の受理年月
日及び前回届出時点から変更がないため記載を省略する旨を記載することで記入を省略することができる。
 「３ 発行会社」欄中「⑴ 名称」欄について、「発行会社」が設立準備中の場合には、会社の名称にその旨併記すること。また「発行会
社」の法人番号（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第２条第16項に規定する法人番号をいう。）を記入
すること。
 「４ 国の安全等に係る措置又は国の安全に係る措置」欄には、外国為替及び外国貿易法第27条第１項第４号に規定する「国の安全等に係る
措置」又は同法第28条第１項第４号に規定する「国の安全に係る措置」の修正又は変更を行う場合に、当該修正又は変更の具体的内容を記入す
ること。この場合において、上記様式の記入欄内に記入することができない場合は、別紙を添付して差し支えない。
 「５ 変更の時期」欄について、本届出書受理日から６カ月以内の日であって、当該受理日において予定している変更の予定日がある場合は
当該予定日を記載すること。具体的時期が未定の場合は「予定時期未定」を選択すること。

 「届出者」欄中「国籍・設立国等」欄には、届出者が非居住者個人である場合は当該個人の国籍又はこれに類する地域を記載し、届出者が法
人その他の団体である場合は当該法人その他の団体の設立準拠法を管轄する国又は地域を記載すること。

 本届出書は、国の安全等に係る措置又は国の安全に係る措置の修正又は変更を行う場合に、修正前又は変更前と修正後又は変更後の当該措置
の内容を記載すること。この場合において、本届出書の頭書に記載の題名のうち本届出書により届け出る内容に印を付すこと。

 本届出書は、財務大臣及び事業所管大臣を宛先とし、発行会社等が営む事前届出業種（対内直接投資等に関する命令第３条第４項の規定に基
づき財務大臣及び事業所管大臣が定める業種を定める件（告示）別表第１及び別表第２に掲げる業種又は別表第１から別表第３までのいずれに
も掲げられていない業種に該当するものをいう。以下この記入要領において同じ。）に属する事業を所管する各事業所管大臣又は発行会社等の
うち事前届出対象である技術若しくは情報（対内直接投資等に関する命令第３条第２項及び第６項、第３条の２第４項、第４条第３項並びに第
４条の３第３項の規定に基づき、財務大臣及び事業所管大臣が定める技術又は情報を定める件（告示）に規定する技術又は情報をいう。）を保
有する法人が営む事業（当該技術又は情報に関連するものに限る。）を所管する各事業所管大臣を選択すること。

 「届出者」欄中「氏名又は名称及び代表者の氏名」欄には、日本語表記（正式な日本語表記がない場合はふりがな）と英語表記（正式な英語
表記がない場合は省略）を併記すること。
 「届出者」欄中「住所又は主たる事務所の所在地」欄には、国又は地域名も記入すること。財務及び営業又は事業の方針につき実質的な決定
が行われている場所が住所又は主たる事務所の所在地と異なる場合は、当該場所も併記すること。



別
紙
様
式
第
十
九
の
二
を
削
る
。

別
紙
様
式
第
二
十
か
ら
別
紙
様
式
第
二
十
二
ま
で
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。



別紙様式第二十
根拠法規：対 内 直 接 投 資 等

に 関 す る 命 令

年 月 日

          殿
（日本銀行経由）

代理人の氏名又は
名称及び代理人の

氏名

代理人の住所又は
所在地

代理人の連絡先

記

1

2

3 ４ 届 出 受 理 番 号

特 定 取 得 の 内 容

届 出 受 理 年 月 日

▢ 内容の変更
▢ 中   止
▢ 国の安全に係る措置の修正
▢ 国の安全に係る措置の変更の中止

の勧告について、下記の通り通知します。

諾 否 の 別 （ 該 当 分 に 〇 ） イ 応諾する。 ロ 応諾しない。

号をもって送付された特定取得の

勧 告 の 応 諾 に 関 す る 通 知 書

氏名又は名称及び
代 表 者 の 氏 名

住 所 又 は 所 在 地

職 業 又 は 業 種
担当者の
連絡先

 外国為替及び外国貿易法第28条第７項（同法第28条の４第２項において準用する場合を含む。）において準用する同法第27条第７項の規定に
より、

   年   月   日付第



  （記入要領）
1

2

  （日本産業規格Ａ４）
 代理人が通知する場合には、「担当者の連絡先」欄の記載を省略することができる。

 本通知書は、内容の変更、中止、国の安全に係る措置の修正又は国の安全に係る措置の変更の中止の別に記入すること。この場合に
おいて、該当する□欄に印を付すこと。



別紙様式第二十一
根拠法規：対 内 直 接 投 資 等

に 関 す る 命 令

年 月 日

          殿

代理人の氏名又は名称
及び代表者の氏名

代理人の住所又は
所在地

代理人の連絡先

の

記

1

2

3 ４ 届 出 受 理 番 号

諾 否 の 別 （ 該 当 分 に 〇 ） イ 応諾する。 ロ 応諾しない。

対内直接投資等
又は特定取得の内容

届 出 受 理 年 月 日

    対内直接投資等
    特 定 取 得

     株式又は持分の全部の処分
     株式又は持分の一部の処分
     その他必要な措置

の勧告について、下記の通り通知します。

勧 告 の 応 諾 に 関 す る 通 知 書

氏名又は名称及び
代表者の氏名

住所又は所在地

担当者
の連絡先職業又は業種

  外国為替及び外国貿易法第29条の２第３項の規定により、     年   月   日付第       号をもって送付された



  （記入要領）
1

2
  （日本産業規格Ａ４）

 本通知書は、対内直接投資等又は特定取得の別に、また勧告の内容の別に記入すること。この場合において、該当する□欄に印を付す
こと。
 代理人が通知する場合には、「担当者の連絡先」欄の記載を省略することができる。



別紙様式第二十二

                                      

締    結
に関する届出書

変    更
年 月 日

殿
（日本銀行経由）

職業又は営んでいる事業
の内容

資本金

住所又は主たる事務所の
所在地

担当者の
連絡先

 

根拠法規： 対内直接投資等
に 関 す る 命 令

技術導入契約の

契約の相手方との資本関
係 （ 該 当 分 に ○ ）

イ 届出者は契約の相手方が直接に議決権の50％以上を保有している会社

ロ 届出者は上記イに該当しない

 

届
 
出
 
者

氏名又は名称及び代表者
の氏名



下記のとおり届出します。

1

２

３

４

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無

６

９

10

11

技術導入契約の締結等
の時期

技術導入契約の締結等を
し よ う と す る 理 由
そ の 他 の 事 項

届 出 受 理 年 月 日
及 び 受 理 番 号

８
 
変
更
内
容

項目番号・項目名 変  更  前 変  更  後

技 術 の 内 容

７ 変 更 の 種 類
（ 該 当 分 に ○ ）

イ 契約期間の変更
ロ 技術の追加
ハ 対価の変更
ニ その他

技 術 の 種 類

契 約 期 間
（ 始 期 及 び 終 期 ）

５
 
契
約
条
項
の
概
要

(該当分に○)

イ 現在届出者が既に所有する技術を契約の相手方に提供

ロ 特許権、実用新案権、意匠権の譲渡

ハ 特許権、実用新案権、意匠権の実施権の設定

ニ 商標権の譲渡又は使用権の設定

ホ 技術情報の提供又は使用権の設定

へ 日本国内における独占的製造権又は販売権

ト 届出者の再実施権

技 術 導 入 の 対 価

氏 名 又 は 名 称

住所又は主たる事務所
の所在地

国籍・設立国等

職業又は営んでいる事業
の内容

資本金

契
約
の

相
手
方



  （記入要領）
１

２

３

４

５
６

７

８

９

10

  （日本産業規格Ａ４）

 「４ 技術導入の対価」欄には、イニシャル・ペイメント、ロイヤリティ（ミニマム・ペイメントがある場合には、ミニマム・
ペイメントを別書すること。）及びその他の費用（図面代等）を、それぞれ別書すること。
 「５ 契約条項の概要」の別紙として「対価に関する条項」、「再実施権に関する許諾条項」及び「秘密保持に関する条項」を
添付すること。
 「６ 技術の内容」欄には、技術の範囲、原理、効果及び当該技術による製品の用途等について、必要に応じ図面、図解、写真
等を利用してできるだけ具体的に記入すること。特許権又は実用新案権の譲渡又は実施権の設定を伴う場合には、これらの権利の
うち主なものの範囲等を記入すること。また、登録済商標権の場合は当該商標の名称又は図形及び使用商品名等を記入すること。
 地位の承継の場合には、「９ 技術導入契約の締結等の時期」欄に承継日を記入するとともに、「10 技術導入契約の締結等を
しようとする理由」欄に、「報告済又は○年○月○日○○第○○号にて届出済の○○社との契約について、○年○月○日に吸収合
併（又は契約の譲渡）があり、交渉の結果、新たに指定技術の追加を含む契約を締結することで合意しましたので届出します。」
等と記入すること。
 上記様式に記入することができない場合は、日本産業規格Ａ４の用紙により上記事項の順序に従って記入するか、別紙を添付し
て差し支えない。別紙を添付する場合は、各別紙の右上に「別紙」と明記し、通し番号を付すこと。

 「２ 技術の種類」欄には、導入しようとする技術の種類を簡潔に記入すること（例：飛行機の速度計の製造技術）。

 本届出書は、技術導入契約の締結又は変更の別に記入すること。この場合において、締結にあっては様式中「変更」の字句を、
変更にあっては様式中「締結」の字句を消すこと。

 届出に係る技術導入契約の変更に関する届出書にあっては、原届出受理証（写）を添付し、「１ 契約の相手方」、「７ 変更
の種類」、「８ 変更内容」、「９ 技術導入契約の締結等の時期」、「10 技術導入契約の締結等をしようとする理由」及び
「11 その他の事項」欄のみ記入し、「８ 変更内容」欄には、変更項目番号及び項目名ごとに詳細に記入するとともに、変更箇
所に下線を付すこと。
 報告に係る技術導入契約の変更に関する届出書にあっては、変更後の契約に基づきすべての項目欄を記入し、「８ 変更内容」
欄には、変更項目番号及び項目名ごとに詳細に記入するとともに、変更箇所に下線を付すこと。

 「１ 契約の相手方」欄中「国籍・設立国等」欄には、契約の相手方が非居住者個人である場合は当該個人の国籍又はこれに類
する地域を記載し、契約の相手方が法人その他の団体である場合は当該法人その他の団体の設立準拠法を管轄する国又は地域を記
載すること。



別
紙
様
式
第
二
十
二
の
二
及
び
別
紙
様
式
第
二
十
二
の
三
を
削
る
。

別
紙
様
式
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を
次
の
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う
に
改
め
る
。



別紙様式第二十三
根拠法規：対 内 直 接 投 資 等

に 関 す る 命 令

年 月 日

          殿
（日本銀行経由）

内容変更
中  止

記

1

2

3 ４ 届 出 受 理 番 号

  （日本産業規格Ａ４）

届 出 受 理 年 月 日

勧 告 の 応 諾 に 関 す る 通 知 書

氏名又は名称及び
代 表 者 の 氏 名

住 所 又 は 所 在 地

 第   号をもって送付された技術導入契約の締結等の の勧告について、下記のとおり通知します。

担当者
の連絡先職 業 又 は 業 種

  外国為替及び外国貿易法第30条第７項において準用する同法第27条第７項の規定により、   年   月   日付

諾 否 の 別 （ 該 当 分 に 〇 ） イ 応諾する。 ロ 応諾しない。

技術導入契約の締結等の内容



別
紙
様
式
第
二
十
三
の
次
に
別
紙
様
式
第
二
十
四
か
ら
別
紙
様
式
第
四
十
六
ま
で
を
加
え
る
。



別紙様式第二十四
根拠法規： 対内直接投資等

                                       に 関 す る 命 令

年 月 日

（宛先）
財務大臣及び事業所管大臣 殿
（日本銀行経由）

イ 非居住者個人
ロ 外国法人等
ハ イ及びロが直接､間接に議決権の50%以上を保有している会社
ニ 特定組合等
ホ イが役員の過半数を占める本邦法人等
ヘ 外国為替及び外国貿易法第55条の５第３項の規定により外国投資家とみなされるもの

住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地

   株式、持分、議決権、議決権行使等権限若しくは出資証券の取得又は株式への一任運用に関する報告書

報
 
 
告
 
 
者

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名
住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地 国籍・

設立国等職 業 又 は 営 ん で
い る 事 業 の 内 容

代
理
人

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名

事務上の連絡先（担当者
氏名、電話番号及び電子
メ ー ル ア ド レ ス ）

ウ ェ ブ ペ ー ジ の リ ン ク
▢ あり（リンク：                                      ）
▢ なし

報告者となる法的根拠
（該当分に○）

注１：「ハ」に該当する場合、「イ」及び「ロ」の①氏名又は名称、②住所又は主たる事務所の所在地
、③職業又は営んでいる事業の内容を記入（                         ）
注２：「ヘ」に該当する場合、非居住者等の詳細及び外国投資家とみなされる理由を記入
（                                            ）



下記のとおり報告します。

⑵ 本 店 の 所 在 地

⑶ 定 款 上 の 事 業 目 的

円（ 株（口））
円（ 株（口））
個
個
％
％）

イ 上場銘柄
ロ 店頭売買銘柄
ハ その他
イ 設立新株等の取得
ロ 増資新株等の取得
ハ 旧株等の譲受による取得
ニ 設立新株等への一任運用
ホ 増資新株等への一任運用
ヘ 旧株等の譲受による一任運用

株（口）
円
円）
％
％）
％
％）

株式 株
議決権 個

％
％

⑴ 氏 名 又 は 名 称

⑵
住所又は主たる事務所
の 所 在 地

⑶ 譲 渡 数 量

5
6

 

支 払 年 月 日

7 そ の 他 の 事 項

  発行会社及びその連結子会社等は事前届出業種に属する事業を行っておらず、事前届出対象の技術又
  情報を保有していない。

４
 
取
得
又
は
一
任

運
用
の
相
手
方

取 得 年 月 日

3

取得等時に報告者と特別の関
係にあるものが所有等をする
同一発行会社の株式及び議決
権の数量等

数 量

出資比率
議決権比率

２
 
取
得
又
は
一
任
運
用
を
し
た
株
式
等

⑴
上 場 、 非 上 場 等 の 区 分
（ 該 当 分 に ○ ）

⑵
取得又は一任運用の態様
（ 該 当 分 に ○ ）

ト その他（        ）

⑶
数量、取得・
一任運用価額等

数量

（取得前又は一任運用前の比率
取得後又は一任運用後の議決権比率
（取得前又は一任運用前の比率

取得価額又は一任運用価額
（一株（口）当たり      
取得後又は一任運用後の出資比率

１
 
発
行
会
社

⑴ 名 称
法人番号：

⑷
資 本 金
総 議 決 権

取得前又は一任運用前

⑸ 外 資 比 率
取得後又は一任運用後の外資比率
（取得前又は一任運用前

取得後又は一任運用後
取得前又は一任運用前
取得後又は一任運用後



  （記入要領）
１

２

３

４

５

６

７

8

9

10

11

 「報告者」欄中「報告者となる法的根拠」が「ハ」に該当する場合、「イ」及び「ロ」の①氏名又は名称、②住所又は主たる事務所の所
在地、③職業又は営んでいる事業の内容、を記入すること。財務及び営業又は事業の方針につき実質的な決定が行われている場所が住所又
は主たる事務所の所在地と異なる場合は、当該場所も併記すること。なお、以前に届出又は報告を行っている場合において当該届出又は報
告の内容から変更がない場合は、前回届出の受理年月日及び受理番号又は報告を行った年月日並びに前回届出又は報告を行った時点から変
更がないため記載を省略する旨を記載することで記入を省略することができる。
 「報告者」欄中「事務上の連絡先（担当者氏名、電話番号及び電子メールアドレス）」欄について、電子メールアドレスがない場合に
は、電子メールアドレスの箇所に「該当なし」と記入すること。

 「１ 発行会社」欄中「⑴ 名称」欄には、国内の会社等の法人番号（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関
する法律第２条第16項に規定する法人番号をいう。）も記入すること。また「⑷ 資本金 総議決権」欄には、発行会社の総株主の議決権
の数が分からない場合には、直近に提出された有価証券届出書（金融商品取引法第２条第７項に規定する有価証券届出書をいう。以下この
記入要領において同じ。）、有価証券報告書（同法第24条第１項に規定する有価証券報告書をいう。以下この記入要領において同じ。）又
は半期報告書（同法第24条の５第１項に規定する半期報告書をいう。以下この記入要領において同じ。）に記載された総株主の議決権の数
を用いて差し支えない。なお、発行会社の総株主の議決権が分からず、また、発行会社が有価証券届出書、有価証券報告書又は半期報告書
を提出していない場合にあっては、「不明」と記入して差し支えない。「２ 取得又は一任運用をした株式等」欄中「⑶ 数量、取得・一
任運用価額等」欄中「取得後又は一任運用後の議決権比率」及び「３ 取得等時に報告者と特別の関係にあるものが所有等をする同一発行
会社の株式及び議決権の数量等」欄中「議決権比率」の算定に当たって、発行会社の総株主の議決権の数が分からない場合も、同様とす
る。
 「１ 発行会社」欄中「⑸ 外資比率」欄には、外国投資家（法第26条第１項に規定する外国投資家をいう。）が所有する発行会社の株
式の数の発行会社の発行済み株式の総数に占める割合を記入すること。発行会社の外資比率がわからない場合には、直近に提出された有価
証券届出書又は有価証券報告書に記載された外国法人等の所有株式数の割合を用いて差し支えない。
 「⑶ 数量、取得・一任運用価額等」欄中「取得後又は一任運用後の出資比率」については、報告者が本報告書により発行会社の株式の
取得又は発行会社の株式への一任運用を報告する場合であって、発行会社が上場会社等（法第26条第２項第１号に規定する上場会社等をい
う。以下この記入要領において同じ。）であるときは、報告者が本報告書において報告する取得又は一任運用の後において所有する発行会
社の所有等株式（法第26条第２項第３号に規定する所有等株式をいう。以下この記入要領において同じ。）の数の発行会社の発行済株式の
総数に占める割合を記入すること。報告者が本報告書により発行会社の株式又は持分の取得を報告する場合であって、発行会社が上場会社
等以外であるときは、報告者が本報告書において報告する取得の後において所有する発行会社の株式又は持分の数の発行会社の発行済株式
の総数又は総出資額に占める割合を記入すること。
 「⑶ 数量、取得・一任運用価額等」欄中「取得後又は一任運用後の議決権比率」については、報告者が本報告書により発行会社の株
式、議決権若しくは議決権行使等権限の取得又は発行会社の株式への一任運用を報告する場合であって、発行会社が上場会社等であるとき
は、報告者が本報告書において報告する取得又は一任運用の後において保有する発行会社の実質保有等議決権（対内直接投資等に関する政
令（以下この記入要領において「令」という。）第２条第４項第２号に規定する実質保有等議決権をいう。以下この記入要領において同
じ。）の数の発行会社の総議決権に占める割合を記入すること。報告者が本報告書により発行会社の株式又は持分の取得を報告する場合で
あって、発行会社が上場会社等以外であるときは、報告者が本報告書において報告する取得の後において保有することとなる発行会社の議
決権の総議決権に占める割合を記入すること。

 報告者が、外国為替及び外国貿易法（以下この記入要領において「法」という。）第27条の２第１項の規定により、法第27条第１項の規
定による届出をせずに行った対内直接投資等については、本報告書で報告することはできない。
 本報告書は、株式、持分、議決権、議決権行使等権限若しくは出資証券の取得又は株式への一任運用の別に記入すること。この場合にお
いて、本報告書の頭書に記載の題名のうち本報告書により報告する内容に印を付すこと。
 「報告者」欄中「氏名又は名称及び代表者の氏名」欄には、日本語表記（正式な日本語表記がない場合はふりがな）と英語表記（正式な
英語表記がない場合は省略）を併記すること。
 「報告者」欄中「住所又は主たる事務所の所在地」欄には、国又は地域名も記入すること。財務及び営業又は事業の方針につき実質的な
決定が行われている場所が住所又は主たる事務所の所在地と異なる場合は、当該場所も併記すること。
 「報告者」欄中「国籍・設立国等」欄には、報告者が非居住者個人である場合は当該個人の国籍又はこれに類する地域を記載し、報告者
が法人その他の団体である場合は当該法人その他の団体の設立準拠法を管轄する国又は地域を記載すること。

 「報告者」欄中「ウェブページのリンク」欄について、営んでいる事業の内容等が記載されたウェブサイトが存在する場合には、当該
ウェブサイトのリンク先URLを記載すること。



12

13

14

15

  （日本産業規格Ａ４）

 「４ 取得又は一任運用の相手方」欄は、報告者が相対による方法により取得又は一任運用をした場合において記入すること。この場合
において、一任運用の相手方とは、一任運用をした際のその取引の相手方をいう。
 対内直接投資等に関する命令第７条第２項の規定に基づき本報告を行う場合は、下記に従い作成すること。
（１）「２ 取得又は一任運用をした株式等」欄中「⑵ 取得又は一任運用の態様」欄には「引受けに係る取得」と記入すること。
（２）「２ 取得又は一任運用をした株式等」欄中「⑶ 数量、取得・一任運用価額等」欄中「数量」には対内直接投資等に関する命令第
３条第３項第21号又は第４条第１項第３号に掲げる行為により取得した株式及び議決権のうち、当該行為を行った日の翌日において所有し
ている株式の数及び実質保有等議決権の数を記入し、また、「取得後又は一任運用後の出資比率」には、当該行為を行った日の翌日におけ
る出資比率を、「取得後又は一任運用後の議決権比率」には、当該行為を行った日の翌日における議決権比率（当該実質保有等議決権の数
の総議決権に占める割合）を記入すること。
（３）当該報告の対象となった上場会社等の株式の取得が令第３条第２項各号に掲げる対内直接投資等に該当する場合は、「７ その他の
事項」欄に、その理由（同項第１号に掲げる対内直接投資等に該当するものである場合は、発行会社が営む事前届出業種（対内直接投資等
に関する命令第３条第４項の規定に基づき財務大臣及び事業所管大臣が定める業種を定める件（告示）別表第１及び別表第２に掲げる業種
又は別表第１から別表第３までのいずれにも掲げられていない業種をいう。以下この記入要領において同じ。）並びに発行会社に事前届出
業種に該当する連結子会社等（発行会社の子会社（会社法第２条第３号に規定する子会社をいい、外国の法令に基づいて設立された法人そ
の他の団体及び外国に主たる事務所を有する法人その他の団体を除く。）及び対内直接投資等に関する命令第３条第５項に規定する他の会
社をいう。以下この記入要領において同じ。）がある場合における当該連結子会社等の名称、本店の所在地及び事前届出業種。令第３条第
２項第２号に掲げる対内直接投資等に該当するものである場合は、発行会社が保有する事前届出対象である技術又は情報（対内直接投資等
に関する命令第３条第２項及び第６項、第３条の２第４項、第４条第３項並びに第４条の３第３項の規定に基づき、財務大臣及び事業所管
大臣が定める技術又は情報を定める件（告示）に規定する技術又は情報をいう。）並びに発行会社に事前届出対象である技術又は情報を保
有する連結子会社等がある場合における当該連結子会社等の名称、本店の所在地及び保有している事前届出対象である技術又は情報。）を
記入すること。
 上記様式に記入することができない場合は、日本産業規格Ａ４の用紙により上記事項の順序に従って記入するか、別紙を添付して差し支
えない。別紙を添付する場合は、各別紙の右上に「別紙」と明記し、通し番号を付すこと。

 「３ 取得等時に報告者と特別の関係にあるものが所有等をする同一発行会社の株式及び議決権の数量等」欄については、発行会社が上
場会社等である場合において記入すること。この場合において、同欄中「数量」欄、「出資比率」及び「議決権比率」欄については、報告
者と特別の関係にあるもの（報告者を令第２条第28項第１号に規定する株式取得者等とした場合に同項各号に掲げるものに該当することと
なる非居住者である個人又は法人その他の団体（法第26条第１項第２号から第５号までに掲げるものに限る。）をいう。以下この記入要領
において同じ。）が所有する同一発行会社の所有等株式の数（所有等株式のうち報告者が所有する発行会社の所有等株式（すなわち、「２
取得又は一任運用をした株式等」欄中「⑶ 数量、取得・一任運用価額等」欄中「取得後又は一任運用後の出資比率」の対象とする所有等
株式）と重複するものがある場合には、当該重複の数を控除した純計によるもの。）及び当該報告者と特別の関係にあるものが保有する発
行会社の実質保有等議決権の数（議決権のうち報告者が保有する発行会社の実質保有等議決権（すなわち、「２ 取得又は一任運用をした
株式等」欄中「⑶ 数量、取得・一任運用価額等」欄中「取得後又は一任運用後の議決権比率」の対象とする実質保有等議決権）と重複す
るものがある場合には、当該重複の数を控除した純計によるもの。）並びに当該株式の数及び当該実質保有等議決権の数の当該発行会社の
発行済株式の総数及び総議決権に占める割合を記入すること。



別紙様式第二十五
根拠法規： 対内直接投資等

                                       に 関 す る 命 令

年 月 日

本報告書で報告する内容は特定取得に該当します。

（宛先）
財務大臣及び事業所管大臣 殿
 うち、事前届出業種等を所管する大臣

内閣総理大臣（警察庁）
内閣総理大臣（金融庁）
総 務 大臣
厚生労働大臣
農林水産大臣
経済産業大臣
国土交通大臣     殿

（日本銀行経由）

イ 非居住者個人
ロ 外国法人等
ハ イ及びロが直接､間接に議決権の50%以上を保有している会社
ニ 特定組合等
ホ イが役員の過半数を占める本邦法人等
ヘ 外国為替及び外国貿易法第55条の５第３項の規定により外国投資家とみなされるもの

注２：「ヘ」に該当する場合、非居住者等の詳細及び外国投資家とみなされる理由を記入
（                                           ）

株式、持分、議決権、議決権行使等権限若しくは共同議決権行使同意の取得又は株式への一任運用に関する報告書

報
 
 
告
 
 
者

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名
住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地 国籍・

設立国等職 業 又 は 営 ん で
い る 事 業 の 内 容

代
理
人

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名
住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地

事務上の連絡先（担当者
氏名、電話番号及び電子
メ ー ル ア ド レ ス ）

ウ ェ ブ ペ ー ジ の リ ン ク
▢ あり（リンク：                                      ）
▢ なし

報 告 者 と な る 法 的 根 拠
（ 該 当 分 に ○ ）

注１：「ハ」に該当する場合、「イ」及び「ロ」の①氏名又は名称、②住所又は主たる事務所の所在地、
③職業又は営んでいる事業の内容を記入（                         ）



下記のとおり報告します。

⑵ 本 店 の 所 在 地

⑶ 定 款 上 の 事 業 目 的

円（ 株（口））
円（ 株（口））

⑸

事前届出業種に該当する
理由又は事前届出対象の
技術若しくは情報を保有
する法人に該当する理由

⑹

事前届出業種に該当する
連結子会社等又は事前届
出対象の技術若しくは情
報を保有する連結子会社
等があるときは、当該連
結子会社等に関する事項

⑺
基準遵守状況の確認に
係る事項

％

％）

％

％）

％

％

⑶ 取 得 年 月 日

⑵

取得等時に報告者と特別
の関係にあるものが所有
又は一任運用をする同一
発 行 会 社 の 出 資 比 率 等

出資比率

議決権比率

２
 
取
得
又
は
一
任
運
用
を
し

た
株
式

(

持
分

)

⑴
取得後又は一任運用後の
出資比率及び議決権比率
等

取得後又は一任運用後の出資比率

（取得前又は一任運用前の比率

取得後又は一任運用後の議決権比率

（取得前又は一任運用前の比率

取得後又は一任運用後

▢ 前回報告時点（  年  月  日）と同一のため記載を省略します。

▢ 前回報告時点（  年  月  日）と同一のため記載を省略します。

▢ 財務大臣又は事業所管大臣が、外国為替及び外国貿易法第27条の２第１項又は第28条の２第１項に規定
する基準（以下この様式において「基準」という。）の遵守状況を適切に把握するために必要と認めた場合
に、発行会社に対して、届出に係る対内直接投資等又は特定取得に関する調査、情報提供の依頼その他必要
な確認をすることに同意します。

１
 
発
行
会
社

⑴ 名 称 、 証 券 コ ー ド
及 び 法 人 番 号 法人番号：

⑷ 資 本 金
取得前又は一任運用前



(

５
 
そ
の
他

の
事
項

 報告者は下記の印を付けた基準を、本報告書において報告する株式等の取得日から本報告書受理日までにおいて遵守しており、同日以降
において遵守することを誓約します。

基準告示第２条第５号 同第２条第６号

４
 
報
告
者
の
属
性

に
関
す
る
事
項

報告者の属性及び許認可等金融機関等の属性については、別紙のとおりです。

「６ 報告者の属性」及び「７ 許認可等金融機関等の属性」に記載の事項については、前回報告時点

  年   月   日 付）から変更がないため、別紙を省略します。

３
 
基
準
の
遵
守
等
に
関
す
る
誓
約

 報告者は、基準告示に定める以下の基準のうち印を付けたものを、本報告書において報告する株式等の取得日から本報告書受理日までに
おいて遵守しており、同日以降において遵守することを誓約します。

基準告示第２条第１号 同第２条第２号   同第２条第３号

 （発行会社（外国為替及び外国貿易法第26条第２項第１号に規定する上場会社等に限る。）が、対内直接投資等に関する命令第３条の２
第３項の規定に基づき財務大臣及び事業所管大臣が定める業種を定める件（告示）別表に掲げる業種を営む会社の場合であって、かつ、報
告者が許認可等金融機関等以外の場合）

 報告者は下記の印を付けた基準を、本報告書において報告する株式等の取得日から本報告書受理日までにおいて遵守しており、同日以降
において遵守することを誓約します。

 基準告示第２条第４号

 （発行会社（外国為替及び外国貿易法第26条第２項第１号に規定する上場会社等に限る。）が、対内直接投資等に関する命令第３条の２
第３項の規定に基づき財務大臣及び事業所管大臣が定める業種を定める件（告示）別表に掲げる業種を営む会社の場合であって、かつ、報
告者が対内直接投資等に関する命令第３条の２第４項各号に規定する外国投資家である場合）



別紙

％

職業 国籍等 代表権限

⑷ 要 件 該 当 性

本報告書で報告する発行会社の株式等の取得時点において、対内直接投資等に関する政令第３条の２
第１項各号又は第４条の３第１項各号に規定するものに該当しません。

本報告書で報告する発行会社の株式等の取得時点において、対内直接投資等に関する政令第３条の２
第１項第３号、第４号又は第５号イから二までに掲げるものが報告者の議決権の行使について指図を
行う権限を有していません。

本報告書で報告する発行会社の株式等の取得時点において、対内直接投資等に関する命令第３条の２
第４項各号に規定するものに該当しません。

⑶ 役 員 構 成

氏名 住所

⑵
特定株主等

（複数ある場合は別紙を
添付して差し支えない）

議決権比率

氏名又は名称

代表者の氏名

住所又は主たる
事務所の所在地
国籍・設立国等

その他

ウェブページのリンク
▢ あり（リンク：                                      ）
▢ なし

国 有 企 業 等 と の 関 係
報 告 者 と の 関 係

 
６
 
報
告
者
の
属
性

⑴ 報告者の事業方針等に影
響 を 及 ぼ す も の

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名

国籍・設立国等
職 業 又 は 営 ん で い る
事 業 の 内 容

職業又は営んでいる
事業の内容

ウェブページのリンク
国有企業等との関係

住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地



⑶
許認可等の根拠となる法
令の名称（英語表記）

同項第３号（投資法人）
同項第４号（銀行）
同項第５号（保険会社）
同項第６号（運用型信託会社）
同項第７号（高速取引行為者）
投資銀行業務等を行っています。

７
 
許
認
可
等
金
融
機
関
等
の
属
性

⑴ 許認可等金 融機 関等
の 種 類 等

対内直接投資等に関する政令第３条の２第３項第３号イ又は対内直接投資等に関する命令第３条の２
第７項第１号（第一種金融商品取引業者）
同項第２号（運用会社）

⑵
監督を受けている監督官
庁の所在国及び監督官庁
の名称（英語表記）

所在国：

監督官庁：



  （記入要領）
１

２

３

４

５

６

７

8

9

10

11

 「１ 発行会社」欄中「⑴ 名称、証券コード及び法人番号」欄について、「発行会社」の法人番号（行政手続における特定の個人を識
別するための番号の利用等に関する法律第２条第16項に規定する法人番号をいう。）も記入すること。なお、発行会社が上場会社等である
場合において、「２ 取得又は一任運用をした株式（持分）」欄中「⑴ 取得後又は一任運用後の出資比率及び議決権比率等」欄に記載さ
れた「取得後又は一任運用後の出資比率」又は「取得後又は一任運用後の議決権比率」と「⑵ 取得等時に報告者と特別の関係にあるもの
が所有又は一任運用をする同一発行会社の出資比率等」欄に記載された出資比率又は議決権比率の合計のいずれもが10％未満となるとき
は、証券コードを記載することで、「１ 発行会社」欄中「⑵ 本店の所在地」から「⑹ 事前届出業種に該当する連結子会社等又は事前
届出対象の技術若しくは情報を保有する連結子会社等があるときは、当該連結子会社等に関する事項」までの記載を省略することができ
る。
 「１ 発行会社」欄中「⑸ 事前届出業種に該当する理由又は事前届出対象の技術若しくは情報を保有する法人に該当する理由」欄に
は、発行会社の営む事前届出業種又は発行会社が保有する事前届出対象である技術若しくは情報を記入すること。事前届出業種が、対内直
接投資等の場合には対内直接投資等に関する命令第３条の２第３項の規定に基づき、財務大臣及び事業所管大臣が定める業種を定める件
（告示）に掲げる業種、特定取得の場合には対内直接投資等に関する命令第４条の３第２項の規定に基づき財務大臣及び事業所管大臣が定
める業種を定める件（告示）に掲げる業種に該当する場合は、その旨明記しそれらの告示の該当する条項を明記すること。発行会社の営む
事前届出業種又は発行会社が保有する事前届出対象である技術若しくは情報の内容を補足するため、当該業種に該当する事業又は当該技術
若しくは情報に係る事業の詳細を記入しても差し支えない。なお、発行会社の該当業種又は保有する技術若しくは情報に不明な点がある場
合は、その旨を記入すること。

 本報告書により報告する内容が特定取得に該当する場合、本報告書の頭書に記載の「本報告書で報告する内容は特定取得に該当しま
す。」欄に印を付すこと。
 発行会社が上場会社等（外国為替及び外国貿易法（以下この記入要領において「法」という。）第26条第２項第１号に規定する上場会社
等をいう。以下この記入要領において同じ。）である場合において、「２ 取得又は一任運用をした株式（持分）」欄中「⑴ 取得後又は
一任運用後の出資比率及び議決権比率等」欄に記載された「取得後又は一任運用後の出資比率」又は「取得後又は一任運用後の議決権比
率」と「⑵ 取得等時に報告者と特別の関係にあるものが所有又は一任運用をする同一発行会社の出資比率等」欄に記載された出資比率又
は議決権比率の合計のいずれもが10％未満となるときは、財務大臣及び事業所管大臣を宛先とすること。
 発行会社が上場会社等である場合において出資比率又は議決権比率のいずれかが10％以上となるとき又は発行会社が上場会社等以外の会
社である場合は、財務大臣及び事業所管大臣を宛先とし、発行会社及び発行会社の子会社（会社法第２条第３号に規定する子会社をいい、
外国の法令に基づいて設立された法人その他の団体及び外国に主たる事務所を有する法人その他の団体を除く。）又は対内直接投資等に関
する命令第３条第５項に規定する他の会社（以下この記入要領において「連結子会社等」という。）が営む事前届出業種（対内直接投資等
の場合には対内直接投資等に関する命令第３条第４項の規定に基づき財務大臣及び事業所管大臣が定める業種を定める件（告示）別表第１
及び別表第２に掲げる業種又は別表第１から別表第３までのいずれにも掲げられていない業種に該当するものを、特定取得の場合には対内
直接投資等に関する命令第３条第１項及び第４条第２項の規定に基づき、財務大臣及び事業所管大臣が定める業種を定める件（告示）別表
に掲げる業種に該当するものをいう。以下この記入要領において同じ。）に属する事業を所管する各事業所管大臣又は発行会社若しくは連
結子会社等のうち事前届出対象である技術若しくは情報（対内直接投資等に関する命令第３条第２項及び第６項、第３条の２第４項、第４
条第３項並びに第４条の３第３項の規定に基づき、財務大臣及び事業所管大臣が定める技術又は情報を定める件（告示）に規定する技術又
は情報をいう。以下この記入要領において同じ。）を保有する法人が営む事業（当該技術又は情報に関連するものに限る。）を所管する各
事業所管大臣を選択すること。
 「報告者」欄中「氏名又は名称及び代表者の氏名」欄には、日本語表記（正式な日本語表記がない場合はふりがな）と英語表記（正式な
英語表記がない場合は省略）を併記すること。

 「報告者」欄中「住所又は主たる事務所の所在地」欄には、国又は地域名も記入すること。財務及び営業又は事業の方針につき実質的な
決定が行われている場所が住所又は主たる事務所の所在地と異なる場合は、当該場所も併記すること。「６ 報告者の属性」欄中「⑴ 報
告者の事業方針等に影響を及ぼすもの」欄中「住所又は主たる事務所の所在地」欄についても、同様とする。

 「報告者」欄中「国籍・設立国等」欄には、報告者が非居住者個人である場合は当該個人の国籍又はこれに類する地域を記載し、報告者
が法人その他の団体である場合は当該法人その他の団体の設立準拠法を管轄する国又は地域を記載すること。「６ 報告者の属性」欄中
「国籍・設立国等」欄についても、同様とする。
 「報告者」欄中「ウェブページのリンク」欄について、営んでいる事業の内容等が記載されたウェブサイトが存在する場合には、当該
ウェブサイトのリンク先URLを記載すること。「６ 報告者の属性」欄中「⑴ 報告者の事業方針等に影響を及ぼすもの」欄中「ウェブ
ページのリンク」欄についても、同様とする。

 本報告書は、株式、持分、議決権、議決権行使等権限若しくは共同議決権行使同意の取得又は株式への一任運用の別に記入すること。こ
の場合において、本報告書の頭書に記載の題名のうち本報告書により報告する内容に印を付すこと。

 「報告者」欄中「報告者となる法的根拠」が「ハ」に該当する場合、「イ」及び「ロ」の①氏名又は名称、②住所又は主たる事務所の所
在地、③職業又は営んでいる事業の内容、を記入すること。財務及び営業又は事業の方針につき実質的な決定が行われている場所が住所又
は主たる事務所の所在地と異なる場合は、当該場所も併記すること。なお、以前に届出又は報告を行っている場合において当該届出又は報
告の内容から変更がない場合は、前回届出の受理年月日及び受理番号又は報告を行った年月日並びに前回届出又は報告を行った時点から変
更がないため記載を省略する旨を記載することで記入を省略することができる。
 「報告者」欄中「事務上の連絡先（担当者氏名、電話番号及び電子メールアドレス）」欄について、電子メールアドレスがない場合に
は、電子メールアドレスの箇所に「該当なし」と記入すること。



12

13

14

15

16

17

18

 「⑴ 取得後又は一任運用後の出資比率及び議決権比率等」欄中「取得後又は一任運用後の議決権比率」については、報告者が本報告書
により発行会社の株式、議決権、議決権行使等権限又は共同議決権行使同意の取得又は発行会社の株式への一任運用を報告する場合であっ
て、発行会社が上場会社等であるときは、報告者が本報告書において報告する取得又は一任運用の後において保有する発行会社の実質保有
等議決権（対内直接投資等に関する政令（以下この記入要領において「令」という。）第２条第４項第２号に規定する実質保有等議決権を
いう。以下この記入要領において同じ。）の数の発行会社の総議決権に占める割合を記入すること。報告者が本報告書により発行会社の株
式又は持分の取得を報告する場合であって、発行会社が上場会社等以外であるときは、報告者が本報告書において報告する取得の後におい
て保有することとなる発行会社の議決権数の発行会社の総議決権に占める割合を記入すること。
 「２ 取得又は一任運用をした株式（持分）」欄中「⑵ 取得等時に報告者と特別の関係にあるものが所有又は一任運用をする同一発行
会社の出資比率等」欄は、発行会社が上場会社等である場合において記入すること。この場合において、同欄中「出資比率」及び「議決権
比率」欄については、報告者と特別の関係にあるもの（報告者を令第２条第28項第１号に規定する株式取得者等とした場合に同項各号に掲
げるものに該当することとなる非居住者である個人又は法人その他の団体（法第26条第１項第２号から第５号までに掲げるものに限る。）
をいう。以下この記入要領において同じ。）が所有する同一発行会社の所有等株式の数（所有等株式のうち報告者が所有する発行会社の所
有等株式（すなわち、「２ 取得又は一任運用をした株式（持分）」欄中「⑴ 取得後又は一任運用後の出資比率及び議決権比率等」欄中
「取得後又は一任運用後の出資比率」の対象とする所有等株式）と重複するものがある場合には、当該重複の数を控除した純計によるも
の。）及び当該保有者と特別の関係にあるものが保有する発行会社の実質保有等議決権の数（議決権のうち保有者が保有する発行会社の実
質保有等議決権（すなわち、「２ 取得又は一任運用をした株式（持分）」欄中「⑴ 取得後又は一任運用後の出資比率及び議決権比率
等」欄中「取得後又は一任運用後の議決権比率」の対象とする実質保有等議決権）と重複するものがある場合には、当該重複の数を控除し
た純計によるもの。）の当該発行会社の発行済株式の総数及び総議決権に占める割合を記入すること。
 「３ 基準の遵守等に関する誓約」では、報告者が基準告示（対内直接投資等の場合には法第27条の２第１項の規定に基づき財務大臣及
び事業所管大臣が定める対内直接投資等が国の安全等に係る対内直接投資等に該当しないための基準を定める件（告示）、特定取得の場合
には法第28条の２第１項の規定に基づき財務大臣及び事業所管大臣が定める特定取得が国の安全に係る特定取得に該当しないための基準を
定める件（告示）をいう。以下この記入要領において同じ。）に定める基準を遵守することを誓約する場合に、基準告示第２条第１号から
第３号までの各事項に印を付すこと。また、発行会社が上場会社等の場合で、かつ、対内直接投資等に関する命令第３条の２第３項の規定
に基づき財務大臣及び事業所管大臣が定める業種を定める件（告示）別表に掲げる業種を営む会社の場合において、報告者が許認可等金融
機関等（令第３条の２第３項第３号イ及び対内直接投資等に関する命令第３条の２第７項各号に掲げるものをいう。）以外の場合は、基準
告示第２条第４号についても印を付けて誓約すること。また、発行会社が上場会社等の場合で、かつ、対内直接投資等に関する命令第３条
の２第３項の規定に基づき財務大臣及び事業所管大臣が定める業種を定める件（告示）別表に掲げる業種を営む会社の場合において、報告
者が対内直接投資等に関する命令第３条の２第５項各号に規定する外国投資家である場合は、基準告示第２条第５号及び第６号についても
印を付けて誓約すること。
 「６ 報告者の属性」欄中「⑴ 報告者の事業方針等に影響を及ぼすもの」欄には、報告者が最終親会社等（租税特別措置法第66条の４
の４第４項第５号に規定する最終親会社等をいう。以下この記入要領において同じ。）を有する場合は、当該最終親会社等を記入し、最終
親会社等を有しない場合には、最終親会社等以外のものであって、報告者の財務及び営業又は事業の方針の決定に対して重要な影響を与え
ることができるものを記入すること。
 また、報告者が特定組合等（法第26条第１項第４号に規定する特定組合等をいう。以下この記入要領において同じ。）である場合は、業
務執行組合員（同号に規定する業務執行組合員をいう。）の最終親会社等を記入し、最終親会社等を有しない場合には、最終親会社等以外
のものであって、その財務及び営業又は事業の方針の決定に対して重要な影響を与えることができるものを記入すること。報告者が外国の
法令に基づいて設立されたファンド（特定組合等を除く。）であって、その業務を執行する構成員を有する場合は、特定組合等に準じて記
入すること。
 「６ 報告者の属性」欄中「⑴ 報告者の事業方針等に影響を及ぼすもの」欄中「国有企業等との関係」欄において、報告者の事業方針
等に影響を及ぼすものと国有企業等（令第３条の２第１項第３号から第６号までに掲げるものをいう。）との資本関係その他の支配関係を
記入すること。

 「６ 報告者の属性」欄中「⑴ 報告者の事業方針等に影響を及ぼすもの」欄中「報告者との関係」欄において、必要がある場合には本
報告書に資本関係図を添付して記載を補足することができる。

 「１ 発行会社」欄中「⑹ 事前届出業種に該当する連結子会社等又は事前届出対象の技術若しくは情報を保有する連結子会社等がある
ときは、当該連結子会社等に関する事項」欄には、事前届出業種に属する事業を営む発行会社の連結子会社等又は事前届出対象である技術
若しくは情報を保有する連結子会社等を発行会社とした場合に「１ 発行会社」欄中「⑴ 名称、証券コード及び法人番号」欄から「⑸
事前届出業種に該当する理由又は事前届出対象の技術若しくは情報を保有する法人に該当する理由」欄（「⑶ 定款上の事業目的」欄を除
く。）に記入することとなる事項及び発行会社による出資比率を記入すること。
 「２ 取得又は一任運用をした株式（持分）」欄中「⑴ 取得後又は一任運用後の出資比率及び議決権比率等」欄の「取得後又は一任運
用後の出資比率」については、報告者が本報告書により発行会社の株式の取得又は発行会社の株式への一任運用を報告する場合であって、
発行会社が上場会社等であるときは、報告者が本報告書において報告する取得又は一任運用の後において所有する発行会社の所有等株式
（法第26条第２項第３号に規定する所有等株式をいう。以下この記入要領において同じ。）の数の発行会社の発行済株式の総数に占める割
合を記入すること。報告者が本報告書により発行会社の株式又は持分の取得を報告する場合であって、発行会社が上場会社等以外であると
きは、報告者が本報告書において報告する取得の後において所有する発行会社の株式又は持分の数の発行会社の発行済株式の総数又は総出
資額に占める割合を記入すること。



19

20

21

22

  （日本産業規格Ａ４）

 「６ 報告者の属性」欄中「⑵ 特定株主等」欄では、報告者の直接の株主（出資比率又は議決権比率が10％以上となるもの又は会社法
第108条第１項第８号に掲げる事項についての定めがある種類の株式又はこれに相当するものを所有しているものに限る。）又は報告者によ
る議決権の行使について指図を行うことができる権限を有しているもの（「６ 報告者の属性」欄中「⑴ 報告者の事業方針等に影響を及
ぼすもの」欄に記載するものを除く。）（以下この記入要領において「特定株主等」という。）について、当該株主ごとに議決権比率、氏
名又は名称及び代表者の氏名、住所又は主たる事務所の所在地、国籍・設立国等、職業又は営んでいる事業の内容、ウェブページのリンク
及び国有企業等との関係を記載すること。財務及び営業又は事業の方針につき実質的な決定が行われている場所が住所又は主たる事務所の
所在地と異なる場合は当該場所、会社法第108条第１項第８号に掲げる事項についての定めがある種類の株式又はこれに相当するものを所有
している場合はその旨、議決権の行使について指図を行うことができる権限を有している場合はその旨も併記すること。

 「６ 報告者の属性」欄中「⑶ 役員構成」欄では、報告者の役員（法第26条第１項第５号に規定するものをいう。）の氏名、現在の職
業、住所及び国籍等を記載すること。役員で代表する権限を有するものである場合は、その旨明記すること。

 「７ 許認可等金融機関等の属性」欄中「⑴ 許認可等金融機関等の種類等」欄では、報告者が令第３条の２第３項第３号イ又は対内直
接投資等に関する命令第３条の２第７項各号に掲げるものに該当する場合に該当する箇所に印を付けるほか、同項第１号又は第４号に掲げ
るものに該当する場合において、投資銀行業務等（金融商品取引法第28条第１項第３号若しくは第35条第１項第11号及び第12号に掲げる業
務又はこれらに相当する業務をいう。）を行う場合には、「投資銀行業務等を行っています。」欄に印を付けること。
 上記様式に記入することができない場合は、日本産業規格Ａ４の用紙により上記事項の順序に従って記入するか、別紙を添付して差し支
えない。別紙を添付する場合は、各別紙の右上に「別紙」と明記し、通し番号を付すこと。



別紙様式第二十六
根拠法規： 対 内 直 接 投 資 等

                                       に 関 す る 命 令

株 式
持 分

年 月 日

財務大臣及び事業所管大臣 殿
（日本銀行経由）

国籍等

住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地

下記のとおり報告します。

⑴ 名 称

⑵ 本 店 の 所 在 地

⑶ 定款上の事業目的

⑷ 資 本 金 円（ 株（口））

数     量 株（口）
譲 渡 価 額      円）
譲渡後の出資比率     ％

⑸ 譲 受 数 量
4
5

6 そ の 他 の 事 項

  発行会社及びその連結子会社等は事前届出業種に属する事業を行っておらず、事前届出対象の技術
  又は情報を保有していない。

支 払 の 受 領 年 月 日

⑶ 国 籍 ・
設 立 国 等⑷ 職 業 又 は 営 ん で

い る 事 業 の 内 容

⑹ 譲受後の出資比率
譲 渡 年 月 日

2
譲渡した株式（持分）の数
量 、 譲 渡 価 額 等

3
相
手
方

⑴ 氏 名 又 は 名 称

⑵ 住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地

１
 
発
行
会
社

法人番号：

円（一株（口）当たり

の 譲 渡 に 関 す る 報 告 書

報
 
 
告
 
 
者

氏 名

住 所

職 業

代
理
人

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名

事務上の連絡先（担当者氏
名、電話番号及び電子メー
ル ア ド レ ス ）



  （記入要領）
１

２

３
４
５

６

７

８

９

  （日本産業規格Ａ４）

 上記様式に記入することができない場合は、日本産業規格Ａ４の用紙により上記事項の順序に従って記入するか、別紙を添付して差
し支えない。別紙を添付する場合は、各別紙の右上に「別紙」と明記し、通し番号を付すこと。

 本報告書は、株式又は持分の譲渡の別に記入すること。この場合において、本報告書の頭書に記載の題名のうち本報告書により報告
する内容に印を付すこと。
 「報告者」欄中「氏名」欄には、日本語表記（正式な日本語表記がない場合はふりがな）と英語表記（正式な英語表記がない場合は
省略）を併記すること。
 「報告者」欄中「住所」欄には、国又は地域名も記入すること。
 「報告者」欄中「国籍等」欄には、国籍又はこれに類する地域を記載すること。
 「報告者」欄中「事務上の連絡先（担当者氏名、電話番号及び電子メールアドレス）」欄について、電子メールアドレスがない場合
には、電子メールアドレスの箇所に「該当なし」と記入すること。
 「１ 発行会社」欄中「⑴ 名称」欄には、「発行会社」の法人番号（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等
に関する法律第２条第16項に規定する法人番号をいう。）も記入すること。

 「３ 相手方」欄中「⑵ 住所又は主たる事務所の所在地」欄には、国又は地域名も記入すること。財務及び営業又は事業の方針に
つき実質的な決定が行われている場所が住所又は主たる事務所の所在地と異なる場合は、当該場所も併記すること。
 「３ 相手方」欄中「⑶ 国籍・設立国等」欄には、相手方が非居住者個人である場合は当該個人の国籍又はこれに類する地域を記
載し、相手方が法人その他の団体である場合は当該法人その他の団体の設立準拠法を管轄する国又は地域を記載すること。



別紙様式第二十七
根拠法規：対 内 直 接 投 資 等

                                       に 関 す る 命 令

年 月 日

財務大臣及び事業所管大臣 殿
（日本銀行経由）

国籍等

住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地

下記のとおり報告します。

⑴ 名 称

⑵ 本 店 の 所 在 地

⑶ 定 款 上 の 事 業 目 的

⑷ 総 議 決 権 個

個
％

⑵
住所又は主たる事務所
の 所 在 地

⑷
職業又は営んでいる事
業 の 内 容

4 委 任 年 月 日

５ そ の 他 の 事 項

  発行会社及びその連結子会社等は事前届出業種に属する事業を行っておらず、事前
  届出対象の技術又は情報を保有していない。

2 委 任 し た 議 決 権 の 数 量 等
数   量
委任後の議決権比率

３
 
委
任
の
相
手
方

⑴ 氏 名 又 は 名 称

⑶ 国籍・
設立国等

１
 
発
行
会
社

法人番号：

議決権代理行使委任に関する報告書

報
 
 
告
 
 
者

氏 名

住 所

職 業

代
理
人

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名

事 務 上 の 連 絡 先 （ 担 当 者 氏
名、電話番号及び電子メール
ア ド レ ス ）



  （記入要領）
１

２
３
４

５

６

７

８

９

  （日本産業規格Ａ４）

 「３ 委任の相手方」欄中「⑵ 住所又は主たる事務所の所在地」欄には、国又は地域名も記入すること。財務及び営業
又は事業の方針につき実質的な決定が行われている場所が住所又は主たる事務所の所在地と異なる場合は、当該場所も併記
すること。「３ 委任の相手方」欄に記載の内容が不明の場合にあっては、「不明」と記入して差し支えない。

 「３ 委任の相手方」欄中「⑶ 国籍・設立国等」欄には、委任の相手方が非居住者個人である場合は当該個人の国籍又
はこれに類する地域を記載し、委任の相手方が法人その他の団体である場合は当該法人その他の団体の設立準拠法を管轄す
る国又は地域を記載すること。
 上記様式に記入することができない場合は、日本産業規格Ａ４の用紙により上記事項の順序に従って記入するか、別紙を
添付して差し支えない。別紙を添付する場合は、各別紙の右上に「別紙」と明記し、通し番号を付すこと。

 「報告者」欄中「氏名」欄には、日本語表記（正式な日本語表記がない場合はふりがな）と英語表記（正式な英語表記が
ない場合は省略）を併記すること。
 「報告者」欄中「住所」欄には、国又は地域名も記入すること。
 「報告者」欄中「国籍等」欄には、国籍又はこれに類する地域を記載すること。
 「報告者」欄中「事務上の連絡先（担当者氏名、電話番号及び電子メールアドレス）」欄について、電子メールアドレス
がない場合には、電子メールアドレスの箇所に「該当なし」と記入すること。

 「１ 発行会社」欄中「⑴ 名称」欄には「発行会社」の法人番号（行政手続における特定の個人を識別するための番号
の利用等に関する法律第２条第16項に規定する法人番号をいう。）を記入すること。「⑷ 総議決権」欄には、発行会社の
総株主の議決権の数が分からない場合には、直近に提出された有価証券届出書（金融商品取引法第２条第７項に規定する有
価証券届出書をいう。以下この記入要領において同じ。）、有価証券報告書（同法第24条第１項に規定する有価証券報告書
をいう。以下この記入要領において同じ。）又は半期報告書（同法第24条の５第１項に規定する半期報告書をいう。以下こ
の記入要領において同じ。）に記載された総株主の議決権の数を用いて差し支えない。なお、発行会社の総株主の議決権が
分からず、また、発行会社が有価証券届出書、有価証券報告書又は半期報告書を提出していない場合にあっては、「不明」
と記入して差し支えない。「２ 委任した議決権の数量等」欄中「委任後の議決権比率」の算定に当たって、発行会社の総
株主の議決権の数が分からない場合も、同様とする。
 「２ 委任した議決権の数量等」欄中「委任後の議決権比率」については、報告者が本報告書において報告する当該議決
権代理行使委任の後における報告者が保有することとなる発行会社の議決権の総議決権に占める割合を記入すること。



別紙様式第二十八
根拠法規：対 内 直 接 投 資 等

                                       に 関 す る 命 令

年 月 日

財務大臣及び事業所管大臣 殿
（日本銀行経由）

イ 非居住者個人
ロ 外国法人等
ハ イ及びロが直接､間接に議決権の50%以上を保有している会社
ニ 特定組合等
ホ イが役員の過半数を占める本邦法人等
ヘ 外国為替及び外国貿易法第55条の５第３項の規定により外国投資家とみなされるもの

③職業又は営んでいる事業の内容を記入（                        ）
注２：「ヘ」に該当する場合、非居住者等の詳細及び外国投資家とみなされる理由を記入
（                                          ）

代
理
人

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名
住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地

議決権代理行使受任に関する報告書

報
 
 
告
 
 
者

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名
住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地 国籍・

設立国等職 業 又 は 営 ん で
い る 事 業 の 内 容

事務上の連絡先（担当者氏
名、電話番号及び電子メール
ア ド レ ス ）

ウ ェ ブ ペ ー ジ の リ ン ク
▢ あり（リンク：                                      ）
▢ なし

報告者となる法的根拠
（該当分に○）

注１：「ハ」に該当する場合、「イ」及び「ロ」の①氏名又は名称、②住所又は主たる事務所の所在地、



下記のとおり報告します。

⑴ 名 称

⑵ 本 店 の 所 在 地

⑶ 定 款 上 の 事 業 目 的

⑷ 総 議 決 権 個

⑸ 外 資 比 率 ％

イ 上場銘柄
ロ 店頭売買銘柄
ハ その他
数  量 個
受任後の議決権比率 ％
（受任前の比率 ％）

⑵ 受 任 の 内 容

数  量 個

議決権比率 ％

⑶ 委 任 数 量 個

５ 受 任 年 月 日

６ そ の 他 の 事 項

  発行会社及びその連結子会社等は事前届出業種に属する事業を行っておらず、事前届出対象の技術
  又は情報を保有していない。

４
 
受
任
の
相

手
方

⑴ 氏 名 又 は 名 称

⑵
住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地

２
 
受
任
し
た

議
決
権

⑴ 数 量 等

3

受任時に報告者と特別の関係
にあるものが保有等をする同
一発行会社の議決権の数量等

１
 
発
行
会
社

法人番号：

⑹
上 場 、 非 上 場 等 の 区分
（ 該 当 分 に ○ ）



  （記入要領）
１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

11

  （日本産業規格Ａ４）

 「１ 発行会社」欄中「⑴ 名称」欄には法人番号（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第２
条第16項に規定する法人番号をいう。）を記入すること。また「⑷ 総議決権」欄には、発行会社の総株主の議決権の数が分からない
場合には、直近に提出された有価証券届出書（金融商品取引法第２条第７項に規定する有価証券届出書をいう。以下この記入要領にお
いて同じ。）、有価証券報告書（同法第24条第１項に規定する有価証券報告書をいう。以下この記入要領において同じ。）又は半期報
告書（同法第24条の５第１項に規定する半期報告書をいう。以下この記入要領において同じ。）に記載された総株主の議決権の数を用
いて差し支えない。なお、発行会社の総株主の議決権が分からず、また、発行会社が有価証券届出書、有価証券報告書又は半期報告書
を提出していない場合にあっては、「不明」と記入して差し支えない。「２ 受任した議決権」欄中「⑴ 数量等」欄中「受任後の議
決権比率」及び「３ 受任時に報告者と特別の関係にあるものが保有等をする同一発行会社の議決権の数量等」欄中「議決権比率」の
算定に当たって、発行会社の総株主の議決権の数が分からない場合も、同様とする。
 「１ 発行会社」欄中「⑸ 外資比率」欄には、外国投資家（外国為替及び外国貿易法（以下この記入要領において「法」とい
う。）第26条第1項に規定する外国投資家をいう。）が所有する発行会社の株式の数の発行会社の発行済み株式の総数に占める割合を記
入すること。発行会社の外資比率がわからない場合には、直近に提出された有価証券届出書又は有価証券報告書に記載された外国法人
等の所有株式数の割合を用いて差し支えない。
 「２ 受任した議決権」欄中「⑴ 数量等」欄中「受任後の議決権比率」については、発行会社が上場会社等（法第26条第２項第１
号に規定する上場会社等をいう。以下この記入要領において同じ。）である場合において、当該議決権代理行使受任の後における報告
者が保有等をする発行会社の実質保有等議決権（対内直接投資等に関する政令（以下この記入要領において「令」という。）第２条第
４項第２号に規定する実質保有等議決権をいう。以下この記入要領において同じ。）の数の発行会社の総議決権に占める割合を記入す
ること。発行会社が上場会社等以外であるときは、報告者が本報告書において報告する当該議決権代理行使受任の後における報告者が
保有することとなる発行会社の議決権の総議決権に占める割合を記入すること。
「⑵ 受任の内容」欄には、受任によって得た権限を用いて議決権行使を行おうとする又は行った議案について、可能な限り記入する
こと。
 「３ 受任時に報告者と特別の関係にあるものが保有等をする同一発行会社の議決権の数量等」欄については、発行会社が上場会社
等である場合において記入すること。この場合において、報告者と特別の関係にあるもの（報告者を令第２条第28項第１号に規定する
株式取得者等とした場合に同項各号に掲げるものに該当することとなる非居住者である個人又は法人その他の団体（法第26条第１項第
２号から第５号までに掲げるものに限る。）をいう。）の保有等議決権数量（議決権のうち報告者が保有等をする議決権（すなわち、
「２ 受任した議決権」欄中「⑴ 数量等」欄中「受任後の議決権比率」の対象とする議決権）と重複するものがある場合には、当該
重複の数を控除した純計によるもの。）及び当該保有等議決権の数の当該発行会社の総議決権に占める割合を記入すること。

 上記様式に記入することができない場合は、日本産業規格Ａ４の用紙により上記事項の順序に従って記入するか、別紙を添付して差
し支えない。別紙を添付する場合は、各別紙の右上に「別紙」と明記し、通し番号を付すこと。

 「報告者」欄中「事務上の連絡先（担当者氏名、電話番号及び電子メールアドレス）」欄について、電子メールアドレスがない場合
には、電子メールアドレスの箇所に「該当なし」と記入すること。

 「報告者」欄中「氏名又は名称及び代表者の氏名」欄には、日本語表記（正式な日本語表記がない場合はふりがな）と英語表記（正
式な英語表記がない場合は省略）を併記すること。
 「報告者」欄中「住所又は主たる事務所の所在地」欄には、国又は地域名も記入すること。財務及び営業又は事業の方針につき実質
的な決定が行われている場所が住所又は主たる事務所の所在地と異なる場合は、当該場所も併記すること。
 「報告者」欄中「国籍・設立国等」欄には、報告者が非居住者個人である場合は当該個人の国籍又はこれに類する地域を記載し、報
告者が法人その他の団体である場合は当該法人その他の団体の設立準拠法を管轄する国又は地域を記載すること。
 「報告者」欄中「ウェブページのリンク」欄について、営んでいる事業の内容等が記載されたウェブサイトが存在する場合には、当
該ウェブサイトのリンク先URLを記載すること。
 「報告者」欄中「報告者となる法的根拠」が「ハ」に該当する場合、「イ」及び「ロ」の①氏名又は名称、②住所又は主たる事務所
の所在地、③職業又は営んでいる事業の内容、を記入すること。財務及び営業又は事業の方針につき実質的な決定が行われている場所
が住所又は主たる事務所の所在地と異なる場合は、当該場所も併記すること。なお、以前に届出又は報告を行っている場合において当
該届出又は報告の内容から変更がない場合は、前回届出の受理年月日及び受理番号又は報告を行った年月日並びに前回届出又は報告を
行った時点から変更がないため記載を省略する旨を記載することで記入を省略することができる。



別紙様式第二十九
根拠法規：対 内 直 接 投 資 等

                                       に 関 す る 命 令

年 月 日

財務大臣及び事業所管大臣 殿
（日本銀行経由）

イ 非居住者個人
ロ 外国法人等
ハ イ及びロが直接､間接に議決権の50%以上を保有している会社
ニ 特定組合等
ホ イが役員の過半数を占める本邦法人等
ヘ 外国為替及び外国貿易法第55条の５第３項の規定により外国投資家とみなされるもの

③職業又は営んでいる事業の内容を記入（                        ）
注２:「ヘ」に該当する場合、非居住者等の詳細及び外国投資家とみなされる理由を記入
（                                          ）

代
理
人

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名

住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地

 共同議決権行使同意取得に関する報告書

報
 
 
告
 
 
者

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名
住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地 国籍・

設立国等職 業 又 は 営 ん で
い る 事 業 の 内 容

事務上の連絡先（担当者氏
名、電話番号及び電子メー
ル ア ド レ ス ）

ウ ェ ブ ペ ー ジ の リ ン ク
▢ あり（リンク：                    ）
▢ なし

報告者となる法的根拠
（該当分に○）

注１:「ハ」に該当する場合、「イ」及び「ロ」の①氏名又は名称、②住所又は主たる事務所の所在地、



下記のとおり報告します。

⑴ 名 称

⑵ 本 店 の 所 在 地

⑶ 定款上の事業目的

⑷ 総 議 決 権 個

⑸ 外 資 比 率 ％

数   量 個

同意取得後の議決権比率 ％

（同意取得前の比率 ％）

⑵ 同 意 取 得 の 内 容

数  量 個

議決権比率 ％

数  量 個

議決権比率 ％

⑶ 同 意 数 量
６ 同 意 取 得 年 月 日

７ そ の 他 の 事 項

  発行会社及びその連結子会社等は事前届出業種に属する事業を行っておらず、事前届出対象の技術
  又は情報を保有していない。

4

同意取得時に同意取得の相
手方と特別の関係にあるも
のが保有等をする同一発行
会社の議決権の数量等

５
 
同
意
取

得
の
相
手
方

⑴ 氏 名 又 は 名 称

⑵
住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地

２
 
同
意
取
得
し
た
議

決
権

⑴ 数 量 等

3

同意取得時に報告者と特別
の関係にあるものが保有等
をする同一発行会社の議決
権の数量等

１
 
発
行
会
社

法人番号：



  （記入要領）
１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

11

12
13

  （日本産業規格Ａ４）

 上記様式に記入することができない場合は、日本産業規格Ａ４の用紙により上記事項の順序に従って記入するか、別紙を添付して差
し支えない。別紙を添付する場合は、各別紙の右上に「別紙」と明記し、通し番号を付すこと。

 「１ 発行会社」欄中「⑴ 名称」欄には法人番号（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第２
条第16項に規定する法人番号をいう。）を記載すること。また「⑷ 総議決権」欄には、発行会社の総株主の議決権の数が分からない
場合には、直近に提出された有価証券届出書（金融商品取引法第２条第７項に規定する有価証券届出書をいう。以下この記入要領にお
いて同じ。）、有価証券報告書（同法第24条第１項に規定する有価証券報告書をいう。以下この記入要領において同じ。）又は半期報
告書（同法第24条の５第１項に規定する半期報告書をいう。以下この記入要領において同じ。）に記載された総株主の議決権の数を用
いて差し支えない。なお、発行会社の総株主の議決権が分からず、また、発行会社が有価証券届出書、有価証券報告書又は半期報告書
を提出していない場合にあっては、「不明」と記入して差し支えない。「２ 同意取得した議決権」欄中「⑴ 数量等」欄中「同意取
得後の議決権比率」、「３ 同意取得時に報告者と特別の関係にあるものが保有等をする同一発行会社の議決権の数量等」欄中「議決
権比率」及び「４ 同意取得時に同意取得の相手方と特別の関係にあるものが保有等をする同一発行会社の議決権の数量等」欄中「議
決権比率」の算定に当たって、発行会社の総株主の議決権の数が分からない場合も、同様とする。
 「１ 発行会社」欄中「⑸ 外資比率」欄には、外国投資家（外国為替及び外国貿易法（以下この記入要領において「法」とい
う。）第26条第1項に規定する外国投資家をいう。）が所有する発行会社の株式の数の発行会社の発行済み株式の総数に占める割合を
記入すること。発行会社の外資比率がわからない場合には、直近に提出された有価証券届出書又は有価証券報告書に記載された外国法
人等の所有株式数の割合を用いて差し支えない。

 「２ 同意取得した議決権」欄中「⑴ 数量等」欄中「同意取得後の議決権比率」については、報告者が保有する発行会社の実質保
有等議決権（対内直接投資等に関する政令（以下この記入要領において「令」という。）第２条第４項第２号に規定する実質保有等議
決権をいう。以下この記入要領において同じ。）の数と当該共同議決権行使同意取得に係る議決権の数とを合計した議決権の数の総議
決権に占める割合を記入すること。「⑵ 同意取得の内容」欄には、同意に基づき、共同で議決権を行使しようとする議案について、
可能な限り記入すること。
 「３ 同意取得時に報告者と特別の関係にあるものが保有等をする同一発行会社の議決権の数量等」欄については、報告者と特別の
関係にあるもの（報告者を令第２条第28項第１号に規定する株式取得者等とした場合に同項各号に掲げるものに該当することとなる非
居住者である個人又は法人その他の団体（法第26条第１項第２号から第５号までに掲げるものに限る。）をいう。）が保有する発行会
社の実質保有等議決権の数（議決権のうち報告者が保有する実質保有等議決権及び当該共同議決権行使同意取得に係る議決権（すなわ
ち、「２ 同意取得した議決権」欄中「⑴ 数量等」欄中「同意取得後の議決権比率」の対象とする議決権）と重複するものがある場
合には、当該重複の数を控除した純計によるもの。）及び当該実質保有等議決権の数の当該発行会社の総議決権に占める割合を記入す
ること。
 「４ 同意取得時に同意取得の相手方と特別の関係にあるものが保有等をする同一発行会社の議決権の数量等」欄については、同意
取得の相手方と特別の関係にあるもの（同意取得の相手方を令第２条第28項第１号に規定する株式取得者等とした場合に同項第１号か
ら第８号まで、第11号及び第12号に掲げるものに該当することとなる非居住者である個人又は法人その他の団体（法第26条第１項第
２号から第５号までに掲げるものに限る。）をいう。）の実質保有等議決権の数（議決権のうち報告者が保有する実質保有等議決権、
当該共同議決権行使同意取得に係る議決権及び報告者と特別の関係にあるものが保有する実質保有等議決権（すなわち、「２ 同意取
得した議決権」欄中「⑴ 数量等」欄中「同意取得後の議決権比率」及び「３ 同意取得時に報告者と特別の関係にあるものが保有等
をする同一発行会社の議決権の数量等」欄中「議決権比率」の対象とする議決権）と重複するものがある場合には、当該重複の数を控
除した純計によるもの。）及び当該実質保有等議決権の数の当該発行会社の総議決権に占める割合を記入すること。

 「５ 同意取得の相手方」欄は、報告者が相対による方法により同意取得した場合において記入すること。

 「報告者」欄中「事務上の連絡先（担当者氏名、電話番号及び電子メールアドレス）」欄について、電子メールアドレスがない場合
には、電子メールアドレスの箇所に「該当なし」と記入すること。

 「報告者」欄中「氏名又は名称及び代表者の氏名」欄には、日本語表記（正式な日本語表記がない場合はふりがな）と英語表記（正
式な英語表記がない場合は省略）を併記すること。
 「報告者」欄中「住所又は主たる事務所の所在地」欄には、国又は地域名も記入すること。財務及び営業又は事業の方針につき実質
的な決定が行われている場所が住所又は主たる事務所の所在地と異なる場合は、当該場所も併記すること。
 「報告者」欄中「国籍・設立国等」欄には、報告者が非居住者個人である場合は当該個人の国籍又はこれに類する地域を記載し、報
告者が法人その他の団体である場合は当該法人その他の団体の設立準拠法を管轄する国又は地域を記載すること。

 「報告者」欄中「ウェブページのリンク」欄について、営んでいる事業の内容等が記載されたウェブサイトが存在する場合には、当
該ウェブサイトのリンク先URLを記載すること。
 「報告者」欄中「報告者となる法的根拠」が「ハ」に該当する場合、「イ」及び「ロ」の①氏名又は名称、②住所又は主たる事務所
の所在地、③職業又は営んでいる事業の内容、を記入すること。財務及び営業又は事業の方針につき実質的な決定が行われている場所
が住所又は主たる事務所の所在地と異なる場合は、当該場所も併記すること。なお、以前に届出又は報告を行っている場合において当
該届出又は報告の内容から変更がない場合は、前回届出の受理年月日及び受理番号又は報告を行った年月日並びに前回届出又は報告を
行った時点から変更がないため記載を省略する旨を記載することで記入を省略することができる。



別紙様式第三十
根拠法規：対 内 直 接 投 資 等

に 関 す る 命 令

年 月 日

財務大臣及び事業所管大臣 殿
（日本銀行経由）

イ 非居住者個人
ロ 外国法人等
ハ イ及びロが直接､間接に議決権の50%以上を保有している会社
ニ 特定組合等
ホ イが役員の過半数を占める本邦法人等
ヘ 外国為替及び外国貿易法第55条の５第３項の規定により外国投資家とみなされるもの

住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地

事 務 上 の 連 絡 先
（担当者氏名、電話番号及
び 電 子 メ ー ル ア ド レ ス ）

（                                           ）

代
理
人

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名

金銭の貸付け又は貸付債権の取得に関する報告書

報
 
 
告
 
 
者

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名
住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地 国籍・

設立国等職 業 又 は 営 ん で
い る 事 業 の 内 容

ウェブページ のリ ンク
▢ あり（リンク：                                      ）
▢ なし

報告者となる法的根拠
（該当分に○）

注１：「ハ」に該当する場合、「イ」及び「ロ」の①氏名又は名称、②住所又は主たる事務所の所在
地、③職業又は営んでいる事業の内容を記入（                       ）
注２：「ヘ」に該当する場合、非居住者等の詳細及び外国投資家とみなされる理由を記入



下記のとおり報告します。

⑴ 名 称

⑵ 主たる事務所の所在地

⑶ 定 款 上 の 事 業 目 的

３
４

⑴ 金 利
⑵ 期 間

イ 期日一括
ロ 分割（具体的に記入すること。）

  （記入要領）
１

２

３

４

５

６

７

８

９

  （日本産業規格Ａ４）

 上記様式に記入することができない場合は、日本産業規格Ａ４の用紙により上記事項の順序に従って記入するか、別紙を添付して差
し支えない。別紙を添付する場合は、各別紙の右上に「別紙」と明記し、通し番号を付すこと。

 「報告者」欄中「国籍・設立国等」欄には、報告者が非居住者個人である場合は当該個人の国籍又はこれに類する地域を記載し、報
告者が法人その他の団体である場合は当該法人その他の団体の設立準拠法を管轄する国又は地域を記載すること。

 「報告者」欄中「ウェブページのリンク」欄について、営んでいる事業の内容等が記載されたウェブサイトが存在する場合には、当
該ウェブサイトのリンク先URLを記載すること。
 「報告者」欄中「報告者となる法的根拠」が「ハ」に該当する場合、「イ」及び「ロ」の①氏名又は名称、②住所又は主たる事務所
の所在地、③職業又は営んでいる事業の内容、を記入すること。財務及び営業又は事業の方針につき実質的な決定が行われている場所
が住所又は主たる事務所の所在地と異なる場合は、当該場所も併記すること。なお、以前に届出又は報告を行っている場合において当
該届出又は報告の内容から変更がない場合は、前回届出の受理年月日及び受理番号又は報告を行った年月日並びに前回届出又は報告を
行った時点から変更がないため記載を省略する旨を記載することで記入を省略することができる。
 「報告者」欄中「事務上の連絡先（担当者氏名、電話番号及び電子メールアドレス）」欄について、電子メールアドレスがない場合
には、電子メールアドレスの箇所に「該当なし」と記入すること。
「１ 債務者」欄中「⑴ 名称」欄には「債務者」の法人番号（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する
法律第２条第16項に規定する法人番号をいう。）を記入すること（法人番号が不明な場合は、理由とともに不明である旨を記載するこ
と。）。
 「５ 条件」欄中「⑶ 元本の回収方法」欄は、「ロ 分割」により回収する場合には、次の例にならって記入すること。
（例：○年○月を第１回とし、以降１年ごとに○年○月まで○回○○円ずつ回収。）

6 そ の 他 の 事 項

  債務者は事前届出業種に属する事業を行っておらず、事前届出対象の技術又は情報を保有していな
  い。

 「報告者」欄中「氏名又は名称及び代表者の氏名」欄には、日本語表記（正式な日本語表記がない場合はふりがな）と英語表記（正
式な英語表記がない場合は省略）を併記すること。
 「報告者」欄中「住所又は主たる事務所の所在地」欄には、国又は地域名も記入すること。財務及び営業又は事業の方針につき実質
的な決定が行われている場所が住所又は主たる事務所の所在地と異なる場合は、当該場所も併記すること。

契 約 年 月 日
貸 付 又 は 取 得 年 月 日

２ 金 額
債権金額：
（貸付債権の取得の場合は取得価額：                          ）

５
 
条
件 ⑶

元本の回収方法
（該当分に○）

１
 
債
務
者

法人番号：



 
別紙様式第三十一

根拠法規：対 内 直 接 投 資 等
                                       に 関 す る 命 令

  
年 月 日

財務大臣及び事業所管大臣 殿
（日本銀行経由）

イ 非居住者個人
ロ 外国法人等
ハ イ及びロが直接､間接に議決権の50%以上を保有している会社
ニ 特定組合等
ホ イが役員の過半数を占める本邦法人等
ヘ 外国為替及び外国貿易法第55条の５第３項の規定により外国投資家とみなされるもの

住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地

下記のとおり報告します。

⑵
主 た る 事 務 所 の 所
在 地

⑶ 定 款 上 の 事 業 目 的

３
４

社債の取得に関する報告書

報
 
 
告
 
 
者

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名
住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地 国籍・

設立国等職 業 又 は 営 ん で
い る 事 業 の 内 容

代
理
人

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名

事 務 上 の 連 絡 先
（担当者氏名、電話番号及び
電 子 メ ー ル ア ド レ ス ）

ウ ェ ブ ペ ー ジ の リ ン ク
▢ あり（リンク：                                      ）
▢ なし

報告者となる法的根拠
（該当分に○）

注１:「ハ」に該当する場合、「イ」及び「ロ」の①氏名又は名称、②住所又は主たる事務所の所在地、
③職業又は営んでいる事業の内容を記入（                             ）
注２:「ヘ」に該当する場合、非居住者等の詳細及び外国投資家とみなされる理由を記入

1
 
発
行
会
社

⑴ 名 称
法人番号：

（                                               ）

同一銘柄の
発行総額（発行日、記号等）

2
 
取
得
し
た
社
債

銘     柄
額面総額 取得価額 利  率

償還日及び
元利の支払方法

取 得 年 月 日
支 払 年 月 日

５ そ の 他 の 事 項

  発行会社及びその連結子会社等は事前届出業種に属する事業を行っておらず、事前届出対象の技術又は情報
  を保有していない。



  （記入要領）
１

２

３

４

５

６

７

８

９

  （日本産業規格Ａ４）

 「１ 発行会社」欄中「⑴ 名称」欄について、「発行会社」の法人番号（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する
法律第２条第16項に規定する法人番号をいう。）も記入すること。
 取得した社債が新株予約権付社債等の場合は、「２ 取得した社債」欄の「銘柄」欄にその旨記入すること。また、「償還日及び元利の支払方
法」欄は、次の例にならって記入すること。
（例：償還日は○年○月○日、元利金は本邦において円価で支払う。）

 上記様式に記入することができない場合は、日本産業規格Ａ４の用紙により上記事項の順序に従って記入するか、別紙を添付して差し支えない。
別紙を添付する場合は、各別紙の右上に「別紙」と明記し、通し番号を付すこと。

 「報告者」欄中「氏名又は名称及び代表者の氏名」欄には、日本語表記（正式な日本語表記がない場合はふりがな）と英語表記（正式な英語表記
がない場合は省略）を併記すること。
 「報告者」欄中「住所又は主たる事務所の所在地」欄には、国又は地域名も記入すること。財務及び営業又は事業の方針につき実質的な決定が行
われている場所が住所又は主たる事務所の所在地と異なる場合は、当該場所も併記すること。

 「報告者」欄中「国籍・設立国等」欄には、報告者が非居住者個人である場合は当該個人の国籍又はこれに類する地域を記載し、報告者が法人そ
の他の団体である場合は当該法人その他の団体の設立準拠法を管轄する国又は地域を記載すること。
 「報告者」欄中「ウェブページのリンク」欄について、営んでいる事業の内容等が記載されたウェブサイトが存在する場合には、当該ウェブサイ
トのリンク先URLを記載すること。
 「報告者」欄中「報告者となる法的根拠」が「ハ」に該当する場合、「イ」及び「ロ」の①氏名又は名称、②住所又は主たる事務所の所在地、③
職業又は営んでいる事業の内容、を記入すること。財務及び営業又は事業の方針につき実質的な決定が行われている場所が住所又は主たる事務所の
所在地と異なる場合は、当該場所も併記すること。なお、以前に届出又は報告を行っている場合において当該届出又は報告の内容から変更がない場
合は、前回届出の受理年月日及び受理番号又は報告を行った年月日並びに前回届出又は報告を行った時点から変更がないため記載を省略する旨を記
載することで記入を省略することができる。
 「報告者」欄中「事務上の連絡先（担当者氏名、電話番号及び電子メールアドレス）」欄について、電子メールアドレスがない場合には、電子
メールアドレスの箇所に「該当なし」と記入すること。



別紙様式第三十二
根拠法規：対 内 直 接 投 資 等

                                       に 関 す る 命 令

   
年 月 日

財務大臣及び事業所管大臣 殿
（日本銀行経由）

イ 非居住者個人
ロ 外国法人等
ハ イ及びロが直接､間接に議決権の50%以上を保有している会社
ニ 特定組合等
ホ イが役員の過半数を占める本邦法人等
ヘ 外国為替及び外国貿易法第55条の５第３項の規定により外国投資家とみなされるもの

（                                           ）

代
理
人

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名
住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地

事 務 上 の 連 絡 先
（担当者氏名、電話番号及び
電 子 メ ー ル ア ド レ ス ）

事業の承継に関する報告書

報
 
 
告
 
 
者

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名
住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地 国籍・

設立国等職 業 又 は 営 ん で
い る 事 業 の 内 容

ウ ェ ブ ペ ー ジ の リ ン ク
▢ あり（リンク：                                                      ）
▢ なし

報告者となる法的根拠
（該当分に○）

注１：「ハ」に該当する場合、「イ」及び「ロ」の①氏名又は名称、②住所又は主たる事務所の所在
地、③職業又は営んでいる事業の内容を記入（                       ）
注２：「ヘ」に該当する場合、非居住者等の詳細及び外国投資家とみなされる理由を記入



下記のとおり報告します。

⑴ 名 称

⑵ 本 店 の 所 在 地

⑶ 定 款 上 の 事 業 目 的

⑷ 資 本 金
２
３

事業の一部の譲受け
事業の全部の譲受け  
吸収分割
合併

⑵ 承 継 対 象 の 事 業 内 容

⑶ 報告者と対象会社の関係

  （記入要領）
１

２

３

４

５

６

７

８

  （日本産業規格Ａ４）

４
 
承
継
方
法
等

⑴ 承 継 の 方 法

 上記様式に記入することができない場合は、日本産業規格Ａ４の用紙により上記事項の順序に従って記入するか、別紙を添付して差し
支えない。別紙を添付する場合は、各別紙の右上に「別紙」と明記し、通し番号を付すこと。

５ そ の 他 の 事 項

  承継対象の事業に事前届出業種に属する事業又は事前届出対象の技術又は情報に係る事業は含まれ
  ていない。

 「１ 対象会社」欄中「⑴ 名称」欄には「対象会社」の法人番号（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関
する法律第２条第16項に規定する法人番号をいう。）も記入すること。

 「報告者」欄中「氏名又は名称及び代表者の氏名」欄には、日本語表記（正式な日本語表記がない場合はふりがな）と英語表記（正式
な英語表記がない場合は省略）を併記すること。
 「報告者」欄中「住所又は主たる事務所の所在地」欄には、国又は地域名も記入すること。財務及び営業又は事業の方針につき実質的
な決定が行われている場所が住所又は主たる事務所の所在地と異なる場合は、当該場所も併記すること。

 「報告者」欄中「国籍・設立国等」欄には、報告者が非居住者個人である場合は当該個人の国籍又はこれに類する地域を記載し、報告
者が法人その他の団体である場合は当該法人その他の団体の設立準拠法を管轄する国又は地域を記載すること。
 「報告者」欄中「ウェブページのリンク」欄について、営んでいる事業の内容等が記載されたウェブサイトが存在する場合には、当該
ウェブサイトのリンク先URLを記載すること。

 「報告者」欄中「報告者となる法的根拠」が「ハ」に該当する場合、「イ」及び「ロ」の①氏名又は名称、②住所又は主たる事務所の
所在地、③職業又は営んでいる事業の内容、を記入すること。財務及び営業又は事業の方針につき実質的な決定が行われている場所が住
所又は主たる事務所の所在地と異なる場合は、当該場所も併記すること。なお、以前に届出又は報告を行っている場合において当該届出
又は報告の内容から変更がない場合は、前回届出の受理年月日及び受理番号又は報告を行った年月日並びに前回届出又は報告を行った時
点から変更がないため記載を省略する旨を記載することで記入を省略することができる。
 「報告者」欄中「事務上の連絡先（担当者氏名、電話番号及び電子メールアドレス）」欄について、電子メールアドレスがない場合に
は、電子メールアドレスの箇所に「該当なし」と記入すること。

１
 
対
象
会
社

法人番号：

承 継 の 対 価
承 継 年 月 日



別紙様式第三十三
根拠法規： 対内直接投資等

                                       に 関 す る 命 令

（宛先）
財務大臣及び事業所管大臣 殿
（日本銀行経由）

イ 非居住者個人
ロ 外国法人等   
ハ イ及びロが直接、間接に議決権の50%以上を保有している会社
ニ 特定組合等
ホ イが役員の過半数を占める本邦法人等
へ 外国為替及び外国貿易法第55条の５第３項の規定により外国投資家とみなされるもの

外国法令に基づいて設立された法人その他の団体の議決権等の取得（法第26条第２項第９号、令第２条第25項第９号、同項第12号又は同項第14号）又は外
国議決権行使等権限の取得（令第２条第25項第11号）に関する報告書

年     月     日

報
 
 
告
 
 
者

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名
住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地 国籍・

設立国等職 業 又 は 営 ん で
い る 事 業 の 内 容

ウ ェ ブ ペ ー ジ の リ ン ク
  あり（リンク ）
  なし

報告者となる法的根拠
（該当分に○） 注１：「ハ」に該当する場合、「イ」及び「ロ」の①氏名又は名称、②住所又は主たる事務所の所在地、

③職業又は営んでいる事業の内容を記入

（                                               ）

注２：「へ」に該当する場合、非居住者等の詳細及び外国投資家とみなされる理由を記入

（                                               ）

代
理
人

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名
住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地

事 務 上 の 連 絡 先
（担当者氏名、電話番号及び
電 子 メ ー ル ア ド レ ス ）



下記のとおり報告します。

イ 新株発行等による議決権の取得
ロ 旧株等の譲受による議決権の取得
ハ その他

数     量
株  式  等 株（口）
議  決  権 個
取得価額 円
取得後の議決権比率 ％
（取得前の比率 ％）

⑶ 取 得 年 月 日

⑷ 支 払 年 月 日

⑵ 代 表 者
⑶ 本 店 の 所 在 地
⑷ 事 業 の 内 容

議決権 個

%

  あり（リンク：
  なし

議決権 個
%

⑴

１
 
取
得
し
た
外
国
議
決

権
等
に
係
る
外
国
法
人
等

⑴ 名 称

⑵ 本 店 の 所 在 地

⑶ 事 業 の 内 容

３
 
直
接
保
有
法
人
等

名 称

議 決 権 比 率

年   月   日

年   月   日

⑸ 取 得 の 相 手 方

氏 名 又 は 名 称
住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
譲 渡 数 量

２
 
取
得
し
た
外
国
議
決
権
等

⑴
取得の態様

（該当分に○）
(      )

⑵ 数 量 、 取 得 価 額 等

⑸

職 業 又 は 営 ん で
い る 事 業 の 内 容⑹

取得後に報告者と株式
の所有関係等に基づく
永続的な経済関係にあ
るものが保有をする直
接保有法人等の外国議
決権の数量等

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名

住所又は主たる事務所の所在地

国 籍 ・ 設 立 国 等

ウ ェ ブ ペ ー ジ の リ ン ク

議 決 権 比 率

）

報 告 者 と の 関 係

  特定組合類似団体に該当する。

取得後に報告者が保有を
する直接保有法人等の外
国議決権の数量等

数 量

数 量



⑵ 本 店 の 所 在 地

円（   株（口））
個

⑸ 外 資 比 率 ％
イ 上場銘柄
ロ 店頭売買銘柄
ハ その他

株 式 株

議決権 個

  あり（リンク：
  なし

株 式 株
議決権 個

出 資 比 率 %
議 決 権 比 率 %

株 式 株
議決権 個

%
%

  あり（リンク：
  なし

株 式 株
議決権 個

%
%

４
 
直
接
保
有
法
人
等
が
株
式
等
を
保
有
す
る
国
内
の
会
社
等

⑴ 名 称
法人番号：

⑶ 定款上の事業目的

直接保有法人等が保有する数量等

取得後に直接保有
法人等と特別な関
係にあるものが所
有等をする同一の
国内の会社等の株
式及び議決権の数
量等

氏名又は名称及び
代 表 者 の 氏 名
住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地

職 業 又 は 営 ん で
い る 事 業 の 内 容
ウェブページのリ
ン ク

）

直接保有法人等と
の 関 係

数 量

⑼

取得後に報告者と特
別な関係にあるもの
が所有等をする国内
の会社等の株式及び
議 決 権 の 数 量 等

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名

ウ ェ ブ ペ ー ジ の リ ン ク

議 決 権 比 率

国 籍 ・ 設 立 国 等

取得時までの直接保有法人等による
経 営 関 与 の 方 法

⑷
資本金

総議決権

⑹
上 場 、 非 上 場 等 の 区 分
（ 該 当 分 に ○ ）

５

令第２条第25項第12号に規定
する同意を要する対象（同号
の取得に該当する場合のみ記
入）

  役員の選解任     事業目的の変更     解散     その他（               ）

６ そ の 他 の 事 項
  国内の会社等及びその連結子会社等は事前届出業種に属する事業を行っておらず、事前届出対象の技術又
  は情報を保有していない。

直接保有法人等との関係⑺

住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地

国 籍 ・ 設 立 国 等

職業又は営んでいる事業の内容

）

報 告 者 と の 関 係

数 量

出 資 比 率

⑻
報告者が所有等をする株
式及び議決権の数量等

数 量

出 資 比 率
議 決 権 比 率



  （記入要領）
1

2

3

4

5

6

7

8
9

10

11

12

13

  （日本産業規格Ａ４）

 上記様式に記入することができない場合は、日本産業規格Ａ４の用紙により上記事項の順序に従って記入するか、別紙を添付して差し支えな
い。別紙を添付する場合は、各別紙の右上に「別紙」と明記し、通し番号を付すこと。

 「２ 取得した外国議決権等」欄の「⑵ 数量、取得価額等」欄中「取得後の議決権比率」については、報告者が本報告書において報告する
取得の後において保有することとなる外国法人等（外国法令に基づいて設立された法人その他の団体をいう。以下この記入要領において同
じ。）の実質保有等外国議決権（対内直接投資等に関する政令（以下この記入要領において「令」という。）第２条第25項第11号に規定する実
質保有等外国議決権をいう。以下この記入要領において同じ。）の数の外国法人等の議決権の総数に占める割合を記入すること。

 「２ 取得した外国議決権等」欄の「⑸ 取得の相手方」欄は、報告者が相対による方法により取得した場合において記入すること。
 「３ 直接保有法人等」欄中「報告者との関係」欄、「４ 直接保有法人等が株式等を保有する国内の会社等」欄中「直接保有法人等との関
係」欄及び「４ 直接保有法人等が株式等を保有する国内の会社等」欄中「報告者との関係」欄において、必要がある場合には本報告書に資本
関係図を添付して記載を補足することができる。
 「４ 直接保有法人等が株式等を保有する国内の会社等」欄中「⑴ 名称」欄には国内の会社等の法人番号（行政手続における特定の個人を
識別するための番号の利用等に関する法律第２条第16項に規定する法人番号をいう。）も記入すること。
 「４ 直接保有法人等が株式等を保有する国内の会社等」欄中「⑷ 資本金 総議決権」欄には、国内の会社等の総株主の議決権の数が分か
らない場合には、直近に提出された有価証券届出書（金融商品取引法第２条第７項に規定する有価証券届出書をいう。以下この記入要領におい
て同じ。）、有価証券報告書（同法第24条第１項に規定する有価証券報告書をいう。以下この記入要領において同じ。）又は半期報告書（同法
第24条の５第１項に規定する半期報告書をいう。以下この記入要領において同じ。）に記載された総株主の議決権の数を用いて差し支えない。
なお、国内の会社等の総株主の議決権が分からず、また、国内会社が有価証券届出書、有価証券報告書又は半期報告書を提出していない場合に
あっては、「不明」と記入して差し支えない。「４ 直接保有法人等が株式等を保有する国内の会社等」欄中、国内の会社等の議決権比率の記
載が必要な箇所について、国内の会社等の総株主の議決権の数が分からない場合も、同様とする。なお、「２ 取得した外国議決権等」欄、及
び「３ 直接保有法人等」欄中、議決権比率の記載が必要な箇所について、議決権の総数が分からない場合には、外国法令に基づく有価証券届
出書、有価証券報告書又は半期報告書に相当する書類に記載された議決権の総数を用いて差し支えない。

 「報告者」欄中「氏名又は名称及び代表者の氏名」欄には、日本語表記（正式な日本語表記がない場合はふりがな）と英語表記（正式な英語
表記がない場合は省略）を併記すること。
 「報告者」欄中「住所又は主たる事務所の所在地」欄には、国又は地域名も記入すること。財務及び営業又は事業の方針につき実質的な決定
が行われている場所が住所又は主たる事務所の所在地と異なる場合は、当該場所も併記すること。
 「報告者」欄中「国籍・設立国等」欄には、報告者が非居住者個人である場合は当該個人の国籍又はこれに類する地域を記載し、報告者が法
人その他の団体である場合は当該法人その他の団体の設立準拠法を管轄する国又は地域を記載すること。「３ 直接保有法人等」欄中「国籍・
設立国等」欄及び「４ 直接保有法人等が株式等を保有する国内の会社等」欄中「国籍・設立国等」欄についても、同様とする。
 「報告者」欄中「ウェブページのリンク」欄について、営んでいる事業の内容等が記載されたウェブサイトが存在する場合には、当該ウェブ
サイトのリンク先URLを記載すること。「３ 直接保有法人等」欄中「ウェブページのリンク」欄及び「４ 直接保有法人等が株式等を保有す
る国内の会社等」欄中「ウェブページのリンク」欄についても、同様とする。
 「報告者」欄中「報告者となる法的根拠」が「ハ」に該当する場合、「イ」及び「ロ」の①氏名又は名称、②住所又は主たる事務所の所在
地、③職業又は営んでいる事業の内容、を注１に記入すること。財務及び営業又は事業の方針につき実質的な決定が行われている場所が住所又
は主たる事務所の所在地と異なる場合は、当該場所も併記すること。なお、以前に届出又は報告を行っている場合において当該届出又は報告の
内容から変更がない場合は、前回届出の受理年月日及び受理番号又は報告を行った年月日並びに前回届出又は報告を行った時点から変更がない
ため記載を省略する旨を記載することで記入を省略することができる。
 「報告者」欄中「事務上の連絡先（担当者氏名、電話番号及び電子メールアドレス）」欄について、電子メールアドレスがない場合には、電
子メールアドレスの箇所に「該当なし」と記入すること。

 「４ 直接保有法人等が株式等を保有する国内の会社等」欄中「⑺ 直接保有法人等との関係」欄中「取得後に直接保有法人等と特別な関係
にあるものが所有等をする同一の国内の会社等の株式及び議決権の数量等」欄及び「⑼ 取得後に報告者と特別な関係にあるものが所有等をす
る国内の会社等の株式及び議決権の数量等」欄については、国内の会社等が上場会社等である場合において記入すること。この場合において、
「⑺ 直接保有法人等との関係」欄中「取得後に直接保有法人等と特別な関係にあるものが所有等をする同一の国内の会社等の株式及び議決権
の数量等」欄については直接保有法人等と、「⑼ 取得後に報告者と特別な関係にあるものが所有等をする国内の会社等の株式及び議決権の数
量等」欄については報告者と、それぞれ特別の関係にあるもの（これらのものを令第２条第28項第１号に規定する株式取得者等とした場合に同
項各号に掲げるものに該当することとなる非居住者である個人又は法人その他の団体をいう。）に関する情報を記載すること。



別紙様式第三十四
根拠法規： 対内直接投資等

                                       に 関 す る 命 令

（宛先）
財務大臣及び事業所管大臣 殿
（日本銀行経由）

イ 非居住者個人
ロ 外国法人等   
ハ イ及びロが直接、間接に議決権の50%以上を保有している会社
ニ 特定組合等
ホ イが役員の過半数を占める本邦法人等
へ 外国為替及び外国貿易法第55条の５第３項の規定により外国投資家とみなされるもの

直接保有法人等の外国議決権の共同行使同意取得に関する報告書（令第２条第25項第13号）
年     月     日

報
 
 
告
 
 
者

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名
住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地 国籍・

設立国等職 業 又 は 営 ん で
い る 事 業 の 内 容

ウ ェ ブ ペ ー ジ の リ ン ク
  あり（リンク ）
  なし

報告者となる法的根拠
（該当分に○） 注１：「ハ」に該当する場合、「イ」及び「ロ」の①氏名又は名称、②住所又は主たる事務所の所在地、

③職業又は営んでいる事業の内容を記入

（                                               ）

注２：「へ」に該当する場合、非居住者等の詳細及び外国投資家とみなされる理由を記入

（                                               ）

代
理
人

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名
住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地

事 務 上 の 連 絡 先
（担当者氏名、電話番号及び
電 子 メ ー ル ア ド レ ス ）



下記のとおり報告します。

⑵ 代 表 者
⑶ 本 店 の 所 在 地
⑷ 事 業 の 内 容

⑸ 議決権 個

%

  あり（リンク：
  なし

議決権 個
%

⑴ 同 意 数 量 等 議 決 権 個

氏 名 又 は 名 称

ウ ェ ブ ペ ー ジ の リ ン ク
）

報 告 者 と の 関 係

数 量
議 決 権 比 率

数 量

議 決 権 比 率

名 称

報告者が保有をする直接
保有法人等の外国議決権
の数量等

⑶ 同 意 取 得 年 月 日    年   月   日

２
 
同
意
取
得
し
た
外
国
議
決
権

⑵
同 意 取 得 の 内 容
（ 該 当 分 に ○ ）

⑸ 同 意 取 得 の 相 手 方

⑹

同意取得時に報告者と株
式の所有関係等に基づく
永続的な経済関係にある
ものが所有等をする直接
保有法人等の外国議決権
の数量等

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名

住所又は主たる事務所の所在地

国 籍 ・ 設 立 国 等

職 業 又 は 営 ん で
い る 事 業 の 内 容

⑷ 共 同 行 使 の 時 期    年   月   日

１
 
直
接
保
有
法
人
等

⑴

住 所 又 は 主 た る 事 務 所 の 所 在 地

同 意 数 量

⑹ 同意取得後の事業計画
直 接 保 有 法 人 等 に 係 る 事 業 計 画
国 内 の 会 社 等 に 係 る 事 業 計 画



⑵ 本 店 の 所 在 地

個
⑸ 外 資 比 率 ％

イ 上場銘柄
ロ 店頭売買銘柄
ハ その他

株 式 株
議決権 個

  あり（リンク：
  なし

株 式 株
議決権 個

出 資 比 率 %
議 決 権 比 率 %

株 式 株
議決権 個

%
%

  あり（リンク：
  なし

株 式 株
議決権 個

%
%

法人番号：

⑶ 定 款 上 の 事 業 目 的

総 議 決 権⑷

⑺ 直接保有法人等との関係

４ そ の 他 の 事 項

⑼

同意取得時に報告者と特
別な関係にあるものが所
有等をする国内の会社等
の株式及び議決権の数量
等

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名

数 量

同意取得時までの直接保有法人等に
よ る 経 営 関 与 の 方 法

⑻
報告者が所有等をする株
式及び議決権の数量等

数 量

出 資 比 率
議 決 権 比 率

同意取得時に直接
保有法人等と特別
な関係にあるもの
が所有等をする同
一の国内の会社等
の株式及び議決権
の数量等

氏名又は名称及び
代 表 者 の 氏 名
住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地

国 籍 ・ 設 立 国 等

３
 
直
接
保
有
法
人
等
が
株
式
等
を
保
有
す
る
国
内
の
会
社
等

住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地

国 籍 ・ 設 立 国 等

職業又は営んでいる事業の内容

ウ ェ ブ ペ ー ジ の リ ン ク
）

報 告 者 と の 関 係

数 量

出 資 比 率
議 決 権 比 率

直接保有法人等が保有する数量等

  国内の会社等及びその連結子会社等は事前届出業種に属する事業を行っておらず、事前届出対象の技術又
  は情報を保有していない。

⑴ 名 称

職 業 又 は 営 ん で
い る 事 業 の 内 容
ウ ェ ブ ペ ー ジ
の リ ン ク

）

直接保有法人等と
の 関 係

⑹
上 場 、 非 上 場 等 の 区 分
（ 該 当 分 に ○ ）



  （記入要領）
1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

  （日本産業規格Ａ４）

 「報告者」欄中「氏名又は名称及び代表者の氏名」欄には、日本語表記（正式な日本語表記がない場合はふりがな）と英語表記（正式な英語
表記がない場合は省略）を併記すること。

 上記様式に記入することができない場合は、日本産業規格Ａ４の用紙により上記事項の順序に従って記入するか、別紙を添付して差し支えな
い。別紙を添付する場合は、各別紙の右上に「別紙」と明記し、通し番号を付すこと。

 「２ 同意取得した外国議決権」欄中「⑵ 同意取得の内容」欄には、共同して議決権を行使することの同意を得た対象事項等の同意の内容
について記載すること。
 「３ 直接保有法人等が株式等を保有する国内の会社等」欄中「⑴ 名称」欄には、国内の会社等の法人番号（行政手続における特定の個人
を識別するための番号の利用等に関する法律第２条第16項に規定する法人番号をいう。）も記入すること。
 「３ 直接保有法人等が株式等を保有する国内の会社等」欄中「⑷ 総議決権」欄には、国内の会社等の総株主の議決権の数が分からない場
合には、直近に提出された有価証券届出書（金融商品取引法第２条第７項に規定する有価証券届出書をいう。以下この記入要領において同
じ。）、有価証券報告書（同法第24条第１項に規定する有価証券報告書をいう。以下この記入要領において同じ。）又は半期報告書（同法第24
条の５第１項に規定する半期報告書をいう。以下この記入要領において同じ。）に記載された総株主の議決権の数を用いて差し支えない。な
お、国内の会社等の総株主の議決権が分からず、また、国内会社が有価証券届出書、有価証券報告書又は半期報告書を提出していない場合に
あっては、「不明」と記入して差し支えない。「３ 直接保有法人等が株式等を保有する国内の会社等」欄中、国内の会社等の議決権比率の記
載が必要な箇所について国内の会社等の総株主の議決権の数が分からない場合も、同様とする。「１ 直接保有法人等」欄中、議決権比率の記
載が必要な箇所について、議決権の総数が分からない場合には、外国法令に基づく有価証券届出書、有価証券報告書又は半期報告書に相当する
書類に記載された議決権の総数を用いて差し支えない。
 「３ 直接保有法人等が株式等を保有する国内の会社等」欄中「⑺ 直接保有法人等との関係」欄中「同意取得時に直接保有法人等と特別な
関係にあるものが所有等をする同一の国内の会社等の株式及び議決権の数量等」欄及び「⑼ 同意取得時に報告者と特別な関係にあるものが所
有等をする国内の会社等の株式及び議決権の数量等」欄については、国内の会社等が上場会社等である場合において記入すること。この場合に
おいて、「⑺ 直接保有法人等との関係」欄中「同意取得時に直接保有法人等と特別な関係にあるものが所有等をする同一の国内の会社等の株
式及び議決権の数量等」欄については直接保有法人等と、「⑼ 同意取得時に報告者と特別な関係にあるものが所有等をする国内の会社等の株
式及び議決権の数量等」欄については報告者と、それぞれ特別の関係にあるもの（これらのものを令第２条第28項第１号に規定する株式取得者
等とした場合に同項各号に掲げるものに該当することとなる非居住者である個人又は法人その他の団体をいう。）に関する情報を記載するこ
と。
 「３ 直接保有法人等が株式等を保有する国内の会社等」欄中「⑺ 直接保有法人等との関係」欄中「同意取得時までの直接保有法人等によ
る経営関与の方法」欄には、不明である場合は、「不明」と記入して差し支えない。

 「報告者」欄中「住所又は主たる事務所の所在地」欄には、国又は地域名も記入すること。財務及び営業又は事業の方針につき実質的な決定
が行われている場所が住所又は主たる事務所の所在地と異なる場合は、当該場所も併記すること。
 「報告者」欄中「国籍・設立国等」欄には、報告者が非居住者個人である場合は当該個人の国籍又はこれに類する地域を記載し、報告者が法
人その他の団体である場合は当該法人その他の団体の設立準拠法を管轄する国又は地域を記載すること。「１ 直接保有法人等」欄中「国籍・
設立国等」欄及び「３ 直接保有法人等が株式等を保有する国内の会社等」欄中「国籍・設立国等」欄についても、同様とする。
 「報告者」欄中「ウェブページのリンク」欄について、営んでいる事業の内容等が記載されたウェブサイトが存在する場合には、当該ウェブ
サイトのリンク先URLを記載すること。「１ 直接保有法人等」欄中「ウェブページのリンク」欄及び「３ 直接保有法人等が株式等を保有す
る国内の会社等」欄中「ウェブページのリンク」欄についても、同様とする。

 「報告者」欄中「事務上の連絡先（担当者氏名、電話番号及び電子メールアドレス）」欄について、電子メールアドレスがない場合には、電
子メールアドレスの箇所に「該当なし」と記入すること。

 「１ 直接保有法人等」欄中「報告者との関係」欄及び「３ 直接保有法人等が株式等を保有する国内の会社等」欄中「直接保有法人等との
関係」欄の「報告者との関係」欄において、必要がある場合には本報告書に資本関係図を添付して記載を補足することができる。

 「１ 直接保有法人等」欄中「⑹ 同意取得時に報告者と株式の所有関係等に基づく永続的な経済関係にあるものが所有等をする直接保有法
人等の外国議決権の数量等」欄において、報告者を対内直接投資等に関する政令（以下この記入要領において「令」という。）第２条第17項第
１号に規定する間接取得者とした場合に同項第２号に規定するものに該当することとなる非居住者である個人又は法人その他の団体に関する情
報を記載すること。

 「２ 同意取得した外国議決権」欄中「⑴ 同意数量」欄においては、同意取得の相手方が保有する直接保有法人等の議決権に加えて、当該
相手方を令第２条第17項第１号に規定する間接取得者とした場合に同項第２号イからニまでに掲げるものに該当することとなる非居住者である
個人又は法人その他の団体が保有する直接保有法人等の議決権を加えた議決権の数を記載すること。

 「報告者」欄中「報告者となる法的根拠」が「ハ」に該当する場合、「イ」及び「ロ」の①氏名又は名称、②住所又は主たる事務所の所在
地、③職業又は営んでいる事業の内容、を注１に記入すること。財務及び営業又は事業の方針につき実質的な決定が行われている場所が住所又
は主たる事務所の所在地と異なる場合は、当該場所も併記すること。なお、以前に届出又は報告を行っている場合において当該届出又は報告の
内容から変更がない場合は、前回届出の受理年月日及び受理番号又は報告を行った年月日並びに前回届出又は報告を行った時点から変更がない
ため記載を省略する旨を記載することで記入を省略することができる。



別紙様式第三十五
根 拠 法 規 ： 対 内 直 接 投 資 等

                                       に 関 す る 命 令

年 月 日

（宛先）
財務大臣及び事業所管大臣 殿
（日本銀行経由）

  あり（リンク
  なし

イ 非居住者個人
ロ 外国法人等   
ハ イ及びロが直接､間接に議決権の50%以上を保有している会社   
ニ 特定組合等
ホ イが役員の過半数を占める本邦法人等   
へ 外国為替及び外国貿易法第55条の５第３項の規定により外国投資家とみなされるもの

外国法令に基づいて設立された法人その他の団体の役員の選任に関する報告書（法第26条第２項第10号又は令第２条第25項第10号）

報
 
 
告
 
 
者

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名
住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地

（                                        ）

国籍・設立国等
職 業 又 は 営 ん で
い る 事 業 の 内 容

代
理
人

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名
住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地

事 務 上 の 連 絡 先
（担当者氏名、電話番号及び
電 子 メ ー ル ア ド レ ス ）

ウ ェ ブ ペ ー ジ の リ ン ク
）

報告者となる法的根拠
（該当分に○） 注１：「ハ」に該当する場合、「イ」及び「ロ」の①氏名又は名称、②住所又は主たる事務所の所在地、

③職業又は営んでいる事業の内容を記入
（                                        ）
注２：「へ」に該当する場合、非居住者等の詳細及び外国投資家とみなされる理由を記入



下記のとおり報告します。

⑷
直接保有法人等との関係
（直接保有法人等の議決
権 の 行 使 以 外 の 場 合 ）

数  量 個
議決権の総数に占める割合 ％

３

⑵ 代 表 者
⑶ 本 店 の 所 在 地

議決権 個

  あり（リンク：
  なし

議決権 個
%

２
行使した外国法人等の議
決 権 の 数 量 等

行 使 年 月 日 年   月   日

４
 
直
接
保
有
法
人
等

⑴ 名 称

⑹

行使後に報告者と株式の
所有関係等に基づく永続
的な経済関係にあるもの
が所有等をする直接保有
法人等の外国議決権の数
量等

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名
住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地

国 籍 ・ 設 立 国 等

職 業 又 は 営 ん で
い る 事 業 の 内 容

報 告 者 と の 関 係

議 決 権 比 率

報告者が所有等をする直
接保有法人等の外国議決
権の数量等 %

ウ ェ ブ ペ ー ジ の リ ン ク
）

⑴ 名       称 

⑵ 本 店 の 所 在 地

⑷ 事 業 の 内 容

議 決 権 比 率 等

１
 
役
員
の
選
任
に
係
る
外
国
法
人
等

⑸

数 量

⑶ 事 業 の 内 容

数 量



⑵ 本 店 の 所 在 地

⑷ 総 議 決 権 個
⑸ 外 資 比 率 ％

イ 上場
ロ 非上場
ハ その他

  あり （リンク：
  なし

株 式 株
議決権 個

出 資 比 率 %
議 決 権 比 率 %

株 式 株
議決権 個

%
%

  あり（リンク：
  なし

株 式 株
議決権 個

%
%

  国内の会社等及びその連結子会社等は事前届出業種に属する事業を行っておらず、事前届出対象の技術
  又は情報を保有していない。

６ そ の 他 の 事 項

⑼

５
 
直
接
保
有
法
人
等
が
株
式
等
を
保
有
す
る
国
内
の
会
社
等

⑴ 名 称
法人番号：

⑶ 定 款 上 の 事 業 目 的

⑹
上 場 、 非 上 場 等 の 区 分
（ 該 当 分 に ○ ）

直 接 保 有 法 人 等 が 保 有 す る
株 式 等 の 数

株

行使後に報告者と特別な
関係にあるものが所有等
をする国内の会社等の株
式 及 び 議 決 権 の 数 量 等

報 告 者 と の 関 係

数 量

出 資 比 率
議 決 権 比 率

⑻
報告者が保有する株式及
び 議 決 権 の 数 量 等

数 量

出 資 比 率
議 決 権 比 率
氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名
住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地

国 籍 ・ 設 立 国 等

職 業 又 は 営 ん で
い る 事 業 の 内 容

ウ ェ ブ ペ ー ジ の リ ン ク
）

行使後に直接
保有法人等と
特別な関係に
あるものが所
有等をする同
一の国内の会
社等の株式及
び議決権の数
量等

職業又は営んで
いる事業の内容

住所又は主たる
事務所の所在地

数 量

行使時までの直接保有法人
等 に よ る 経 営 関 与 の 方 法

ウェブページ
の リ ン ク

直接保有法人等との関係⑺
）

直接保有法人等と
の関係

氏名又は名称
及 び

国籍・設立国等



  （記入要領）
１

２

３

４

５

６

７

8

9

10

11

12

13

  （日本産業規格Ａ４）

 「５ 直接保有法人等が株式等を保有する国内の会社等」欄中「⑺ 直接保有法人等との関係」欄中「行使後に直接保有法人等と特別な関係
にあるものが所有等をする同一の国内の会社等の株式及び議決権の数量等」欄及び「⑼ 行使後に報告者と特別な関係にあるものが所有等をす
る国内の会社等の株式及び議決権の数量等」欄については、国内の会社等が上場会社等である場合において記入すること。この場合において、
「⑺ 直接保有法人等との関係」欄中「行使後に直接保有法人等と特別な関係にあるものが所有等をする同一の国内の会社等の株式及び議決権
の数量等」欄については直接保有法人等と、「⑼ 行使後に報告者と特別な関係にあるものが所有等をする国内の会社等の株式及び議決権の数
量等」欄については報告者と、それぞれ特別の関係にあるもの（これらのものを令第２条第28項第１号に規定する株式取得者等とした場合に同
項各号に掲げるものに該当することとなる非居住者である個人又は法人その他の団体をいう。）に関する情報を記載すること。

 上記様式に記入することができない場合は、日本産業規格Ａ４の用紙により上記事項の順序に従って記入するか、別紙を添付して差し支えな
い。別紙を添付する場合は、各別紙の右上に「別紙」と明記し、通し番号を付すこと。

 「報告者」欄中「住所又は主たる事務所の所在地」欄には、国又は地域名も記入すること。財務及び営業又は事業の方針につき実質的な決定
が行われている場所が住所又は主たる事務所の所在地と異なる場合は、当該場所も併記すること。

 「報告者」欄中「国籍・設立国等」欄には、報告者が非居住者個人である場合は当該個人の国籍又はこれに類する地域を記載し、報告者が法
人その他の団体である場合は当該法人その他の団体の設立準拠法を管轄する国又は地域を記載すること。「４ 直接保有法人等」欄中「国籍・
設立国等」欄及び「５ 直接保有法人等が株式等を保有する国内の会社等」欄中「国籍・設立国等」欄についても、同様とする。
 「報告者」欄中「ウェブページのリンク」欄について、営んでいる事業の内容等が記載されたウェブサイトが存在する場合には、当該ウェブ
サイトのリンク先URLを記載すること。「４ 直接保有法人等」欄中「ウェブページのリンク」欄及び「５ 直接保有法人等が株式等を保有す
る国内の会社等」欄中「ウェブページのリンク」欄についても、同様とする。
 「報告者」欄中「報告者となる法的根拠」が「ハ」に該当する場合、「イ」及び「ロ」の①氏名又は名称、②住所又は主たる事務所の所在
地、③職業又は営んでいる事業の内容、を注１に記入すること。財務及び営業又は事業の方針につき実質的な決定が行われている場所が住所又
は主たる事務所の所在地と異なる場合は、当該場所も併記すること。なお、以前に届出又は報告を行っている場合において当該届出又は報告の
内容から変更がない場合は、前回届出の受理年月日及び受理番号又は報告を行った年月日並びに前回届出又は報告を行った時点から変更がない
ため記載を省略する旨を記載することで記入を省略することができる。
 「報告者」欄中「事務上の連絡先（担当者氏名、電話番号及び電子メールアドレス）」欄について、電子メールアドレスがない場合には、電
子メールアドレスの箇所に「該当なし」と記入すること。

 「２ 行使した外国法人等の議決権の数量等」欄において、本報告の対象となる行使において行使した外国法人等の議決権の数量及び議決権
の総数に占める割合を記載すること。

 「５ 直接保有法人等が株式等を保有する国内の会社等」欄中「⑷ 総議決権」欄には、国内の会社等の総株主の議決権の数が分からない場
合には、直近に提出された有価証券届出書（金融商品取引法第２条第７項に規定する有価証券届出書をいう。以下この記入要領において同
じ。）、有価証券報告書（同法第24条第１項に規定する有価証券報告書をいう。以下この記入要領において同じ。）又は半期報告書（同法第
24条の５第１項に規定する半期報告書をいう。以下この記入要領において同じ。）に記載された総株主の議決権の数を用いて差し支えない。な
お、国内の会社等の総株主の議決権が分からず、また、国内会社が有価証券届出書、有価証券報告書又は半期報告書を提出していない場合に
あっては、「不明」と記入して差し支えない。「５ 直接保有法人等が株式等を保有する国内の会社等」欄中「⑺ 直接保有法人等との関係」
欄中「行使後に直接保有法人等と特別な関係にあるものが所有等をする同一の国内の会社等の株式及び議決権の数量等」欄中「出資比率 議決
権比率」欄、「５ 直接保有法人等が株式等を保有する国内の会社等」欄中「⑻ 報告者が保有する株式及び議決権の数量等」欄中「出資比率
議決権比率」欄、及び「５ 直接保有法人等が株式等を保有する国内の会社等」欄中「⑼ 行使後に報告者と特別な関係にあるものが所有等を
する国内の会社等の株式及び議決権の数量等」欄中「出資比率 議決権比率」欄の算定に当たって、会社又は上場会社等の総株主の議決権の数
が分からない場合も、同様とする。なお、「４ 直接保有法人等」欄中、議決権比率の記載が必要な箇所について、議決権の総数が分からない
場合には、外国法令に基づく有価証券届出書、有価証券報告書又は半期報告書に相当する書類に記載された議決権の総数を用いて差し支えな
い。

 「１ 役員の選任に係る外国法人等」欄中、「外国法人等」（外国法令に基づいて設立された法人その他の団体をいう。以下この記入要領に
おいて同じ。）が設立準備中の場合には、外国法人等の名称にその旨併記すること。

 「報告者」欄中「氏名又は名称及び代表者の氏名」欄には、日本語表記（正式な日本語表記がない場合はふりがな）と英語表記（正式な英語
表記がない場合は省略）を併記すること。

 「４ 直接保有法人等」欄中「報告者との関係」欄及び「５ 直接保有法人等が株式等を保有する国内の会社等」欄中「直接保有法人等との
関係」欄において、必要がある場合には本報告書に資本関係図を添付して記載を補足することができる。
 「４ 直接保有法人等」欄中「⑹ 行使後に報告者と株式の所有関係等に基づく永続的な経済関係にあるものが所有等をする直接保有法人等
の外国議決権の数量等」欄において、報告者を対内直接投資等に関する政令（以下この記入要領において「令」という。）第２条第17項第１号
に規定する間接取得者とした場合に同項各号に規定するものに該当することとなる非居住者である個人又は法人その他の団体に関する情報を記
載すること。「議決権比率」については、これらのものが保有する直接保有法人等の実質保有等外国議決権（令第２条第25項第11号に規定す
る実質保有等外国議決権をいう。）の数の外国法人等の議決権の総数に占める割合を記入すること。
 「５ 直接保有法人等が株式等を保有する国内の会社等」欄中「⑴ 名称」欄には国内の会社等の法人番号（行政手続における特定の個人を
識別するための番号の利用等に関する法律第２条第16項に規定する法人番号をいう。）も記入すること。



別紙様式第三十六
根拠法規： 対内直接投資等

                                       に 関 す る 命 令

（宛先）
財務大臣及び事業所管大臣 殿
（日本銀行経由）

イ 非居住者個人
ロ 外国法人等   
ハ イ及びロが直接、間接に議決権の50%以上を保有している会社
ニ 特定組合等
ホ イが役員の過半数を占める本邦法人等
へ 外国為替及び外国貿易法第55条の５第３項の規定により外国投資家とみなされるもの

特定組合類似団体である直接保有法人等の業務執行役員への就任に関する報告書（令第２条第25項第15号）
年     月     日

報
 
 
告
 
 
者

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名
住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地 国籍・

設立国等経 歴 、 職 業 及 び 営 ん で
い る 事 業 の 内 容

資本金
（該当がある場合に記載）

ウ ェ ブ ペ ー ジ の リ ン ク
  あり（リンク ）
  なし

報告者となる法的根拠
（該当分に○） 注１：「ハ」に該当する場合、「イ」及び「ロ」の①氏名又は名称、②住所又は主たる事務所の所在地、

③職業又は営んでいる事業の内容を記入

（                                               ）

注２：「へ」に該当する場合、非居住者等の詳細及び外国投資家とみなされる理由を記入

（                                               ）

代
理
人

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名
住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地

事 務 上 の 連 絡 先
（担当者氏名、電話番号及び
電 子 メ ー ル ア ド レ ス ）



下記のとおり報告します。

⑷ 業 務 執 行 組 合 員 の 総 数

⑵ 代 表 者
⑶ 本 店 の 所 在 地
⑷ 事 業 の 内 容

議決権 個

%

  あり（リンク：
  なし

議決権 個
%

⑸
報告者の関係者である他
の業務執行組合員

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名

住 所 又 は 主 た る 事 務 所 の 所 在 地

国 籍 ・ 設 立 国 等

職 業 又 は 営 ん で
い る 事 業 の 内 容

ウ ェ ブ ペ ー ジ の リ ン ク
  あり（リンク：                       ）
  なし

報 告 者 と の 関 係

⑹

特定組合類似団体と直接
保有法人等との関係（直
接保有法人等の業務執行
役員への就任以外の場
合）

1 就 任 年 月 日

名称：
主たる事務所の所在地：

３
 
直
接
保
有
法
人
等

⑴ 名 称

⑴
特定組合類似団体の
名 称

⑵
直接保有法人等への
経 営 へ の 関 与 方 針

⑶

国内の会社等の事前届出
業種に関する事業及び事
前届出技術等に係る事業
へ の 関 与 方 針

報告者が保有する直接保
有法人等の外国議決権の
数量等（直接保有法人等
の業務執行役員への就任
以外の場合に限る。）

⑸

数 量

議 決 権 比 率

２
 
就
任
の
目
的

数 量

職 業 又 は 営 ん で
い る 事 業 の 内 容

）

報 告 者 と の 関 係

議 決 権 比 率

⑹

就任後に報告者と株式の
所有関係等に基づく永続
的な経済関係にあるもの
が保有する直接保有法人
等の外国議決権の数量等
（直接保有法人等の業務
執行役員への就任以外の
場合に限る。）

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名

ウ ェ ブ ペ ー ジ の リ ン ク

住 所 又 は 主 た る 事 務 所 の 所 在 地

国 籍 ・ 設 立 国 等



⑵ 本 店 の 所 在 地

円（   株（口））
個

⑸ 外 資 比 率 ％
イ 上場銘柄
ロ 店頭売買銘柄
ハ その他

株 式 株

議決権 個

  あり（リンク：
  なし

株 式 株
議決権 個

出 資 比 率 %
議 決 権 比 率 %

株 式 株
議決権 個

%
%

  あり（リンク：
  なし

株 式 株
議決権 個

%
%

５ そ の 他 の 事 項

４
 
直
接
保
有
法
人
等
が
株
式
等
を
保
有
す
る
国
内
の
会
社
等

⑴

  国内の会社等及びその連結子会社等は事前届出業種に属する事業を行っておらず、事前届出対象の技術
  又は情報を保有していない。

⑼

就任後に報告者と特
別な関係にあるもの
が所有等をする国内
の会社等の株式及び
議 決 権 の 数 量 等

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名

数 量

就任時までの直接保有法人等による
経 営 関 与 の 方 法 （不明な場合は「不明」と記載）

⑻
報告者が所有等をする株
式及び議決権の数量等

数 量

出 資 比 率
議 決 権 比 率

就任後に直接保有
法人等と特別な関
係にあるものが所
有等をする同一の
国内の会社等の株
式及び議決権の数
量等

法人番号：

資本金
総議決権

住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地

国 籍 ・ 設 立 国 等

職業又は営んでいる事業の内容

ウ ェ ブ ペ ー ジ の リ ン ク
）

報 告 者 と の 関 係

数 量

出 資 比 率
議 決 権 比 率

直接保有法人等が保有する数量等

直接保有法人等と
の 関 係

氏名又は名称及び
代 表 者 の 氏 名
住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地

国 籍 ・ 設 立 国 等

⑶ 定款上の事業目的

名 称

職 業 又 は 営 ん で
い る 事 業 の 内 容
ウ ェ ブ ペ ー ジ
の リ ン ク

）

⑹
上 場 、 非 上 場 等 の 区 分
（ 該 当 分 に ○ ）

⑷

直接保有法人等との関係⑺



  （記入要領）
1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

  （日本産業規格Ａ４）

 上記様式に記入することができない場合は、日本産業規格Ａ４の用紙により上記事項の順序に従って記入するか、別紙を添付して差し支えな
い。別紙を添付する場合は、各別紙の右上に「別紙」と明記し、通し番号を付すこと。

 「報告者」欄中「住所又は主たる事務所の所在地」欄には、国又は地域名も記入すること。財務及び営業又は事業の方針につき実質的な決定
が行われている場所が住所又は主たる事務所の所在地と異なる場合は、当該場所も併記すること。
 「報告者」欄中「国籍・設立国等」欄には、報告者が非居住者個人である場合は当該個人の国籍又はこれに類する地域を記載し、報告者が法
人その他の団体である場合は当該法人その他の団体の設立準拠法を管轄する国又は地域を記載すること。「２ 就任の目的」欄中「国籍・設立
国等」欄、「３ 直接保有法人等」欄中「国籍・設立国等」欄及び「４ 直接保有法人等が株式等を保有する国内の会社等」欄中「国籍・設立
国等」欄についても、同様とする。
 「報告者」欄中「ウェブページのリンク」欄について、営んでいる事業の内容等が記載されたウェブサイトが存在する場合には、当該ウェブ
サイトのリンク先URLを記載すること。「２ 就任の目的」欄中「ウェブページのリンク」欄、「３ 直接保有法人等」欄中「ウェブページの
リンク」欄及び「４ 直接保有法人等が株式等を保有する国内の会社等」欄中「ウェブページのリンク」欄についても、同様とする。
 「報告者」欄中「報告者となる法的根拠」が「ハ」に該当する場合、「イ」及び「ロ」の①氏名又は名称、②住所又は主たる事務所の所在
地、③職業又は営んでいる事業の内容、を注１に記入すること。財務及び営業又は事業の方針につき実質的な決定が行われている場所が住所又
は主たる事務所の所在地と異なる場合は、当該場所も併記すること。なお、以前に届出又は報告を行っている場合において当該届出又は報告の
内容から変更がない場合は、前回届出の受理年月日及び受理番号又は報告を行った年月日並びに前回届出又は報告を行った時点から変更がない
ため記載を省略する旨を記載することで記入を省略することができる。
 「報告者」欄中「事務上の連絡先（担当者氏名、電話番号及び電子メールアドレス）」欄について、電子メールアドレスがない場合には、電
子メールアドレスの箇所に「該当なし」と記入すること。
 「２ 就任の目的」欄中「⑸ 報告者の関係者である他の業務執行組合員」欄に、報告者を対内直接投資等に関する政令（以下この記入要領
において「令」という。）第２条第17項第１号に規定する間接取得者とした場合に同項各号に規定するものに該当することとなる非居住者であ
る個人若しくは法人その他の団体又はこれらの役員若しくは使用人その他の従業者で、特定組合類似団体（外国為替及び外国貿易法第26条第２
項第４号に規定する特定組合類似団体をいう。）の業務執行組合員であるものの数を記載すること。
 「３ 直接保有法人等」欄中「報告者との関係」欄及び「４ 直接保有法人等が株式等を保有する国内の会社等」欄中「直接保有法人等との
関係」欄の「報告者との関係」欄において、必要がある場合には本報告書に資本関係図を添付して記載を補足することができる。
 「３ 直接保有法人等」欄中「⑹ 就任後に報告者と株式の所有関係等に基づく永続的な経済関係にあるものが保有する直接保有法人等の外
国議決権の数量等（直接保有法人等の業務執行役員への就任以外の場合に限る。）」欄において、報告者を令第２条第17項第１号に規定する間
接取得者とした場合に同項各号に規定するものに該当することとなる非居住者である個人若しくは法人その他の団体に関する情報を記載するこ
と。

 「４ 直接保有法人等が株式等を保有する国内の会社等」欄中「⑴ 名称」欄には国内の会社等の法人番号（行政手続における特定の個人を
識別するための番号の利用等に関する法律第２条第16項に規定する法人番号をいう。）も記入すること。
 「４ 直接保有法人等が株式等を保有する国内の会社等」欄中「⑷ 資本金 総議決権」欄には、国内の会社等の総株主の議決権の数が分か
らない場合には、直近に提出された有価証券届出書（金融商品取引法第２条第７項に規定する有価証券届出書をいう。以下この記入要領におい
て同じ。）、有価証券報告書（同法第24条第１項に規定する有価証券報告書をいう。以下この記入要領において同じ。）又は半期報告書（同法
第24条の５第１項に規定する半期報告書をいう。以下この記入要領において同じ。）に記載された総株主の議決権の数を用いて差し支えない。
なお、国内の会社等の総株主の議決権が分からず、また、国内の会社等が有価証券届出書、有価証券報告書又は半期報告書を提出していない場
合にあっては、「不明」と記入して差し支えない。「４ 直接保有法人等が株式等を保有する国内の会社等」欄中、国内の会社等の議決権比率
の記載が必要な箇所について、国内の会社の総株主の議決権の数が分からない場合も、同様とする。なお、「３ 直接保有法人等」欄中、議決
権比率の記載が必要な箇所について、議決権の総数が分からない場合には、外国法令に基づく有価証券届出書、有価証券報告書又は半期報告書
に相当する書類に記載された議決権の総数を用いて差し支えない。

 「報告者」欄中「氏名又は名称及び代表者の氏名」欄には、日本語表記（正式な日本語表記がない場合はふりがな）と英語表記（正式な英語
表記がない場合は省略）を併記すること。

 「４ 直接保有法人等が株式等を保有する国内の会社等」欄中「⑺ 直接保有法人等との関係」欄中「就任後に直接保有法人等と特別な関係
にあるものが所有等をする同一の国内の会社等の株式及び議決権の数量等」欄及び「⑼ 就任後に報告者と特別な関係にあるものが所有等をす
る国内の会社等の株式及び議決権の数量等」欄については、国内の会社等が上場会社等である場合において記入すること。この場合において、
「⑺ 直接保有法人等との関係」欄中「就任後に直接保有法人等と特別な関係にあるものが所有等をする同一の国内の会社等の株式及び議決権
の数量等」欄については直接保有法人等と、「⑼ 就任後に報告者と特別な関係にあるものが所有等をする国内の会社等の株式及び議決権の数
量等」欄については報告者と、それぞれ特別の関係にあるもの（これらのものを令第２条第28項第１号に規定する株式取得者等とした場合に同
項各号に掲げるものに該当することとなる非居住者である個人又は法人その他の団体をいう。）に関する情報を記載すること。



別紙様式第三十七

                                      

締    結
に関する報告書

変    更
年 月 日

殿
（日本銀行経由）

下記のとおり報告します。

1

２

３

４

５

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無

有 無

ロ 報告者は上記イに該当しない

 

根拠法規： 対内直接投資等
に 関 す る 命 令

技術導入契約の

 

契約締結年月日又は
変更契約締結年月日

 

報
 
告
 
者

氏名又は名称及び代表者
の氏名
住所又は主たる事務所の
所在地

担当者の
連絡先

職業又は営んでいる事業
の内容

資本金

契約の相手方との資本関係
（該当分に○）

イ 報告者は契約の相手方が直接に議決権の５０％以上を保有している会社

契 約 期 間
（ 始 期 及 び 終 期 ）

技 術 導 入 の 対 価

技 術 の 種 類

氏 名 又 は 名 称

住所又は主たる事務所
の所在地契

約
の

相
手
方

６
 
契
約
条
項
の
概
要

(該当分に○)

イ 現在報告者が既に所有する技術を契約の相手方に提供

ロ 特許権、実用新案権、意匠権の譲渡

ハ 特許権、実用新案権、意匠権の実施権の設定

ニ 商標権の譲渡又は使用権の設定

ホ 技術情報の提供又は使用権の設定

職業又は営んでいる事業
の内容

資本金

国籍・設立国等

へ 日本国内における独占的製造権又は販売権

ト 報告者の再実施権



７

10

  （記入要領）
１

２

３

４

５
６

７

８

９

10

  （日本産業規格Ａ４）

技 術 の 内 容

８
変 更 の 種 類
（ 該 当 分 に ○ ）

イ 契約期間の変更
ロ 技術の追加
ハ 対価の変更
ニ その他

そ の 他 の 事 項

 本報告書は、技術導入契約の締結又は変更の別に記入すること。この場合において、締結にあっては様式中「変更」の字句を、
変更にあっては様式中「締結」の字句を消すこと。

 届出に係る技術導入契約の変更に関する報告書にあっては、原届出受理証（写）を添付し、「１ 契約の相手方」、「２ 契約
締結年月日又は変更契約締結年月日」、「８ 変更の種類」、「９ 変更内容」及び「10 その他の事項」欄のみ記入し、「９
変更内容」欄には、変更項目番号及び項目名ごとに詳細に記入するとともに、変更箇所に下線を付すこと。

 報告に係る技術導入契約の変更に関する報告書にあっては、変更後の契約に基づきすべての項目欄を記入し、「９ 変更内容」
欄には、変更項目番号及び項目名ごとに詳細に記入するとともに、変更箇所に下線を付すこと。

９
 
変
更
内
容

項目番号・項目名 変  更  前 変  更  後

 「５ 技術導入の対価」欄には、イニシャル・ペイメント、ロイヤリティ（ミニマム・ペイメントがある場合には、ミニマム・
ペイメントを別書すること。）及びその他の費用（図面代等）を、それぞれ別書すること。

 「７ 技術の内容」欄には、技術の範囲、原理、効果及び当該技術による製品の用途等について、必要に応じ図面、図解、写真
等を利用してできるだけ具体的に記入すること。特許権又は実用新案権の譲渡又は実施権の設定を伴う場合には、これらの権利の
うち主なものの範囲等を記入すること。また、登録済商標権の場合は当該商標の名称又は図形及び使用商品名等を記入すること。
 地位の承継の場合には、「10 その他の事項」欄に、「報告済又は○年○月○日○○第○○号にて届出済の○○社が○○社に吸
収合併（又は契約譲渡）されたことによる。」等と記入すること。

 上記様式に記入することができない場合は、日本産業規格Ａ４の用紙により上記事項の順序に従って記入するか、別紙を添付し
て差し支えない。別紙を添付する場合は、各別紙の右上に「別紙」と明記し、通し番号を付すこと。

 「１ 契約の相手方」欄中「国籍・設立国等」欄には、契約の相手方が非居住者個人である場合は当該個人の国籍又はこれに類
する地域を記載し、契約の相手方が法人その他の団体である場合は当該法人その他の団体の設立準拠法を管轄する国又は地域を記
載すること。
 「２ 契約締結年月日又は変更契約締結年月日」欄は、地位の承継の場合には、承継日を記入すること。
 「３ 技術の種類」欄には、導入する技術の種類を簡潔に記入すること（例：自動梱包機の搬送装置の製造技術及び商標権の使
用許諾）。



別紙様式第三十八
根拠法規：対 内 直 接 投 資 等

                                       に 関 す る 命 令

年 月 日

財務大臣及び事業所管大臣 殿
（日本銀行経由）

国籍・
設立国等

住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地

下記のとおり報告します。

2

イ 上場銘柄
ロ 店頭売買銘柄
ハ その他

％
％

事 務 上 の 連 絡 先
（担当者氏名、電話番号及び
電 子 メ ー ル ア ド レ ス ）

株式、持分、議決権、議決権行使等権限若しくは出資証券の取得又は株式への一任運用に関する実行報告書  

報
 
 
告
 
 
者

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名
住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地

代
理
人

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名

1
本報告書の前提となる事前届
出の受理年月日及び受理番号

取得、一任運用又は処分の
内容

法人番号：

数量 単価

取得、一
任運用又
は処分の

別

発 行 会 社 の 名 称

3
上 場 、 非 上 場 等 の 区 分
（ 該 当 分 に ○ ）

4

７ そ の 他 の 事 項

５ 出 資 比 率
取得前、一任運用前又は処分前
取得後、一任運用後又は処分後

取得、一任運用又は処分の相
手方の氏名又は名称及び住所
又は主たる事務所の所在地

取得対象の別実行年月日

６ 議 決 権 比 率
取得前、一任運用前又は処分前 ％
取得後、一任運用後又は処分後 ％



  （記入要領）
１

２

３

４

５

６

７

８
９

10

11

12

13

14

  （日本産業規格Ａ４）

 「報告者」欄中「住所又は主たる事務所の所在地」欄には、国又は地域名も記入すること。財務及び営業又は事業の方針につき実質的な決定が行
われている場所が住所又は主たる事務所の所在地と異なる場合は、当該場所も併記すること。

 本報告書は、発行会社の別に記入し、株式、持分、議決権、議決権行使等権限若しくは出資証券の取得及び取得した株式、持分、議決権、議決権
行使等権限若しくは出資証券の処分又は株式への一任運用及び一任運用に係る株式の処分の別に記入すること。
 「報告者」欄中「氏名又は名称及び代表者の氏名」欄には、日本語表記（正式な日本語表記がない場合はふりがな）と英語表記（正式な英語表記
がない場合は省略）を併記すること。

 「６ 議決権比率」欄については、発行会社が上場会社等である場合においては、報告者が保有する発行会社の実質保有等議決権（令第２条第４
項第２号に規定する実質保有等議決権をいう。以下この記入要領において同じ。）の数の総議決権に占める割合を記入すること。発行会社が上場会
社等以外である場合においては、報告者が保有する発行会社の議決権数の総議決権に占める割合を記入すること。
 「取得前、一任運用前又は処分前」欄には、本報告書で報告される直前の割合を記入し、「取得後、一任運用後又は処分後」欄には、「取得前、
一任運用前又は処分前」欄の比率に「４ 取得、一任運用又は処分の内容」欄で報告される事項を加減した割合を記入すること。
 「６ 議決権比率」の算定に当たって、発行会社の総株主の議決権の数が分からない場合には、直近に提出された有価証券届出書（金融商品取引
法第２条第７項に規定する有価証券届出書をいう。以下この記入要領において同じ。）、有価証券報告書（同法第24条第１項に規定する有価証券
報告書をいう。以下この記入要領において同じ。）又は半期報告書（同法第24条の５第１項に規定する半期報告書をいう。以下この記入要領にお
いて同じ。）に記載された総株主の議決権の数を用いて差し支えない。なお、発行会社の総株主の議決権が分からず、また、発行会社が有価証券届
出書、有価証券報告書又は半期報告書を提出していない場合にあっては、「不明」と記入して差し支えない。
 特別の法律により設立された法人の発行する出資証券の取得又は処分の場合は、「４ 取得、一任運用又は処分の内容」欄中「取得対象の別」欄
に「出資証券」と記入すること。議決権又は議決権行使等権限の取得又は処分の場合は、「４ 取得、一任運用又は処分の内容」欄中「取得対象の
別」欄に「議決権」又は「議決権行使等権限」と記入すること。
 対内直接投資等に関する命令第７条第３項の規定に基づき本報告を行う場合は、下記に従い記入すること。
（１）「４ 取得、一任運用又は処分の内容」欄、「５ 出資比率」欄及び「６ 議決権比率」欄に、報告の対象となった事実の内容（その事実の
直接の要因となった株式の処分の内容）について記入すること。
（２）報告の対象となった事実の内容が、株式の処分以外のものである場合には、「７ その他の事項」欄にその内容について記入すること。

 上記様式に記入することができない場合は、日本産業規格Ａ４の用紙により上記事項の順序に従って記入するか、別紙を添付して差し支えない。
別紙を添付する場合は、各別紙の右上に「別紙」と明記し、通し番号を付すこと。

 「報告者」欄中「国籍・設立国等」欄には、報告者が非居住者個人である場合は当該個人の国籍又はこれに類する地域を記載し、報告者が法人そ
の他の団体である場合は当該法人その他の団体の設立準拠法を管轄する国又は地域を記載すること。
 「報告者」欄中「事務上の連絡先（担当者氏名、電話番号及び電子メールアドレス）」欄について、電子メールアドレスがない場合には、電子
メールアドレスの箇所に「該当なし」と記入すること。

 「４ 取得、一任運用又は処分の内容」欄中「実行年月日」欄には、設立新株の取得又は設立新株への一任運用の場合は会社設立登記の日、増資
新株の取得又は増資新株への一任運用の場合は金銭の払込み等（金銭以外の財産の出資を含む。以下この記入要領において同じ。）の期日を定めた
ときは当該期日、金銭の払込み等の期間を定めたときは出資の履行をした日、旧株（旧持分を含む。以下この記入要領において同じ。）の譲受によ
る取得又は旧株の譲受による当該旧株への一任運用の場合は株式の引渡しを受けた日、新設合併による新株の取得又は当該新株への一任運用の場合
は合併登記の日、吸収合併による新株の取得又は当該新株への一任運用の場合は合併契約において定められた効力発生日、株式又は持分の処分の場
合は当該株式又は持分を処分した日をそれぞれ記入すること。なお、旧株の譲受による取得又は旧株の譲受による当該旧株への一任運用及び株式又
は持分の処分の場合には、当該譲受又は処分に係る契約をした日を記入しても差し支えなく、この場合において、その旨を「７ その他の事項」欄
に記入すること。

 「４ 取得、一任運用又は処分の内容」欄中「単価」欄には、実際の取引単価を記入すること。
 「４ 取得、一任運用又は処分の内容」欄中「取得、一任運用又は処分の相手方の氏名又は名称及び住所又は主たる事務所の所在地」欄は、報告
者が相対による方法により取得、一任運用又は処分をした場合において記入すること。この場合において、一任運用の相手方とは、一任運用をした
際のその取引の相手方をいう。
 「５ 出資比率」欄については、発行会社が上場会社等（外国為替及び外国貿易法第26条第２項第１号に規定する上場会社等をいう。以下この
記入要領において同じ。）である場合においては、報告者が所有する発行会社の株式の数及び報告者が投資一任契約その他の契約に基づき他のもの
から委任を受けて株式の運用（その指図をすることを含み、対内直接投資等に関する政令（以下この記入要領において「令」という。）第２条第７
項で定める要件を満たすものに限る。）をする場合におけるその対象となる発行会社の株式の数を合計した株式（以下この記入要領において「所有
等株式」という。）の数の発行会社の発行済株式の総数に占める割合を記入すること。発行会社が上場会社等以外である場合においては、報告者が
所有する発行会社の株式又は持分の数の発行会社の発行済株式の総数又は総出資額に占める割合を記入すること。
 「取得前、一任運用前又は処分前」欄には、本報告書で報告される直前の割合を記入し、「取得後、一任運用後又は処分後」欄には、「４ 取
得、一任運用又は処分の内容」欄で報告される事項を加減した割合を記入すること。

 「2 発行会社の名称」欄には発行会社の名称とともに発行会社の法人番号（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関す
る法律第２条第16項に規定する法人番号をいう。）を記入すること。



別紙様式第三十九
根拠法規：対 内 直 接 投 資 等

                                       に 関 す る 命 令

年 月 日

財務大臣及び事業所管大臣 殿
（日本銀行経由）

国籍・
設立国等

住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地

下記のとおり報告します。

2

4 そ の 他 の 事 項

3

金銭の貸付け、貸付けの返
済、貸付債権の取得、貸付債
権の返済、社債の取得又は償
還の内容

実行年月日 金額
金銭の貸付け、貸付けの返済、貸付債
権の取得、貸付債権の返済、社債の取
得又は償還の別

金銭の貸付けの相手方、貸付
債権の債務者又は発行会社の
名称

金銭の貸付け、貸付債権の取得又は社債の取得等に関する実行報告書

報
 
 
告
 
 
者

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名
住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地

代
理
人

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名

事 務 上 の 連 絡 先
（担当者氏名、電話番号及び
電 子 メ ー ル ア ド レ ス ）

1
本報告書の前提となる事前届
出の受理年月日及び受理番号



  （記入要領）
１
２

３

４

５

６
７

８

  （日本産業規格Ａ４）

 「３ 金銭の貸付け、貸付けの返済、貸付債権の取得、貸付債権の返済、社債の取得又は償還の内容」欄中「金額」欄には、金銭の貸付けの場合
は貸付金額、貸付けの返済の受入れの場合は返済金額、貸付債権の取得の場合は債権金額、貸付債権の返済の受入れの場合は返済金額、社債の取得
の場合は額面総額及び取得価額、社債の償還の受入れの場合は償還価額をそれぞれ記入すること。
 上記様式に記入することができない場合は、日本産業規格Ａ４の用紙により上記事項の順序に従って記入するか、別紙を添付して差し支えない。
別紙を添付する場合は、各別紙の右上に「別紙」と明記し、通し番号を付すこと。

 本報告書は、金銭の貸付けの相手方、貸付債権の債務者又は社債の発行会社の別に記入すること。
 「報告者」欄中「氏名又は名称及び代表者の氏名」欄には、日本語表記（正式な日本語表記がない場合はふりがな）と英語表記（正式な英語表記
がない場合は省略）を併記すること。
 「報告者」欄中「住所又は主たる事務所の所在地」欄には、国又は地域名も記入すること。財務及び営業又は事業の方針につき実質的な決定が行
われている場所が住所又は主たる事務所の所在地と異なる場合は、当該場所も併記すること。

 「報告者」欄中「国籍・設立国等」欄には、報告者が非居住者個人である場合は当該個人の国籍又はこれに類する地域を記載し、報告者が法人そ
の他の団体である場合は当該法人その他の団体の設立準拠法を管轄する国又は地域を記載すること。

 「報告者」欄中「事務上の連絡先（担当者氏名、電話番号及び電子メールアドレス）」欄について、電子メールアドレスがない場合には、電子
メールアドレスの箇所に「該当なし」と記入すること。
 金銭の貸付けの返済及び貸付債権の返済には期限前返済、社債の償還には期限前償還がそれぞれ含まれる。



別紙様式第四十
根拠法規： 対 内 直 接 投 資 等

                                       に 関 す る 命 令

支店等の
設置の中止
廃   止

実行報告書

年 月 日

財務大臣及び事業所管大臣 殿
（日本銀行経由）

住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地

下記のとおり報告します。

３ そ の 他 の 事 項

⑸
設置の中止又は廃
止 年 月 日

1
本報告書の前提となる事前
届出の受理年月日及び受理
番号

２
 
支
店
等

⑴ 名 称

⑵ 所 在 地

⑶ 種 類

⑷ 設 置 年 月 日

報
 
 
告
 
 
者

氏名又は名称及び代表
者 の 氏 名
住所又は主たる事務所
の 所 在 地

国籍・
設立国等

代
理
人

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名

事務上の連絡先（担当者氏
名、電話番号及び電子メー
ル ア ド レ ス ）



  （記入要領）
１

２

３

４

５

６
７

  （日本産業規格Ａ４）

 上記様式に記入することができない場合は、日本産業規格Ａ４の用紙により上記事項の順序に従って記入するか、別紙を添付して差
し支えない。別紙を添付する場合は、各別紙の右上に「別紙」と明記し、通し番号を付すこと。

 本報告書は、支店等の設置の中止又は廃止の別に記入すること。この場合において、本報告書の頭書に記載の題名のうち本報告書に
より報告する内容に印を付すこと。
 「報告者」欄中「氏名又は名称及び代表者の氏名」欄には、日本語表記（正式な日本語表記がない場合はふりがな）と英語表記（正
式な英語表記がない場合は省略）を併記すること。
 「報告者」欄中「住所又は主たる事務所の所在地」欄には、国又は地域名も記入すること。財務及び営業又は事業の方針につき実質
的な決定が行われている場所が住所又は主たる事務所の所在地と異なる場合は、当該場所も併記すること。

 「報告者」欄中「国籍・設立国等」欄には、報告者が非居住者個人である場合は当該個人の国籍又はこれに類する地域を記載し、報
告者が法人その他の団体である場合は当該法人その他の団体の設立準拠法を管轄する国又は地域を記載すること。

 「報告者」欄中「事務上の連絡先（担当者氏名、電話番号及び電子メールアドレス）」欄について、電子メールアドレスがない場合
には、電子メールアドレスの箇所に「該当なし」と記入すること。
 「２ 支店等」欄中「⑶ 種類」欄には、「支店」、「工場」、「その他の事業所」の別を記入すること。



別紙様式第四十一
根拠法規： 対 内 直 接 投 資 等

                                       に 関 す る 命 令

年 月 日

財務大臣及び事業所管大臣 殿
（日本銀行経由）

住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地

下記のとおり報告します。

1

2

5 そ の 他 の 事 項

4 議 決 権 比 率
同意取得前又は

その解除前
％

同意取得後又は
その解除後

％

発 行 会 社 の 名 称
法人番号：

3
同意取得又はその解除の内
容

実行年月日 議決権の数量
同意取得又は
その解除の別

同意取得又はその解除の相手方の氏名又は名称
及び住所又は主たる事務所の所在地

本報告書の前提となる事前
届出の受理年月日及び受理
番号

共同議決権行使同意取得等に関する実行報告書

代
理
人

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名

報
 
 
告
 
 
者

氏名又は名称及び代表
者 の 氏 名
住所又は主たる事務所
の 所 在 地

国籍・
設立国等

事務上の連絡先（担当者氏
名、電話番号及び電子メー
ル ア ド レ ス ）



  （記入要領）
１
２

３

４

５

６

７

８

９

10

  （日本産業規格Ａ４）

 「３ 同意取得又はその解除の内容」欄中「同意取得又はその解除の相手方の氏名又は名称及び住所又は主たる事務所の所在地」欄
は、報告者が相対による方法により同意取得又はその解除をした場合において記入すること。

 「４ 議決権比率」欄については、報告者が保有する発行会社の実質保有等議決権（対内直接投資等に関する政令第２条第４項第２
号に規定する実質保有等議決権をいう。以下この記入要領において同じ。）の数と共同議決権行使同意取得に係る議決権の数とを合計
した議決権の数の総議決権に占める割合を記入すること。
 「同意取得前又はその解除前」欄には、本報告書で報告される直前の発行会社に対する報告者の議決権比率を記入し、「同意取得後
又はその解除後」欄には、「３ 同意取得又はその解除の内容」欄で報告される事項を加減した議決権比率を記入すること。
 「４ 議決権比率」の算定に当たって、発行会社の総株主の議決権の数が分からない場合には、直近に提出された有価証券届出書
（金融商品取引法第２条第７項に規定する有価証券届出書をいう。以下この記入要領において同じ。）、有価証券報告書（同法第24条
第１項に規定する有価証券報告書をいう。以下この記入要領において同じ。）又は半期報告書（同法第24条の５第１項に規定する半期
報告書をいう。以下この記入要領において同じ。）に記載された総株主の議決権の数を用いて差し支えない。なお、発行会社の総株主
の議決権が分からず、また、発行会社が有価証券届出書、有価証券報告書又は半期報告書を提出していない場合にあっては、「不明」
と記入して差し支えない。

 「2 発行会社の名称」欄には発行会社の名称とともに発行会社の法人番号（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利
用等に関する法律第２条第16項に規定する法人番号をいう。）を記入すること。

 上記様式に記入することができない場合は、日本産業規格Ａ４の用紙により上記事項の順序に従って記入するか、別紙を添付して差
し支えない。別紙を添付する場合は、各別紙の右上に「別紙」と明記し、通し番号を付すこと。

 本報告書は、発行会社の別に記入し、共同議決権行使同意取得又は共同議決権行使同意取得の解除の別に記入すること。
 「報告者」欄中「氏名又は名称及び代表者の氏名」欄には、日本語表記（正式な日本語表記がない場合はふりがな）と英語表記（正
式な英語表記がない場合は省略）を併記すること。

 「報告者」欄中「住所又は主たる事務所の所在地」欄には、国又は地域名も記入すること。財務及び営業又は事業の方針につき実質
的な決定が行われている場所が住所又は主たる事務所の所在地と異なる場合は、当該場所も併記すること。

 「報告者」欄中「国籍・設立国等」欄には、報告者が非居住者個人である場合は当該個人の国籍又はこれに類する地域を記載し、報
告者が法人その他の団体である場合は当該法人その他の団体の設立準拠法を管轄する国又は地域を記載すること。

 「報告者」欄中「事務上の連絡先（担当者氏名、電話番号及び電子メールアドレス）」欄について、電子メールアドレスがない場合
には、電子メールアドレスの箇所に「該当なし」と記入すること。

 「３ 同意取得又はその解除の内容」欄中「実行年月日」欄には、共同議決権行使同意取得の場合は同意取得の日、共同議決権行使
同意取得の解除の場合は解除の日をそれぞれ記入すること。



別紙様式第四十二
根拠法規：対 内 直 接 投 資 等

に 関 す る 命 令

年 月 日

財務大臣及び事業所管大臣 殿
（日本銀行経由）

住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地

下記のとおり報告します。

1

2

3

４

事業の全部の譲受け

事業の一部の譲受け

吸収分割

合併

事業の承継に関する実行報告書

報
 
 
告
 
 
者

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名
住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地 国籍・

設立国等職 業 又 は 営 ん で
い る 事 業 の 内 容

代
理
人

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名

事 務 上 の 連 絡 先
（担当者氏名、電話番号及
び 電 子 メ ー ル ア ド レ ス ）

本報告書の前提となる事前
届出の受理年月日及び受理
番号

承 継 又 は 処 分 の 別

承 継 又 は 処 分 年 月 日

承 継 又 は 処 分 の 対 価

５
 
承
継
又
は
処
分
方
法
等

⑴ 承継又は処分の方法

その他（    ）

⑵
承継又は処分対象の事
業内容

6 そ の 他 の 事 項



  （記入要領）
１

２

３

４

５

６

  （日本産業規格Ａ４）

 「報告者」欄中「事務上の連絡先（担当者氏名、電話番号及び電子メールアドレス）」欄について、電子メールアドレスがない場合
には、電子メールアドレスの箇所に「該当なし」と記入すること。
 「５ 承継又は処分方法等」欄中「⑵ 承継又は処分対象の事業内容」欄は、「１ 本報告書の前提となる事前届出の受理年月日及
び受理番号」欄において特定した事前届出において承継対象の事業内容とされたものと同一である場合は、その旨記載することで詳細
の記載を省略することができる。
 上記様式に記入することができない場合は、日本産業規格Ａ４の用紙により上記事項の順序に従って記入するか、別紙を添付して差
し支えない。別紙を添付する場合は、各別紙の右上に「別紙」と明記し、通し番号を付すこと。

 「報告者」欄中「氏名又は名称及び代表者の氏名」欄には、日本語表記（正式な日本語表記がない場合はふりがな）と英語表記（正
式な英語表記がない場合は省略）を併記すること。

 「報告者」欄中「住所又は主たる事務所の所在地」欄には、国又は地域名も記入すること。財務及び営業又は事業の方針につき実質
的な決定が行われている場所が住所又は主たる事務所の所在地と異なる場合は、当該場所も併記すること。
 「報告者」欄中「国籍・設立国等」欄には、報告者が非居住者個人である場合は当該個人の国籍又はこれに類する地域を記載し、報
告者が法人その他の団体である場合は当該法人その他の団体の設立準拠法を管轄する国又は地域を記載すること。



別紙様式第四十三
根拠法規：対 内 直 接 投 資 等

                                       に 関 す る 命 令

年 月 日

財務大臣及び事業所管大臣 殿
（日本銀行経由）

下記のとおり報告します。

５ 国 内 の 会 社 等 の 名 称

６ そ の 他 の 事 項

４ 議 決 権 比 率
取得前又は処分前 ％
取得後又は処分後 ％

事務上の連絡先（担当者
氏名、電話番号及び電子
メ ー ル ア ド レ ス ）

取得対象の別 数量 単価

取得若し
くは処分
又は同意
取得若し
くはその
解除の別

取得若しくは処分又は同意取
得若しくはその解除の相手方
の氏名又は名称及び住所又は
主たる事務所の所在地

2 直 接 保 有 法 人 等 の 名 称

3
取得若しくは処分又は同意
取得若しくはその解除の内
容

実行年月日

1
本報告書の前提となる事
前届出の受理年月日及び
受 理 番 号

直接保有法人等の外国議決権の取得等（法第26条第２項第９号、令第２条第25項第９号、同項第12号又は同項第14号）、外国議決権行使等権限の取得（令
第２条第25項第11号）又は外国議決権の共同行使同意取得（令第２条第25項第13号）に関する実行報告書

報
 
 
告
 
 
者

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名

住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地

国籍・
設立国等

代
理
人

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名
住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地



  （記入要領）
１

２

３

４

５

６
７

８

9

（日本産業規格Ａ４）

 上記様式に記入することができない場合は、日本産業規格Ａ４の用紙により上記事項の順序に従って記入するか、別紙を添付して差し支えない。
別紙を添付する場合は、各別紙の右上に「別紙」と明記し、通し番号を付すこと。

 「３ 取得若しくは処分又は同意取得若しくはその解除の内容」欄中「取得若しくは処分又は同意取得若しくはその解除の相手方の氏名又は名称
及び住所又は主たる事務所の所在地」欄は、報告者が共同行使同意取得若しくはその解除をした場合、又は相対による方法により取得又は処分をし
た場合において記入すること。
 「４ 議決権比率」欄については、報告者が保有する直接保有法人等の実質保有等外国議決権（令第２条第25項第11号に規定する実質保有等外国
議決権をいう。以下この記入要領において同じ。）の数（報告者を令第２条第17項第１号に規定する間接取得者とした場合に同項第２号各号に掲げ
るものが保有する数を含む。）の議決権の総数に占める割合を記入すること。
 「４ 議決権比率」の算定に当たって、直接保有法人等の総株主の議決権の数が分からない場合には、直近に提出された有価証券届出書（金融商
品取引法第２条第７項に規定する有価証券届出書をいう。以下この記入要領において同じ。）、有価証券報告書（同法第24条第１項に規定する有価
証券報告書をいう。以下この記入要領において同じ。）又は半期報告書（同法第24条の５第１項に規定する半期報告書をいう。以下この記入要領に
おいて同じ。）に相当する外国の法令に基づく書類に記載された総株主の議決権の数を用いて差し支えない。なお、直接保有法人等の総株主の議決
権が分からず、また、直接保有法人等が当該書類を提出していない場合にあっては、「不明」と記入して差し支えない。

 本報告書は、外国法令に基づいて設立された法人その他の団体の議決権の取得等（外国為替及び外国貿易法第26条第２項第９号、対内直接投資等
に関する政令（以下この記入要領において「令」という。）第２条第25項第９号、同項第12号又は同項第14号）、外国議決権行使等権限の取得（令
第２条第25項第11号）及び処分又は直接保有法人等の共同議決権行使の同意取得（令第２条第25項第13号）及びその解除の別に記入すること。
 「報告者」欄中「氏名又は名称及び代表者の氏名」欄には、日本語表記（正式な日本語表記がない場合はふりがな）と英語表記（正式な英語表記
がない場合は省略）を併記すること。
 「報告者」欄中「住所又は主たる事務所の所在地」欄には、国又は地域名も記入すること。財務及び営業又は事業の方針につき実質的な決定が行
われている場所が住所又は主たる事務所の所在地と異なる場合は、当該場所も併記すること。
 「報告者」欄中「国籍・設立国等」欄には、報告者が非居住者個人である場合は当該個人の国籍又はこれに類する地域を記載し、報告者が法人そ
の他の団体である場合は当該法人その他の団体の設立準拠法を管轄する国又は地域を記載すること。
 「報告者」欄中「事務上の連絡先（担当者氏名、電話番号及び電子メールアドレス）」欄について、電子メールアドレスがない場合には、電子
メールアドレスの箇所に「該当なし」と記入すること。
 「３ 取得若しくは処分又は同意取得若しくはその解除の内容」欄中「単価」欄には、実際の取引単価を記入すること。



別紙様式第四十四
根拠法規： 対 内 直 接 投 資 等

                                       に 関 す る 命 令

年 月 日

（宛先）
財務大臣及び事業所管大臣 殿
 うち、事前届出業種等を所管する大臣

内閣総理大臣（警察庁）
内閣総理大臣（金融庁）
総 務 大臣
厚生労働大臣
農林水産大臣
経済産業大臣
国土交通大臣     殿

（日本銀行経由）

国籍・
設立国等

住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地

下記のとおり報告します。

イ 特定株主の変更（対内直接投資等に関する命令第７条第４項第１号）
ロ 国有企業等の特定株主への追加（同項第２号）
ハ 同命令第３条の２第５項各号に該当するものの特定株主への追加（第７条第４項第３号）
ニ 役員又は代表取締役の３分の１の国籍等変更（同項第４号）
ホ 外国政府等関係者等の役員への追加（同項第５号）
ヘ 最終親会社等の変更（同項第６号）
ト 国有企業等の変更（同項第７号）
チ 同命令第３条の２第５項各号への該当（第７条第４項第８号）
リ 許認可等金融機関等への該当性の変更（同項第９号）
ヌ 投資銀行業務等の開始・停止（同項第10号）
ル 許認可等金融機関等の監督機関の変更（同項第11号）
ヲ 許認可等金融機関等の許認可等の根拠法令の変更（同項第12号）

３
４

⑴
変 更 の 内 容
（ 該 当 分 に ○ ）

⑵ 変 更 内 容 の 詳 細

代
理
人

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名

株式、持分、議決権、議決権行使等権限若しくは共同議決権行使同意の取得又は株式への一任運用に関する変更報告書

報
 
 
告
 
 
者

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名
住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地

事 務 上 の 連 絡 先
（担当者氏名、電話番号及び
電 子 メ ー ル ア ド レ ス ）

1
変更報告の対象となる報
告 書 の 提 出 年 月 日

変 更 前 変 更 後

変 更 が 生 じ た 理 由
変 更 が 生 じ た 年 月 日

５ そ の 他 の 事 項

 
２
 
変
更
の
内
容
等



  （記入要領）
１
２

３

４

５

６

７

８
９

  （日本産業規格Ａ４）

 本報告書は、「１ 変更報告の対象となる報告書の提出年月日」欄において特定した報告書の宛先と同じ宛先を記載すること。
 「報告者」欄中「氏名又は名称及び代表者の氏名」欄には、日本語表記（正式な日本語表記がない場合はふりがな）と英語表記（正式な英語表記が
ない場合は省略）を併記すること。
 「報告者」欄中「住所又は主たる事務所の所在地」欄には、国又は地域名も記入すること。財務及び営業又は事業の方針につき実質的な決定が行わ
れている場所が住所又は主たる事務所の所在地と異なる場合は、当該場所も併記すること。
 「報告者」欄中「国籍・設立国等」欄には、報告者が非居住者個人である場合は当該個人の国籍又はこれに類する地域を記載し、報告者が法人その
他の団体である場合は当該法人その他の団体の設立準拠法を管轄する国又は地域を記載すること。
 「報告者」欄中「事務上の連絡先（担当者氏名、電話番号及び電子メールアドレス）」欄について、電子メールアドレスがない場合には、電子メー
ルアドレスの箇所に「該当なし」と記入すること。
 「２ 変更の内容等」欄中「⑵ 変更内容の詳細」欄では、「１ 変更報告の対象となる報告書の提出年月日」欄において特定した報告書の記載が
「２ 変更の内容等」欄中「⑴ 変更の内容」欄に記載の事由が発生したことにより変更が生ずる場合において、かかる変更について記載すること。

 「３ 変更が生じた理由」欄は、「２ 変更の内容等」欄中「⑴ 変更の内容」欄に記載の事由が発生した理由を記載すること。不知の場合はその
旨記載すること。
 「４ 変更が生じた年月日」欄は、「２ 変更の内容等」欄中「⑴ 変更の内容」欄に記載の事由が発生した日を記載すること。
 上記様式に記入することができない場合は、日本産業規格Ａ４の用紙により上記事項の順序に従って記入するか、別紙を添付して差し支えない。別
紙を添付する場合は、各別紙の右上に「別紙」と明記し、通し番号を付すこと。



別紙様式第四十五
根拠法規： 対 内 直 接 投 資 等

                                       に 関 す る 命 令

年 月 日

（宛先）
財務大臣及び事業所管大臣 殿
 うち、事前届出業種等を所管する大臣

内閣総理大臣（警察庁）
内閣総理大臣（金融庁）
総 務 大臣
厚生労働大臣
農林水産大臣
経済産業大臣
国土交通大臣     殿

（日本銀行経由）

下記のとおり報告します。

事 務 上 の 連 絡 先
（担当者氏名、電話番号及び
電 子 メ ー ル ア ド レ ス ）

1
発行会社に対する対内直接投
資等又は特定取得に係る届出
書の受理番号及び提出年月日

直接保有法人等の最終親会社等の変更に関する報告書

報
 
 
告
 
 
者

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名

住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地

国籍・
設立国等

ウェブページのリンク
  あり（リンク：                                                                                                                               ）
  なし

代
理
人

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名
住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地



株 式 個
議 決 権 個
出 資 比 率 ％
議 決 権 比 率 ％

３
４

  （記入要領）
１

２

３

４

５

６

７
８

  （日本産業規格Ａ４）

 本報告書は、「１ 発行会社に対する対内直接投資等又は特定取得に係る届出書の受理番号及び提出年月日」欄において特定した届出書の宛先と同
じ宛先を記載すること。

 「４ 変更が生じた年月日」欄は、最終親会社等の変更が生じた日を記載すること。不知の場合はその旨記載すること。
 上記様式に記入することができない場合は、日本産業規格Ａ４の用紙により上記事項の順序に従って記入するか、別紙を添付して差し支えない。別
紙を添付する場合は、各別紙の右上に「別紙」と明記し、通し番号を付すこと。

 「報告者」欄中「氏名又は名称及び代表者の氏名」欄には、日本語表記（正式な日本語表記がない場合はふりがな）と英語表記（正式な英語表記が
ない場合は省略）を併記すること。
 「報告者」欄中「住所又は主たる事務所の所在地」欄には、国又は地域名も記入すること。財務及び営業又は事業の方針につき実質的な決定が行わ
れている場所が住所又は主たる事務所の所在地と異なる場合は、当該場所も併記すること。「２ 変更の内容等」欄中「住所又は主たる事務所の所在
地」欄についても、同様とする。
 「報告者」欄中「国籍・設立国等」欄には、報告者が非居住者個人である場合は当該個人の国籍又はこれに類する地域を記載し、報告者が法人その
他の団体である場合は当該法人その他の団体の設立準拠法を管轄する国又は地域を記載すること。「２ 変更の内容等」欄中「国籍・設立国等」欄に
ついても、同様とする。
 「報告者」欄中、「ウェブページのリンク」欄について、営んでいる事業の内容等が記載されたウェブサイトが存在する場合には、当該ウェブサイ
トのリンク先URLを記載すること。「２ 変更の内容等」欄中の「ウェブページのリンク」欄についても、同様とする。
 「報告者」欄中「事務上の連絡先（担当者氏名、電話番号及び電子メールアドレス）」欄について、電子メールアドレスがない場合には、電子メー
ルアドレスの箇所に「該当なし」と記入すること。
 「３ 変更が生じた理由・背景」欄は、最終親会社等（租税特別措置法第66条の４の４第４項第５号に規定する最終親会社等をいう。以下この記入
要領において同じ。）の変更の事由が発生した理由と背景を記載すること。不知の場合はその旨記載すること。

変 更 が 生 じ た 理 由 ・ 背 景

５ そ の 他 の 事 項

国 籍 ・ 設 立 国 等
職 業 又 は 営 ん で
い る 事 業 の 内 容

変 更 が 生 じ た 年 月 日

ウェブページのリンク
  あり（リンク：                                      ）
  なし

国 有 企 業 等 と の 関 係
報 告 者 と の 関 係

取得した報告者の議決
権等

株式        個
議決権       個
出資比率      ％
議決権比率     ％

 
２
 
変
更
の
内
容
等

⑴ 変更前の最終親会社等

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名
住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
国 籍 ・ 設 立 国 等
職 業 又 は 営 ん で
い る 事 業 の 内 容

保有していた報告者の
議 決 権 等

⑵ 変更後の最終親会社等

氏 名 又 は 名 称 及 び
代 表 者 の 氏 名
住 所 又 は 主 た る
事 務 所 の 所 在 地

ウェブページのリンク
  あり（リンク：                                      ）
  なし

国 有 企 業 等 と の 関 係
報 告 者 と の 関 係



別紙様式第四十六

表 面

第 号

 上記の者は、外国為替及び外国貿易法第68条の規定による立入検査又は
質問を行う職員であることを証明する。

年   月   日 印
主務大臣

裏 面

1  本証は、外国為替及び外国貿易法関係の検査
の際は必ず携行すること。

2  本証を他人に貸与し、又は譲渡しないこと。
写 真

3  本証を紛失、汚損し、又は記載事項に変更が
印 あった場合は、即時その旨を申告して再交付を

受けること。
刻印

4  官印のないもの及び写真に印又は刻印のない
ものは無効とする。

5  検査に従事しなくなったときは、速やかに本
証を返納すること。

（備考）用紙は、日本産業規格B８、64×91㎜とする。

又は

身分証明書

官 職
氏 名
生 年 月 日

交付日



（
外
国
為
替
法
令
に
係
る
情
報
通
信
技
術
を
活
用
し
た
行
政
の
推
進
等
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
の
一
部
改
正
）

内

第
二
条

外
国
為
替
法
令
に
係
る
情
報
通
信
技
術
を
活
用
し
た
行
政
の
推
進
等
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
（
平
成
十
六
年
文
部

経
済

閣

府
、
総

務

省
、
財

務

省
、

科
学
省
、
厚
生
労
働
省
、
農
林
水
産
省
、
令
第
二
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

産
業
省
、
国
土
交
通
省
、
環

境

省

次
の
表
に
よ
り
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
た
部
分
を
こ
れ
に
順
次
対
応
す
る
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
規
定

の
傍
線
を
付
し
た
部
分
の
よ
う
に
改
め
、
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
そ
の
標
記
部
分
に
二
重
傍
線
を
付
し
た
規
定
は
、
こ
れ
を
加

え
る
。



 

改 
 
 
  
 
 
 

正 
  
 
 
  
 

後 

改 
 
 
  
 
 
 

正 
  
 
 
  
 

前 
（
別
表
中
欄
に
掲
げ
る
法
令
の
同
表
下
欄
に
掲
げ
る
規
定
に
基
づ
く
申
請
等

の
入
力
事
項
等
） 

第
五
条 

別
表
中
欄
に
掲
げ
る
法
令
の
同
表
下
欄
に
掲
げ
る
規
定
に
基
づ
く
申

請
等
に
関
し
て
電
子
情
報
処
理
組
織
を
使
用
し
て
当
該
申
請
等
を
行
う
者
は
、

日
本
銀
行
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
と
電
気
通
信
回
線
を
通
じ
て
通
信
で

き
る
機
能
を
備
え
た
電
子
計
算
機
か
ら
、
当
該
申
請
等
に
つ
き
規
定
し
た
法
令

の
規
定
に
お
い
て
書
面
等
に
記
載
す
べ
き
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
事
項
そ
の
他

当
該
申
請
等
が
行
わ
れ
る
べ
き
行
政
機
関
等
が
定
め
る
事
項
並
び
に
前
条
第

二
項
の
規
定
に
よ
り
通
知
さ
れ
た
識
別
符
号
及
び
暗
証
符
号
を
入
力
し
て
、
当

該
申
請
等
を
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
別
表
中
欄
に
掲
げ
る
法
令
の
同
表
下
欄
に
掲
げ
る
規
定
に
基
づ
く
申
請
等

の
入
力
事
項
等
） 

第
五
条 

別
表
中
欄
に
掲
げ
る
法
令
の
同
表
下
欄
に
掲
げ
る
規
定
に
基
づ
く
申

請
等
に
関
し
て
電
子
情
報
処
理
組
織
を
使
用
し
て
当
該
申
請
等
を
行
う
者
は
、

日
本
銀
行
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
と
電
気
通
信
回
線
を
通
じ
て
通
信
で

き
る
機
能
を
備
え
た
電
子
計
算
機
か
ら
、
当
該
申
請
等
に
つ
き
規
定
し
た
法
令

の
規
定
に
お
い
て
書
面
等
に
記
載
す
べ
き
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
事
項
そ
の
他

当
該
申
請
等
が
行
わ
れ
る
べ
き
行
政
機
関
等
が
定
め
る
事
項
並
び
に
前
条
第

二
項
の
規
定
に
よ
り
通
知
さ
れ
た
識
別
符
号
及
び
暗
証
符
号
を
入
力
し
て
、
当

該
申
請
等
を
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

２ 

［
略
］ 

２ 

［
同
上
］ 

３ 

別
表
の
七
五
か
ら
八
一
ま
で
の
項
の
中
欄
に
掲
げ
る
法
令
の
同
表
下
欄
に

掲
げ
る
規
定
に
基
づ
く
申
請
等
に
関
し
て
法
令
の
規
定
に
基
づ
き
同
一
内
容

の
書
面
等
を
数
通
必
要
と
す
る
申
請
等
を
行
う
者
が
、
第
一
項
の
規
定
に
基
づ

き
当
該
数
通
の
書
面
等
の
う
ち
一
通
に
記
載
す
べ
き
又
は
記
載
さ
れ
て
い
る

事
項
を
入
力
し
た
場
合
は
、
そ
の
他
の
同
一
内
容
の
書
面
等
に
記
載
す
べ
き
又

は
記
載
さ
れ
て
い
る
事
項
が
入
力
さ
れ
た
も
の
と
み
な
す
。 

３ 

別
表
の
七
五
か
ら
七
七
ま
で
の
項
の
中
欄
に
掲
げ
る
法
令
の
同
表
下
欄
に

掲
げ
る
規
定
に
基
づ
く
申
請
等
に
関
し
て
法
令
の
規
定
に
基
づ
き
同
一
内
容

の
書
面
等
を
数
通
必
要
と
す
る
申
請
等
を
行
う
者
が
、
第
一
項
の
規
定
に
基
づ

き
当
該
数
通
の
書
面
等
の
う
ち
一
通
に
記
載
す
べ
き
又
は
記
載
さ
れ
て
い
る

事
項
を
入
力
し
た
場
合
は
、
そ
の
他
の
同
一
内
容
の
書
面
等
に
記
載
す
べ
き
又

は
記
載
さ
れ
て
い
る
事
項
が
入
力
さ
れ
た
も
の
と
み
な
す
。 

４ 

別
表
の
八
一
及
び
八
三
の
項
の
中
欄
に
掲
げ
る
法
令
の
同
表
下
欄
に
掲
げ

る
規
定
に
基
づ
く
申
請
等
に
関
し
て
第
一
項
の
申
請
等
を
行
う
場
合
に
お
い

て
、
添
付
書
面
等
が
原
届
出
受
理
証
の
写
し
で
あ
る
と
き
は
、
当
該
申
請
等
を

行
う
者
は
、
光
学
式
読
取
装
置
を
用
い
て
当
該
原
届
出
受
理
証
の
写
し
に
記
載

さ
れ
て
い
る
事
項
を
フ
ァ
イ
ル
に
記
録
し
た
上
で
、
こ
れ
を
送
信
す
る
こ
と
を

も
っ
て
、
当
該
添
付
書
面
等
の
提
出
に
代
え
る
こ
と
が
で
き
る
。 

４ 

別
表
の
七
七
及
び
七
九
の
項
の
中
欄
に
掲
げ
る
法
令
の
同
表
下
欄
に
掲
げ

る
規
定
に
基
づ
く
申
請
等
に
関
し
て
第
一
項
の
申
請
等
を
行
う
場
合
に
お
い

て
、
添
付
書
面
等
が
原
届
出
受
理
証
の
写
し
で
あ
る
と
き
は
、
当
該
申
請
等
を

行
う
者
は
、
光
学
式
読
取
装
置
を
用
い
て
当
該
原
届
出
受
理
証
の
写
し
に
記
載

さ
れ
て
い
る
事
項
を
フ
ァ
イ
ル
に
記
録
し
た
上
で
、
こ
れ
を
送
信
す
る
こ
と
を

も
っ
て
、
当
該
添
付
書
面
等
の
提
出
に
代
え
る
こ
と
が
で
き
る
。 



 

別
表
（
第
三
条
関
係
） 

 
 

法 
 

 

令 

規 
 

 

定 
 

 
［

一

～

七
四
］ 

［
略
］ 

［
略
］ 

 

 

七
五 

対
内
直
接
投
資
等
に
関
す
る
命
令
（
昭
和

五
十
五
年
総
理
府
、
大
蔵
省
、
文
部
省
、

厚
生
省
、
農
林
水
産
省
、
通
商
産
業
省
、

運
輸
省
、
郵
政
省
、
労
働
省
、
建
設
省
令

第
一
号
） 

第
三
条
第
九
項 

 

 

七
六 

第
三
条
の
三
第
一

項 
 

 

七
七 

第
三
条
の
四
第
一

項 
 

 

七
八 

第
四
条
第
五
項 

 

 

七
九 

第
四
条
の
四
第
一

項 
 

 

八
〇 

第
四
条
の
五
第
一

項 
 

 

八
一 
第
五
条
第
二
項 

 

 

八
二 
第
六
条
の
二 

 

 

八
三 

第
六
条
の
三 

 

 

八
四 

第
七
条
第
一
項 

 

 

八
五 

第
七
条
第
二
項 

 

 

八
六 

第
七
条
第
三
項 

 

 

八
七 

第
七
条
第
四
項 

 

 

八
八 

第
七
条
第
五
項 

 

 
 

別
表
（
第
三
条
関
係
） 

 
 

法 
 

 

令 

規 
 

 

定 
 

 

［

一

～

七
四
］ 

［
同
上
］ 

［
同
上
］ 

 

 

七
五 

対
内
直
接
投
資
等
に
関
す
る
命
令
（
昭
和

五
十
五
年
総
理
府
、
大
蔵
省
、
文
部
省
、

厚
生
省
、
農
林
水
産
省
、
通
商
産
業
省
、

運
輸
省
、
郵
政
省
、
労
働
省
、
建
設
省
令

第
一
号
） 

第
三
条
第
七
項 

 

 

七
六 

 

第
四
条
第
四
項 

 

 

七
七 

 

第
五
条
第
二
項 

 

 

七
八 

第
六
条
の
二 

 

 

七
九 

 

第
六
条
の
三 

 

 

八
〇 

 

第
七
条
第
一
項 

 

 

八
一 

第
七
条
第
二
項 

 

 

八
二 

第
七
条
第
三
項 

 

 

八
三 

第
七
条
第
四
項 

 

 

［
新
設
］ 

 
 

 

 

［
新
設
］ 

 
 

 

 
［
新
設
］ 

 
 

 

 
［
新
設
］ 

 
 

 

 

［
新
設
］ 

 
 

 
 

備
考 

表
中
の
［ 

］
の
記
載
は
注
記
で
あ
る
。 



附

則

（
施
行
期
日
）

第
一
条

こ
の
命
令
は
、
外
国
為
替
及
び
外
国
貿
易
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
以
下
「
改
正
法
」
と
い
う
。
）
の
施
行
の

日
（
令
和
九
年
一
月
四
日
）
か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

第
二
条

第
一
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
対
内
直
接
投
資
等
に
関
す
る
命
令
（
以
下
「
新
命
令
」
と
い
う
。
）
第
二
条
第
三

項
、
第
三
条
第
三
項
、
第
九
項
及
び
第
十
項
、
第
三
条
の
二
第
八
項
、
第
四
条
第
一
項
及
び
第
五
項
、
第
四
条
の
三
第
四

項
、
第
五
条
第
二
項
及
び
第
四
項
、
第
六
条
の
二
、
第
六
条
の
三
、
第
七
条
第
一
項
か
ら
第
五
項
ま
で
、
別
表
第
一
並
び
に

別
表
第
三
の
規
定
は
、
こ
の
命
令
の
施
行
の
日
（
以
下
「
施
行
日
」
と
い
う
。
）
か
ら
起
算
し
て
三
十
日
を
経
過
し
た
日

（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
適
用
日
」
と
い
う
。
）
以
後
に
行
う
改
正
法
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
外
国
為
替
及
び
外
国
貿

易
法
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
新
法
」
と
い
う
。
）
第
二
十
七
条
第
一
項
に
規
定
す
る
対
内
直
接
投
資
等
（
以
下
こ
の
条

に
お
い
て
「
対
内
直
接
投
資
等
」
と
い
う
。
）
又
は
新
法
第
二
十
八
条
第
一
項
に
規
定
す
る
特
定
取
得
（
以
下
こ
の
条
に
お

い
て
「
特
定
取
得
」
と
い
う
。
）
に
つ
い
て
適
用
し
、
適
用
日
前
に
行
っ
た
対
内
直
接
投
資
等
又
は
特
定
取
得
に
つ
い
て



は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

第
三
条

新
命
令
別
紙
様
式
第
一
か
ら
別
紙
様
式
第
十
三
ま
で
及
び
別
紙
様
式
第
二
十
二
に
よ
る
届
出
書
、
新
命
令
別
紙
様
式

第
十
八
、
別
紙
様
式
第
二
十
及
び
別
紙
様
式
第
二
十
三
に
よ
る
通
知
書
、
新
命
令
別
紙
様
式
第
二
十
四
か
ら
別
紙
様
式
第
三

十
二
ま
で
、
別
紙
様
式
第
三
十
七
か
ら
別
紙
様
式
第
四
十
二
ま
で
及
び
別
紙
様
式
第
四
十
四
に
よ
る
報
告
書
並
び
に
新
命
令

別
紙
様
式
第
四
十
六
に
よ
る
証
明
書
に
つ
い
て
は
、
当
分
の
間
、
第
一
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
対
内
直
接
投
資
等
に
関

す
る
命
令
（
以
下
「
旧
命
令
」
と
い
う
。
）
別
紙
様
式
第
一
か
ら
別
紙
様
式
第
七
の
四
ま
で
及
び
別
紙
様
式
第
九
に
よ
る
届

出
書
、
旧
命
令
別
紙
様
式
第
八
、
別
紙
様
式
第
八
の
二
及
び
別
紙
様
式
第
十
に
よ
る
通
知
書
、
旧
命
令
別
紙
様
式
第
十
一
か

ら
別
紙
様
式
第
十
二
ま
で
、
別
紙
様
式
第
十
六
か
ら
別
紙
様
式
第
二
十
ま
で
及
び
別
紙
様
式
第
二
十
二
か
ら
別
紙
様
式
第
二

十
二
の
三
ま
で
に
よ
る
報
告
書
並
び
に
旧
命
令
別
紙
様
式
第
二
十
三
に
よ
る
証
明
書
を
取
り
繕
い
使
用
す
る
こ
と
が
で
き

る
。

第
四
条

改
正
法
附
則
第
三
条
第
二
項
か
ら
第
四
項
ま
で
の
規
定
、
外
国
為
替
及
び
外
国
貿
易
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の

施
行
に
伴
う
関
係
政
令
の
整
備
等
に
関
す
る
政
令
附
則
第
二
条
第
二
項
及
び
第
四
項
の
規
定
並
び
に
附
則
第
二
条
の
規
定
に

よ
り
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
と
さ
れ
る
場
合
に
お
け
る
旧
命
令
第
六
条
の
二
、
第
六
条
の
三
並
び
に
第
七
条
第
一
項
及
び
第



四
項
の
規
定
に
基
づ
く
報
告
に
つ
い
て
は
、
施
行
日
以
後
、
新
命
令
別
紙
様
式
第
二
十
四
か
ら
別
紙
様
式
第
三
十
二
ま
で
、

別
紙
様
式
第
三
十
七
か
ら
別
紙
様
式
第
四
十
二
ま
で
及
び
別
紙
様
式
第
四
十
四
に
よ
る
報
告
書
を
使
用
す
る
こ
と
が
で
き

る
。

第
五
条

新
命
令
の
施
行
前
に
し
た
行
為
及
び
附
則
第
二
条
の
規
定
に
よ
り
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
こ
と
と
さ
れ
る
場
合
に
お

け
る
新
命
令
の
施
行
後
に
し
た
行
為
に
対
す
る
罰
則
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。


